
デジタル原則を踏まえた 

アナログ規制の見直しに係る 

見直し方針のフォローアップ 

（令和５年度12月見直し期限) 

 

 

 

 

2024 年３月12日 

デジタル庁 

 



1 告示
原子力発電施設等緊急時安全

対策交付金交付規則

昭和55年12月13日通商

産業省/科学技術庁告示

第3号

内閣府 第12条第1項
交付金の交付に係

る現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月８日に開催された、令和４年度第３回道府県原

子力防災担当者連絡会議において、デジタル技術（オンライ

ン会議等）を活用することも可能であることを明確化した文

書を交付先道府県に対して配布し、周知した。

7 告示

消費税法施行令第十四条の三

第一号の規定に基づき厚生労

働大臣が指定する保育所を経

営する事業に類する事業とし

て行われる資産の譲渡等

平成17年3月31日厚生

厚生労働省告示第128号
こども家庭庁 前文 施設の立入調査 目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年８月に認可外保育施設に対する指導監督の徹底につ

いて（事務連絡）（令和５年８月31日付こども家庭庁成育局

保育政策課認可外保育施設担当室）の発出により、立入調査

に当たっては、「認可外保育施設に対する指導監督の実施に

ついて」（平成13年３月29日付厚生労働省雇用均等・児童

家庭局長通知）に基づき、あらかじめ自主点検表を提出さ

せ、その内容を考慮するなどして、対象施設を絞って重点的

な指導監督を行うことや、一部項目は書面等による確認のみ

行うことも可能としている旨を周知した。

9 告示 消防に関する都市等級要綱
昭和44年3月31日消防

庁告示第2号
総務省 第2-2(2)

予備調査の内容に

ついての実地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「「消防に関する都市等級要綱」に基づく実地調査の方法の

見直しについて（通知）」（令和５年12月22日付け消防消

第441号消防庁消防・救急課長通知）によって、ドローンや

最新の衛星画像等のデジタル技術の活用も可能である旨を各

地方公共団体宛てに周知。

10 告示

電気通信主任技術者規則第三

条第二項の規定に基づく総務

大臣が別に告示する場合

平成22年2月26日総務

省告示第49号
総務省 1-4

電気通信設備の巡

視等
目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、当省ホームページ（URL：

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/denkis

hikaku.html）にて「巡視、点検及び検査」の実施にあたっ

てはデジタル技術等を活用可能である旨を明示した。

11 告示

電気通信主任技術者規則第三

条第二項の規定に基づく総務

大臣が別に告示する場合

平成22年2月26日総務

省告示第49号
総務省 3-3

電気通信設備の巡

視等
目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、当省ホームページ（URL：

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/denkis

hikaku.html）にて「巡視、点検及び検査」の実施にあたっ

てはデジタル技術等を活用可能である旨を明示した。

12 告示
リサイクル研究開発促進交付

金交付規則

平成9年10月9日科学技

術庁告示第10号
文部科学省 第13条第1項

交付金の交付に係

る現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「デジタル原則に照らした規制の一括見直し

プラン」への対応について（４開原子第150号）の発出によ

り、「現地調査等」の規定については、遠隔で現地の状況を

確認するためのデジタル技術（ドローンやオンライン会議シ

ステム等）を活用した調査も含まれる旨明示した。

16 告示
原子力・エネルギー教育支援

事業交付金交付規則

平成14年8月8日文部科

学省告示第162号
文部科学省 第11条第1項

交付金の交付に係

る現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「デジタル原則に照らした規制の一括見直し

プラン」への対応について（４開原子第150号）の発出によ

り、「現地調査等」の規定については、遠隔で現地の状況を

確認するためのデジタル技術（ドローンやオンライン会議シ

ステム等）を活用した調査も含まれる旨明示した。

17 告示
高速増殖炉サイクル技術研究

開発推進交付金交付規則

平成20年7月31日文部

科学省告示第134号
文部科学省 第12条第1項

交付金の交付に係

る現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「デジタル原則に照らした規制の一括見直し

プラン」への対応について（４開原子第150号）の発出によ

り、「現地調査等」の規定については、遠隔で現地の状況を

確認するためのデジタル技術（ドローンやオンライン会議シ

ステム等）を活用した調査も含まれる旨明示した。

18 告示

高等専門学校設置基準第二十

九条の規定に基づく新たに高

等専門学校等を設置する場合

の教員組織、校舎等の施設及

び設備の段階的な整備

平成15年3月31日文部

科学省告示第48号
文部科学省 3

高等専門学校等の

設置の認可に係る

実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年２月、大学の設置等に係る提出書類の作成の手引に

おいて、実地調査をオンラインにより実施可能である旨明文

化し、HPに公表済。

20 告示

大学院設置基準第四十五条の

規定に基づく新たに大学院等

を設置する場合の教員組織、

校舎等の施設及び設備の段階

的な整備

平成15年3月31日文部

科学省告示第50号
文部科学省 3

大学院等の設置又

は課程の変更の認

可に係る実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年２月、大学の設置等に係る提出書類の作成の手引に

おいて、実地調査をオンラインにより実施可能である旨明文

化し、HPに公表済。

21 告示

大学等における職業実践力育

成プログラムの認定に関する

規程

平成27年7月31日文部

科学省告示第124号
文部科学省 第4条

大学等における課

程の実施状況の実

地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年２月、「職業実践力育成プログラム」（ＢＰ）認定

制度に関するＱ＆Ａにおいて、実地調査をオンラインにより

実施可能である旨明文化した。

22 告示
大型再処理施設放射能影響調

査交付金交付規則

平成3年2月28日科学技

術庁告示第2号
文部科学省 第13条第1項

交付金の交付に係

る現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「デジタル原則に照らした規制の一括見直し

プラン」への対応について（４開原子第150号）の発出によ

り、「現地調査等」の規定については、遠隔で現地の状況を

確認するためのデジタル技術（ドローンやオンライン会議シ

ステム等）を活用した調査も含まれる旨明示した。

23 告示

短期大学設置基準第五十二条

の規定に基づく新たに短期大

学等を設置する場合の教員組

織、校舎等の施設及び設備の

段階的な整備

平成15年3月31日文部

科学省告示第52号
文部科学省 3

短期大学等におけ

る年次計画の履行

状況の実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年２月、大学の設置等に係る提出書類の作成の手引に

おいて、実地調査をオンラインにより実施可能である旨明文

化し、HPに公表済。

24 告示
放射線利用・原子力基盤技術

試験研究推進交付金交付規則

平成5年10月28日科学

技術庁告示第11号
文部科学省 第13条第1項

交付金の交付に係

る現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「デジタル原則に照らした規制の一括見直し

プラン」への対応について（４開原子第150号）の発出によ

り、「現地調査等」の規定については、遠隔で現地の状況を

確認するためのデジタル技術（ドローンやオンライン会議シ

ステム等）を活用した調査も含まれる旨明示した。

25 告示

介護保険法施行令附則第八条

第一項の規定に基づく厚生労

働大臣が定める主要介護給付

等費用適正化事業

平成20年2月20日厚生

労働省告示第31号
厚生労働省 1

介護給付等に要す

る費用の適正化を

図るための訪問調

査

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み
担当課において精査した結果、当該告示は既に効力を失って

いることを確認した。

26 告示

介護保険法施行令附則第八条

第一項の規定に基づく厚生労

働大臣が定める主要介護給付

等費用適正化事業

平成20年2月20日厚生

労働省告示第31号
厚生労働省 2

介護給付等に要す

る費用の適正化を

図るための訪問調

査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み
担当課において精査した結果、当該告示は既に効力を失って

いることを確認した。

27 告示

介護保険法施行令附則第八条

第一項の規定に基づく厚生労

働大臣が定める主要介護給付

等費用適正化事業

平成20年2月20日厚生

厚生労働省告示第31号
厚生労働省 3

居宅介護住宅改修

費又は介護予防住

宅改修費の支給の

申請に係る住宅の

現地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み
担当課において精査した結果、当該告示は既に効力を失って

いることを確認した。

30 告示
放射性物質等の運搬に関する

基準

平成17年11月24日厚生

労働省告示第491号
厚生労働省 第24条

放射性物質等の運

搬における駐車時

の見張人の配置

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年７月20日付け監視指導・麻薬対策課事務連絡によ

り、日本放射性医薬品協会の自主基準を周知することで、運

搬車両駐車時に見張人の配置を要しない場合を示した。

46 告示 単板積層材の日本農林規格
平成20年5月13日農林

水産省告示第701号
農林水産省 附属書C C.1c)

登録認証機関等に

よる実地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、オンライン会議システム等の技術を活用した

リモート調査も可能である旨を、登録認証機関及び登録外国

認証機関の登録の基準等に関するＱ＆Ａの改正により明確化

した。

48 告示

特定技能雇用契約及び一号特

定技能外国人支援計画の基準

等を定める省令第二条第一項

第十三号及び第二項第七号の

規定に基づく漁業分野に特有

の事情に鑑みて定める基準

平成31年3月15日農林

水産省告示第525号
農林水産省 3

協議会及びその構

成員による現地調

査

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み
令和５年８月、告示第３号を改正（令和５年農林水産省告示

第1048号）し、現地調査に限らない旨を明示した。

49 告示

特定技能雇用契約及び一号特

定技能外国人支援計画の基準

等を定める省令第二条第一項

第十三号及び第二項第七号の

規定に基づく農業分野に特有

の事情に鑑みて定める基準

平成31年3月15日農林

水産省告示第524号
農林水産省 4

協議会による現地

調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年８月、告示第４号を改正（令和５年農林水産省告示

第1048号）し、現地調査に限らない旨を明示した。

50 告示

日本農林規格等に関する法律

施行規則第四十八条第二項の

主務大臣が定める農林物資に

ついての取扱業者の認証の技

術的基準等

平成18年2月7日農林水

産省告示第125号
農林水産省 3.2.1

認証の申請に係る

工場又は事業所の

実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、オンライン会議システム等の技術を活用した

リモート調査も可能である旨を、登録認証機関及び登録外国

認証機関の登録の基準等に関するＱ＆Ａの改正により明確化

した。

51 告示

日本農林規格等に関する法律

施行規則第四十八条第二項の

主務大臣が定める農林物資に

ついての取扱業者の認証の技

術的基準等

平成18年2月7日農林水

産省告示第125号
農林水産省 3.3 g)

認証の申請に係る

工場又は事業所の

実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、オンライン会議システム等の技術を活用した

リモート調査も可能である旨を、登録認証機関及び登録外国

認証機関の登録の基準等に関するＱ＆Ａの改正により明確化

した。

52 告示

日本農林規格等に関する法律

施行規則第四十八条第二項の

主務大臣が定める農林物資に

ついての取扱業者の認証の技

術的基準等

平成18年2月7日農林水

産省告示第125号
農林水産省 3.4 e) 5)

認証の申請に係る

工場又は事業所の

実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、オンライン会議システム等の技術を活用した

リモート調査も可能である旨を、登録認証機関及び登録外国

認証機関の登録の基準等に関するＱ＆Ａの改正により明確化

した。

63 告示
核燃料サイクル交付金交付規

則

平成19年3月31日経済

産業省告示第109号
経済産業省 第12条第1項

交付金の交付に係

る現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年２月、事務連絡を関係自治体向けに発出し、デジタ

ル技術を活用した確定検査が可能である旨を明確化した。

66 告示

原子力発電施設等の周辺地域

における大規模開発地区への

企業立地促進事業費補助金交

付要綱

平成14年8月28日経済

産業省告示第309号
経済産業省 第12条第1項

補助金の交付に係

る現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年４月、事務連絡「原子力発電施設等の周辺地域にお

ける大規模開発地区への企業立地促進事業費補助金の額の確

定について」を発出し、補助金の交付に係る現地調査につい

ては、デジタル技術の活用が可能である旨を明確化した。

※参考：

https://www.tohoku.meti.go.jp/s_ki_richi/downloadfiles/k

akuteikensa.pdf

67 告示

原子力発電施設等立地地域基

盤整備支援事業交付金交付規

則

平成27年10月16日経済

産業省告示第222号
経済産業省 第12条第1項

交付金の交付に係

る現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月27日付にて、デジタル技術を活用した確定検査

が可能であることを周知する事務連絡を各県・市町へ発出

済。

68 告示
原子力発電施設等立地地域特

別交付金交付規則

平成19年3月31日経済

産業省告示第107号
経済産業省 第13条第1項

交付金の交付に係

る現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年２月、事務連絡を関係自治体向けに発出し、デジタ

ル技術を活用した確定検査が可能である旨を明確化した。

69 告示
原子力発電施設立地地域共生

交付金交付規則

平成19年3月31日経済

産業省告示第108号
経済産業省 第13条第1項

交付金の交付に係

る現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年２月、事務連絡を関係自治体向けに発出し、デジタ

ル技術を活用した確定検査が可能である旨を明確化した。

71 告示

国際相互承認に係る容器保安

規則に基づき容器の規格等の

細目、容器再検査の方法等を

定める告示

平成28年6月30日経済

産業省告示第184号
経済産業省 第53条

目視等による附属

品の外観検査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、目視による調査、巡視及び点検については、これらの条

項の規定上、ドローンによる遠隔監視技術の活用やAIによる

診断など、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明

確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

条項等 規制等の内容概要
規制等の

類型

現在

Phase

アナログ規制を定める通知・通達等の点検対象条項のフォローアップ一覧表

新たな見直し

完了時期
新たな見直し完了時期の理由

見直後

Phase

　　　見直し要否

※見直し「否」かつ、現在Phase

が２又は３の条項は、見直しを要

さずともデジタル原則適合性が確

保できていることを確認済

　見直し完了時期

※「令和５年中」としてい

るものには、既に見直しが

完了しているものを含む。

見直しの状況 見直しの内容 見直し未了の理由No. 区分 題名 制定年月日及び番号 所管省庁名



72 告示

出入国管理及び難民認定法第

七条第一項第二号の基準を定

める省令及び特定技能雇用契

約及び一号特定技能外国人支

援計画の基準等を定める省令

の規定に基づく素形材・産業

機械・電気電子情報関連製造

業分野に特有の事情に鑑みて

定める基準

令和4年5月25日経済産

業省告示第127号
経済産業省 第3条第2号

経済産業省又は協

議・連絡会による

現地調査

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年８月、「特定の分野に係る特定技能外国人受入れに

関する運用要領　-素形材・産業機械・電気電子情報関連製

造業分野の基準について-」を改正し、現地調査への協力を

規定する文言の中で、オンライン方式による調査も可能とな

るよう明記した。

P14

https://www.moj.go.jp/isa/content/930004946.pdf

74 告示

製造施設の位置、構造及び設

備並びに製造の方法等に関す

る技術基準の細目を定める告

示

昭和50年8月1日通商産

業省告示第291号
経済産業省 第1条の7第2号 巡視等の保安活動 目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、目視による調査、巡視及び点検については、これらの条

項の規定上、ドローンによる遠隔監視技術の活用やAIによる

診断など、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明

確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

75 告示
石油貯蔵施設立地対策等交付

金交付規則

昭和53年9月28日通商

産業省告示第434号
経済産業省 第15条第1項

交付金の交付に係

る現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、デジタル技術を活用した確定検査が可能であ

ることを周知する事務連絡を各県・市町へ発出する形で対応

した。

76 告示
石油貯蔵施設立地対策等交付

金事務等交付金交付規則

昭和53年9月28日通商

産業省告示第435号
経済産業省 第12条第1項

交付金の交付に係

る現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、デジタル技術を活用した確定検査が可能であ

ることを周知する事務連絡を各県・市町へ発出する形で対応

した。

80 告示
福島特定原子力施設地域振興

交付金交付規則

平成27年4月1日経済産

業省告示第59号
経済産業省 第11条第1項

交付金の交付に係

る現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年２月、事務連絡を関係自治体向けに発出し、デジタ

ル技術を活用した確定検査が可能である旨を明確化した。

86 告示

容器保安規則に基づき表示等

の細目、容器再検査の方法等

を定める告示

平成9年3月25日通商産

業省告示第150号
経済産業省 第24条第2号

目視等による一般

附属品の外観検査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、目視による調査、巡視及び点検については、これらの条

項の規定上、ドローンによる遠隔監視技術の活用やAIによる

診断など、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明

確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

89 告示

容器保安規則に基づき表示等

の細目、容器再検査の方法等

を定める告示

平成9年3月25日通商産

業省告示第150号
経済産業省 第27条

目視等による附属

品の外観検査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、目視による調査、巡視及び点検については、これらの条

項の規定上、ドローンによる遠隔監視技術の活用やAIによる

診断など、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明

確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

92 告示

容器保安規則に基づき表示等

の細目、容器再検査の方法等

を定める告示

平成9年3月25日通商産

業省告示第150号
経済産業省 第28条の3

目視等による附属

品の外観検査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、目視による調査、巡視及び点検については、これらの条

項の規定上、ドローンによる遠隔監視技術の活用やAIによる

診断など、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明

確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

93 告示 既存住宅状況調査方法基準
平成29年2月3日国土交

通省告示第82号
国土交通省 第5～10条(は) 目視等による調査 目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

既存住宅状況調査方法基準（平成29年国土交通省告示第82

号）の改正（令和５年１月公布、同年４月施行）により、デ

ジタル技術を活用した方法による調査を可能とした。

95 告示

建築物の基礎、主要構造部等

に使用する建築材料並びにこ

れらの建築材料が適合すべき

日本産業規格又は日本農林規

格及び品質に関する技術的基

準を定める件

平成12年5月31日建設

省告示第1446号
国土交通省

別表第2 第1第

14号5(は)5
目視による測定 目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当該告示の改正及び「建築材料の測定方法等

のデジタル技術活用について（通知）」（令和５年12月27

日付国住参建第3079号）の発出により、デジタル技術を活

用することを許容する旨を明示した。

96 告示

建築物の基礎、主要構造部等

に使用する建築材料並びにこ

れらの建築材料が適合すべき

日本産業規格又は日本農林規

格及び品質に関する技術的基

準を定める件

平成12年5月31日建設

省告示第1446号
国土交通省

別表第2 第1第

15号2(は)2へ
目視等による測定 目視規制 1-② 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当該告示の改正及び「建築材料の測定方法等

のデジタル技術活用について（通知）」（令和５年12月27

日付国住参建第3079号）の発出により、デジタル技術を活

用することを許容する旨を明示した。

97 告示

建築物の基礎、主要構造部等

に使用する建築材料並びにこ

れらの建築材料が適合すべき

日本産業規格又は日本農林規

格及び品質に関する技術的基

準を定める件

平成12年5月31日建設

省告示第1446号
国土交通省

別表第2 第1第

15号6(は)6
目視による測定 目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当該告示の改正及び「建築材料の測定方法等

のデジタル技術活用について（通知）」（令和５年12月27

日付国住参建第3079号）の発出により、デジタル技術を活

用することを許容する旨を明示した。

98 告示

建築物の基礎、主要構造部等

に使用する建築材料並びにこ

れらの建築材料が適合すべき

日本産業規格又は日本農林規

格及び品質に関する技術的基

準を定める件

平成12年5月31日建設

省告示第1446号
国土交通省

別表第2 第1第

17号8(は)8
目視による測定 目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当該告示の改正及び「建築材料の測定方法等

のデジタル技術活用について（通知）」（令和５年12月27

日付国住参建第3079号）の発出により、デジタル技術を活

用することを許容する旨を明示した。

99 告示

建築物の基礎、主要構造部等

に使用する建築材料並びにこ

れらの建築材料が適合すべき

日本産業規格又は日本農林規

格及び品質に関する技術的基

準を定める件

平成12年5月31日建設

省告示第1446号
国土交通省

別表第2 第1第

18号10(は)10
目視による測定 目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当該告示の改正及び「建築材料の測定方法等

のデジタル技術活用について（通知）」（令和５年12月27

日付国住参建第3079号）の発出により、デジタル技術を活

用することを許容する旨を明示した。

100 告示

建築物の基礎、主要構造部等

に使用する建築材料並びにこ

れらの建築材料が適合すべき

日本産業規格又は日本農林規

格及び品質に関する技術的基

準を定める件

平成12年5月31日建設

省告示第1446号
国土交通省

別表第2 第1第

18号9(は)9ﾊ

目視による構成材

の確認
目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当該告示の改正及び「建築材料の測定方法等

のデジタル技術活用について（通知）」（令和５年12月27

日付国住参建第3079号）の発出により、デジタル技術を活

用することを許容する旨を明示した。

101 告示

建築物の基礎、主要構造部等

に使用する建築材料並びにこ

れらの建築材料が適合すべき

日本産業規格又は日本農林規

格及び品質に関する技術的基

準を定める件

平成12年5月31日建設

省告示第1446号
国土交通省

別表第2 第1第

20号4(は)4ﾆ

目視による飛散防

止層のくぼみの確

認

目視規制 1-② 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当該告示の改正及び「建築材料の測定方法等

のデジタル技術活用について（通知）」（令和５年12月27

日付国住参建第3079号）の発出により、デジタル技術を活

用することを許容する旨を明示した。

102 告示

建築物の基礎、主要構造部等

に使用する建築材料並びにこ

れらの建築材料が適合すべき

日本産業規格又は日本農林規

格及び品質に関する技術的基

準を定める件

平成12年5月31日建設

省告示第1446号
国土交通省

別表第2 第1第

20号4(は)4ﾎ

目視による飛散防

止層からの脱落の

発生の有無の確認

目視規制 1-② 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当該告示の改正及び「建築材料の測定方法等

のデジタル技術活用について（通知）」（令和５年12月27

日付国住参建第3079号）の発出により、デジタル技術を活

用することを許容する旨を明示した。

103 告示

建築物の基礎、主要構造部等

に使用する建築材料並びにこ

れらの建築材料が適合すべき

日本産業規格又は日本農林規

格及び品質に関する技術的基

準を定める件

平成12年5月31日建設

省告示第1446号
国土交通省

別表第2 第1第

21号4(は)4
目視による測定 目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当該告示の改正及び「建築材料の測定方法等

のデジタル技術活用について（通知）」（令和５年12月27

日付国住参建第3079号）の発出により、デジタル技術を活

用することを許容する旨を明示した。

104 告示

建築物の基礎、主要構造部等

に使用する建築材料並びにこ

れらの建築材料が適合すべき

日本産業規格又は日本農林規

格及び品質に関する技術的基

準を定める件

平成12年5月31日建設

省告示第1446号
国土交通省

別表第2 第1第

22号6(は)6
目視による測定 目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当該告示の改正及び「建築材料の測定方法等

のデジタル技術活用について（通知）」（令和５年12月27

日付国住参建第3079号）の発出により、デジタル技術を活

用することを許容する旨を明示した。

105 告示

建築物の基礎、主要構造部等

に使用する建築材料並びにこ

れらの建築材料が適合すべき

日本産業規格又は日本農林規

格及び品質に関する技術的基

準を定める件

平成12年5月31日建設

省告示第1446号
国土交通省

別表第2 第1第2

号5(は)5ｲ.ﾊ

目視等による外観

の状況の測定
目視規制 1-② 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当該告示の改正及び「建築材料の測定方法等

のデジタル技術活用について（通知）」（令和５年12月27

日付国住参建第3079号）の発出により、デジタル技術を活

用することを許容する旨を明示した。

106 告示

建築物の基礎、主要構造部等

に使用する建築材料並びにこ

れらの建築材料が適合すべき

日本産業規格又は日本農林規

格及び品質に関する技術的基

準を定める件

平成12年5月31日建設

省告示第1446号
国土交通省

別表第2 第1第3

号4(は)4
目視による測定 目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当該告示の改正及び「建築材料の測定方法等

のデジタル技術活用について（通知）」（令和５年12月27

日付国住参建第3079号）の発出により、デジタル技術を活

用することを許容する旨を明示した。

107 告示

建築物の基礎、主要構造部等

に使用する建築材料並びにこ

れらの建築材料が適合すべき

日本産業規格又は日本農林規

格及び品質に関する技術的基

準を定める件

平成12年5月31日建設

省告示第1446号
国土交通省

別表第2 第1第4

号4(は)4
目視による測定 目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当該告示の改正及び「建築材料の測定方法等

のデジタル技術活用について（通知）」（令和５年12月27

日付国住参建第3079号）の発出により、デジタル技術を活

用することを許容する旨を明示した。

108 告示

建築物の基礎、主要構造部等

に使用する建築材料並びにこ

れらの建築材料が適合すべき

日本産業規格又は日本農林規

格及び品質に関する技術的基

準を定める件

平成12年5月31日建設

省告示第1446号
国土交通省

別表第2 第1第6

号5(は)5
目視による測定 目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当該告示の改正及び「建築材料の測定方法等

のデジタル技術活用について（通知）」（令和５年12月27

日付国住参建第3079号）の発出により、デジタル技術を活

用することを許容する旨を明示した。

109 告示

建築物の耐震診断及び耐震改

修の促進を図るための基本的

な方針

平成18年1月25日国土

交通省告示第184号
国土交通省

(別添)第1 建築

物の耐震診断の

指針

建築物の耐震診断

における実地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「耐震診断における実地調査等の

オンライン化 について（通知）」（令和５年12月27日付国

住事防第13号）の発出により、デジタル技術を活用すること

を許容する旨を明示した。

110 告示

建築物の耐震診断及び耐震改

修の促進を図るための基本的

な方針

平成18年1月25日国土

交通省告示第184号
国土交通省

(別添)第1 建築

物の耐震診断の

指針1

建築物の耐震診断

における実地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「耐震診断における実地調査等の

オンライン化 について（通知）」（令和５年12月27日付国

住事防第13号）の発出により、デジタル技術を活用すること

を許容する旨を明示した。

111 告示

建築物の耐震診断及び耐震改

修の促進を図るための基本的

な方針

平成18年1月25日国土

交通省告示第184号
国土交通省

(別添)第1 建築

物の耐震診断の

指針2

建築物の耐震診断

における実地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「耐震診断における実地調査等の

オンライン化 について（通知）」（令和５年12月27日付国

住事防第13号）の発出により、デジタル技術を活用すること

を許容する旨を明示した。

112 告示

建築物の耐震診断及び耐震改

修の促進を図るための基本的

な方針

平成18年1月25日国土

交通省告示第184号
国土交通省

(別添)第1 建築

物の耐震診断の

指針3

建築物の耐震診断

における実地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「耐震診断における実地調査等の

オンライン化 について（通知）」（令和５年12月27日付国

住事防第13号）の発出により、デジタル技術を活用すること

を許容する旨を明示した。

122 告示
索道施設に関する技術上の基

準の細目を定める告示

昭和62年3月20日運輸

省告示第170号
国土交通省 別表第2 備考2

目視等による外観

検査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 未了

索道を運行するための索条、搬器、握索装置、原動

設備、安全装置等の外観検査について、索道の安全

を維持しながらPhase2への見直しを実施するための

条件や精度を検討する期間が必要であるため。

令和６年６月

索道を運行するための索条、搬器、握索装

置、原動設備、安全装置等の外観検査につ

いて、索道の安全を維持しながらPhase2へ

の見直しを実施するための条件や精度を検

討する期間が必要であるため。

123 告示
自動車の点検及び整備に関す

る手引

平成19年3月14日国土

交通省告示第317号
国土交通省

「点検の実施方

法」各欄
目視による点検 目視規制 1-② 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、自動車の点検整備において、デジタル技術を

活用することが可能である旨を、自動車点検基準（昭和26年

運輸省令第70号）及び「自動車の点検及び整備に関する手

引」（平成 19 年国土交通省告示第 317 号）の一部改正によ

り明確化した（令和５年７月１日施行）。



134 告示

申請者が工場等において行う

試験に立ち会い、又は工場等

における指定建築材料の製

造、検査若しくは品質管理を

実地に確認する必要がある場

合及びその費用を定める件

平成27年12月1日国土

交通省告示第1164号
国土交通省 (全体)

品質管理の実地確

認
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 未了

当該告示及びその根拠となる建築基準法施行規則を

改正することに加え、当該告示において目視によら

ない場合の手数料を別途定める必要があるが、その

ための実態調査に時間を要したため。

令和６年４月

令和６年２月に公布し、目視によらない確

認を可能とする部分については令和６年４

月1日に施行予定。

149 告示

環境影響評価法の規定による

国土交通大臣が定めるべき港

湾環境影響評価に係る指針に

関する基本的事項

平成24年4月2日環境省

告示第64号
環境省 第1の1(4)

選定項目に係る環

境要素の状況並び

に自然条件及び社

会条件に関する現

地調査・踏査等

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、環境省大臣官房環境影響評価課のポータルサ

イト（URL末尾）にて、環境影響評価のために行う調査、予

測及び評価について、デジタル技術を用いることが可能であ

る旨、改めて明示した。

掲載URL：http://assess.env.go.jp/3_shiryou/3-

1_government/reportdetail.html?category_1=01&category

_2=01,02,03,07&sort=desc&sortfield=yearmonth&limit=1

00&offset=0&getcountunlimited=false&keyword=&max=1

92&page=govreport&year=&year_before=&year_after=&t

ag=&kid=1048

150 告示

環境影響評価法の規定による

国土交通大臣が定めるべき港

湾環境影響評価に係る指針に

関する基本的事項

平成24年4月2日環境省

告示第64号
環境省 第1の5(1)ｴ

選定項目に係る環

境要素の状況並び

に自然条件及び社

会条件に関する現

地調査・踏査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、環境省大臣官房環境影響評価課のポータルサ

イト（URL末尾）にて、環境影響評価のために行う調査、予

測及び評価について、デジタル技術を用いることが可能であ

る旨、改めて明示した。

掲載URL：http://assess.env.go.jp/3_shiryou/3-

1_government/reportdetail.html?category_1=01&category

_2=01,02,03,07&sort=desc&sortfield=yearmonth&limit=1

00&offset=0&getcountunlimited=false&keyword=&max=1

92&page=govreport&year=&year_before=&year_after=&t

ag=&kid=1048

151 告示

環境影響評価法の規定による

主務大臣が定めるべき指針等

に関する基本的事項

平成24年4月2日環境省

告示第63号
環境省 第1の1(5)

選定項目に係る環

境要素の状況並び

に自然条件及び社

会条件に関する現

地調査・踏査等

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、環境省大臣官房環境影響評価課のポータルサ

イト（URL末尾）にて、環境影響評価のために行う調査、予

測及び評価について、デジタル技術を用いることが可能であ

る旨、改めて明示した。

掲載URL：http://assess.env.go.jp/3_shiryou/3-

1_government/reportdetail.html?category_1=01&category

_2=01,02,03,07&sort=desc&sortfield=yearmonth&limit=1

00&offset=0&getcountunlimited=false&keyword=&max=1

92&page=govreport&year=&year_before=&year_after=&t

ag=&kid=1048

152 告示

環境影響評価法の規定による

主務大臣が定めるべき指針等

に関する基本的事項

平成24年4月2日環境省

告示第63号
環境省 第4の1(4)

選定項目に係る環

境要素の状況並び

に自然条件及び社

会条件に関する現

地調査・踏査等

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、環境省大臣官房環境影響評価課のポータルサ

イト（URL末尾）にて、環境影響評価のために行う調査、予

測及び評価について、デジタル技術を用いることが可能であ

る旨、改めて明示した。

掲載URL：http://assess.env.go.jp/3_shiryou/3-

1_government/reportdetail.html?category_1=01&category

_2=01,02,03,07&sort=desc&sortfield=yearmonth&limit=1

00&offset=0&getcountunlimited=false&keyword=&max=1

92&page=govreport&year=&year_before=&year_after=&t

ag=&kid=1048

153 告示

環境影響評価法の規定による

主務大臣が定めるべき指針等

に関する基本的事項

平成24年4月2日環境省

告示第63号
環境省 第4の5(1)

選定項目に係る環

境要素の状況並び

に自然条件及び社

会条件に関する現

地調査・踏査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、環境省大臣官房環境影響評価課のポータルサ

イト（URL末尾）にて、環境影響評価のために行う調査、予

測及び評価について、デジタル技術を用いることが可能であ

る旨、改めて明示した。

掲載URL：http://assess.env.go.jp/3_shiryou/3-

1_government/reportdetail.html?category_1=01&category

_2=01,02,03,07&sort=desc&sortfield=yearmonth&limit=1

00&offset=0&getcountunlimited=false&keyword=&max=1

92&page=govreport&year=&year_before=&year_after=&t

ag=&kid=1048

155 告示

浄化槽法第七条第一項及び第

十一条第一項に規定する浄化

槽の水質に関する検査の項

目、方法その他必要な事項

平成19年8月29日環境

省告示第64号
環境省 第2条第1項

浄化槽の内部の目

視等による外観検

査

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 未了

昨年11月、環境大臣宛てに、漏水や破損等により周

辺環境に重大な影響を与えうる特定既存単独処理浄

化槽の判定基準の統一化や明確化に向けた大臣指針

の改定等を含む内容の決議申し入れが為され、それ

が当省の今後推進すべき方向性に合致したことから

指針見直しに向けた検討会を本年２月以降、複数回

にわたって実施することとなった。

この指針見直しに係る特定既存単独処理浄化槽の判

定にあたっては、当該浄化槽の破損・勾配の状況等

を実地で確認することが肝要である。本見直しに際

しては通知の発出を想定しているが、通知の内容を

調整するに際しては、上記検討結果を踏まえた適切

な内容とすることとなったため。

令和６年６月
大臣指針見直しの検討結果を踏まえ通知の

発出を行うことを見込んでいるため。

156 告示

浄化槽法第七条第一項及び第

十一条第一項に規定する浄化

槽の水質に関する検査の項

目、方法その他必要な事項

平成19年8月29日環境

省告示第64号
環境省 第3条第1項

浄化槽の内部の目

視等による外観検

査

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 未了

昨年11月、環境大臣宛てに、漏水や破損等により周

辺環境に重大な影響を与えうる特定既存単独処理浄

化槽の判定基準の統一化や明確化に向けた大臣指針

の改定等を含む内容の決議申し入れが為され、それ

が当省の今後推進すべき方向性に合致したことから

指針見直しに向けた検討会を本年２月以降、複数回

にわたって実施することとなった。

この指針見直しに係る特定既存単独処理浄化槽の判

定にあたっては、当該浄化槽の破損・勾配の状況等

を実地で確認することが肝要である。本見直しに際

しては通知の発出を想定しているが、通知の内容を

調整するに際しては、上記検討結果を踏まえた適切

な内容とすることとなったため。

令和６年６月
大臣指針見直しの検討結果を踏まえ通知の

発出を行うことを見込んでいるため。

159 告示
展示動物の飼養及び保管に関

する基準

平成16年4月30日環境

省告示第33号
環境省 第4の1(3)ｲ 施設内の巡視等 目視規制 1-② 2 要 令和５年中 未了

自治体や事業者に通知するにあたって、他のアナロ

グ規制関連規定とあわせて対応することが望ましい

ため、他のアナログ規制関連規定の見直し時期との

関係で本規定(目視)についても同時期の見直しとする

必要がある。

令和６年６月

左記の理由により、動物愛護管理法その他

関連法における他のアナログ規制関連規定

と同時期の見直しを予定しているため。

160 告示

特定二酸化炭素ガスの海底下

廃棄の許可の申請に関し必要

な事項を定める件

平成19年9月19日環境

省告示第83号
環境省 第3.1(2)1)②

観測等による現地

調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

二酸化炭素の貯留事業に関する法律案（令和６年２月13日閣

議決定）の附則によって海洋汚染等防止法が改正され、特定

二酸化炭素ガスの海底下廃棄の許可に関する規定が削除され

ることとなっている。これに伴い、本告示の内容も削除され

ることとなる。

161 告示

特定二酸化炭素ガスの海底下

廃棄の許可の申請に関し必要

な事項を定める件

平成19年9月19日環境

省告示第83号
環境省 第3.1(4)2)

観測等による現地

調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

二酸化炭素の貯留事業に関する法律案（令和６年２月13日閣

議決定）の附則によって海洋汚染等防止法が改正され、特定

二酸化炭素ガスの海底下廃棄の許可に関する規定が削除され

ることとなっている。これに伴い、本告示の内容も削除され

ることとなる。

162 告示

特定二酸化炭素ガスの海底下

廃棄の許可の申請に関し必要

な事項を定める件

平成19年9月19日環境

省告示第83号
環境省 第3.2(1)2)

観測等による現地

調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

二酸化炭素の貯留事業に関する法律案（令和６年２月13日閣

議決定）の附則によって海洋汚染等防止法が改正され、特定

二酸化炭素ガスの海底下廃棄の許可に関する規定が削除され

ることとなっている。これに伴い、本告示の内容も削除され

ることとなる。

165 告示

廃棄物海洋投入処分の許可の

申請に関し必要な事項を定め

る件

平成17年9月22日環境

省告示第96号
環境省 第4.2(1)3)②ｲb

自然的条件の現況

に関する現地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 未了

現地調査の方法を含む申請に関しての詳細な手順は

「一般水底土砂の海洋投入処分申請の進め方に係る

指針」等において解説しており、その見直しに時間

を要しているため

令和６年６月
令和６年度業務で見直し検討を継続するた

め

166 告示

廃棄物海洋投入処分の許可の

申請に関し必要な事項を定め

る件

平成17年9月22日環境

省告示第96号
環境省 第4.2(1)3)②ｳc

調査項目の現況に

関する現地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 未了

現地調査の方法を含む申請に関しての詳細な手順は

「一般水底土砂の海洋投入処分申請の進め方に係る

指針」等において解説しており、その見直しに時間

を要しているため

令和６年６月
令和６年度業務で見直し検討を継続するた

め

167 告示

廃棄物海洋投入処分の許可の

申請に関し必要な事項を定め

る件

平成17年9月22日環境

省告示第96号
環境省 第4.2(2)3)②ｲb

自然的条件の現況

に関する現地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 未了

現地調査の方法を含む申請に関しての詳細な手順は

「一般水底土砂の海洋投入処分申請の進め方に係る

指針」等において解説しており、その見直しに時間

を要しているため

令和６年６月
令和６年度業務で見直し検討を継続するた

め

168 告示

廃棄物海洋投入処分の許可の

申請に関し必要な事項を定め

る件

平成17年9月22日環境

省告示第96号
環境省 第4.2(2)3)②ｳc

調査項目の現況に

関する現地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 未了

現地調査の方法を含む申請に関しての詳細な手順は

「一般水底土砂の海洋投入処分申請の進め方に係る

指針」等において解説しており、その見直しに時間

を要しているため

令和６年６月
令和６年度業務で見直し検討を継続するた

め

169 告示

廃棄物海洋投入処分の許可の

申請に関し必要な事項を定め

る件

平成17年9月22日環境

省告示第96号
環境省 第4.2(3)3)②ｲb

自然的条件の現況

に関する現地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 未了

現地調査の方法を含む申請に関しての詳細な手順は

「一般水底土砂の海洋投入処分申請の進め方に係る

指針」等において解説しており、その見直しに時間

を要しているため

令和６年６月
令和６年度業務で見直し検討を継続するた

め

170 告示

廃棄物海洋投入処分の許可の

申請に関し必要な事項を定め

る件

平成17年9月22日環境

省告示第96号
環境省 第4.2(3)3)②ｳc

調査項目の現況に

関する現地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 未了

現地調査の方法を含む申請に関しての詳細な手順は

「一般水底土砂の海洋投入処分申請の進め方に係る

指針」等において解説しており、その見直しに時間

を要しているため

令和６年６月
令和６年度業務で見直し検討を継続するた

め

171 告示

廃棄物海洋投入処分の許可の

申請に関し必要な事項を定め

る件

平成17年9月22日環境

省告示第96号
環境省 第4.2(4)3)②ｲb

自然的条件の現況

に関する現地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 未了

現地調査の方法を含む申請に関しての詳細な手順は

「一般水底土砂の海洋投入処分申請の進め方に係る

指針」等において解説しており、その見直しに時間

を要しているため

令和６年６月
令和６年度業務で見直し検討を継続するた

め

172 告示

廃棄物海洋投入処分の許可の

申請に関し必要な事項を定め

る件

平成17年9月22日環境

省告示第96号
環境省 第4.2(4)3)②ｳc

調査項目の現況に

関する現地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 未了

現地調査の方法を含む申請に関しての詳細な手順は

「一般水底土砂の海洋投入処分申請の進め方に係る

指針」等において解説しており、その見直しに時間

を要しているため

令和６年６月
令和６年度業務で見直し検討を継続するた

め

183 告示

公共工事の入札及び契約の適

正化を図るための措置に関す

る指針

平成13年3月9日閣議決

定

総務省

財務省

国土交通省

第2の6(1)ﾊ
工事現場への立入

点検
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年11月、「公共工事の円滑な施工確保について」（令

和５年11月30日付総行行第512号、国不入企第24号）の発出

により、当該立入点検については、Web 会議システムを活

用した遠隔地からの確認等のデジタル技術の活用も可能であ

る旨を明示した。

184 告示 交付金事務等交付金交付規則

昭和56年10月9日通商

産業省/科学技術庁告示

第4号

文部科学省

経済産業省
第11条第1項

交付金の交付に係

る現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

（文部科学省）

令和５年３月、「デジタル原則に照らした規制の一括見直し

プラン」への対応について（４開原子第150号）の発出によ

り、「現地調査等」の規定については、遠隔で現地の状況を

確認するためのデジタル技術（ドローンやオンライン会議シ

ステム等）を活用した調査も含まれる旨明示した。

（経済産業省）

令和６年２月、事務連絡を関係自治体向けに発出し、デジタ

ル技術を活用した確定検査が可能である旨を明確化した。

185 告示 広報・調査等交付金交付規則

昭和49年11月29日通商

産業省/科学技術庁告示

第3号

文部科学省

経済産業省
第12条第1項

交付金の交付に係

る現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

（文部科学省）

令和５年３月、「デジタル原則に照らした規制の一括見直し

プラン」への対応について（４開原子第150号）の発出によ

り、「現地調査等」の規定については、遠隔で現地の状況を

確認するためのデジタル技術（ドローンやオンライン会議シ

ステム等）を活用した調査も含まれる旨明示した。

（経済産業省）

令和５年３月27日付にて、デジタル技術を活用した確定検査

が可能であることを周知する事務連絡を各県・市町へ発出

済。



186 告示
電源立地地域対策交付金交付

規則

平成28年4月1日文部科

学省/経済産業省告示第

2号

文部科学省

経済産業省
第23条第1項

交付金の交付に係

る現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

（文部科学省）

令和５年３月、「デジタル原則に照らした規制の一括見直し

プラン」への対応について（４開原子第150号）の発出によ

り、「現地調査等」の規定については、遠隔で現地の状況を

確認するためのデジタル技術（ドローンやオンライン会議シ

ステム等）を活用した調査も含まれる旨明示した。

（経済産業省）

令和６年２月、事務連絡を関係自治体向けに発出し、デジタ

ル技術を活用した確定検査が可能である旨を明確化した。

187 通知・通達
降積雪期における防災態勢の

強化等について

令和2年11月20日中防

消第12号
内閣府 1(3)

雪崩防止施設等の

巡視・点検
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 未了

本通知における記載内容は、実際には制度所管省庁

で規制を定めているものであり、その一部の見直し

に時間を要しているため。

令和６年６月
左記の見直しが令和6年6月までに完了する

見込みであるため。

188 通知・通達
降積雪期における防災態勢の

強化等について

令和2年11月20日中防

消第12号
内閣府 5(1)

雪崩危険箇所等の

警戒巡視
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 未了

本通知における記載内容は、実際には制度所管省庁

で規制を定めているものであり、その一部の見直し

に時間を要しているため。

令和６年６月
左記の見直しが令和6年6月までに完了する

見込みであるため。

189 通知・通達
梅雨期及び台風期における防

災態勢の強化について

令和4年5月20日中防消

第18号
内閣府 1②

災害発生のおそれ

がある危険箇所の

巡視・点検

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 未了

本通知における記載内容は、実際には制度所管省庁

で規制を定めているものであり、その一部の見直し

に時間を要しているため。

令和６年６月
左記の見直しが令和6年6月までに完了する

見込みであるため。

190 通知・通達
融雪出水期における防災態勢

の強化について

令和3年3月2日中防消第

1号
内閣府 3

危険箇所等の巡

視・点検
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 未了

本通知における記載内容は、実際には制度所管省庁

で規制を定めているものであり、その一部の見直し

に時間を要しているため。

令和６年６月
左記の見直しが令和6年6月までに完了する

見込みであるため。

194 通知・通達

標的射撃を行う場所において

都道府県公安委員会が危害防

止上有効であると認める措置

の認定について（通達）

令和4年3月3日警察庁丁

保発第41 号
警察庁 1

発射された矢によ

る危害を防止する

ための措置の認定

に係る現場実査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「標的射撃を行う場所において都道府県公安委員会が危害防

止上有効であると認める措置の認定に係る現場実査につい

て」（令和５年12月27日付け事務連絡）の発出により、現

場実査においてウェブカメラ等のデジタル技術を活用するこ

とを許容する旨を明示した。

204 通知・通達
事務ガイドライン（金融会社

関係）
平成10年1月1日 金融庁 14-Ⅱ

財産的基礎の審査

に係る実地調査等
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

事務ガイドラインにおいて、電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法で行うことができ

る旨が明示されており、見直し後Phaseの達成を確認。

205 通知・通達
事務ガイドライン（金融会社

関係）
平成10年1月1日 金融庁 14-Ⅱ

資金移動業の審査

に係る実地調査等
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

事務ガイドラインにおいて、電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法で行うことができ

る旨が明示されており、見直し後Phaseの達成を確認。

212 通知・通達
事務ガイドライン（資金移動

業者関係）
平成10年1月1日 金融庁 Ⅷ-2-1(2)④

財産的基礎の審査

に係る実地調査等
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

事務ガイドラインにおいて、電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法で行うことができ

る旨が明示されており、見直し後Phaseの達成を確認。

213 通知・通達
事務ガイドライン（資金移動

業者関係）
平成10年1月1日 金融庁 Ⅷ-2-1(2)⑤

資金移動業の審査

に係る実地調査等
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

事務ガイドラインにおいて、電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法で行うことができ

る旨が明示されており、見直し後Phaseの達成を確認。

214 通知・通達
事務ガイドライン（資金移動

業者関係）
平成10年1月1日 金融庁 Ⅷ-2-1(4)

資金移動業の登録

後の実地検証等
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

事務ガイドラインにおいて、電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法で行うことができ

る旨が明示されており、見直し後Phaseの達成を確認。

215 通知・通達
事務ガイドライン（資金移動

業者関係）
平成10年1月1日 金融庁 Ⅷ-2-2(5)①

資金移動業の認可

後の実地検証等
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

事務ガイドラインにおいて、電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法で行うことができ

る旨が明示されており、見直し後Phaseの達成を確認。

222 通知・通達
事務ガイドライン（前払式支

払手段発行者関係）
平成10年1月1日 金融庁 Ⅲ-2-1(4)⑥

前払式支払手段発

行者の審査に係る

実地調査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

事務ガイドラインにおいて、電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法で行うことができ

る旨が明示されており、見直し後Phaseの達成を確認。

223 通知・通達
事務ガイドライン（前払式支

払手段発行者関係）
平成10年1月1日 金融庁 Ⅲ-2-1(6)

前払式支払手段発

行者の登録後の実

地検証等

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

事務ガイドラインにおいて、電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法で行うことができ

る旨が明示されており、見直し後Phaseの達成を確認。

233 通知・通達
金融サービス仲介業者向けの

総合的な監督指針
令和3年11月1日 金融庁 Ⅷ-3-1-2(2)

登録申請者の営業

所等の現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

金融サービス仲介業者向けの総合的な監督指針において、電

子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利

用する方法で行うことができる旨が明示されており、見直し

後Phaseの達成を確認。

234 通知・通達
金融サービス仲介業者向けの

総合的な監督指針
令和3年11月1日 金融庁 Ⅷ-3-1-2(2)

登録申請者の営業

所等の実地調査等
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

金融サービス仲介業者向けの総合的な監督指針において、電

子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利

用する方法で行うことができる旨が明示されており、見直し

後Phaseの達成を確認。

252 通知・通達
貸金業者向けの総合的な監督

指針
平成19年12月1日 金融庁 Ⅲ-1(2)

登録申請者の営業

所等の現地調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

貸金業者向けの総合的な監督指針において、電子情報処理組

織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法で

行うことができる旨が明示されており、見直し後Phaseの達

成を確認。

254 通知・通達
貸金業者向けの総合的な監督

指針
平成19年12月1日 金融庁 Ⅲ-3-1

金融機関の実地調

査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

貸金業者向けの総合的な監督指針において、電子情報処理組

織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法で

行うことができる旨が明示されており、見直し後Phaseの達

成を確認。

255 通知・通達
貸金業者向けの総合的な監督

指針
平成19年12月1日 金融庁 Ⅲ-3-1

金融機関の実地調

査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

貸金業者向けの総合的な監督指針において、電子情報処理組

織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法で

行うことができる旨が明示されており、見直し後Phaseの達

成を確認。

269 通知・通達
適格消費者団体の認定、監督

等に関するガイドライン
平成19年2月16日 消費者庁 2

認定に係る実地調

査等
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年５月30日に「適格消費者団体の認定、監督等に関す

るガイドライン」を改訂し、オンライン会議システム等のデ

ジタル技術を活用した遠隔調査を含む旨を明記した（当該部

分は令和５年６月１日より施行）。

270 通知・通達
特定適格消費者団体の認定、

監督等に関するガイドライン
平成27年11月11日 消費者庁 2

認定に係る実地調

査等
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年８月31日に「特定適格消費者団体の認定、監督等に

関するガイドライン」を改訂し、オンライン会議システム等

のデジタル技術を活用した遠隔調査を含む旨を明記した（令

和５年 10 月１日より施行）。

276 通知・通達
児童福祉行政指導監査の実施

について（通知）

平成12年4月25日児発

第471号
こども家庭庁 別紙 5(1)

児童福祉施設の実

地検査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、児童福祉行政指導監査の実施について

（通知）の一部を改正について（令和５年３月31日付厚生労

働省子ども家庭局長通知）の発出により、実地によらない方

法で一般指導監査を行う場合に、書面確認、テレビ会議、電

話による確認を組み合わせて実施することを規定した。

278 通知・通達

就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律に基づく幼

保連携型認定こども園に対す

る指導監査について

平成27年12月7日府子

本第373号
こども家庭庁 2

実地調査等による

施設の適正な運営

等の確認

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日付通知において、通知の一部を改正し、実

地監査の原則は維持しつつも、一定の場合には例外的に実地

によらない検査を行うことができることとした。

279 通知・通達
独立行政法人日本スポーツ振

興センター業務方法書

平成15年10月1日規則

第1号
こども家庭庁 第6章第1節

災害共済給付に係

る給付金の支払の

請求における実地

調査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、業務方法書（第28条）を変更し、給付金の

支払の請求における実地調査等について、実地の方式に限ら

ず、デジタル技術を活用して実施することも可能である旨を

明示した。

280 通知・通達
独立行政法人日本スポーツ振

興センター業務方法書

平成15年10月1日規則

第1号
こども家庭庁 第6章第3節

災害共済給付に係

る給付金の支払の

請求における実地

調査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、業務方法書（第28条）を変更し、給付金の

支払の請求における実地調査等について、実地の方式に限ら

ず、デジタル技術を活用して実施することも可能である旨を

明示した。

284 通知・通達
テロ災害対策の再確認及び徹

底について

平成27年2月3日消防運

第5号
総務省 1(2)

大規模集客施設、

生活関連等施設等

の立入検査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」を踏ま

えた通知・通達に規定する行為におけるデジタル技術の活用

について（周知）」（令和５年12月28日付け事務連絡）に

おいて、「大規模集客施設、生活関連等施設等の立入検査」

について、デジタル技術の活用も可能であることを明確化し

た。

285 通知・通達
日本郵政株式会社等に対する

検査に関する基本指針

平成19年10月1日総郵

検第21号
総務省 Ⅳ-2(3)

日本郵政株式会社

等に対する立入検

査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、日本郵政株式会社等に対する立入検査におい

て、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技

術を利用する方法を活用することを許容する旨を「日本郵政

株式会社等に対する検査に関する基本指針」の改正（令和５

年３月６日付総情検第６号）により明示した。

294 通知・通達
危険物施設の風水害対策ガイ

ドラインについて

令和2年3月27日消防災/

消防危第55号
総務省 1(3)

浸水した施設にお

ける目視点検
目視規制 2 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年11月、「危険物規制事務に関する執務資料の送付に

ついて」（令和５年11月22日付消防危第330号）の発出によ

り、当該点検等について従来の目視点検や確認方法と同等以

上の情報が得られるデジタル技術（ドローンや AI 等を用い

た技術）を活用することとしてもよい旨を明確化した。

296 通知・通達
行楽期における林野火災対策

の強化について

平成12年4月20日消防

災第38号
総務省 2

林野火災の発生す

るおそれのある地

域における消防機

関等防災関係機関

による巡視等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」を踏ま

えた通知・通達に規定する行為におけるデジタル技術の活用

について（周知）」（令和５年12月28日付け事務連絡）に

おいて、「林野火災の発生するおそれのある地域における消

防機関等防災関係機関による巡視等」について、デジタル技

術の活用も可能であることを明確化した。

297 通知・通達

国税資料の閲覧等の法定化に

伴う償却資産の適正な課税の

確保について

平成18年8月7日総税固

第79号
総務省 1(2)

固定資産の状況に

係る実地調査等
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年８月、事務連絡により「デジタル技術を活用するこ

とも可能」である旨を明確化し、実地以外の調査方法につい

て回答が得られた地方団体の事例を参考として周知した。

298 通知・通達

国税資料の閲覧等の法定化に

伴う償却資産の適正な課税の

確保について

平成18年8月7日総税固

第79号
総務省 1(3)

固定資産の状況に

係る実地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年８月、事務連絡により「デジタル技術を活用するこ

とも可能」である旨を明確化し、実地以外の調査方法につい

て回答が得られた地方団体の事例を参考として周知した。

299 通知・通達
市町村における風水害対策の

強化について

平成27年5月22日消防

災第73号
総務省 1(1)

危険箇所の警戒巡

視
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」を踏ま

えた通知・通達に規定する行為におけるデジタル技術の活用

について（周知）」（令和５年12月28日付け事務連絡）に

おいて、「危険箇所の警戒巡視」について、デジタル技術の

活用も可能であることを明確化した。

300 通知・通達
市町村における風水害対策の

強化について

平成27年5月22日消防

災第73号
総務省 2(4)

危険箇所の警戒巡

視
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」を踏ま

えた通知・通達に規定する行為におけるデジタル技術の活用

について（周知）」（令和５年12月28日付け事務連絡）に

おいて、「危険箇所の警戒巡視」について、デジタル技術の

活用も可能であることを明確化した。

302 通知・通達 信書便事業検査事務規程
平成15年12月25日総郵

信第39号
総務省 第3条,第4条

信書便事業者に対

する立入検査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「信書便事業検査事務規程の制定について

（通達）」（平成15年12月25日総郵信第39号）の一部を改

正する通達（令和５年３月31日総情信第28号）の発出によ

り、検査等の実施について、オンライン会議システム等の情

報通信技術を利用した方法（動画、画像、データ等による情

報収集等）を許容する旨を明示した。

304 通知・通達
地震防災強化計画の見直しに

ついて

平成15年11月4日消防

災第208号
総務省

地震防災強化計

画(市町村分)第

4章第14-1

道路の緊急点検及

び巡視
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」を踏ま

えた通知・通達に規定する行為におけるデジタル技術の活用

について（周知）」（令和５年12月28日付け事務連絡）に

おいて、「緊急点検及び巡視」について、デジタル技術の活

用も可能であることを通知において明確化した。

305 通知・通達
地震防災強化計画の見直しに

ついて

平成15年11月4日消防

災第208号
総務省

地震防災強化計

画(都道府県分)

第4章第14-1

道路の緊急点検及

び巡視
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」を踏ま

えた通知・通達に規定する行為におけるデジタル技術の活用

について（周知）」（令和５年12月28日付け事務連絡）に

おいて、「緊急点検及び巡視」について、デジタル技術の活

用も可能であることを明確化した。

306 通知・通達
地震防災強化計画の見直しに

ついて

平成15年11月4日消防

災第208号
総務省

地震防災強化計

画(都道府県分)

第4章第14-1

道路の緊急点検及

び巡視
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」を踏ま

えた通知・通達に規定する行為におけるデジタル技術の活用

について（周知）」（令和５年12月28日付け事務連絡）に

おいて、「緊急点検及び巡視」について、デジタル技術の活

用も可能であることを明確化した。



307 通知・通達
地震防災強化計画の見直しに

ついて

平成15年11月4日消防

災第208号
総務省

地震防災強化計

画(都道府県分)

第4章第14-1

施設の緊急点検及

び巡視
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」を踏ま

えた通知・通達に規定する行為におけるデジタル技術の活用

について（周知）」（令和５年12月28日付け事務連絡）に

おいて、「緊急点検及び巡視」について、デジタル技術の活

用も可能であることを明確化した。

308 通知・通達
地方税法（徴収関係）の取扱

いについて

平成元年10月1日自治税

企第41号
総務省 第12-1

住所、居所、事務

所及び事業所の実

地調査等

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、国税庁の方針に倣い、当該「実地調査」の記

載を削除の上、当該取扱通知の一部改正を行い、その旨地方

団体へ周知した。

309 通知・通達

電気通信事業法第４３条の規

定に基づく管理規程の届出に

関する事務処理について

昭和60年4月1日郵電技

第10号
総務省 第3章第12条

事業用電気通信設

備の巡視等
目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「事業用電気通信設備の管理規程に関する事

務処理要領の一部改正について（通達）」（令和５年12月

21日付総基安第22号）の発出により、巡視、点検及び検査

に関する記述が含まれる管理規程モデル自体を廃止した。

310 通知・通達

電気通信事業法第４３条の規

定に基づく管理規程の届出に

関する事務処理について

昭和60年4月1日郵電技

第10号
総務省 第3章第12条1

事業用電気通信設

備の巡視等
目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「事業用電気通信設備の管理規程に関する事

務処理要領の一部改正について（通達）」（令和５年12月

21日付総基安第22号）の発出により、巡視、点検及び検査

に関する記述が含まれる管理規程モデル自体を廃止した。

311 通知・通達

電気通信事業法第４３条の規

定に基づく管理規程の届出に

関する事務処理について

昭和60年4月1日郵電技

第10号
総務省 第3章第13条

事業用電気通信設

備の巡視等
目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「事業用電気通信設備の管理規程に関する事

務処理要領の一部改正について（通達）」（令和５年12月

21日付総基安第22号）の発出により、巡視、点検及び検査

に関する記述が含まれる管理規程モデル自体を廃止した。

312 通知・通達

電気通信事業法第４３条の規

定に基づく管理規程の届出に

関する事務処理について

昭和60年4月1日郵電技

第10号
総務省 第3章第15条

事業用電気通信設

備の巡視等
目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「事業用電気通信設備の管理規程に関する事

務処理要領の一部改正について（通達）」（令和５年12月

21日付総基安第22号）の発出により、巡視、点検及び検査

に関する記述が含まれる管理規程モデル自体を廃止した。

314 通知・通達

特定屋外タンク貯蔵所の保安

検査の時期に係る運用につい

て

平成23年2月25日消防

危第45号
総務省 第1-5(7)

保安のための巡視

等
目視規制 2 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年11月、「危険物規制事務に関する執務資料の送付に

ついて」（令和５年11月22日付消防危第330号）の発出によ

り、当該巡視、点検等について、デジタル技術（ドローンや

AI 等を用いた技術）を活用することとしてもよい旨を明確化

した。

315 通知・通達

特定屋外貯蔵タンクの腐食量

に係る管理等の状況の運用に

ついて

平成16年3月31日消防

危第42号
総務省 (11)

保安のための巡視

等
目視規制 2 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年11月、「危険物規制事務に関する執務資料の送付に

ついて」（令和５年11月22日付消防危第330号）の発出によ

り、当該巡視、点検等について、デジタル技術（ドローンや

AI 等を用いた技術）を活用することとしてもよい旨を明確化

した。

316 通知・通達 風水害対策の強化について
平成25年5月14日消防

災第208号
総務省 1(1)

危険箇所の警戒巡

視
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」を踏ま

えた通知・通達に規定する行為におけるデジタル技術の活用

について（周知）」（令和５年12月28日付け事務連絡）に

おいて、「危険箇所の警戒巡視」について、デジタル技術の

活用も可能であることを明確化した。

318 通知・通達
防災・減災対策等の推進に係

る留意事項について

平成24年2月1日消防災/

消防国/消防運/消防応

第23号

総務省 3(3)

道路等における雪

崩防止施設等の巡

視等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」を踏ま

えた通知・通達に規定する行為におけるデジタル技術の活用

について（周知）」（令和５年12月28日付け事務連絡）に

おいて、「道路等における雪崩防止施設等の巡視等」につい

て、デジタル技術の活用も可能であることを明確化した。

320 通知・通達
有線電気通信設備の改造等に

関する措置命令について

昭和48年4月3日郵電監

第294号
総務省 前文

架空電線の設置に

係る実地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「有線電気通信設備の改善等の措置に係る事

務処理要領 （平成27年４月１日総基事第43号）（通達）」

（「有線電気通信設備の改造等に関する措置命令について

（昭和48年４月３日郵電監第294号）（通達）」の内容を包

含）を改正し、検査・調査においてデジタル技術を活用する

ことを許容する旨を明示した。

335 通知・通達
「資産税事務提要の制定につ

いて」（事務運営指針）

平成21年6月26日課資

5-48ほか11課共同
財務省

第12章第3節ほ

か

農地等の利用状況

等についての現地

確認

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

農地等の利用状況等の確認に当たっては、画像・動画等のデ

ジタル技術の活用が可能である旨を文書で明確化し、部内に

周知した。なお、「資産税事務提要の制定について」（事務

運営指針）については、令和６年６月に改訂する予定であ

る。

343 通知・通達
一般競争入札等の取扱いにつ

いて

平成3年9月30日蔵理第

3603号
財務省 2(2)

入札条件の履行状

況を把握するため

の調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

344 通知・通達

監視区域に所在する財務省所

管一般会計所属国有地及び財

務省及び国土交通省所管財政

投融資特別会計特定国有財産

整備勘定所属国有地の一般競

争入札の取扱いについて

平成4年4月30日蔵理第

1752号
財務省 3(1)

履行状況の確認に

係る実地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

345 通知・通達

監視区域に所在する財務省所

管一般会計所属国有地及び財

務省及び国土交通省所管財政

投融資特別会計特定国有財産

整備勘定所属国有地の一般競

争入札の取扱いについて

平成4年4月30日蔵理第

1752号
財務省 3(1)

履行状況の確認に

係る実地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

346 通知・通達 関税法基本通達
昭和47年3月1日蔵関第

100号
財務省 第1章12の2-2

輸入者等に対する

調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年５月、税関HP

（https://www.customs.go.jp/shiryo/chousa.htm）に掲載

している「事後調査(2)調査の方法」の改訂を行い、実地に

よる調査のほか、必要に応じてWeb会議システムなどオンラ

イン方式による調査が可能である旨明記した。

347 通知・通達 関税法基本通達
昭和47年3月1日蔵関第

100号
財務省 第1章2の4-1(3)

住所及び居所の実

地調査等
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

「関税法基本通達等の一部改正について（令和５年６月30日

財関第592号）」の発出により、関税法基本通達２の4-1(3)

中の「書面調査、実地調査等」を「書面調査（電子申請によ

り取得した公簿等の調査を含む。）等、通常必要と認められ

る調査」と改正し、令和５年10月1日から実施している。

348 通知・通達
旧法定外公共物に関する境界

確定事務等取扱要領

平成16年11月1日財理

第3936号
財務省 9(4)-イ

境界確定に伴う調

査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

349 通知・通達
公園、緑地として貸付中の普

通財産の取扱いについて

昭和47年5月31日蔵理

第2407号
財務省 1

公園、緑地として

無償貸付中の普通

財産の利用状況に

ついての現地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

350 通知・通達

行政財産を貸付け又は使用許

可する場合の取扱いの基準に

ついて

昭和33年1月7日蔵管第

1号
財務省

3節第2ｰ4ｰ(7)ｰ

③

被害状況の実地調

査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

352 通知・通達

国家公務員宿舎法施行令第２

条の規定に基づく常時勤務に

服することを要しない国家公

務員等の指定に係る協議の取

扱いについて

平成13年3月16日財理

第785号
財務省 Ⅰ-2(2)

協議の審査におけ

る実地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

353 通知・通達
国庫に帰属する不動産等の取

扱いについて

令和2年12月14日財理

第3992号
財務省 第3-2

国庫帰属する不動

産の状況を確認す

るための調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

354 通知・通達
国有財産台帳等取扱要領につ

いて

平成13年5月24日財理

第1859号
財務省 第1-5(6) 立木竹の実地調査 目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

355 通知・通達

国有財産特別措置法第2条第2

項の規定により普通財産を無

償貸付けする場合の取扱いに

ついて

昭和48年7月27日蔵理

第3549号
財務省 第3-1

貸付契約の更新に

あたって、利用状

況を確認するため

の調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

356 通知・通達

国有地の利用等に関する企画

提案を審査した上で行う一般

競争入札の取扱いについて

平成20年6月26日財理

第2730号
財務省 第5ｰ2(2)

買受人に対する実

地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

357 通知・通達

災害を直接の原因とする普通

財産の貸付料の減免措置の取

扱いについて

平成23年6月8日財理第

2608号
財務省 第4

貸付料未納者と接

触するもの
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

358 通知・通達

市街化区域に所在する貸付中

の農地の利用状況の確認につ

いて

平成23年6月8日財理第

2609号
財務省 1(2)

利用状況を確認す

るための調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

359 通知・通達 取得時効事務取扱要領
平成13年3月30日財理

第1268号
財務省 第3-3(2)

取得時効に伴う調

査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

360 通知・通達

酒税法及び酒類行政関係法令

等解釈通達の制定について

（法令解釈通達）

平成11年6月25日課酒

1-36ほか４課共同
財務省 第31条20

担保物件が不動産

の場合の実地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年６月、「酒税法及び酒類業関係法令等解釈通達の一

部改正について」（令和５年６月30日付課酒１-57）の発出

により、実地の方式によらない調査も可能となるよう改正し

た。

371 通知・通達
貸付中の財産の売却促進につ

いて

令和5年6月28日財理第

1877号
財務省 第2ｰ1ｰ(5)

入札に付する貸付

中財産の状況を確

認するための調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

372 通知・通達
庁舎等使用調整計画の策定等

に係る取扱いについて

平成19年1月11日財理

第1号
財務省

別添

第2-3-⑷-ロ

庁舎等使用調整計

画の変更事由を把

握するための調査

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

373 通知・通達

特定国有財産整備計画の策定

及び実施事務の取扱要領につ

いて

昭和44年5月23日蔵理

第2157号
財務省 2ｰ(1)ｰ①ｰロ

取得前の国有財産

の状況を把握する

ための調査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

374 通知・通達 不法占拠財産取扱要領
平成13年3月30日財理

第1266号
財務省

第3-1-(1)-②-

(ﾊ)

不法占拠されてい

る財産の状況を確

認するための現地

調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

375 通知・通達
普通財産にかかる用途指定の

処理要領について

昭和41年2月22日蔵国

有第339号
財務省 第7-1

指定した用途に供

されているかの調

査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

376 通知・通達
普通財産の管理処分に係る契

約からの暴力団排除について

平成24年5月22日財理

第2445号
財務省 3(1)

暴力団排除の措置

としての調査
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

377 通知・通達
普通財産実態調査事務の処理

について

昭和33年4月25日蔵管

第1222号
財務省 第6ｰ(4)ｰロ

普通財産の状況を

確認するための現

地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

378 通知・通達 普通財産貸付事務処理要領
平成13年3月30日財理

第1308号
財務省 第2節第1

契約に定める義務

の履行状況の確認

に係る実地調査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

379 通知・通達
物納等不動産に関する事務取

扱要領について

平成18年6月29日財理

第2640号
財務省 第3-1

宅地及び同地の建

物についての現地

調査による目視確

認

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

380 通知・通達
物納等不動産に関する事務取

扱要領について

平成18年6月29日財理

第2640号
財務省 第3-1(1)ﾛ

物納財産の引受に

係る調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

381 通知・通達
物納等有価証券に関する事務

取扱要領について

平成22年6月25日財理

第2532号
財務省 第9-3

有価証券現物等の

実地調査等
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

382 通知・通達 無料宿舎の取扱いについて
昭和46年4月1日蔵理第

1321号
財務省 Ⅰ-2(2)

令第9条の規定に

基づく審査に係る

実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

385 通知・通達
私立大学等経常費補助金交付

要綱

昭和52年11月30日文部

大臣裁定
文部科学省 第10条

補助金に係る事業

の実施状況等につ

いての実地調査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

アナログによる調査のみに限定されるかのような誤解を防ぐ

ため、「現地」「実地」の文言を削除する改正を行った。

（令和５年２月21日改正）



386 通知・通達
私立大学等経常費補助金交付

要綱

昭和52年11月30日文部

大臣裁定
文部科学省 別添 第11条4

補助事業の実施状

況等についての実

地調査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

アナログによる調査のみに限定されるかのような誤解を防ぐ

ため、「現地」「実地」の文言を削除する改正を行った。

（令和５年２月21日改正）

392 通知・通達
がん診療連携拠点病院等の整

備について

令和4年8月1日健発

0801第16号
厚生労働省 (全体) 実地調査等 目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、厚生労働省ホームページ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenk

ou_iryou/kenkou/gan/gan_byoin.html）において、実地調

査等が適切に行われる限り、デジタル技術を活用することも

可能である旨を明示した。

393 通知・通達
がん対策推進基本計画の変更

について

平成30年3月9日健発第

309-5号
厚生労働省 第1-2(2)

拠点病院等におけ

る質の格差を解消

するための医療機

関間での実地調査

等

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

第３期がん対策推進基本計画における当該点検対象部分につ

いては、第４期がん対策推進基本計画の策定、及び通知の発

出（「がん対策推進基本計画の変更について」（令和5年3月

28日健発第0328第17号））に伴い廃止されていることを確

認した。

394 通知・通達
がん対策推進基本計画の変更

について

平成30年3月9日健発第

309-5号
厚生労働省 第2-3(1)

拠点病院等以外の

病院における緩和

ケアの実態や患者

のニーズを把握す

るための実地調査

等

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

第３期がん対策推進基本計画における当該点検対象部分につ

いては、第４期がん対策推進基本計画の策定、及び通知の発

出（「がん対策推進基本計画の変更について」（令和5年3月

28日健発第0328第17号））に伴い廃止されていることを確

認した。

395 通知・通達
がん対策推進基本計画の変更

について

平成30年3月9日健発第

309-5号
厚生労働省 第2-3(1)

緩和ケア病棟の質

を向上させるため

の実地調査等

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

第３期がん対策推進基本計画における当該点検対象部分につ

いては、第４期がん対策推進基本計画の策定、及び通知の発

出（「がん対策推進基本計画の変更について」（令和5年3月

28日健発第0328第17号））に伴い廃止されていることを確

認した。

396 通知・通達
がん対策推進基本計画の変更

について

平成30年3月9日健発第

309-5号
厚生労働省 別添 第2-3

緩和ケアの質の向

上策の立案に係る

実地調査等

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

第３期がん対策推進基本計画における当該点検対象部分につ

いては、第４期がん対策推進基本計画の策定、及び通知の発

出（「がん対策推進基本計画の変更について」（令和5年3月

28日健発第0328第17号））に伴い廃止されていることを確

認した。

402 通知・通達
栄養士法及び栄養士法施行規

則の運用に関する件

昭和23年2月6日公保発

第63号
厚生労働省 第2-2

規則第七条及び第

九条に規定する申

請書の実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 未了
関係各所の協議（現状把握及び内容の検討）に想定

以上に時間を要したため。
令和６年３月 関係各所の協議に時間を要しているため。

403 通知・通達

化学物質等による危険性又は

有害性等の調査等に関する指

針について

平成27年9月18日基発

第918003号
厚生労働省 7(4)

調査等の実施に当

たり活用する職場

巡視の実施結果

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年４月に「「化学物質等による危険性又は有害性等の

調査等に関する指針の一部を改正する指針」について」（令

和５年４月27日付け基発0427第３号）により、デジタル技

術を活用した調査、巡視等の結果の活用も可能であることを

明確化した。

404 通知・通達
介護給付適正化の計画策定に

関する指針について

令和2年9月3日老介発

0903第1号
厚生労働省 (別紙) 第2(2)①

要介護認定の変更

認定又は更新認定

に係る認定調査の

内容についての訪

問等による点検

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、認定調査の内容に係る点検においては、オン

ライン等を活用することが可能である旨を「介護給付適正化

の計画策定に関する指針について」（老介発0912第１号令

和５年９月12日厚生労働省老健局介護保険計画課長通知）に

明示した。

405 通知・通達
介護給付適正化の計画策定に

関する指針について

令和2年9月3日老介発

0903第1号
厚生労働省 (別紙) 第2(2)①

居宅介護サービス

計画、介護予防

サービス計画の記

載内容についての

訪問調査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、ケアプラン点検においては、オンライン等を

活用することが可能である旨を「介護給付適正化の計画策定

に関する指針について」（老介発0912第１号令和５年９月

12日厚生労働省老健局介護保険計画課長通知）に明示した。

412 通知・通達 改正水道法等の施行について
令和元年9月30日薬生水

発第930-1号
厚生労働省 第8-1

水道施設の運転状

況の巡視
目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、｢水道法施行規則の一部改正について（水道

施設の維持及び修繕関係）｣（令和５年３月22日薬生水発

0320第１号）の発出により、現場に赴く巡視と同等以上の

方法による遠隔での確認行為も巡視にあたる旨を明示した。

415 通知・通達
健康診査管理指導等事業実施

のための指針について

平成20年3月31日健総

発第331012号
厚生労働省 別添 第3-3(2)ｳ

検診実施機関の実

地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年８月、当省ホームページ（URL：

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenko

u_iryou/kenkou/seikatsu/index.html）において、実地検査

についてはデジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明

示した。

416 通知・通達
健康診査管理指導等事業実施

のための指針について

平成20年3月31日健総

発第331012号
厚生労働省 別添 第3-4(2)ｵ

検診実施機関の実

地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年８月、当省ホームページ（URL：

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenko

u_iryou/kenkou/seikatsu/index.html）において、実地検査

についてはデジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明

示した。

417 通知・通達
健康診査管理指導等事業実施

のための指針について

平成20年3月31日健総

発第331012号
厚生労働省 別添 第3-5(2)

検診実施機関の実

地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年８月、当省ホームページ（URL：

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenko

u_iryou/kenkou/seikatsu/index.html）において、実地検査

についてはデジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明

示した。

418 通知・通達
健康診査管理指導等事業実施

のための指針について

平成20年3月31日健総

発第331012号
厚生労働省 別添 第3-6(2)ｵ

検診実施機関の実

地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年８月、当省ホームページ（URL：

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenko

u_iryou/kenkou/seikatsu/index.html）において、実地検査

についてはデジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明

示した。

419 通知・通達
健康診査管理指導等事業実施

のための指針について

平成20年3月31日健総

発第331012号
厚生労働省 別添 第3-7(2)ｵ

検診実施機関の実

地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年８月、当省ホームページ（URL：

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenko

u_iryou/kenkou/seikatsu/index.html）において、実地検査

についてはデジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明

示した。

420 通知・通達
健康診査管理指導等事業実施

のための指針について

平成20年3月31日健総

発第331012号
厚生労働省 別添 第3-8(2)ｵ

検診実施機関の実

地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年８月、当省ホームページ（URL：

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenko

u_iryou/kenkou/seikatsu/index.html）において、実地検査

についてはデジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明

示した。

422 通知・通達

雇用保険法施行規則第 121

条に規定する広域団体認定訓

練助成金の支給に関する事務

の実施基準

令和3年4月13日開発

0413第1号
厚生労働省 第6-2

申請書等の記載事

項を確認するため

の実地調査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「「広域団体認定訓練助成金について」の一

部改正について」（令和５年12月８日付け開発1208第４

号）の発出により、申請書等の記載事項を確認するための実

地調査等を、実地によるもの以外の調査でも実施可能とし

た。

423 通知・通達
公衆浴場入浴料金の統制額の

指定について

昭和38年8月12日環発

第335号
厚生労働省 別紙(1)2

公衆浴場入浴料金

の実地調査等
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「デジタル原則を踏まえた「公衆浴場入浴料金の統制額の指

定について」の解釈及び運用について」（令和5年12月15日

付け）において、公衆浴場入浴料金の統制額を改定する場合

に都道府県が行う実地調査については、都道府県の実情に応

じてオンライン会議システム等を活用したオンライン方式に

よる手段等も含まれるものとする旨、都道府県生活衛生担当

課宛てに周知を行った。

427 通知・通達

国民健康保険の市町村保険者

及び国民健康保険組合並びに

国民健康保険団体連合会に対

する指導監督の実施について

平成31年1月23日保国

発0123第2号
厚生労働省 第1-3(1)

申告のない世帯及

び保険料(税)の軽

減対象世帯等につ

いての実地調査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「国民健康保険法第106条等の解釈につい

て」（令和５年３月27日付老介発0327第１号、保国発0327

第１号、保高発0327第１号）の発出により、国民健康保険

の指導監督の実施に係る報告徴収については、電子メールや

オンライン会議システム等の技術を活用したオンライン方式

による実施も可能である旨を明示した。

428 通知・通達

国民健康保険の市町村保険者

及び国民健康保険組合並びに

国民健康保険団体連合会に対

する指導監督の実施について

平成31年1月23日保国

発0123第2号
厚生労働省 第1-5(3)

国民健康保険医療

給付専門指導員に

よる実地指導

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「国民健康保険法第106条等の解釈につい

て」（令和５年３月27日付老介発0327第１号、保国発0327

第１号、保高発0327第１号）の発出により、国民健康保険

の指導監督の実施に係る報告徴収については、電子メールや

オンライン会議システム等の技術を活用したオンライン方式

による実施も可能である旨を明示した。

429 通知・通達

国民健康保険の市町村保険者

及び国民健康保険組合並びに

国民健康保険団体連合会の指

導監督について（基本通知）

平成31年1月23日保発

0123第2号
厚生労働省 1

国民健康保険事業

の実施状況につい

ての実地の指導監

督

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「国民健康保険法第106条等の解釈につい

て」（令和５年３月27日付老介発0327第１号、保国発0327

第１号、保高発0327第１号）の発出により、国民健康保険

の指導監督の実施に係る報告徴収については、電子メールや

オンライン会議システム等の技術を活用したオンライン方式

による実施も可能である旨を明示した。

430 通知・通達

国民健康保険の市町村保険者

及び国民健康保険組合並びに

国民健康保険団体連合会の指

導監督について（基本通知）

平成31年1月23日保発

0123第2号
厚生労働省 2(1)

市町村保険者等の

事業運営状況の実

地確認

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「国民健康保険法第106条等の解釈につい

て」（令和５年３月27日付老介発0327第１号、保国発0327

第１号、保高発0327第１号）の発出により、国民健康保険

の指導監督の実施に係る報告徴収については、電子メールや

オンライン会議システム等の技術を活用したオンライン方式

による実施も可能である旨を明示した。

431 通知・通達
作業環境測定特例許可につい

て

平成2年7月17日基発第

461号
厚生労働省 6(1)

許可申請が行われ

た場合の審査にお

ける実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年11月に「デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見

直しに係る工程表を踏まえた対応 について」(令和5年11月

22日付け基発1122第３号)により、実施調査の手法について

デジタル技術の活用が可能であることを明確化した。

434 通知・通達

事業主等が行う専門課程の高

度職業訓練の認定及び職業能

力開発短期大学校の設置承認

について

平成5年4月1日能発第

91号
厚生労働省 別添 第4-1(4)

承認申請の事項を

確認するための実

地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「事業主が行う専門課程の高度職業訓練の認

定及び職業能力開発短期大学校の設置承認について」（令和

５年12月25日付け開発1225号第２号）の発出により、当該

認定及び承認に係る申請書の記載内容の事実確認についての

実地調査を、実地によるもの以外の調査でも実施可能とし

た。

436 通知・通達

持分の定めのない医療法人へ

の移行に関する計画の認定制

度について

平成29年9月29日医政

支発第929001号
厚生労働省 第3-1

認定の可否を判断

するための実地調

査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、厚生労働省ホームページ（URL：

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て、調査の趣旨に鑑みて実地に赴く必要があるものを除き、

デジタル技術を活用した調査も可能である旨を明示した。

437 通知・通達

持分の定めのない医療法人へ

の移行に関する計画の認定制

度について

平成29年9月29日医政

支発第929001号
厚生労働省 第3-2

変更認定の可否を

判断するための実

地調査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、厚生労働省ホームページ（URL：

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て、調査の趣旨に鑑みて実地に赴く必要があるものを除き、

デジタル技術を活用した調査も可能である旨を明示した。

438 通知・通達

持分の定めのない医療法人へ

の移行に関する計画の認定制

度について

平成29年9月29日医政

支発第929001号
厚生労働省 第3-4

認定医療法人の改

善のための実地調

査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、厚生労働省ホームページ（URL：

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て、調査の趣旨に鑑みて実地に赴く必要があるものを除き、

デジタル技術を活用した調査も可能である旨を明示した。

439 通知・通達 社会医療法人の認定について
平成20年3月31日医政

発第331008号
厚生労働省 第3-4

社会医療法人の事

業及び運営並びに

救急医療等確保事

業の実施状況の実

地検査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、厚生労働省ホームページ（URL：

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て、検査の趣旨に鑑みて実地に赴く必要があるものを除き、

デジタル技術を活用した検査も可能である旨を明示した。

440 通知・通達 社会医療法人の認定について
平成20年3月31日医政

発第331008号
厚生労働省 第3-6

実施計画の実地検

査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、厚生労働省ホームページ（URL：

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て、検査の趣旨に鑑みて実地に赴く必要があるものを除き、

デジタル技術を活用した検査も可能である旨を明示した。

441 通知・通達 社会医療法人の認定について
平成20年3月31日医政

発第331008号
厚生労働省 第3-6

救急医療等確保事

業に係る業務並び

に当該業務の実施

に必要な施設及び

設備の整備の実施

状況の実地検査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、厚生労働省ホームページ（URL：

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て、検査の趣旨に鑑みて実地に赴く必要があるものを除き、

デジタル技術を活用した検査も可能である旨を明示した。

442 通知・通達
受動喫煙防止対策助成金の手

引きについて

平成29年4月1日基安労

発0907第1号
厚生労働省

第10 Q＆A(答

Ⅷ-2)

喫煙専用室等の運

用状況の実地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年５月に「受動喫煙防止対策助成金の手引きの一部改

正について」（令和５年５月23日付け基安労発0523第２

号）により受動喫煙防止対策助成金の手引きを改正し、許可

申請が行われた場合の審査における実地調査において、デジ

タル技術の活用が可能であることを明確化した。

443 通知・通達
小児慢性特定疾病対策等総合

支援事業の実施について

平成29年5月30日健発

0530第12号
厚生労働省 第2-1(4)②

対象者の身体の状

況等の実地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「「小児慢性特定疾病対策等総合支援事業の実施について」

の一部改正について」（令和５年10月10日付け）におい

て、対象者の身体の状況等の実地調査にあたって、デジタル

技術を活用することが可能である旨、都道府県知事、指定都

市市長、中核市市長、児童相談所設置市市長あてに周知を

行った。



463 通知・通達
第九次粉じん障害防止総合対

策の推進について

平成30年2月9日基発第

209-3号
厚生労働省 第4-1(7)

労働安全衛生法第

88条に基づく計画

の届出に係る実地

調査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み
担当課において精査した結果、当該通達は令和４年度末に廃

止されていることを確認した。

483 通知・通達

「農地法第四三条及び第四四

条の運用について」の制定に

ついて

平成30年11月20日経営

第1796号
農林水産省 第4-2

目視による農作物

栽培高度化施設の

立入調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年８月、「「農地法第43条及び第44条の運用につい

て」の制定について」（平成30年11月20日付け30経営第

1796号農林水産省経営局長通知）を改正し、農作物栽培高

度化施設の立入調査について、デジタル技術を活用すること

が可能である旨を明記した。

484 通知・通達 国有林野管理規程
昭和36年3月28日農林

省訓令第25号
農林水産省 第32条

貸付又は使用の契

約が終了したとき

の跡地検査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「国有林野の管理経営に関する法律等に基づ

く実地調査等について（留意事項）」（令和５年３月30日付

４林国業第301号）の発出により、実地調査等においてデジ

タル技術を活用することを許容する旨を明示した。

485 通知・通達

国有林野の管理経営に関する

法律に基づく樹木採取権の設

定等について

令和2年8月3日2林国経

第38号
農林水産省 第10-3(8)

樹木採取権者の業

務又は経理の状況

に関する実地調査

等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「国有林野の管理経営に関する法律等に基づ

く実地調査等について（留意事項）」（令和５年３月30日付

４林国業第301号）の発出により、実地調査等においてデジ

タル技術を活用することを許容する旨を明示した。

489 通知・通達 家畜共済事務取扱要領
平成30年10月2日経営

第1400号
農林水産省

第3章第1節第2

款

目視等による牛の

胎児等の存在及び

生育程度の確認

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、デジタル技術を活用する

ことを許容する旨を明示した。

490 通知・通達

漁業経営の再建整備を図ろう

とする沿岸漁業者に対する漁

業経営安定資金の融通事務の

取扱いについて

昭和55年7月15日水漁

第3315号
農林水産省 第2(3)

申請書記載内容を

確認するための実

地調査等

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「漁業経営の再建整備を図ろうとする沿岸漁

業者に対する漁業経営安定資金の融通事務の取扱いについ

て」（昭和55年７月15日55水漁第3315号水産庁長官通知）

を改正し、当該記載を削除した。

491 通知・通達 協同組合検査実施要項 平成9年10月1日 農林水産省 第4-2(5)

検査対象組合等の

債権・債務につい

ての実地調査等

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「協同組合検査実施要項」（平成９年10月１

日付け９組検第３号 大臣官房協同組合検査部長通知）を改

正し、デジタル技術を活用することが可能である旨を明示し

た。

494 通知・通達
持続的養殖生産確保法の運用

について

平成11年6月2日水推第

1133号
農林水産省 5(1)

漁場における魚病

及び病害の発生状

況の目視調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「「持続的養殖生産確保法の運用について」

における目視規制・定期検査規制へのデジタルツールの活用

について」（令和５年12月26日付５水推第1489号）の発出

により、目視調査に関する内容についてデジタルツールも活

用することが可能である旨を明示した。

495 通知・通達
樹木採取権制度ガイドライン

について

令和2年4月1日元林国経

第177号
農林水産省 はじめに(2)ｴ

樹木採取権者の業

務又は経理の状況

に関する実地調査

等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「国有林野の管理経営に関する法律等に基づ

く実地調査等について（留意事項）」（令和５年３月30日付

４林国業第301号）の発出により、実地調査等においてデジ

タル技術を活用することを許容する旨を明示した。

496 通知・通達

水産業競争力強化緊急施設整

備事業のメニューの運用につ

いて

令和4年3月29日水港第

2993号
農林水産省 第11-2

施設等の管理運営

状況の実地調査等
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年11月、本通知を改正し、オンラインによる方法も可

能である旨を明示した。

497 通知・通達

水産業強化支援事業 漁港機

能高度化目標に係るメニュー

の運用について

令和4年3月29日水港第

2487号
農林水産省 第12-2

施設等の管理運営

状況の実地調査等
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年11月、本通知を改正し、オンラインによる方法も可

能である旨を明示した。

498 通知・通達

水産業強化支援事業（資源増

養殖目標及び経営構造改善目

標）の運用について

令和4年3月29日水港第

3007号
農林水産省 第10-2

施設等の管理運営

状況の実地調査等
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年11月、本通知を改正し、オンラインによる方法も可

能である旨を明示した。

499 通知・通達
水産物供給基盤整備事業等実

施要領の運用について

平成13年3月30日水港

第4541号
農林水産省 第5-2

漁場施設等の適正

かつ効率的な運営

のための実地検査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み
令和５年３月、本通知を改正し、オンラインによる方法も可

能である旨を明示した。

500 通知・通達

地域管理経営計画書、国有林

野施業実施計画書及び伐採造

林計画簿作成様式について

平成11年1月29日11林

野経第4号
農林水産省 第1-2

対象国有林野にお

ける山火事防止の

ための巡視等

目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「国有林野の管理経営に関する法律等に基づ

く実地調査等について（留意事項）」（令和５年３月30日付

４林国業第301号）の発出により、実地調査等においてデジ

タル技術を活用することを許容する旨を明示した。

501 通知・通達 土地改良区等検査実施要項 平成23年9月1日 農林水産省 第6-2(6)

検査対象土地改良

区等及び連合会の

債権・債務につい

ての実地調査等

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み
令和５年３月、本通知を改正し、デジタル技術を活用するこ

とが可能である旨を明示した。

502 通知・通達
農業共済組合連合会等検査実

施要項
平成23年9月1日 農林水産省 第4-2(6)

農業共済団体等の

行う共済又は保険

に係る加入、引

受、審査、支払等

の業務についての

実地調査等

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み
令和５年３月、本通知を改正し、デジタル技術を活用するこ

とが可能である旨を明示した。

503 通知・通達

農業経営基盤強化促進法関係

事務に係る処理基準の制定に

ついて

平成12年9月1日構改B

第846号
農林水産省 別添2 第13条

交換の対象となる

べき農用地等の実

地調査等

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「「農業経営基盤強化促進法関係事務に係る

処理基準の制定について」の一部改正について」（令和５年

３月28日４経営第3229号農林水産事務次官通知）の発出に

より、デジタル技術を活用することが可能である旨を明示し

た。

504 通知・通達

農業経営基盤強化促進法関係

事務に係る処理基準の制定に

ついて

平成12年9月1日構改B

第846号
農林水産省 別添2 第8条

買い入れようとす

る農用地等の実地

調査等

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「「農業経営基盤強化促進法関係事務に係る

処理基準の制定について」の一部改正について」（令和５年

３月28日４経営第3229号農林水産事務次官通知）の発出に

より、デジタル技術を活用することが可能である旨を明示し

た。

505 通知・通達
農業振興地域制度に関するガ

イドラインの制定について

平成12年4月1日構改C

第261号
農林水産省 第19-5(1)

市町村長から申請

書の送付があった

ときの実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「「農業振興地域制度に関するガイドライン

の制定について」の一部改正について」（令和５年12月27

日付５農振第2256号）の発出により、市町村長から申請書

の送付があったときの実地調査について、高精度カメラ、ド

ローン等を活用した画像・データ等を活用することを許容す

る旨を明示した。

506 通知・通達 農作物共済損害評価要綱

平成30年5月8日30経営

第380号農林水産省経営

局長通知

農林水産省 第3節第1-1(3)

一筆全損被害又は

一筆半損被害に係

る損害通知のあっ

た耕地の目視確認

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、デジタル技術を活用する

ことを許容する旨を明示した。

507 通知・通達
農地法関係事務処理要領の制

定について

平成21年12月11日経営

/農振第4608号
農林水産省 第15-2(1)

用途指定を行った

売払地の実地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、「「農地法関係事務処理要領の制定につい

て」の一部改正について」（令和５年８月29日付け５経営第

1290号・５農振第1456号農林水産省経営局長・農村振興局

長連名通知）の発出により、

○用途指定を行った売払地

○延納の特約を行った場合の担保物件・資産状況等

○譲与した道路等の管理の状況等

の実地調査について、高精度カメラ、ドローン等を活用した

画像・データ等を活用することを許容する旨を明示した。

508 通知・通達
農地法関係事務処理要領の制

定について

平成21年12月11日経営

/農振第4608号
農林水産省 第4-1(5)

申請書の提出が

あったときの実地

調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、「「農地法関係事務処理要領の制定につい

て」の一部改正について」（令和５年８月29日付け５経営第

1290号・５農振第1456号農林水産省経営局長・農村振興局

長連名通知）の発出により、申請書の提出があったときの実

地調査について、高精度カメラ、ドローン等を活用した画

像・データ等を活用することを許容する旨を明示した。

509 通知・通達
農地法関係事務処理要領の制

定について

平成21年12月11日経営

/農振第4608号
農林水産省 第4-2(3)

協議書の提出が

あったときの実地

調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、「「農地法関係事務処理要領の制定につい

て」の一部改正について」（令和５年８月29日付け５経営第

1290号・５農振第1456号農林水産省経営局長・農村振興局

長連名通知）の発出により、協議書の提出があったときの実

地調査について、高精度カメラ、ドローン等を活用した画

像・データ等を活用することを許容する旨を明示した。

510 通知・通達
農地法関係事務処理要領の制

定について

平成21年12月11日経営

/農振第4608号
農林水産省 第4-6(1)

違反転用者等に対

して指導を行うた

めの実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、「「農地法関係事務処理要領の制定につい

て」の一部改正について」（令和５年８月29日付け５経営第

1290号・５農振第1456号農林水産省経営局長・農村振興局

長連名通知）の発出により、違反転用者等に対して指導を行

うための実地調査について、高精度カメラ、ドローン等を活

用した画像・データ等を活用することを許容する旨を明示し

た。

511 通知・通達
農地法関係事務処理要領の制

定について

平成21年12月11日経営

/農振第4608号
農林水産省 別紙1 第16-3

延納の特約を行っ

た場合の担保物

件、資産状況等の

実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、「「農地法関係事務処理要領の制定につい

て」の一部改正について」（令和５年８月29日付け５経営第

1290号・５農振第1456号農林水産省経営局長・農村振興局

長連名通知）の発出により、

○用途指定を行った売払地

○延納の特約を行った場合の担保物件・資産状況等

○譲与した道路等の管理の状況等

の実地調査について、高精度カメラ、ドローン等を活用した

画像・データ等を活用することを許容する旨を明示した。

512 通知・通達
農地法関係事務処理要領の制

定について

平成21年12月11日経営

/農振第4608号
農林水産省 別紙2 第4-4

譲与した道路等の

管理の状況等に関

する実地調査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月１日、「「農地法関係事務処理要領の制定につ

いて」の一部改正について」（令和５年８月29日付け５経営

第1290号・５農振第1456号農林水産省経営局長・農村振興

局長連名通知）の発出により、

○用途指定を行った売払地

○延納の特約を行った場合の担保物件・資産状況等

○譲与した道路等の管理の状況等

の実地調査について、高精度カメラ、ドローン等を活用した

画像・データ等を活用することを許容する旨を明示した。

513 通知・通達
農地法関係事務処理要領の制

定について

平成21年12月11日経営

/農振第4608号
農林水産省 別紙2 第7-6

延納の特約を行っ

た場合の担保物

件、資産状況等の

実地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月１日、「「農地法関係事務処理要領の制定につ

いて」の一部改正について」（令和５年８月29日付け５経営

第1290号・５農振第1456号農林水産省経営局長・農村振興

局長連名通知）の発出により、

○用途指定を行った売払地

○延納の特約を行った場合の担保物件・資産状況等

○譲与した道路等の管理の状況等

の実地調査について、高精度カメラ、ドローン等を活用した

画像・データ等を活用することを許容する旨を明示した。

517 通知・通達 農林水産省防災業務計画
昭和38年9月6日総第

915号
農林水産省

第6編第1章第3

節3(1)
森林保全巡視 目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年10月、「デジタル原則を踏まえた農林水産省防災業

務計画の適用に係る解釈の明確化等について」（令和５年10

月26日付事務連絡）の発出により、森林保全管理巡視におい

て監視カメラ、無人航空機、AIによる画像認識等の技術を活

用することを許容する旨を明示した。

522 通知・通達
使用前自主検査及び使用前自

己確認の方法の解釈

平成28年6月17日商局

第1号
経済産業省 Ⅰ1A-1(1)a(a)

ダム基礎掘削後の

基礎地盤の状態に

ついての目視によ

る現地確認等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」を経産省HPに公開し、

目視による調査、巡視及び点検については、これらの条項の

規定上、ドローンによる遠隔監視技術の活用やAIによる診断

など、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明確化

した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/law/index.html

523 通知・通達
使用前自主検査及び使用前自

己確認の方法の解釈

平成28年6月17日商局

第1号
経済産業省 Ⅰ1B(1)(a)

電気工作物の設置

状況についての目

視確認

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」を経産省HPに公開し、

目視による調査、巡視及び点検については、これらの条項の

規定上、ドローンによる遠隔監視技術の活用やAIによる診断

など、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明確化

した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/law/index.html



524 通知・通達
使用前自主検査及び使用前自

己確認の方法の解釈

平成28年6月17日商局

第1号
経済産業省 Ⅰ2B(1)(a)

電気工作物の設置

状況についての目

視確認

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」を経産省HPに公開し、

目視による調査、巡視及び点検については、これらの条項の

規定上、ドローンによる遠隔監視技術の活用やAIによる診断

など、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明確化

した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/law/index.html

525 通知・通達
使用前自主検査及び使用前自

己確認の方法の解釈

平成28年6月17日商局

第1号
経済産業省 Ⅰ4(11)(a)

所内巡視等の方法

による負荷試験
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」を経産省HPに公開し、

目視による調査、巡視及び点検については、これらの条項の

規定上、ドローンによる遠隔監視技術の活用やAIによる診断

など、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明確化

した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/law/index.html

526 通知・通達
使用前自主検査及び使用前自

己確認の方法の解釈

平成28年6月17日商局

第1号
経済産業省 Ⅰ7(9)(a)

所内巡視等の方法

による負荷試験
目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」を経産省HPに公開し、

目視による調査、巡視及び点検については、これらの条項の

規定上、ドローンによる遠隔監視技術の活用やAIによる診断

など、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明確化

した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/law/index.html

527 通知・通達
使用前自主検査及び使用前自

己確認の方法の解釈

平成28年6月17日商局

第1号
経済産業省 Ⅰ8(1)(a)

電気工作物の設置

状況についての目

視等による確認

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」を経産省HPに公開し、

目視による調査、巡視及び点検については、これらの条項の

規定上、ドローンによる遠隔監視技術の活用やAIによる診断

など、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明確化

した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/law/index.html

528 通知・通達
使用前自主検査及び使用前自

己確認の方法の解釈

平成28年6月17日商局

第1号
経済産業省 Ⅱ4(1)(a)

電気工作物の設置

状況についての目

視等による確認

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」を経産省HPに公開し、

目視による調査、巡視及び点検については、これらの条項の

規定上、ドローンによる遠隔監視技術の活用やAIによる診断

など、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明確化

した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/law/index.html

529 通知・通達
主任技術者制度の解釈及び運

用（内規）

令和3年3月1日

20210208保局第2号
経済産業省 4(7)②

月次点検における

日常巡視等
目視規制 1-② 3 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」を経産省HPに公開し、

目視による調査、巡視及び点検については、これらの条項の

規定上、ドローンによる遠隔監視技術の活用やAIによる診断

など、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明確化

した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/law/index.html

530 通知・通達
主任技術者制度の解釈及び運

用（内規）

令和3年3月1日

20210208保局第2号
経済産業省 5(5)②

月次点検における

日常巡視等
目視規制 1-② 3 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」を経産省HPに公開し、

目視による調査、巡視及び点検については、これらの条項の

規定上、ドローンによる遠隔監視技術の活用やAIによる診断

など、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を明確化

した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/law/index.html

531 通知・通達
電気事業法に基づく経済産業

大臣の処分に係る審査基準等

平成12年7月1日資第16

号
経済産業省 第１（63）

電気事業の用に供

する電気工作物に

関する実地調査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年５月、業界団体に対し、事務連絡「電気事業法（昭

和39年法律第170号）第59条並びに第61条及び電気事業法に

基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等（平成12・

05・29資第16号）第１（62）並びに（63）に規定する測量

及び実地調査について」を発出し、電気事業法第59条並びに

第61条及び電気事業法に基づく経済産業大臣の処分に係る審

査基準等第１（62）並びに（63）に規定する測量及び実地

調査については、高精度カメラやドローン等のデジタル技術

を活用して行うものも含むことを明確化した。

532 通知・通達
電気事業法に基づく経済産業

大臣の処分に係る審査基準等

平成12年7月1日資第16

号
経済産業省 第１（63）

電気事業の用に供

する電気工作物に

関する実地調査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年５月、業界団体に対し、事務連絡「電気事業法（昭

和39年法律第170号）第59条並びに第61条及び電気事業法に

基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等（平成12・

05・29資第16号）第１（62）並びに（63）に規定する測量

及び実地調査について」を発出し、電気事業法第59条並びに

第61条及び電気事業法に基づく経済産業大臣の処分に係る審

査基準等第１（62）並びに（63）に規定する測量及び実地

調査については、高精度カメラやドローン等のデジタル技術

を活用して行うものも含むことを明確化した。

535 通知・通達

「㈱大阪有線放送社」等から

の有線音楽放送施設に係る道

路の不法占用の是正について

の「確認書」の提出に対する

対応について

昭和60年9月2日道政発

第63号
国土交通省 2(5) 実地調査 目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、「目視、定期検査・点検、書面掲示及び往訪

閲覧・縦覧におけるデジタル技術の活用について（通知）

（令和５年９月29日付国道政第53号・国道利第22号・国道

交第43号・国道企第66号、国道高第174号）」の発出によ

り、関係事業者が道路占用許可申請図面の作成のために行う

実地調査については、デジタル技術を活用した方法により実

施し、人が現地に赴かなければ判断が難しい限定的な場合に

限って実地調査を実施する旨通知した。

538 通知・通達
都市安全確保促進事業費補助

金交付要綱

平成24年6月14日国都

まち第21号
国土交通省 第26条

補助事業の遂行及

び支出状況の実地

検査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「実地検査規定に係る補助交付要綱 の一部

改正について」の発出により、デジタル技術を活用して検査

を行うことが可能である旨を周知するとともに、令和５年４

月、「実地に」の文言を削除する改正を行った。

540 通知・通達
家屋等の工作物の不法占用の

取扱いについて

昭和50年3月27日道政

発第27号
国土交通省 3(2)

家屋等に不法占用

されやすい高架道

路下、橋梁下、法

敷等の巡視

目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、「目視、定期検査・点検、書面掲示及び往訪

閲覧・縦覧におけるデジタル技術の活用について（通知）

（令和５年９月29日付国道政第53号・国道利第22号・国道

交第43号・国道企第66号、国道高第174号）」の発出によ

り、道路管理者が家屋等の不法占用防止のために行う高架道

路下、橋梁下、法敷等の巡視については、デジタル技術を活

用した方法により実施し、人が現地に赴かなければ判断が難

しい限定的な場合に限って実地調査を実施する旨通知した。

541 通知・通達 河川敷地の占用許可について
平成11年8月5日河政発

第68号
国土交通省 13(3) 河川巡視 目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo04_hh_00

0204.html）において、河川・ダムの点検等でカタログ掲載

技術を参考に、新たな技術を採用することで、点検等の効率

化・高度化を進める旨を明示した。併せて、点検カタログを

作成・公表した旨を周知し、新技術の活用を促進した。

542 通知・通達
官民連携都市再生推進事業費

補助金交付要綱

令和2年4月1日国都官第

13号
国土交通省 第24条

補助事業の遂行及

び支出状況の実地

検査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「実地検査規定に係る補助交付要綱 の一部

改正について」の発出により、デジタル技術を活用して検査

を行うことが可能である旨を周知するとともに、令和５年４

月、「実地に」の文言を削除する改正を行った。

543 通知・通達

技術研究開発費補助金（ス

マートシティ実装化支援事

業）交付要綱

令和3年12月20日 国都

市第87号
国土交通省 第25条

補助事業の遂行及

び支出状況の実地

検査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

デジタル技術を活用して検査を行うことが可能である旨を明

確にするため、令和５年４月、「実地に」の文言を削除する

改正を行った。

544 通知・通達
景観改善推進事業費補助金交

付要綱

令和3年4月1日国都景歴

第148号
国土交通省 第21条

補助事業の遂行及

び支出状況の実地

検査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「実地に」の文言を削除する改正を行うとと

もに、「実地検査規定に係る補助交付要綱 の一部改正につ

いて」の発出により、デジタル技術を活用して検査を行うこ

とが可能である旨を周知した。

545 通知・通達 景観法運用指針
平成16年12月17日国都

計第111号
国土交通省 Ⅴ1(6) 実地調査 目視規制 1-② 2 要 令和５年中 未了

他の改訂項目と合わせて、運用指針の改定を検討し

ているため
令和６年４月

運用指針の改定について、現在、協議及び

手続きを進めているため

546 通知・通達 建築監視員制度について
昭和45年12月14日住指

発第551号
国土交通省 1(1) 建築現場の巡視 目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「建築監視員による巡回等におけるデジタル

技術の活用について（通知）」（令和５年12月27日付国住

参建第3083号）の発出により、デジタル技術を活用するこ

とを許容する旨を明示した。

547 通知・通達 建築監視員制度について
昭和45年12月14日住指

発第551号
国土交通省 4(1)

管内の建築活動等

の実情に応じた年

間の総合的な巡視

計画の作成

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「建築監視員による巡回等におけるデジタル

技術の活用について（通知）」（令和５年12月27日付国住

参建第3083号）の発出により、デジタル技術を活用するこ

とを許容する旨を明示した。

549 通知・通達
公営住宅家賃対策補助金交付

要領

平成8年8月30日住備発

第87号
国土交通省 第13

公営住宅等の家賃

に係る補助金の交

付申請等について

の実地検査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「公営住宅法等に基づく目視・実地監査規制

のオンライン化について（通知）」（令和５年３月31日付国

住備第490号）の発出により、目視・実地監査においてオン

ライン会議システム等の技術を活用することを許容する旨を

明示した。

550 通知・通達
公営住宅管理標準条例（案）

について

平成8年10月14日住総

発第153号
国土交通省 第66条3

県(市)営住宅の立

入検査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「公営住宅法等に基づく目視・実地監査規制

のオンライン化について（通知）」（令和５年３月31日付国

住備第490号）の発出により、目視・実地監査においてオン

ライン会議システム等の技術を活用することを許容する旨を

明示した。

551 通知・通達
公営住宅整備事業等指導監督

要領

昭和50年4月10日住建

発第29号
国土交通省 第3-1

事業主体の予算執

行についての実地

検査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「公営住宅法等に基づく目視・実地監査規制

のオンライン化について（通知）」（令和５年３月31日付国

住備第490号）の発出により、目視・実地監査においてオン

ライン会議システム等の技術を活用することを許容する旨を

明示した。

552 通知・通達
公営住宅整備事業等指導監督

要領

昭和50年4月10日住建

発第29号
国土交通省 第3-1

事業主体の工事実

施状況についての

実地検査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「公営住宅法等に基づく目視・実地監査規制

のオンライン化について（通知）」（令和５年３月31日付国

住備第490号）の発出により、目視・実地監査においてオン

ライン会議システム等の技術を活用することを許容する旨を

明示した。

553 通知・通達 公営住宅整備事業等補助要領
平成8年8月30日住備発

第83号
国土交通省 第26

事業主体に対する

実地検査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「公営住宅法等に基づく目視・実地監査規制

のオンライン化について（通知）」（令和５年３月31日付国

住備第490号）の発出により、目視・実地監査においてオン

ライン会議システム等の技術を活用することを許容する旨を

明示した。

554 通知・通達
公営住宅等ストック総合改善

事業補助金交付要綱

平成12年3月24日住備

発第34号
国土交通省 第22

事業主体に対する

実地検査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「公営住宅法等に基づく目視・実地監査規制

のオンライン化について（通知）」（令和５年３月31日付国

住備第490号）の発出により、目視・実地監査においてオン

ライン会議システム等の技術を活用することを許容する旨を

明示した。

555 通知・通達
公営住宅等家賃対策補助金交

付要綱について

昭和55年12月20日住建

発/住整発第132号
国土交通省 第13

補助金の交付申請

等についての実地

検査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「公営住宅法等に基づく目視・実地監査規制

のオンライン化について（通知）」（令和５年３月31日付国

住備第490号）の発出により、目視・実地監査においてオン

ライン会議システム等の技術を活用することを許容する旨を

明示した。



557 通知・通達
豪雪地帯安全確保緊急対策交

付金交付要綱

令和3年12月20日国国

地第51号
国土交通省 第16条

補助事業の遂行及

び支出状況の実地

検査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 未了

本交付要綱の見直しと併せて手続きを進めている同

交付金の事業実施要綱の見直しが、調整に時間を要

したことから年度末の施行となる見込みであり、事

業実施要綱と密接に関係している本交付要綱も同一

時期での見直しを行うことが望ましいため。

令和６年３月

本交付要綱の見直しと併せて手続きを進め

ている同交付金の事業実施要綱の見直し

が、調整に時間を要したことから年度末の

施行となる見込みであり、事業実施要綱と

密接に関係している本交付要綱も同一時期

での見直しを行うことが望ましいため。

558 通知・通達

国際博覧会事業費補助金

（2027年国際園芸博覧会事

業）交付要綱

令和4年3月31日国都緑

環第93号
国土交通省 第28条

補助事業の遂行及

び支出状況の実地

検査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

デジタル技術を活用して検査を行うことが可能である旨を明

確にするため、令和５年３月、「実地に」の文言を削除する

改正を行った。

560 通知・通達
市街地再開発事業費補助（一

般会計）交付要綱

昭和49年6月5日都再発

第77号
国土交通省 第7-1

実地検査等による

着工前及び完了後

の状況の確認

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「実地に」の文言を削除する改正を行うとと

もに、「実地検査規定に係る補助交付要綱 の一部改正につ

いて」の発出により、デジタル技術を活用して検査を行うこ

とが可能である旨を周知した。

563 通知・通達
指定整備記録簿の記載要領に

ついて

平成7年3月27日自整第

67号
国土交通省 4

自動車検査員によ

る目視等の点検
目視規制 1-② 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、自動車の点検整備において、デジタル技術を

活用することが可能である旨を、自動車点検基準（昭和26年

運輸省令第70号）及び「自動車の点検及び整備に関する手

引」（平成 19 年国土交通省告示第 317 号）の一部改正によ

り明確化した（令和５年７月１日施行）。

564 通知・通達
指定整備記録簿の記載要領に

ついて

平成7年3月27日自整第

67号
国土交通省 5

自動車検査員によ

る目視等の点検
目視規制 1-② 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、自動車の点検整備において、デジタル技術を

活用することが可能である旨を、自動車点検基準（昭和26年

運輸省令第70号）及び「自動車の点検及び整備に関する手

引」（平成 19 年国土交通省告示第 317 号）の一部改正によ

り明確化した（令和５年７月１日施行）。

565 通知・通達
自家用看板等による道路の不

法占用の取扱いについて

昭和57年11月9日道政

発第72号
国土交通省 4

敷地管理のための

巡視等
目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、「目視、定期検査・点検、書面掲示及び往訪

閲覧・縦覧におけるデジタル技術の活用について（通知）

（令和５年９月29日付国道政第53号・国道利第22号・国道

交第43号・国道企第66号、国道高第174号）」の発出によ

り、道路管理者が敷地管理のために行う巡視については、デ

ジタル技術を活用した方法により実施し、人が現地に赴かな

ければ判断が難しい限定的な場合に限って実地調査を実施す

る旨通知した。

566 通知・通達

自動車検査設備の共同使用に

おける指定整備業務の取扱い

について

平成9年2月20日自整第

23号
国土交通省 1 ｳ

視認等による装置

の検査
目視規制 1-② 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、自動車の点検整備において、デジタル技術を

活用することが可能である旨を、自動車点検基準（昭和26年

運輸省令第70号）及び「自動車の点検及び整備に関する手

引」（平成 19 年国土交通省告示第 317 号）の一部改正によ

り明確化した（令和５年７月１日施行）。

567 通知・通達

自動車検査設備の共同使用に

おける指定整備業務の取扱い

について

平成9年2月20日自整第

23号
国土交通省 1 ｴ

視認等による装置

の検査
目視規制 1-② 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、自動車の点検整備において、デジタル技術を

活用することが可能である旨を、自動車点検基準（昭和26年

運輸省令第70号）及び「自動車の点検及び整備に関する手

引」（平成 19 年国土交通省告示第 317 号）の一部改正によ

り明確化した（令和５年７月１日施行）。

568 通知・通達
社会課題対応型都市公園機能

向上促進事業交付要綱

令和4年4月1日国都公景

第3号
国土交通省 第4条第1項

補助事業の遂行及

び支出状況の実地

検査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「実地に」の文言を削除する改正を行うとと

もに、「実地検査規定に係る補助交付要綱 の一部改正につ

いて」の発出により、デジタル技術を活用して検査を行うこ

とが可能である旨を周知した。

569 通知・通達
集約都市形成支援事業費補助

金交付要綱

平成25年5月15日国都

まち第14号,国都計第21

号,国都市第39号,国都街

第30号,国都緑環第6号

国土交通省 第19条

補助事業の遂行及

び支出状況の実地

検査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「実地に」の文言を削除する改正を行うとと

もに、「実地検査規定に係る補助交付要綱 の一部改正につ

いて」の発出により、デジタル技術を活用して検査を行うこ

とが可能である旨を周知した。

570 通知・通達
住宅市街地総合整備事業補助

金交付要綱

平成16年4月1日国住市

第352号
国土交通省 第12

補助事業者である

市町村に対する実

地検査等の指導監

督

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「住宅市街地総合整備事業補助金交付要綱」

の改正（令和５年３月31日国住市第118号）により、実地に

限らない検査を可能となるようにした。

571 通知・通達
住宅地区改良事業等補助金交

付要領

平成13年3月30日国住

整第742号
国土交通省 第16-1

施行者に対する実

地検査等の指導監

督

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「住宅地区改良事業等補助金交付要領に 基

づく 実地検査のオンライン化について（通知）」（令和５

年３月31日付国住備第492号）の発出により、実地検査にお

いて、オンライン会議システム等の技術を活用することを許

容する旨を明示した。

572 通知・通達 出水対策について
令和4年5月16日国水防

第14～17号
国土交通省

国水防第14号

1(1)ｱ①

河川や海岸につい

ての巡視及び点検
目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

（河川）

・令和５年３月、「堤防等河川管理施設及び河道の点検・評

価要領について（通知）」（令和５年３月24日付国水環保第

13,14,15号）の発出により、点検方法については、手段を限

定する記載となっていたが、目視と同等、または、同等以上

に、状態把握が行える技術等を用いた点検方法の活用を明示

した。

・令和５年３月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo04_hh_00

0204.html）において、河川の点検等でカタログ掲載技術を

参考に、新たな技術を採用することで、点検等の効率化・高

度化を進める旨を明示した。併せて、点検カタログを作成・

公表した旨を周知し、新技術の活用を促進した。

（海岸）

令和５年９月、「デジタル原則を踏まえた海岸関係法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年９月29日付５

農振第1713号・５水港第1600号・国水海第34号・国港海第

161号）の発出により、海岸関係法令における巡視及び点検

については、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を

明示した。

573 通知・通達 出水対策について
令和4年5月16日国水防

第14～17号
国土交通省

国水防第14号

1(1)ｱ②

河川又は海岸に設

置されている堤防

や堰、水門、樋

門、閘門、陸閘等

の工作物について

の巡視及び点検

目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

（河川）

・令和５年３月、「堤防等河川管理施設及び河道の点検・評

価要領について（通知）」（令和５年３月24日付国水環保第

13,14,15号）の発出により、点検方法については、手段を限

定する記載となっていたが、目視と同等、または、同等以上

に、状態把握が行える技術等を用いた点検方法の活用を明示

した。

・令和５年３月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo04_hh_00

0204.html）において、河川の点検等でカタログ掲載技術を

参考に、新たな技術を採用することで、点検等の効率化・高

度化を進める旨を明示した。併せて、点検カタログを作成・

公表した旨を周知し、新技術の活用を促進した。

（海岸）

令和５年９月、「デジタル原則を踏まえた海岸関係法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年９月29日付５

農振第1713号・５水港第1600号・国水海第34号・国港海第

161号）の発出により、海岸関係法令における巡視及び点検

については、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を

明示した。

574 通知・通達 出水対策について
令和4年5月16日国水防

第14～17号
国土交通省

国水防第14号

1(1)ｲ③

河川・海岸におけ

る増水、高潮時に

おける巡視

目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

（河川）

・令和５年３月、「堤防等河川管理施設及び河道の点検・評

価要領について（通知）」（令和５年３月24日付国水環保第

13,14,15号）の発出により、点検方法については、手段を限

定する記載となっていたが、目視と同等、または、同等以上

に、状態把握が行える技術等を用いた点検方法の活用を明示

した。

・令和５年３月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo04_hh_00

0204.html）において、河川の点検等でカタログ掲載技術を

参考に、新たな技術を採用することで、点検等の効率化・高

度化を進める旨を明示した。併せて、点検カタログを作成・

公表した旨を周知し、新技術の活用を促進した。

（海岸）

令和５年９月、「デジタル原則を踏まえた海岸関係法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年９月29日付５

農振第1713号・５水港第1600号・国水海第34号・国港海第

161号）の発出により、海岸関係法令における巡視及び点検

については、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を

明示した。

575 通知・通達 出水対策について
令和4年5月16日国水防

第14～17号
国土交通省

国水防第14号

1(1)ｲ④

河川・海岸におけ

る巡視等により変

状が確認された場

合の応急対策

目視規制 1-② 3 要 令和５年中 完了済み

（河川）

・令和５年３月、「堤防等河川管理施設及び河道の点検・評

価要領について（通知）」（令和５年３月24日付国水環保第

13,14,15号）の発出により、点検方法については、手段を限

定する記載となっていたが、目視と同等、または、同等以上

に、状態把握が行える技術等を用いた点検方法の活用を明示

した。

・令和５年３月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo04_hh_00

0204.html）において、河川の点検等でカタログ掲載技術を

参考に、新たな技術を採用することで、点検等の効率化・高

度化を進める旨を明示した。併せて、点検カタログを作成・

公表した旨を周知し、新技術の活用を促進した。

（海岸）

令和５年９月、「デジタル原則を踏まえた海岸関係法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年９月29日付５

農振第1713号・５水港第1600号・国水海第34号・国港海第

161号）の発出により、海岸関係法令における巡視及び点検

については、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を

明示した。

576 通知・通達 出水対策について
令和4年5月16日国水防

第14～17号
国土交通省

国水防第14号

1(2)ｱ①

ダム点検整備基準

に基づく巡視及び

点検

目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

・令和５年３月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo04_hh_00

0204.html）において、ダムの点検等でカタログ掲載技術を

参考に、新たな技術を採用することで、点検等の効率化・高

度化を進める旨を明示した。併せて、点検カタログを作成・

公表した旨を周知し、新技術の活用を促進した。

577 通知・通達 出水対策について
令和4年5月16日国水防

第14～17号
国土交通省

国水防第14号

1(2)ｲ⑦

ダムについての巡

視等に関する情報

連絡等の記録

目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo04_hh_00

0204.html）において、ダムの点検等でカタログ掲載技術を

参考に、新たな技術を採用することで、点検等の効率化・高

度化を進める旨を明示した。併せて、点検カタログを作成・

公表した旨を周知し、新技術の活用を促進した。

578 通知・通達 出水対策について
令和4年5月16日国水防

第14～17号
国土交通省

国水防第16号

1(3)ｱ

砂防指定地、地す

べり防止区域及び

急傾斜地崩壊危険

区域等の巡視

目視規制 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「砂防法、地すべり等防止法、急傾斜地の崩

壊による災害の防止に関する法律、土砂災害警戒区域等にお

ける土砂災害防止対策の推進に関する法律等に基づく立入検

査等におけるデジタル技術の活用について」（令和５年12月

18日付事務連絡）の発出により、砂防指定地、地すべり防止

区域及び急傾斜地崩壊危険区域等の巡視・点検について、デ

ジタル技術を活用することを許容する旨を明示した。

579 通知・通達 出水対策について
令和4年5月16日国水防

第14～17号
国土交通省

国水防第16号

1(4)ｲ②

下水道施設につい

て豪雨時に浸水被

害が予想される地

区の巡視等

目視規制 1-② 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年10月３日付け事務連絡「樋門等の点検におけるデジ

タル原則を踏まえた対応について」の発出により、樋門等の

点検について、遠隔監視システム等を活用した目視点検など

のデジタル技術の活用することが可能である旨を明示した。



580 通知・通達 出水対策について
令和4年5月16日国水防

第14～17号
国土交通省

国水防第16号

2(1)ﾂ

河川・海岸におけ

る水防管理団体と

の共同巡視

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

（河川）

令和５年12月26日付け事務連絡「『水防計画作成の手引

き』の改訂について」を発出し、河川等の巡視について、

「巡視に支障のない範囲で、情報収集・伝達等に資するデジ

タル技術やICT機器の活用ができる」ことを明記した。

（海岸）

令和５年９月、「デジタル原則を踏まえた海岸関係法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年９月29日付５

農振第1713号・５水港第1600号・国水海第34号・国港海第

161号）の発出により、海岸関係法令における巡視及び点検

については、デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を

明示した。

582 通知・通達
宅地造成等規制法の施行にあ

たっての留意事項について

平成13年5月24日国総

民発第7号
国土交通省 7-4-2 目視等による点検 目視規制 1-② 3 要 令和５年中 完了済み

「宅地造成及び特定盛土等規制法」の施行（令和５年５月）

に併せて発出した「宅地造成及び特定盛土等規制法の施行に

当たっての留意事項について（技術的助言）（令和５年５月

26日）」において、点検の方法としてデジタル技術を活用し

た手法を明示した。

589 通知・通達

超軽量動力機等に関する航空

法第２８条第３項の許可の手

続き等について

平成8年10月1日空乗第

181号
国土交通省 別添

空域拡大の許可に

係る実地検査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「『超軽量動力機等に関する航空法第28条

第３項の許可の手続き等について』及び 『超軽量動力機等

に関する航空法第28 条第３項の許可の手続き等に関する事

務処理要領』の一部改正について」（令和５年12月20日付

国空安政第1986 号）の発出により、デジタル技術等を用い

て目視と同等以上に状態の把握を行える方法が確立できる場

合に限り、当該方法による調査を許容する旨を明示した。

590 通知・通達

超軽量動力機等に関する航空

法第２８条第３項の許可の手

続き等に関する事務処理要領

平成13年4月1日国空乗

第53号
国土交通省 1-2)

資格要件を確認す

るための実地調査
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「『超軽量動力機等に関する航空法第28条

第３項の許可の手続き等について』及び 『超軽量動力機等

に関する航空法第28 条第３項の許可の手続き等に関する事

務処理要領』の一部改正について」（令和５年12月20日付

国空安政第1986 号）の発出により、デジタル技術等を用い

て目視と同等以上に状態の把握を行える方法が確立できる場

合に限り、当該方法による調査を許容する旨を明示した。

591 通知・通達
都市・地域交通戦略推進事業

費補助交付要綱

平成21年4月1日国都街

第85号
国土交通省 第4条1

指導監督事務に係

る実地検査等
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「実地に」の文言を削除する改正を行うとと

もに、「実地検査規定に係る補助交付要綱 の一部改正につ

いて」の発出により、デジタル技術を活用して検査を行うこ

とが可能である旨を周知した。

592 通知・通達
都市開発海外展開支援事業費

補助金交付要綱

令和2年4月1日国都国第

88号
国土交通省 第23条

補助事業の遂行及

び支出状況の実地

検査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

デジタル技術を活用して検査を行うことが可能である旨を明

確にするため、令和５年４月、「実地に」の文言を削除する

改正を行った。

596 通知・通達
都市再生推進事業費補助交付

要綱

平成12年3月24日都計

発/経宅発/住街発第35-

3号

国土交通省 第1条の2 1
指導監督事務に係

る実地検査等
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「実地に」の文言を削除する改正を行うとと

もに、「実地検査規定に係る補助交付要綱 の一部改正につ

いて」の発出により、デジタル技術を活用して検査を行うこ

とが可能である旨を周知した。

600 通知・通達
半島振興広域連携促進事業費

補助金交付要綱

平成27年4月9日国国地

半第53号
国土交通省 第16条

補助事業の遂行及

び支出状況の実地

検査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 未了

自治体への通知時期を検討した結果、年度途中の要

綱改正の通知は混乱を生じる可能性があり、年度の

変わり目に通知することとしたため。

令和６年３月

自治体への通知時期を検討した結果、年度

途中の要綱改正の通知は混乱を生じる可能

性があり、年度の変わり目に通知すること

としたため。

601 通知・通達
暮らし・にぎわい再生事業補

助金交付要綱

平成19年4月1日国住街/

国都まち/国都市第259

号

国土交通省 第4-1
指導監督事務に係

る実地検査等
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「実地に」の文言を削除する改正を行うとと

もに、「実地検査規定に係る補助交付要綱 の一部改正につ

いて」の発出により、デジタル技術を活用して検査を行うこ

とが可能である旨を周知した。

602 通知・通達
防災・省エネまちづくり緊急

促進事業補助金交付要綱

平成24年4月6日国住街/

国住市/国住備/国都市

第201号

国土交通省 第16-1
指導監督事務に係

る実地検査等
目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「実地に」の文言を削除する改正を行うとと

もに、「実地検査規定に係る補助交付要綱 の一部改正につ

いて」の発出により、デジタル技術を活用して検査を行うこ

とが可能である旨を周知した。

603 通知・通達
防災集団移転促進事業費補助

金交付要綱

昭和48年2月15日自治

疎第4号
国土交通省 第18

補助事業の遂行状

況についての実地

検査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

デジタル技術を活用して検査を行うことが可能である旨を明

確にするため、令和５年４月、「実地に」の文言を削除する

改正を行った。

605 通知・通達
立体道路制度に係る国有財産

法等の特例について

平成30年3月14日国道

利第14号
国土交通省 6(3)

交通確保施設又は

当該施設所有者に

ついての実地調査

等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、「目視、定期検査・点検、書面掲示及び往訪

閲覧・縦覧におけるデジタル技術の活用について（通知）

（令和５年９月29日付国道政第53号・国道利第22号・国道

交第43号・国道企第66号、国道高第174号）」の発出によ

り、交通確保施設又は当該施設所有者について道路法及び道

路法施行規則で定める要件を満たさなくなった場合に道路管

理者が行う実地調査については、デジタル技術を活用した方

法により実施し、人が現地に赴かなければ判断が難しい限定

的な場合に限って実地調査を実施する旨通知した。

606 通知・通達
立体道路制度に係る国有財産

法等の特例について

平成30年3月14日国道

利第14号
国土交通省 6(8)

契約に定める義務

の履行状況を確認

するための実地調

査等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、「目視、定期検査・点検、書面掲示及び往訪

閲覧・縦覧におけるデジタル技術の活用について（通知）

（令和５年９月29日付国道政第53号・国道利第22号・国道

交第43号・国道企第66号、国道高第174号）」の発出によ

り、区分地上権設定契約に定める義務の履行状況を確認する

ために道路管理者が行う実地調査については、デジタル技術

を活用した方法により実施し、人が現地に赴かなければ判断

が難しい限定的な場合に限って実地調査を実施する旨通知し

た。

607 通知・通達

「原生自然環境保全地域、自

然環境保全地域及び沖合海底

自然環境保全地域の許可、届

出等の取扱要領」について

令和2年5月28日環自計

発第2005283号
環境省 7(1)③ 巡視 目視規制 1-① 2 要 令和５年中 未了

見直しにあたり、アクセスや気候等の条件が厳しい

自然環境保全地域等においてデジタル技術による代

替が可能かを検証するため、デジタル庁業務である

「テクノロジーマップの整備に向けた調査研究 （ア

ナログ規制の見直しに向けた技術実証等）における

技術実証」の結果を踏まえて判断することとしたた

め。

令和６年６月

デジタル庁事業である「テクノロジーマッ

プの整備に向けた調査研究 （アナログ規制

の見直しに向けた技術実証等）における技

術実証」が１月末で最終報告が提出される

ため、それを踏まえて検討・調整した上で

見直しを行う必要があるため。

611 通知・通達
建設工事から生ずる廃棄物の

適正処理について

平成23年3月30日環廃

産第110329004号
環境省 4-1(1)

施設の状況を確認

するための実地調

査等

目視規制 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、「デジタル原則を踏まえた廃棄物の処理

及び清掃に関する法律等の 適用に係る解釈の明確化等につ

いて（通知）」（令和５年３月31日付環循適発第23033125

号、環循規発第23033110号）の発出により、実地調査にお

いて、オンライン会議システム等の技術を活用することを許

容する旨を明示した。

615 通知・通達

災害等廃棄物処理事業費補助

金及び廃棄物処理施設災害復

旧事業費補助金実施要領

平成28年1月26日環廃

対発第1601263号
環境省 第4

国庫補助対象額を

算定するための実

地調査

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「机上調査の効率的な実施及びデジタル技術の活用について

（災害等廃棄物処理事業及び廃棄物処理施設災害復旧事業）

（令和５年５月22日付事務連絡）」にて実地調査に加え、リ

モートによる査定も可能である旨を明確化し、自治体に通知

した。

619 通知・通達

子ども・子育て支援法に基づ

く特定教育・保育施設等の指

導監査について

平成27年12月7日雇児

発/文科初/府子本第

1207-2号

こども家庭庁

文部科学省
(別添2) 4(1)

違反疑義等の確認

のための実地検査

等

目視規制 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年２月、『「子ども・子育て支援法に基づく特定教

育・保育施設等の指導監査について」の一部改正について』

の発出により、実地によらない方法で指導監査を行う場合

に、書面確認、テレビ会議、電話による確認を組み合わせて

実施することを規定した。

464 告示

地方税法施行規則第九条の二

十二第一項に規定する情報通

信の技術の利用における安全

性及び信頼性を確保するため

に必要な事項に関する基準

平成31年3月29日総務

省告示第152号
総務省

第４の9（1）

エ

市区町村長及び地

方税共同機構によ

る電子申告等受付

システムの開発、

作成、変更、運用

保守等事務の委託

先に対する実地監

査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年11月、委託事業者へ監査・調査等を行う場合にデジ

タル技術の活用に留意する旨を地方団体及び地方税共同機構

に周知した。

465 告示

地方税法施行規則第九条の二

十六第四項に規定する情報通

信の技術の利用における安全

性及び信頼性を確保するため

に必要な事項に関する基準

平成31年3月29日総務

省告示第153号
総務省 第５の3(2)

市区町村長及び地

方税共同機構によ

る年金特徴システ

ムの光ディスク等

への記録等に係る

委託先に対する実

地監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年11月、委託事業者へ監査・調査等を行う場合にデジ

タル技術の活用に留意する旨を地方団体及び地方税共同機構

に周知した。

466 告示

地方税法施行規則第三条の三

の三第三項、第五条の二第三

項、第十条第五項、第十条の

二の八第三項及び第二十四条

の三十九第三項に規定する情

報通信の技術の利用における

安全性及び信頼性を確保する

ために必要な基準

平成31年3月29日総務

省告示第146号
総務省 第5の9(1)エ

地方税共同機構に

よる電子申告等受

付システム、利用

者用ソフトウェア

及び利用者用ソフ

トウェア開発要件

の開発、作成、変

更、運用保守等事

務の委託先に対す

る実地監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み
令和５年11月、委託事業者へ監査・調査等を行う場合にデジ

タル技術の活用に留意する旨を地方税共同機構に周知した。

467 告示

地方税法施行規則第二十四条

の四十第三項第二号及び第三

号に規定する電気通信回線そ

の他の電気通信設備に関する

技術基準及び情報通信の技術

の利用における安全性及び信

頼性を確保するために必要な

事項に関する基準

平成31年3月29日総務

省告示第151号
総務省 第４の10(2)エ

地方税共同機構等

による国税連携

ネットワークシス

テムの開発、作

成、変更、運用保

守等事務の委託先

（認定委託先事業

者等以外の事業

者）に対する実地

監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年11月、委託事業者へ監査・調査等を行う場合にデジ

タル技術の活用に留意する旨を地方団体及び地方税共同機構

に周知した。

468 通知・通達
事務ガイドライン（金融会社

関係）
平成10年1月1日 金融庁

11－４－４

（１）①

確定拠出年金運営

管理機関の内部監

査等

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、事務ガイドラインの改正により、監督当局の

立入検査に際し提出する帳簿書類を書面に限定する旨を削除

し、事務所等に立ち入らない方法による検査にも対応できる

よう措置した。

469 通知・通達
事務ガイドライン（金融会社

関係）
平成10年1月1日 金融庁

11－４－４

（１）②

確定拠出年金運営

管理機関の内部監

査等

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、事務ガイドラインの改正により、監督当局の

立入検査に際し提出する帳簿書類を書面に限定する旨を削除

し、事務所等に立ち入らない方法による検査にも対応できる

よう措置した。

470 通知・通達
指定障害児通所支援事業者等

の指導監査について

平成26年3月28日障発

第328004号
こども家庭庁

別添2

4

都道府県知事又は

市町村長による指

定障害児通所支援

等事業者等に対す

る指定基準違反に

係る実地監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年３月、施設・設備や利用者等のサービス利用状況以

外の実地でなくても確認できる内容については、デジタル技

術の活用による確認を可能とするよう関連通知を改正。

471 通知・通達
児童福祉行政指導監査の実施

について（通知）

平成12年4月25日児発

第471号
こども家庭庁 2

都道府県知事によ

る児童福祉施設等

に対する指導監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、児童福祉行政指導監査の実施について

（通知）の一部を改正について（令和５年３月31日付厚生労

働省子ども家庭局長通知）の発出により、実地によらない方

法で一般指導監査を行う場合に、書面確認、テレビ会議、電

話による確認を組み合わせて実施することを規定した。

472 通知・通達
児童福祉行政指導監査の実施

について（通知）

平成12年4月25日児発

第471号
こども家庭庁

別紙

3（１）

都道府県知事によ

る児童福祉施設等

に対する指導監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、児童福祉行政指導監査の実施について

（通知）の一部を改正について（令和５年３月31日付厚生労

働省子ども家庭局長通知）の発出により、実地によらない方

法で一般指導監査を行う場合に、書面確認、テレビ会議、電

話による確認を組み合わせて実施することを規定した。

473 通知・通達
児童福祉行政指導監査の実施

について（通知）

平成12年4月25日児発

第471号
こども家庭庁

別紙

3（２）第１段

落

都道府県知事によ

る児童福祉施設等

に対する指導監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、児童福祉行政指導監査の実施について

（通知）の一部を改正について（令和５年３月31日付厚生労

働省子ども家庭局長通知）の発出により、実地によらない方

法で一般指導監査を行う場合に、書面確認、テレビ会議、電

話による確認を組み合わせて実施することを規定した。



474 通知・通達
児童福祉行政指導監査の実施

について（通知）

平成12年4月25日児発

第471号
こども家庭庁

別紙

3（2）第２段

落

都道府県知事によ

る児童福祉施設等

に対する指導監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、児童福祉行政指導監査の実施について

（通知）の一部を改正について（令和５年３月31日付厚生労

働省子ども家庭局長通知）の発出により、実地によらない方

法で一般指導監査を行う場合に、書面確認、テレビ会議、電

話による確認を組み合わせて実施することを規定した。

475 通知・通達
児童福祉行政指導監査の実施

について（通知）

平成12年4月25日児発

第471号
こども家庭庁

別紙

4

都道府県知事によ

る児童福祉施設等

に対する指導監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、児童福祉行政指導監査の実施について

（通知）の一部を改正について（令和５年３月31日付厚生労

働省子ども家庭局長通知）の発出により、実地によらない方

法で一般指導監査を行う場合に、書面確認、テレビ会議、電

話による確認を組み合わせて実施することを規定した。

476 通知・通達
児童福祉行政指導監査の実施

について（通知）

平成12年4月25日児発

第471号
こども家庭庁

別紙

5（1）ア

都道府県知事によ

る児童福祉施設等

に対する指導監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、児童福祉行政指導監査の実施について

（通知）の一部を改正について（令和５年３月31日付厚生労

働省子ども家庭局長通知）の発出により、実地によらない方

法で一般指導監査を行う場合に、書面確認、テレビ会議、電

話による確認を組み合わせて実施することを規定した。

477 通知・通達
児童福祉行政指導監査の実施

について（通知）

平成12年4月25日児発

第471号
こども家庭庁

別紙

5（1）イ

都道府県知事によ

る児童福祉施設等

に対する指導監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月11日、「デジタル原則を踏まえた児童扶養手当

支給事務における指導監査の見直しについて」（令和６年１

月11日付事務連絡）の発出により、業務の効率化に資するよ

う、実地での監査に加え、監査に支障のない範囲で、Web会

議サービス等を活用することができる旨明確化した。

478 通知・通達
児童福祉行政指導監査の実施

について（通知）

平成12年4月25日児発

第471号
こども家庭庁

別紙

5（1）ウ 第２

段落

都道府県知事によ

る児童福祉施設等

に対する指導監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、児童福祉行政指導監査の実施について

（通知）の一部を改正について（令和５年３月31日付厚生労

働省子ども家庭局長通知）の発出により、実地によらない方

法で一般指導監査を行う場合に、書面確認、テレビ会議、電

話による確認を組み合わせて実施することを規定した。

479 通知・通達
児童福祉行政指導監査の実施

について（通知）

平成12年4月25日児発

第471号
こども家庭庁

別紙

5（1）ウ 第３

段落

都道府県知事によ

る児童福祉施設等

に対する指導監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、児童福祉行政指導監査の実施について

（通知）の一部を改正について（令和５年３月31日付厚生労

働省子ども家庭局長通知）の発出により、実地によらない方

法で一般指導監査を行う場合に、書面確認、テレビ会議、電

話による確認を組み合わせて実施することを規定した。

480 通知・通達
児童福祉行政指導監査の実施

について（通知）

平成12年4月25日児発

第471号
こども家庭庁

別紙

5（２）

都道府県知事によ

る児童福祉施設等

に対する指導監査

実地監査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、児童福祉行政指導監査の実施について

（通知）の一部を改正について（令和５年３月31日付厚生労

働省子ども家庭局長通知）の発出により、実地によらない方

法で一般指導監査を行う場合に、書面確認、テレビ会議、電

話による確認を組み合わせて実施することを規定した。

併せて、実地によらない監査で疑念が生じた場合等には、速

やかに実地の監査に切り替えることを規定した。

481 通知・通達
児童福祉行政指導監査の実施

について（通知）

平成12年4月25日児発

第471号
こども家庭庁

別紙

8（３）

都道府県知事によ

る児童福祉施設等

に対する指導監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、児童福祉行政指導監査の実施について

（通知）の一部を改正について（令和５年３月31日付厚生労

働省子ども家庭局長通知）の発出により、実地によらない方

法で一般指導監査を行う場合に、書面確認、テレビ会議、電

話による確認を組み合わせて実施することを規定した。

482 通知・通達
児童福祉行政指導監査の実施

について（通知）

平成12年4月25日児発

第471号
こども家庭庁

別紙

8（４）

都道府県知事によ

る児童福祉施設等

に対する指導監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月11日、「デジタル原則を踏まえた児童扶養手当

支給事務における指導監査の見直しについて」（令和６年１

月11日付事務連絡）の発出により、業務の効率化に資するよ

う、実地での監査に加え、監査に支障のない範囲で、Web会

議サービス等を活用することができる旨明確化した。

483 通知・通達
児童福祉行政指導監査の実施

について（通知）

平成12年4月25日児発

第471号
こども家庭庁

別紙

10（２）

都道府県知事によ

る児童福祉施設等

に対する指導監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、児童福祉行政指導監査の実施について

（通知）の一部を改正について（令和５年３月31日付厚生労

働省子ども家庭局長通知）の発出により、実地によらない方

法で一般指導監査を行う場合に、書面確認、テレビ会議、電

話による確認を組み合わせて実施することを規定した。

484 通知・通達
児童福祉行政指導監査の実施

について（通知）

平成12年4月25日児発

第471号
こども家庭庁

別紙

11（1）

都道府県知事によ

る児童福祉施設等

に対する指導監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、児童福祉行政指導監査の実施について

（通知）の一部を改正について（令和５年３月31日付厚生労

働省子ども家庭局長通知）の発出により、実地によらない方

法で一般指導監査を行う場合に、書面確認、テレビ会議、電

話による確認を組み合わせて実施することを規定した。

485 通知・通達
児童福祉行政指導監査の実施

について（通知）

平成12年4月25日児発

第471号
こども家庭庁

別紙

11（2）

都道府県知事によ

る児童福祉施設等

に対する指導監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、児童福祉行政指導監査の実施について

（通知）の一部を改正について（令和５年３月31日付厚生労

働省子ども家庭局長通知）の発出により、実地によらない方

法で一般指導監査を行う場合に、書面確認、テレビ会議、電

話による確認を組み合わせて実施することを規定した。

486 通知・通達
児童福祉行政指導監査の実施

について（通知）

平成12年4月25日児発

第471号
こども家庭庁

別紙

11（4）

都道府県知事によ

る児童福祉施設等

に対する指導監査

実地監査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、児童福祉行政指導監査の実施について

（通知）の一部を改正について（令和５年３月31日付厚生労

働省子ども家庭局長通知）の発出により、実地によらない方

法で一般指導監査を行う場合に、書面確認、テレビ会議、電

話による確認を組み合わせて実施することを規定した。

487 通知・通達
各財務局等国家公務員宿舎事

務取扱準則の制定について

昭和42年2月23日蔵国

有第323号
財務省

別添

第1章　第5条

第1項

財務事務所長等に

よる各財務局等国

家公務員宿舎に係

る実地監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

488 通知・通達
各財務局等国家公務員宿舎事

務取扱準則の制定について

昭和42年2月23日蔵国

有第323号
財務省

別添

第1章　第5条

第2項

財務事務所長等に

よる各財務局等国

家公務員宿舎に係

る実地監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

489 通知・通達
各財務局等国家公務員宿舎事

務取扱準則の制定について

昭和42年2月23日蔵国

有第323号
財務省

別添

第1章　第5条

第4項

財務事務所長等に

よる各財務局等国

家公務員宿舎に係

る実地監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

490 通知・通達

国の債権の管理等に関する法

律第９条第２項の規定に基く

実地監査について

昭和33年2月21日蔵計

第270号
財務省 本文冒頭

国の債権の管理等

に関する法律(昭和

三一年法律第一一

四号)第九条第二項

の規定に基く実地

監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日付事務連絡にて、当該法令に基づく「実地

監査又は定期検査を実地にて行うに当たり、メールによる事

前のスケジュール調整や資料送付、オンライン上での相談等

といったデジタル技術を活用することは差し支えない」旨、

各省会計課長へ通知を実施したもの。

491 通知・通達 国有財産監査指針について
平成23年5月31日財理

第2543号
財務省

別冊国有財産監

査実施手続

第三章　第二節

第一六の六

国有財産監査にお

ける往査
実地監査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

492 通知・通達
国有財産を交換する場合の取

扱いについて

昭和42年3月10日蔵国

有第459号
財務省

第四

一（六）イ

（ロ）

国有財産交換契約

の用途指定義務履

行状況の実地監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

493 通知・通達 国家公務員共済組合監査要領
平成１３年３月３０日

財務省訓令第２８号
財務省 第8条

国家公務員共済組

合の実地監査
実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「国家公務員共済組合監査要領」（平成13年

３月30日財務省訓令第28号）の改正により、実地監査の代

替としてオンライン会議システム等の技術を活用したオンラ

イン方式による監査を許容する旨を明示した。

494 通知・通達
財政融資資金地方資金貸付先

実地監査細則

平成12年12月28日蔵理

第4444号
財務省 全般

財政融資資金地方

資金貸付先の実地

監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月４日、「財政融資資金地方資金貸付先実地監査

実施要領」の改正により、実地監査の実施に当たっては、実

地で行うもののほか、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用して実施することができる旨を明確化した。

495 通知・通達
財政融資資金地方資金貸付先

実地監査実施要領

平成12年12月28日蔵理

第4446号
財務省 全般

財政融資資金地方

資金貸付先の実地

監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月４日、「財政融資資金地方資金貸付先実地監査

実施要領」の改正により、実地監査の実施に当たっては、実

地で行うもののほか、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用して実施することができる旨を明確化した。

496 通知・通達

財政融資資金地方資金貸付先

実地監査の審査及び結末処理

に関する基準

平成26年3月18日財理

第1320号
財務省 全般

財政融資資金地方

資金貸付先の実地

監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月４日、「財政融資資金地方資金貸付先実地監査

実施要領」の改正により、実地監査の実施に当たっては、実

地で行うもののほか、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用して実施することができる旨を明確化した。

497 通知・通達
財政融資資金本省資金融通先

等実地監査細則

平成20年3月31日財理

第1297号
財務省 全般

財政融資資金本省

資金融通先等の実

地監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月４日、「財政融資資金本省資金融通先等実地監

査実施要領」の改正により、実地監査の実施に当たっては、

実地で行うもののほか、オンライン会議システム等のデジタ

ル技術を活用して実施することができる旨を明確化した。

498 通知・通達
財政融資資金本省資金融通先

等実地監査実施要領

平成20年3月31日財理

第1297号
財務省 全般

財政融資資金本省

資金融通先等の実

地監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月４日、「財政融資資金本省資金融通先等実地監

査実施要領」の改正により、実地監査の実施に当たっては、

実地で行うもののほか、オンライン会議システム等のデジタ

ル技術を活用して実施することができる旨を明確化した。

499 通知・通達
財政融資資金融通先等実地監

査規程

昭和60年7月1日大蔵省

訓令特第23号
財務省 全般

財政融資資金融通

先等の実地監査
実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月４日、「財政融資資金地方資金貸付先実地監査

実施要領」の改正により、実地監査の実施に当たっては、実

地で行うもののほか、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用して実施することができる旨を明確化した。

500 通知・通達 実地監査実務指針
平成26年6月17日財理

第3020号
財務省 全般

財政融資資金地方

資金貸付先の実地

監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月４日、「財政融資資金地方資金貸付先実地監査

実施要領」の改正により、実地監査の実施に当たっては、実

地で行うもののほか、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用して実施することができる旨を明確化した。

501 通知・通達
定期借地権を設定した貸付け

について

令和元年９月20日財理

第3207号
財務省

６ 定期借地貸

付を行う事業の

適正な運営の履

行確保　⑵ 実

地調査等

財務局等による定

期借地貸付を行う

事業の適正な運営

の履行に係る実地

監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

503 通知・通達
特例輸入者の承認要件等の審

査要領について

平成19年3月31日財関

第418号
財務省 5

特例輸入者等の業

務遂行能力等、法

令遵守規則等に関

する実地調査及び

事後監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み
令和５年６月、申請時の関係施設等の確認を実地に加え情報

通信技術の活用等により行うことを可能とする旨追記。

504 通知・通達
普通財産の管理を委託する場

合の取扱いについて

昭和48年10月23日蔵理

第4676号
財務省 十

普通財産管理委託

契約に定める受託

財産の実地調査等

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、実地の方式に限らずデジタル技術を活用した

方法も可能であることが明示されるよう、当該通達を改正し

た。

506 通知・通達

後期高齢者医療制度の事務に

係る指導監督の実施について

（通知）

平成21年12月28日保高

発第１号
厚生労働省

別添「後期高齢

者医療事務指導

監督実施要綱」

都道府県による広

域連合及び市町村

に対する後期高齢

者医療制度の事務

等に係る指導監督

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「国民健康保険法第106条等の解釈につい

て」（令和５年３月27日付老介発0327第１号、保国発0327

第１号、保高発0327第１号）の発出により、後期高齢者医

療制度の指導監督の実施に係る報告徴収については、電子

メールやオンライン会議システム等の技術を活用したオンラ

イン方式による実施も可能である旨を明示した。

511 通知・通達
厚生労働省所管国有財産取扱

規程

平成13年1月6日訓第29

号
厚生労働省

第1章

第4条第１項

都道府県が管理す

る厚生労働省所管

固有財産に係る実

地監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月4日に改正を行い、実地監査をオンライン会議

システム等のデジタル技術を活用する方法で行うことができ

るものとした。



512 通知・通達
厚生労働省所管国有財産取扱

規程

平成13年1月6日訓第29

号
厚生労働省

第1章

第4条第２項

都道府県が管理す

る厚生労働省所管

固有財産に係る実

地監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月4日に改正を行い、実地監査をオンライン会議

システム等のデジタル技術を活用する方法で行うことができ

るものとした。

513 通知・通達

国家公務員共済組合法の規定

に基づく医療機関への立入検

査等について

昭和35年2月22日保険

発第21号
厚生労働省 別紙　3

厚生労働大臣又は

都道府県知事によ

る保険医療機関等

に対する指導監査

実地監査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「国家公務員共済組合法の規定に基づく医療

機関への立入検査等に係る事前提出書類について」（令和５

年12月28日付け厚生労働省保険局医療課事務連絡）を発出

し、「国家公務員共済組合法の規定に基づく医療機関への立

入検査等について」（昭和35年２月22日付け保険発第21号

厚生省保険局健康保険課長通知)の規定に基づき実施する指

導監査に係る事前提出書類については、保険医療機関等は電

子メール等のデジタル技術を活用しての提出を行うことが可

能であることを明確化した。

517 通知・通達
障害者支援施設等に係る指導

監査について

平成19年4月26日障発

第426003号
厚生労働省

別添

2（1）①

都道府県知事又は

市長よる障害者支

援施設等に対する

実地監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年３月、施設・設備や利用者等のサービス利用状況以

外の実地でなくても確認できる内容については、デジタル技

術の活用による確認を可能とするよう関連通知を改正。

520 通知・通達
生活困窮者自立相談支援事業

等の実施について

平成27年７月27日社援

発0727第２号
厚生労働省 別添26　４(２)

都道府県、指定都

市又は中核市長に

よる社会福祉法人

に対する指導監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年５月、「生活困窮者自立相談支援事業等の実施につ

いて」（平成27年７月27日社援発0727第２号）の別添「社

会福祉法人指導監督事業実施要領」を改正し、デジタル原則

を踏まえた運用を可能にするための見直しを行った。

534 通知・通達

漁協等向けの総合的な監督指

針（信用事業及び共済事業の

みに係るものを除く。）

平成25年5月29日水漁

第341号
農林水産省

Ⅱ―一―三―二

(四)⑥

漁業協同組合等の

法令等遵守状況内

部監査

実地監査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「漁協等向けの総合的な監督指針（信用事業

及び共済事業のみに係るものを除く。）」（平成25年５月

29日付け25水漁第341号水産庁長官通知）を改正し、実地監

査の代替としてオンライン会議システム等の技術を活用した

オンライン方式による監査を許容する旨を明示した。

https://www.jfa.maff.go.jp/j/keiei/gyokyou/sisin/attach/p

df/index-10.pdf

535 通知・通達

森林組合、生産森林組合及び

森林組合連合会向けの総合的

な監督指針

平成30 年３月27 日付

け29 林政経第359 号林

野庁長官通知

農林水産省

Ⅲ－１－３－２

主な着眼点

（４）内部監査

体制

森林組合等の法令

等遵守状況内部監

査

実地監査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「「森林組合、生産森林組合及び森林組合連

合会向けの総合的な監督指針」の一部改正について」（令和

５年12月19日付け５林政経第212号）の発出により、森林組

合、生産森林組合及び森林組合連合会が行う内部監査の実施

においてデジタル技術の活用が可能であることを明確化する

見直しを行った。

536 通知・通達 電気事業監査規程
平成27年9月1日電委第

8号
経済産業省 第七条

電力・ガス取引監

視等委員会等によ

る一般送配電事業

者等に対する電気

事業の業務及び経

理についての実地

監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年６月、「電気事業監査規程」（平成27年９月１日電

委第８号）を改正し、オンライン会議システムの技術を活用

する監査も実施可能であることを明確化した。

https://www.emsc.meti.go.jp/info/guideline/pdf/2023062

9001a.pdf

537 通知・通達 電気事業監査規程
平成27年9月1日電委第

8号
経済産業省 第九条

電力・ガス取引監

視等委員会等によ

る一般送配電事業

者等に対する電気

事業の業務及び経

理についての実地

監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年６月、「電気事業監査規程」（平成27年９月１日電

委第８号）を改正し、オンライン会議システムの技術を活用

する監査も実施可能であることを明確化した。

https://www.emsc.meti.go.jp/info/guideline/pdf/2023062

9001a.pdf

538 通知・通達 電気事業監査規程
平成27年9月1日電委第

8号
経済産業省 第一〇条

電力・ガス取引監

視等委員会等によ

る一般送配電事業

者等に対する電気

事業の業務及び経

理についての実地

監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年６月、「電気事業監査規程」（平成27年９月１日電

委第８号）を改正し、オンライン会議システムの技術を活用

する監査も実施可能であることを明確化した。

https://www.emsc.meti.go.jp/info/guideline/pdf/2023062

9001a.pdf

543 通知・通達
公営住宅等家賃対策補助金の

適正な執行について

平成5年11月19日住建

発 / 住整発第159号
国土交通省 10(4)

都道府県による公

営住宅等家賃対策

補助金の適正な執

行状況の現地監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「公営住宅法等に基づく目視・実地監査規制

のオンライン化について（通知）」（令和５年３月31日付国

住備第490号）の発出により、目視・実地監査においてオン

ライン会議システム等の技術を活用することを許容する旨を

明示した。

544 通知・通達
マンション標準管理規約の改

正について

令和３年６月22 日

国住マ第33号
国土交通省

第41条第1項

（単棟型）

第43条第1項

（団地型）

第45条第1項

（複合用途型）

監事によるマン

ション管理組合の

執行及び財産の状

況監査

実地監査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/0017

15098.pdf）において、実地の方法に限らず電子データを活

用したオンライン方式による監査も許容される旨を明示し、

デジタル的手法による監査の検討を促した。

545 通知・通達
子ども・子育て新制度におけ

る指導監査等の実施について

平成27年12月7日雇児

保発 / 初幼教 / 府子本

第1207-1号

こども家庭庁

文部科学省

一

（一）

都道府県等による

幼保連携型認定こ

ども園以外の認定

こども園の指導監

査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、児童福祉行政指導監査の実施について

（通知）の一部を改正について（令和５年３月31日付厚生労

働省子ども家庭局長通知）等の発出により、本通知が引用す

る各通知の実地監査等の規制の見直しを行い、実地監査等に

おいてデジタル技術の活用が可能な旨を明確化した。

546 通知・通達

子ども・子育て支援法に基づ

く特定教育・保育施設等の指

導監査について

平成27年12月7日雇児

発 / 文科初 / 府子本第

1207-2号

こども家庭庁

文部科学省

（別添一）

二

（二）

市町村による特定

教育・保育施設の

実地指導

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年２月、『「子ども・子育て支援法に基づく特定教

育・保育施設等の指導監査について」の一部改正について』

の発出により、実地によらない方法で指導監査を行う場合

に、書面確認、テレビ会議、電話による確認を組み合わせて

実施することを規定した。

547 通知・通達

就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律に基づく幼

保連携型認定こども園に対す

る指導監査について

平成27年12月7日府子

本第373号

こども家庭庁

文部科学省
前文

都道府県知事等に

よる幼保連携型認

定こども園の指導

監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日付通知において、通知の一部を改正し、実

地監査の原則は維持しつつも、一定の場合には例外的に実地

によらない検査を行うことができることとした。

548 通知・通達

就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律に基づく幼

保連携型認定こども園に対す

る指導監査について

平成27年12月7日府子

本第373号

こども家庭庁

文部科学省
二

都道府県知事等に

よる幼保連携型認

定こども園の指導

監査

実地監査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日付通知において、通知の一部を改正し、実

地監査の原則は維持しつつも、一定の場合には例外的に実地

によらない検査を行うことができることとした。

2 告示

事業用電気通信設備規則第十

六条第三項等の規定に基づく

事業用電気通信設備規則の細

目

昭和60年4月1日郵政省

告示第228号
総務省

第7条第3項第2

号ニ

電気通信役務の提

供における音声品

質の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月26日の改正により、定期的な点検及び検査につ

いて、「デジタル技術の活用による確認を含む」ことを明

記。

9 告示

電気通信事業法施行規則第二

十九条第二項の規定に基づく

管理規程の細目

平成27年3月6日総務省

告示第67号
総務省

本則の表一の項

(11)

事業用電気通信設

備の設計、工事、

維持及び運用に関

する定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月26日の改正により、定期的な点検及び検査につ

いて、「デジタル技術の活用による確認を含む」ことを明

記。

10 告示

電気通信事業法施行規則第二

十九条第二項の規定に基づく

管理規程の細目

平成27年3月6日総務省

告示第67号
総務省

本則の表一の項

(12)

事業用電気通信設

備の設計、工事、

維持及び運用に関

する定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月26日の改正により、定期的な点検及び検査につ

いて、「デジタル技術の活用による確認を含む」ことを明

記。

11 告示

電波法施行規則第二十八条の

五第四項の規定に基づく船舶

の入港中に定期に行う義務船

舶局等の無線設備の点検の方

法

平成4年1月29日郵政省

告示第61号
総務省 本則

義務船舶局等の無

線設備の定期点検
定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月までに業界団体と調整を行った上で、令和６年

１月、業界団体に対してメールにより、義務船舶局等に設置

される予備設備について、定期の点検においてアナログでの

検査が不合理である場合には、デジタル化により定期の点検

は必ずしも要しない旨を周知した。

12 告示 学校環境衛生基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第60号
文部科学省 第1-2

学校環境衛生基準

に基づく環境衛生

検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/hoken/1353625.ht

m）において、学校環境衛生基準に基づく環境衛生検査につ

いては、デジタル技術を活用した方法で検査を行うことが可

能である旨を明示した。

13 告示 学校環境衛生基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第60号
文部科学省 第2-2

飲料水等の水質及

び施設・設備に関

する環境衛生検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/hoken/1353625.ht

m）において、学校環境衛生基準に基づく環境衛生検査につ

いては、デジタル技術を活用した方法で検査を行うことが可

能である旨を明示した。

14 告示 学校環境衛生基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第60号
文部科学省 第3-2

学校の清潔、ネズ

ミ、衛生害虫等及

び教室等の備品の

環境衛生検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/hoken/1353625.ht

m）において、学校環境衛生基準に基づく環境衛生検査につ

いては、デジタル技術を活用した方法で検査を行うことが可

能である旨を明示した。

15 告示 学校環境衛生基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第60号
文部科学省

第4-1の表

施設・設備の衛

生状態の部

(9)　プール本

体の衛生状況等

の項基準の欄

プールの環境衛生

に関する定期点検
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/hoken/1353625.ht

m）において、学校環境衛生基準に基づく環境衛生検査につ

いては、デジタル技術を活用した方法で検査を行うことが可

能である旨を明示した。

16 告示 学校環境衛生基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第60号
文部科学省 第4-2

水泳プールに係る

学校環境衛生に関

する定期検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/hoken/1353625.ht

m）において、学校環境衛生基準に基づく環境衛生検査につ

いては、デジタル技術を活用した方法で検査を行うことが可

能である旨を明示した。

17 告示 学校環境衛生基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第60号
文部科学省 第5-1

学校環境衛生基準

に基づく日常の環

境衛生検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/hoken/1353625.ht

m）において、学校環境衛生基準に基づく環境衛生検査につ

いては、デジタル技術を活用した方法で検査を行うことが可

能である旨を明示した。

18 告示 学校環境衛生基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第60号
文部科学省

第5-1の表

水泳プールの管

理の部

（10）プール

水等の項基準の

欄（イ）

学校環境衛生基準

に基づく日常の環

境衛生検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/hoken/1353625.ht

m）において、学校環境衛生基準に基づく環境衛生検査につ

いては、デジタル技術を活用した方法で検査を行うことが可

能である旨を明示した。

19 告示 学校給食衛生管理基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第64号
文部科学省 第2-1-（3）六

学校給食施設及び

設備の衛生管理基

準に基づく環境衛

生検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

20 告示 学校給食衛生管理基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第64号
文部科学省 第2-2

学校給食施設及び

設備の衛生管理基

準に基づく環境衛

生検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

21 告示 学校給食衛生管理基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第64号
文部科学省 第3-1（3）一

調理の過程等にお

ける衛生管理基準

に基づく環境衛生

検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

22 告示 学校給食衛生管理基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第64号
文部科学省

第3-1（4）②

一

調理の過程等にお

ける衛生管理基準

に基づく環境衛生

検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。



23 告示 学校給食衛生管理基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第64号
文部科学省 第3-2

調理の過程等にお

ける衛生管理基準

に基づく環境衛生

検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

24 告示 学校給食衛生管理基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第64号
文部科学省 第4-1（1）十

衛生管理体制に係

る衛生管理基準に

基づく環境衛生検

査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

25 告示 学校給食衛生管理基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第64号
文部科学省 第4-1（3）三

衛生管理体制に係

る衛生管理基準に

基づく環境衛生検

査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

26 告示 学校給食衛生管理基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第64号
文部科学省 第4-2

衛生管理体制に係

る衛生管理基準に

基づく環境衛生検

査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

27 告示 学校給食衛生管理基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第64号
文部科学省 第5-1

学校給食衛生基準

に基づく日常の環

境衛生検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

28 告示

特別支援学校の幼稚部及び高

等部における学校給食衛生管

理基準

平成21年3月31日文部

科学省告示第66号
文部科学省 第2-1-（3）六

学校給食施設及び

設備の衛生管理基

準に基づく環境衛

生検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

29 告示

特別支援学校の幼稚部及び高

等部における学校給食衛生管

理基準

平成21年3月31日文部

科学省告示第66号
文部科学省 第2-2

学校給食施設及び

設備の衛生管理基

準に基づく環境衛

生検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

30 告示

特別支援学校の幼稚部及び高

等部における学校給食衛生管

理基準

平成21年3月31日文部

科学省告示第66号
文部科学省 第3-1-（3）一

調理の過程等にお

ける衛生管理基準

に基づく環境衛生

検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

31 告示

特別支援学校の幼稚部及び高

等部における学校給食衛生管

理基準

平成21年3月31日文部

科学省告示第66号
文部科学省

第3-1-（4）②

一

調理の過程等にお

ける衛生管理基準

に基づく環境衛生

検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

32 告示

特別支援学校の幼稚部及び高

等部における学校給食衛生管

理基準

平成21年3月31日文部

科学省告示第66号
文部科学省 第3-2

調理の過程等にお

ける衛生管理基準

に基づく環境衛生

検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

33 告示

特別支援学校の幼稚部及び高

等部における学校給食衛生管

理基準

平成21年3月31日文部

科学省告示第66号
文部科学省 第4-1-（1）十

衛生管理体制に係

る衛生管理基準に

基づく環境衛生検

査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

34 告示

特別支援学校の幼稚部及び高

等部における学校給食衛生管

理基準

平成21年3月31日文部

科学省告示第66号
文部科学省 第4-1-（3）三

衛生管理体制に係

る衛生管理基準に

基づく環境衛生検

査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

35 告示

特別支援学校の幼稚部及び高

等部における学校給食衛生管

理基準

平成21年3月31日文部

科学省告示第66号
文部科学省 第4-2

衛生管理体制に係

る衛生管理基準に

基づく環境衛生検

査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

36 告示

特別支援学校の幼稚部及び高

等部における学校給食衛生管

理基準

平成21年3月31日文部

科学省告示第66号
文部科学省 第5-1

学校給食衛生管理

基準に基づく日常

の環境衛生検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

37 告示 夜間学校給食衛生管理基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第65号
文部科学省 第2-1-（3）六

夜間学校給食施設

及び設備の衛生管

理基準に基づく環

境衛生検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

38 告示 夜間学校給食衛生管理基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第65号
文部科学省 第2-2

夜間学校給食施設

及び設備の衛生管

理基準に基づく環

境衛生検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

39 告示 夜間学校給食衛生管理基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第65号
文部科学省 第3-1-（3）一

調理の過程等にお

ける衛生管理基準

に基づく環境衛生

検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

40 告示 夜間学校給食衛生管理基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第65号
文部科学省

第3-1-（4）②

一

調理の過程等にお

ける衛生管理基準

に基づく環境衛生

検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

41 告示 夜間学校給食衛生管理基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第65号
文部科学省 第3-2

調理の過程等にお

ける衛生管理基準

に基づく環境衛生

検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

42 告示 夜間学校給食衛生管理基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第65号
文部科学省 第4-1-（1）十

衛生管理体制に係

る衛生管理基準に

基づく環境衛生検

査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

43 告示 夜間学校給食衛生管理基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第65号
文部科学省 第4-1-（3）三

衛生管理体制に係

る衛生管理基準に

基づく環境衛生検

査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

44 告示 夜間学校給食衛生管理基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第65号
文部科学省 第4-2

衛生管理体制に係

る衛生管理基準に

基づく環境衛生検

査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

45 告示 夜間学校給食衛生管理基準
平成21年3月31日文部

科学省告示第65号
文部科学省 第5-1

衛生管理基準に基

づく日常の環境衛

生検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年１月、当省ホームページ（URL：

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/1

78/index.html）において、ICT の積極的な活用を明示し、

ICT活用に関する事例を作成するとともに、都道府県担当者

を対象とした衛生管理に関する講習会等において、ICTを活

用した衛生管理対応を指導してきた。

105 告示

犬等の輸出入検疫規則第四条

第一項の表輸入の項第一号の

農林水産大臣の定める方法等

平成16年10月6日農林

水産省告示第1819号
農林水産省 三－ハ

狂犬病の予防注射

に関わる定期調査
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月８日付け

５消安第5051号農林水産省消費・安全局動物衛生課長通

知）の発出により、遠隔での情報収集や電磁的記録の確認・

検査等の結果報告のオンライン化等のデジタル技術の活用を

妨げない旨を明確化した。

107 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2―1-（1）

③ア

空気調和設備、換

気設備の定期的な

保守、点検

定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

108 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2―1-（1）

③イ

空気調和設備、換

気設備の定期的な

保守、点検

定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

109 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2―1-（1）

③ウ

空気調和設備、換

気設備の定期的な

保守、点検

定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

110 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2―1-（2）

③ア

ボイラー設備、給

湯設備の定期点検
定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html



111 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2―1-（2）

③イ

ボイラー設備、給

湯設備の定期点検
定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

112 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2―1-（2）

③ウ

ボイラー設備、給

湯設備の定期点検
定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

113 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2―1-（3）

③ア

照明設備、昇降

機、動力設備の定

期点検

定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

114 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2―1-（3）

③イ

照明設備、昇降

機、動力設備の定

期点検

定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

115 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2―1-（3）

③ウ

照明設備、昇降

機、動力設備の定

期点検

定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

116 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2―1-（4）

③

受変電設備の定期

点検
定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

117 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2－1-（5）

③

発電専用設備及び

コージェネレー

ション設備の定期

点検

定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

118 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2－1-（7）

③

業務用機器の定期

点検
定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

119 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2－2-（1）

③

燃焼設備の定期点

検
定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

120 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2－2-（2）

（2-2）③ア

空気調和設備、換

気設備の定期的な

保守、点検給湯設

備の定期点検

定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

121 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2－2-（2）

（2-2）③イ

空気調和設備、換

気設備の定期的な

保守、点検給湯設

備の定期点検

定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

122 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2－2-（2）

（2-2）③ウ

空気調和設備、換

気設備の定期的な

保守、点検給湯設

備の定期点検

定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

123 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2－2-（2）

（3）③

廃熱回収設備の定

期点検
定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

124 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2－2-（4）

（4-1）③

蒸気駆動の動力設

備の定期点検
定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

125 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2－2-（4）

（4-2）③

発電専用設備の定

期点検
定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

126 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2－2-（4）

（4-3）③

コージェネレー

ション設備の定期

点検

定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

127 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2－2-（5）

（5-1）③ア

熱利用設備の定期

点検
定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

128 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2－2-（5）

（5-1）③イ

熱利用設備の定期

点検
定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

129 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2－2-（5）

（5-2）③

受変電設備及び配

電設備の定期点検
定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

130 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2－2-（6）

（6-1）③ア

電動力応用設備、

電気加熱設備等の

定期点検

定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

131 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2－2-（6）

（6-1）③イ

電動力応用設備、

電気加熱設備等の

定期点検

定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

132 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2－2-（6）

（6-1）③ウ

電動力応用設備、

電気加熱設備等の

定期点検

定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

133 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2－2-（6）

（6-2）③ア

照明設備、昇降

機、動力設備の定

期点検

定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

134 告示

工場等におけるエネルギーの

使用の合理化に関する事業者

の判断の基準

平成21年3月31日経済

産業省告示第66号
経済産業省

2-2－2-（6）

（6-2）③イ

照明設備、昇降

機、動力設備の定

期点検

定期検査 1-② 2 要 令和５年中 完了済み

令和6年2月に設備の定期的な保守点検に関して、デジタル技

術を活用して実施することが可能であることを具体的な機器

と方法の例示とともに省エネポータルサイト「よくある質

問」に掲載することにより、明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/factory/faq/index.html

136 告示
定期自主検査の時期を定める

件

平成7年3月1日通商産業

省告示第105号
経済産業省 本則

ガス工作物の定期

自主検査
定期検査 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和5年12月、「高圧ガス保安法等の一部を改正する法律」

（令和4年法律第74号）が施行され、保安の確保の方法が高

度な情報通信技術を用いたものであること等として認定を受

けた事業者は、定期検査の周期延長等のインセンティブが得

られる制度を措置した。

162 告示

非化石エネルギー源の利用に

関する一般ガス事業者等の判

断の基準

平成22年11月19日経済

産業省告示第240号
経済産業省 2-①

バイオガスの発生

状況に関する定期

調査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月15日に「デジタル原則を踏まえたガス事業制度

に係る法令等について」というお知らせを資源エネルギー庁

HPに掲載し、定期的な調査については、遠隔での情報収集

や電磁的記録の確認等のデジタル技術を活用することを妨げ

るものではない旨を明確化した。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_g

as/gas/summary/guideline/pdf/dejital_gas.pdf

203 告示
技術基準対象施設の維持に関

し必要な事項を定める告示

平成19年3月26日国土

交通省告示第364号
国土交通省 第4条第2項

技術基準対象施設

の点検診断
定期検査 1-① 3 要 令和５年中 未了

PHASE3の達成に向けて実証等の検討を進めたとこ

ろ、関係団体との調整や高度な技術的検討を要する

ことが判明し、検討会での有識者との議論等を含

め、令和６年度中を通して検討する必要性が生じた

ため。

なお、平成26年７月（令和３年３月一部変更）「港

湾の施設の点検診断ガイドライン」においてデジタ

ル技術の活用が可能である旨を明示しており、

Phase2が達成されていることは確認済み。

令和７年６月

左記の理由により、令和６年度中を通して

検討を実施し、そのとりまとめに時間を要

する見込みのため。

204 告示
技術基準対象施設の維持に関

し必要な事項を定める告示

平成19年3月26日国土

交通省告示第364号
国土交通省 第4条第3項

技術基準対象施設

の点検診断
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

平成26年７月（令和３年３月一部変更）「港湾の施設の点検

診断ガイドライン」において、目視または潜水士等による点

検においてデジタル技術（新技術）の活用が可能である旨を

明示されており、見直し後Phaseが達成されていることを改

めて確認した。



205 告示
技術基準対象施設の維持に関

し必要な事項を定める告示

平成19年3月26日国土

交通省告示第364号
国土交通省 第4条第4項

技術基準対象施設

の点検診断
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

平成26年７月（令和３年３月一部変更）「港湾の施設の点検

診断ガイドライン」において、目視または潜水士等による点

検においてデジタル技術（新技術）の活用が可能である旨を

明示されており、見直し後Phaseが達成されていることを改

めて確認した。

241 告示

認定事業者が特定優良賃貸住

宅の管理を行うに当たって配

慮すべき事項

平成5年7月27日建設省

告示第1601号
国土交通省 第ニ-二-イ

特定優良賃貸住宅

の状況に関する点

検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「特定優良賃貸住宅の定期点検のオンライン

化について（通知）」（令和５年３月31日付国住備第491

号）の発出により、定期点検においてオンライン会議システ

ム等の技術を活用することを許容する旨を明示した。

252 告示
展示動物の飼養及び保管に関

する基準

平成16年4月30日環境

省告示第33号
環境省 第3-3（1）ウ

定期的な巡回によ

る

飼養及び保管する

展示動物の数及び

状態の確認

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 未了

自治体や事業者に通知するにあたって、他のアナロ

グ規制関連規定とあわせて対応することが望ましい

ため、他のアナログ規制関連規定の見直し時期との

関係で本規定(定期検査)についても同時期の見直しと

する必要がある。

令和６年６月

左記の理由により、動物愛護管理法その他

関連法における他のアナログ規制関連規定

と同時期の見直しを予定しているため。

253 告示

動物が自己の所有に係るもの

であることを明らかにするた

めの措置について

平成18年1月20日環境

省告示第23号
環境省 第6（1）

識別器具等の破損

等の状況に関する

点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 未了

自治体や事業者に通知するにあたって、他のアナロ

グ規制関連規定とあわせて対応することが望ましい

ため、他のアナログ規制関連規定の見直し時期との

関係で本規定(定期検査)についても同時期の見直しと

する必要がある。

令和６年６月

左記の理由により、動物愛護管理法その他

関連法における他のアナログ規制関連規定

と同時期の見直しを予定しているため。

269 告示

貨物の輸送に係るエネルギー

の使用の合理化に関する貨物

輸送事業者の判断の基準

平成18年3月31日経済

産業省 / 国土交通省告

示第7号

経済産業省

国土交通省
1（3）

エネルギーの使用

の合理化の状況把

握のための取組に

係る効果測定

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年２月、当省ホームページで掲載するQ&A

（https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/conte

nt/QA.pdf）において、デジタル技術を活用した効果測定を

可能とする旨を明記した。

270 告示

貨物輸送事業者に行わせる貨

物の輸送に係るエネルギーの

使用の合理化に関する荷主の

判断の基準

平成30年11月30日経済

産業省 / 国土交通省告

示第3号

経済産業省

国土交通省
Ⅰ-1（1）③イ

エネルギーの使用

実態等の把握方法

の定期確認

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

使用実態等の把握方法の定期確認に関して、効率的、効果的

に行うにあたりデジタル技術を活用することが可能であるこ

とを省エネポータルサイトの荷主の「よくある質問」に掲

載。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new

/saving/enterprise/transport/faq/

271 告示

旅客の輸送に係るエネルギー

の使用の合理化に関する旅客

輸送事業者の判断の基準

平成18年3月31日経済

産業省 / 国土交通省告

示第6号

経済産業省

国土交通省
1（3）

エネルギーの使用

の合理化の状況把

握のための取組に

係る効果測定

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和６年２月、当省ホームページで掲載するQ&A

（https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/conte

nt/QA.pdf）において、デジタル技術を活用した効果測定を

可能とする旨を明記した。

279 通知・通達
児童自立生活援助事業（自立

援助ホーム）の実施について

平成10年4月22日児発

第344号
こども家庭庁

(別紙)児童自立

生活援助事業

(自立援助ホー

ム)実施要綱

第九

児童自立生活援助

事業の定期調査
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年４月28日、「デジタル原則を踏まえた児童福祉行政

の規制等の見直しについて」（令和５年４月28日付事務連

絡）の発出により、検査頻度の基準による定期検査に加えて

検査を実施する場合であって、より児童等の健全な育成に資

すると考えられるときは、Web会議サービス等を活用するこ

とができる旨明確化した。

280 通知・通達 児童相談所運営指針について
平成2年3月5日児発第

133号
こども家庭庁

第四章　援助

第三節　養子縁

組

三　あっせん手

続（六）

児童の養育状況の

定期的な確認
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年４月28日、「デジタル原則を踏まえた児童福祉行政

の規制等の見直しについて」（令和５年４月28日付事務連

絡）の発出により、検査頻度の基準による定期検査に加えて

検査を実施する場合であって、より児童等の健全な育成に資

すると考えられるときは、Web会議サービス等を活用するこ

とができる旨明確化した。

281 通知・通達 児童相談所運営指針について
平成2年3月5日児発第

133号
こども家庭庁

第四章　第五節

二　㈡

児童の養育状況の

定期的な確認
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年４月28日、「デジタル原則を踏まえた児童福祉行政

の規制等の見直しについて」（令和５年４月28日付事務連

絡）の発出により、訪問等に加え、Web会議サービス等を使

用してより密に状況確認を行うことは差し支えない旨明確化

した。

282 通知・通達
児童福祉行政指導監査の実施

について（通知）

平成12年4月25日児発

第471号
こども家庭庁

別紙

5 (1)

児童福祉施設の定

期検査
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、児童福祉行政指導監査の実施について

（通知）の一部を改正について（令和５年３月31日付厚生労

働省子ども家庭局長通知）の発出により、実地によらない方

法で一般指導監査を行う場合に、書面確認、テレビ会議、電

話による確認を組み合わせて実施することを規定した。

283 通知・通達

小規模住居型児童養育事業

（ファミリーホーム）の運営

について

平成21年3月31日雇児

発第331011号
こども家庭庁

第八　実施に当

たっての留意事

項

ファミリーホーム

事業者の定期調査
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年４月28日、「デジタル原則を踏まえた児童福祉行政

の規制等の見直しについて」（令和５年４月28日付事務連

絡）の発出により、検査頻度の基準による定期検査に加えて

検査を実施する場合であって、より児童等の健全な育成に資

すると考えられるときは、Web会議サービス等を活用するこ

とができる旨明確化した。

290 通知・通達

戸籍法施行規則等の一部を改

正する省令の施行に伴う戸籍

の副本及び本籍人に関する戸

籍届書類の取扱いについて

平成28年3月22日民一

第296号
法務省

第一　四　戸籍

の副本の保存状

況の管理

戸籍関係書類の定

期点検
定期検査 1-① 3 要 令和５年中 未了

令和６年３月１日に戸籍法を改正する法律（令和元

年法律第１７号）が完全施行される予定であり、法

施行に伴う本通達の改正内容を検討中であることか

ら、法施行と同時に本通達を改正することが合理的

であると判断したため。

令和６年３月 見直し未了の理由欄に記載のとおり。

291 通知・通達

戸籍法施行規則等の一部を改

正する省令の施行に伴う戸籍

の副本及び本籍人に関する戸

籍届書類の取扱いについて

平成28年3月22日民一

第296号
法務省

第二　四　本籍

人届書類の保存

状況の管理

戸籍関係書類の定

期点検
定期検査 1-① 3 要 令和５年中 未了

令和６年３月１日に戸籍法を改正する法律（令和元

年法律第１７号）が完全施行される予定であり、法

施行に伴う本通達の改正内容を検討中であることか

ら、法施行と同時に本通達を改正することが合理的

であると判断したため。

令和６年３月 見直し未了の理由欄に記載のとおり。

295 通知・通達
組合員証等のカード化等に伴

う事務の取扱いについて

平成19年9月21日財計

第1980号
財務省

第2

1

組合員証等の定期

的な検認
定期検査 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年７月、組合員証等に係る定期検査を免除するための

要件を「組合員証等のカード化等に伴う事務の取扱いについ

て」（平成19年９月21日財計第1980号）の 改正により明確

化した。

296 通知・通達

酒税法及び酒類行政関係法令

等解釈通達の制定について

（法令解釈通達）

平成11年6月25日課酒

1-36ほか４課共同
財務省

第31条　担保

の提供及び酒類

の保存　第1項

関係　20　担

保の管理等

担保物件の定期調

査
定期検査 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年６月、「酒税法及び酒類業関係法令等解釈通達の一

部改正について」（令和５年６月30日付課酒１-57）の発出

により、担保物件が不動産の場合の価額等の定期調査につい

て、必要に応じて実施するよう改正した。

見直し後Phaseについては、Phase２を予定していたが、

Phase３（定期検査の撤廃）を実現。

297 通知・通達

酒税法及び酒類行政関係法令

等解釈通達の制定について

（法令解釈通達）

平成11年6月25日課酒

1-36ほか４課共同
財務省

第47条　申告

義務　〔酒類の

数量確認に液面

計を使用する場

合の取扱い〕4

⑶

酒類の数量確認に

使用する液面計の

精度の定期調査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「酒税法及び酒類行政関係法令等解釈通達の

一部改正について」（令和５年12月28日付課酒１－103）の

発出により、酒類の数量確認に使用する液面計の精度の定期

調査について、事業者が行う保守管理を基準とした機器の検

査を行うよう要件を改正した。

304 通知・通達 高等学校施設整備指針 令和４年６月24日改訂 文部科学省
第五章　第一

一　安全性

学校設備の定期点

検
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和４年12月１日の「個別施設毎の長寿命化計画の策定状況

等の調査の結果について（通知）」（４施施企第23号）にお

いて、各学校設置者が、個別施設計画に基づき、効果的・効

率的なインフラ維持管理・更新を実施する際は、点検・診断

や補修・更新において新技術の導入を推進するよう求めてい

ることが明記されており、見直し後Phaseが達成されている

ことを改めて確認した。

305 通知・通達 高等学校施設整備指針 令和４年６月24日改訂 文部科学省

第六章　第一

一　教育的環境

の向上

学校施設の安全性

の定期点検
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和４年12月１日の「個別施設毎の長寿命化計画の策定状況

等の調査の結果について（通知）」（４施施企第23号）にお

いて、各学校設置者が、個別施設計画に基づき、効果的・効

率的なインフラ維持管理・更新を実施する際は、点検・診断

や補修・更新において新技術の導入を推進するよう求めてい

ることが明記されており、見直し後Phaseが達成されている

ことを改めて確認した。

306 通知・通達 高等学校施設整備指針 令和４年６月24日改訂 文部科学省

第六章　第二

二　フィール

ド・トラック

学校の固定施設等

の安全性の定期点

検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和４年12月１日の「個別施設毎の長寿命化計画の策定状況

等の調査の結果について（通知）」（４施施企第23号）にお

いて、各学校設置者が、個別施設計画に基づき、効果的・効

率的なインフラ維持管理・更新を実施する際は、点検・診断

や補修・更新において新技術の導入を推進するよう求めてい

ることが明記されており、見直し後Phaseが達成されている

ことを改めて確認した。

307 通知・通達 高等学校施設整備指針 令和４年６月24日改訂 文部科学省
第八章　第六

二　換気設備

学校の換気設備の

定期点検
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和４年12月１日の「個別施設毎の長寿命化計画の策定状況

等の調査の結果について（通知）」（４施施企第23号）にお

いて、各学校設置者が、個別施設計画に基づき、効果的・効

率的なインフラ維持管理・更新を実施する際は、点検・診断

や補修・更新において新技術の導入を推進するよう求めてい

ることが明記されており、見直し後Phaseが達成されている

ことを改めて確認した。

308 通知・通達 高等学校施設整備指針 令和４年６月24日改訂 文部科学省

第九章　第一

四　定期的な点

検・評価の実施

学校の防犯対策に

係る施設・設備の

定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和４年12月１日の「個別施設毎の長寿命化計画の策定状況

等の調査の結果について（通知）」（４施施企第23号）にお

いて、各学校設置者が、個別施設計画に基づき、効果的・効

率的なインフラ維持管理・更新を実施する際は、点検・診断

や補修・更新において新技術の導入を推進するよう求めてい

ることが明記されており、見直し後Phaseが達成されている

ことを改めて確認した。

309 通知・通達 小学校施設整備指針 令和４年６月24日改訂 文部科学省
第五章　第一

一　安全性

学校設備の定期点

検
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和４年12月１日の「個別施設毎の長寿命化計画の策定状況

等の調査の結果について（通知）」（４施施企第23号）にお

いて、各学校設置者が、個別施設計画に基づき、効果的・効

率的なインフラ維持管理・更新を実施する際は、点検・診断

や補修・更新において新技術の導入を推進するよう求めてい

ることが明記されており、見直し後Phaseが達成されている

ことを改めて確認した。

310 通知・通達 小学校施設整備指針 令和４年６月24日改訂 文部科学省
第六章　第二

二　屋外運動場

学校の固定施設等

の安全性の定期点

検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和４年12月１日の「個別施設毎の長寿命化計画の策定状況

等の調査の結果について（通知）」（４施施企第23号）にお

いて、各学校設置者が、個別施設計画に基づき、効果的・効

率的なインフラ維持管理・更新を実施する際は、点検・診断

や補修・更新において新技術の導入を推進するよう求めてい

ることが明記されており、見直し後Phaseが達成されている

ことを改めて確認した。

311 通知・通達 小学校施設整備指針 令和４年６月24日改訂 文部科学省
第八章　第六

二　換気設備

学校の換気設備の

定期点検
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和４年12月１日の「個別施設毎の長寿命化計画の策定状況

等の調査の結果について（通知）」（４施施企第23号）にお

いて、各学校設置者が、個別施設計画に基づき、効果的・効

率的なインフラ維持管理・更新を実施する際は、点検・診断

や補修・更新において新技術の導入を推進するよう求めてい

ることが明記されており、見直し後Phaseが達成されている

ことを改めて確認した。

312 通知・通達 小学校施設整備指針 令和４年６月24日改訂 文部科学省

第九章　第一

四　定期的な点

検・評価の実施

学校の防犯対策に

係る施設・設備の

定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和４年12月１日の「個別施設毎の長寿命化計画の策定状況

等の調査の結果について（通知）」（４施施企第23号）にお

いて、各学校設置者が、個別施設計画に基づき、効果的・効

率的なインフラ維持管理・更新を実施する際は、点検・診断

や補修・更新において新技術の導入を推進するよう求めてい

ることが明記されており、見直し後Phaseが達成されている

ことを改めて確認した。

313 通知・通達 中学校施設整備指針 令和４年６月24日改訂 文部科学省
第五章　第一

一　安全性

学校設備の定期点

検
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和４年12月１日の「個別施設毎の長寿命化計画の策定状況

等の調査の結果について（通知）」（４施施企第23号）にお

いて、各学校設置者が、個別施設計画に基づき、効果的・効

率的なインフラ維持管理・更新を実施する際は、点検・診断

や補修・更新において新技術の導入を推進するよう求めてい

ることが明記されており、見直し後Phaseが達成されている

ことを改めて確認した。

314 通知・通達 中学校施設整備指針 令和４年６月24日改訂 文部科学省

第六章　第一

一　教育的環境

の向上

学校施設の定期点

検
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和４年12月１日の「個別施設毎の長寿命化計画の策定状況

等の調査の結果について（通知）」（４施施企第23号）にお

いて、各学校設置者が、個別施設計画に基づき、効果的・効

率的なインフラ維持管理・更新を実施する際は、点検・診断

や補修・更新において新技術の導入を推進するよう求めてい

ることが明記されており、見直し後Phaseが達成されている

ことを改めて確認した。



315 通知・通達 中学校施設整備指針 令和４年６月24日改訂 文部科学省

第六章　第二

二　フィール

ド・トラック

学校の固定施設等

の定期点検
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和４年12月１日の「個別施設毎の長寿命化計画の策定状況

等の調査の結果について（通知）」（４施施企第23号）にお

いて、各学校設置者が、個別施設計画に基づき、効果的・効

率的なインフラ維持管理・更新を実施する際は、点検・診断

や補修・更新において新技術の導入を推進するよう求めてい

ることが明記されており、見直し後Phaseが達成されている

ことを改めて確認した。

316 通知・通達 中学校施設整備指針 令和４年６月24日改訂 文部科学省
第六章　第五

二　囲障等

学校の囲障等の定

期点検
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和４年12月１日の「個別施設毎の長寿命化計画の策定状況

等の調査の結果について（通知）」（４施施企第23号）にお

いて、各学校設置者が、個別施設計画に基づき、効果的・効

率的なインフラ維持管理・更新を実施する際は、点検・診断

や補修・更新において新技術の導入を推進するよう求めてい

ることが明記されており、見直し後Phaseが達成されている

ことを改めて確認した。

317 通知・通達 中学校施設整備指針 令和４年６月24日改訂 文部科学省
第八章　第六

二　換気設備

学校の換気設備の

定期点検
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和４年12月１日の「個別施設毎の長寿命化計画の策定状況

等の調査の結果について（通知）」（４施施企第23号）にお

いて、各学校設置者が、個別施設計画に基づき、効果的・効

率的なインフラ維持管理・更新を実施する際は、点検・診断

や補修・更新において新技術の導入を推進するよう求めてい

ることが明記されており、見直し後Phaseが達成されている

ことを改めて確認した。

318 通知・通達 中学校施設整備指針 令和４年６月24日改訂 文部科学省

第九章　第一

四　定期的な点

検・評価の実施

学校の防犯対策に

係る施設・設備の

定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和４年12月１日の「個別施設毎の長寿命化計画の策定状況

等の調査の結果について（通知）」（４施施企第23号）にお

いて、各学校設置者が、個別施設計画に基づき、効果的・効

率的なインフラ維持管理・更新を実施する際は、点検・診断

や補修・更新において新技術の導入を推進するよう求めてい

ることが明記されており、見直し後Phaseが達成されている

ことを改めて確認した。

321 通知・通達 幼稚園施設整備指針 令和４年６月24日改訂 文部科学省
第四章　第三

遊具

幼稚園の遊具の定

期点検
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和４年12月１日の「個別施設毎の長寿命化計画の策定状況

等の調査の結果について（通知）」（４施施企第23号）にお

いて、各学校設置者が、個別施設計画に基づき、効果的・効

率的なインフラ維持管理・更新を実施する際は、点検・診断

や補修・更新において新技術の導入を推進するよう求めてい

ることが明記されており、見直し後Phaseが達成されている

ことを改めて確認した。

322 通知・通達 幼稚園施設整備指針 令和４年６月24日改訂 文部科学省

第七章　第六

空気調和設備

二

幼稚園の換気設備

の定期点検
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和４年12月１日の「個別施設毎の長寿命化計画の策定状況

等の調査の結果について（通知）」（４施施企第23号）にお

いて、各学校設置者が、個別施設計画に基づき、効果的・効

率的なインフラ維持管理・更新を実施する際は、点検・診断

や補修・更新において新技術の導入を推進するよう求めてい

ることが明記されており、見直し後Phaseが達成されている

ことを改めて確認した。

323 通知・通達 幼稚園施設整備指針 令和４年６月24日改訂 文部科学省
第八章　第一

基本的事項　四

幼稚園の防犯対策

に係る施設・設備

の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和４年12月１日の「個別施設毎の長寿命化計画の策定状況

等の調査の結果について（通知）」（４施施企第23号）にお

いて、各学校設置者が、個別施設計画に基づき、効果的・効

率的なインフラ維持管理・更新を実施する際は、点検・診断

や補修・更新において新技術の導入を推進するよう求めてい

ることが明記されており、見直し後Phaseが達成されている

ことを改めて確認した。

339 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省

別添1　第3

2　検査方法

公衆浴場の水質検

査
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。

340 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省

別添1　第4

2　検査方法

公衆浴場の水質検

査
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。

341 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省

別添2　Ⅲ　衛

生管理

第Ⅰ　一般公衆

浴場

１　施設全般の

管理

（1）

＜表＞シャワー

一般公衆浴場の機

器に関する定期点

検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。

342 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省

別添2　Ⅲ　衛

生管理

第Ⅰ　一般公衆

浴場

１　施設全般の

管理

（1）

＜表＞（注）

一般公衆浴場の機

器に関する定期点

検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。

343 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省

別添2　Ⅲ　衛

生管理

第Ⅰ　一般公衆

浴場

４　脱衣室の管

理

公衆浴場の脱衣室

の管理に関する定

期点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。

344 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省

別添2　Ⅲ　衛

生管理

第Ⅰ　一般公衆

浴場

7　給水、給湯

設備の管理

公衆浴場の給水・

給湯設備に関する

定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。

345 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省

別添2　Ⅲ　衛

生管理

第Ⅰ　一般公衆

浴場

8　その他の設

備の管理

（1）サウナ室

又はサウナ設備

（蒸気または熱

気のもの）を設

ける場合

公衆浴場のサウナ

室またはサウナ設

備に関する定期点

検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。

346 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省

別添２　Ⅲ

第1　一般公衆

浴場

８　その他の設

備の管理

（1）サウナ室

又はサウナ設備

（蒸気または熱

気のもの）を設

ける場合

公衆浴場のサウナ

室またはサウナ設

備に関する定期点

検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。

347 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省

別添2　Ⅲ　衛

生管理

第Ⅰ　一般公衆

浴場

8　その他の設

備の管理

（2）露天風呂

を設ける場合

公衆浴場の露天風

呂に関する定期点

検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。

348 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省

別添2　Ⅲ　衛

生管理

第Ⅰ　一般公衆

浴場

8　その他の設

備の管理

（3）電気浴器

を設ける場合

公衆浴場の露天風

呂に関する定期点

検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。

349 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省

別添3　Ⅲ　施

設についての換

気、採光、照

明、防湿及び清

潔その他宿泊者

の衛生に必要な

措置の基準

（浴室の管理）

４　(1)

旅館業における浴

室の設備に関する

定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。

350 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省

別添3　Ⅲ　施

設についての換

気、採光、照

明、防湿及び清

潔その他宿泊者

の衛生に必要な

措置の基準

（浴室の管理）

４　(5)　＜表

＞シャワー

旅館業における浴

室の設備に関する

定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。

351 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省

別添3　Ⅲ　施

設についての換

気、採光、照

明、防湿及び清

潔その他宿泊者

の衛生に必要な

措置の基準

（浴室の管理）

４　(17)

旅館業における浴

室の設備に関する

定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。

352 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省

別添3　Ⅲ　施

設についての換

気、採光、照

明、防湿及び清

潔その他宿泊者

の衛生に必要な

措置の基準

（入浴用給湯・

給水設備）

５　(1)

旅館業における入

浴用給湯・給水設

備に関する定期点

検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。



353 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省

別添3　Ⅲ　施

設についての換

気、採光、照

明、防湿及び清

潔その他宿泊者

の衛生に必要な

措置の基準

（換気）

16

旅館業における施

設の機械換気設備

及び空気調和設備

に関する定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。

354 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省

別添3　Ⅲ　施

設についての換

気、採光、照

明、防湿及び清

潔その他宿泊者

の衛生に必要な

措置の基準

（照明）

17

旅館業における施

設の照明に関する

定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。

355 通知・通達

公衆浴場法第三条第二項並び

に旅館業法第四条第二項及び

同法施行令第一条に基づく条

例等にレジオネラ症発生防止

対策を追加する際の指針につ

いて

平成14年10月29日健発

第1029004号
厚生労働省

（別紙）３　⑵

衛生に必要な措

置

公衆浴場の水質検

査
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「公衆浴場における衛生等管理要領等の改正について」（令

和元年９月19日）により当該通知は廃止している。

356 通知・通達
採血の業務の管理及び構造設

備に関する基準について

平成15年7月18日薬食

発第0718005号
厚生労働省

第３

４　第7条関係

（２）

採血所の業務管理

の定期点検
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月27日付け血液対策課事務連絡「デジタル原則

を踏まえたアナログ規制（通知・通達等）の見直し方針に係

る採血の業務の管理及び構造設備に関する基準についての運

用について」により、採血所の業務管理の定期点検につい

て、デジタル技術を活用することは可能であることを示し

た。

357 通知・通達

在宅医療におけるエックス線

撮影装置の安全な使用につい

て

平成10年6月30日医薬

安発第69号
厚生労働省

別添　在宅医療

におけるエック

ス線撮影装置の

安全な使用に関

する指針

三　在宅医療に

おけるエックス

線撮影時の防護

（三）　エック

ス線撮影装置の

保守・管理

エックス線撮影装

置の定期点検
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和5年6月21日、エックス線撮影装置の保守・管理に係る

定期点検において、電子化された添付文書を活用することが

可能である旨を、令和5年6月21日付け薬生安発0621第1号

「在宅医療におけるエックス線撮影装置の安全な使用につい

て」の一部改正について」の発出により明確化した。

371 通知・通達

水質基準に関する省令の制定

及び水道法施行規則の一部改

正等並びに水道水質管理にお

ける留意事項について

平成15年10月10日健水

発第1010001号
厚生労働省

記　第４

２

水道の原水の定期

水質検査
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 未了

水道水質の専門家と意見交換をしつつ検討を進めて

いたところだが、通知に記載している水質検査頻度

の検討経緯の確認や、水質検査への連続測定機器の

活用に関する検討等に時間を要したため。

令和６年３月

見直しに向けて専門家の意見を伺う検討会

の開催が令和６年２月下旬予定であるた

め。

372 通知・通達

水質基準に関する省令の制定

及び水道法施行規則の一部改

正等並びに水道水質管理にお

ける留意事項について

平成15年10月10日健水

発第1010001号
厚生労働省

記　第４

7

水道の原水の定期

水質検査
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「デジタル臨時行政調査会の「デジタル原則」への水質検査

における対応について」（令和５年３月31日付け）におい

て、当該通知に記載されている「定期的に」という文言を削

除した（通知を見直した）旨、水道事業者等あて周知した。

373 通知・通達

水道における指標菌及びクリ

プトスポリジウム等の検査方

法について

平成19年3月30日健水

発第330006号
厚生労働省

第2

1

水道の原水の定期

水質検査
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「デジタル臨時行政調査会の「デジタル原則」への水質検査

における対応について」（令和５年３月31日付け）におい

て、当該通知に記載されている「定期的に」という文言を削

除した（通知を見直した）旨、水道事業者等あて周知した。

375 通知・通達
船員保険の標準報酬適正化の

推進について

昭和50年5月31日庁保

発第18号
厚生労働省

〔別添〕

４

標準報酬に関する

実態調査
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

当該通知の内容及び現場での対応状況の把握に時間を要した

が、精査した結果、当該通知は船員が厚生年金保険の被保険

者となる以前の取扱いであり、現在は、厚生年金保険の適用

一般の事務取扱に則り事務を実施しており、今回見直しの対

象となる規制には当たらないことが確認された。

377 通知・通達

墜落制止用器具の安全な使用

に関するガイドラインの策定

について

平成30年6月22日基発

第622-2号
厚生労働省

別添一　第六

点検・保守・保

管　一

墜落制止用器具の

定期点検
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「墜落制止用器具に係る質疑応答集の改訂について」(令和5

年12月20日付け基安安発1220第２号)において、デジタル技

術を活用した点検が可能であることを明確化した。

378 通知・通達
登録検査機関における製品検

査の業務管理について

平成16年3月23日食安

監発第323003号
厚生労働省

別紙

４（3）

機械器具の定期的

な保守点検
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見直しに係る工程

表について」（令和５年３月27日付け）において、当該通知

別添中の食品衛生関係の各条項については規定される管理等

が適切に行われる限り、デジタル技術を活用することが可能

である旨、自治体、厚生局及び検疫所あて周知を行った。

379 通知・通達
登録検査機関における製品検

査の業務管理について

平成16年3月23日食安

監発第323003号
厚生労働省

別添

２（2）

機械器具の定期的

な保守点検
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

「デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見直しに係る工程

表について」（令和５年３月27日付け）において、当該通知

別添中の食品衛生関係の各条項については規定される管理等

が適切に行われる限り、デジタル技術を活用することが可能

である旨、自治体、厚生局及び検疫所あて周知を行った。

380 通知・通達
特定疾患治療研究事業の実務

上の取扱い

平成13年3月29日健疾

発第22号
厚生労働省 8

特定疾患治療研究

事業の実施状況に

関する定期調査

定期検査 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

「難病特別対策推進事業実施要綱の一部改正について」（令

和５年12月26日付け）において、特定疾患治療研究事業の

実施状況に関する調査について、定期的な実施から必要に応

じた実施にする旨、都道府県知事、政令市市長、特別区区長

あてに周知を行った。

見直し後Phaseについては、Phase２を予定していたが、

Phase３（定期検査の撤廃）を実現。

382 通知・通達
難病特別対策推進事業につい

て

平成10年4月9日健医発

第635号
厚生労働省

第２　１（３）

ア①（オ）

難病医療連絡協議

会における進捗状

況・実態の定期的

な調査

定期検査 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

「「特定疾患治療研究事業の実務上の取扱い」の一部改正に

ついて」（令和５年12月26日付け）において、難病医療連

絡協議会における進捗状況・実態の調査について、定期的な

実施から必要に応じた実施にする旨、 都道府県衛生主管部

（局）長あてに周知を行った。

見直し後Phaseについては、Phase２を予定していたが、

Phase３（定期検査の撤廃）を実現。

384 通知・通達
病院、診療所等の業務委託に

ついて

平成5年2月15日指第14

号
厚生労働省

記　第九

１（1）

施設の清掃の業務

における受託責任

者による定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、厚生労働省ホームページ（URL：

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て、定期的な点検の結果を医療機関に報告することについ

て、電磁的な方法等による報告も可能である旨を明示した。

385 通知・通達

美容所等における無免許者の

業務に関する指導の徹底につ

いて

平成11年9月28日生衛

発第1391号
厚生労働省 四

美容所等への定期

検査
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。

387 通知・通達

ペンション営業及び自動車旅

行ホテル営業における衛生等

自主管理マニュアルについて

昭和60年3月29日衛指

第55号
厚生労働省

別添

Ⅳ一

寝具に関する微生

物等の定期検査
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。

390 通知・通達
理容所及び美容所における衛

生管理要領について

昭和56年6月1日環指第

95号
厚生労働省

別添

第3

1

理容所及び美容所

における換気装置

の定期点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨を通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）の発出によ

り明確化した。

393 通知・通達 家畜共済事務取扱要領
平成30年10月2日経営

第1400号
農林水産省

農業共済団体等

家畜診療所運営

規則(例)

六　コンプライ

アンス態勢

第二一条

サルモネラ症発生

時における飼養牛

のふん便の定期検

査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、デジタル技術を活用する

ことが可能である旨を明確化した。

408 通知・通達
持続的養殖生産確保法の運用

について

平成11年6月2日水推第

1133号
農林水産省

第五　勧告等

三　漁業法等に

よる措置

〇〇漁業協同組

合〇〇漁業協同

組合漁場カイゼ

ン計画（例）

５　その他

⑴　養殖漁場及

び利用状況調査

ア　水域調査

硫化物量

養殖漁場の水域に

おける定期的な水

質調査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「「持続的養殖生産確保法の運用について」

における目視規制・定期検査規制へのデジタルツールの活用

について」（令和５年12月26日付５水推第1489号）の発出

により、定期検査に関する内容についてデジタルツールも活

用することが可能である旨を明示した。

409 通知・通達
持続的養殖生産確保法の運用

について

平成11年6月2日水推第

1133号
農林水産省

第五　勧告等

三　漁業法等に

よる措置

〇〇漁業協同組

合〇〇漁業協同

組合漁場カイゼ

ン計画（例）

５　その他

⑴　養殖漁場及

び利用状況調査

ア　水域調査

COD

養殖漁場の水域に

おける定期的な水

質調査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「「持続的養殖生産確保法の運用について」

における目視規制・定期検査規制へのデジタルツールの活用

について」（令和５年12月26日付５水推第1489号）の発出

により、定期検査に関する内容についてデジタルツールも活

用することが可能である旨を明示した。

410 通知・通達
持続的養殖生産確保法の運用

について

平成11年6月2日水推第

1133号
農林水産省

第五　勧告等

三　漁業法等に

よる措置

〇〇漁業協同組

合〇〇漁業協同

組合漁場カイゼ

ン計画（例）

５　その他

⑴　養殖漁場及

び利用状況調査

ア　水域調査

底生生物

養殖漁場の水域に

おける定期的な水

質調査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「「持続的養殖生産確保法の運用について」

における目視規制・定期検査規制へのデジタルツールの活用

について」（令和５年12月26日付５水推第1489号）の発出

により、定期検査に関する内容についてデジタルツールも活

用することが可能である旨を明示した。



411 通知・通達
持続的養殖生産確保法の運用

について

平成11年6月2日水推第

1133号
農林水産省

第五　勧告等

三　漁業法等に

よる措置

〇〇漁業協同組

合〇〇漁業協同

組合漁場カイゼ

ン計画（例）

５　その他

⑴　養殖漁場及

び利用状況調査

エ　病害調査

漁協が行う、漁場

における病害の発

生状況の定期調査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「「持続的養殖生産確保法の運用について」

における目視規制・定期検査規制へのデジタルツールの活用

について」（令和５年12月26日付５水推第1489号）の発出

により、定期検査に関する内容についてデジタルツールも活

用することが可能である旨を明示した。

412 通知・通達

飼料及び飼料添加物の成分規

格等に関する省令の規定に基

づく動物由来たん白質及び動

物性油脂の農林水産大臣の確

認手続について

平成17年3月11日消安

第9574号
農林水産省

別添2　５　製

造・品質管理者

飼料の製造業務に

関する定期確認お

よび品質検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年９月29日付け

５消安第3774号農林水産省消費・安全局畜水産安全管理課

長通知）の発出により、当該施設に係る定期検査において、

デジタル技術を活用することが可能である旨を明確化した。

417 通知・通達
生食用食肉の取扱いマニュア

ル（第２版）
平成24年1月31日 農林水産省

Ⅴ　守るべき基

準

一　加工基準

㈤　その後の検

査等

①　定期検査

生食用食肉の加熱

加工状況に関する

定期検査

定期検査 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

現在、本マニュアルについては普及を行っておらず、令和5

年12月、本マニュアルを農林水産省ホームページから削除し

た。

418 通知・通達

「農地法第四三条及び第四四

条の運用について」の制定に

ついて

平成30年11月20日経営

第1796号
農林水産省

第四　高度化施

設用地に農地法

の規定を適用す

る際の留意事項

二　高度化施設

用地が適正に利

用されているこ

との確認等に係

る規定について

(法第三〇条、

第三一条、第三

二条及び第四四

条等関係)

㈤

高度化施設用地の

利用状況の定期調

査

定期検査 1-① 3 要 令和５年中 完了済み

令和５年８月、「「農地法第43条及び第44条の運用につい

て」の制定について」（平成30年11月20日付け30経営第

1796号農林水産省経営局長通知）を改正し、

高度化施設用地の利用状況の定期調査を廃止した。（第４の

２の（５）を削除）

見直し後Phaseについては、Phase２を予定していたが、

Phase３（定期検査の撤廃）を実現。

420 通知・通達 農林水産省防災業務計画
昭和38年9月6日総第

915号
農林水産省

第二編　震災対

策

第二章　震災応

急対応

第一節　応急用

食料・物資等関

係

一　応急用食

料・物資の支援

㈥

②

応急用食料の調達

可能量の定期調査
定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年10月、「デジタル原則を踏まえた農林水産省防災業

務計画の適用に係る解釈の明確化等について」（令和５年10

月26日付事務連絡）の発出により、応急用食料・物資の供給

可能量に係る調査について、デジタル技術を活用することが

可能である旨を明確化した。

421 通知・通達

反すう動物用飼料への動物由

来たん白質の混入防止に関す

るガイドラインの制定につい

て

平成15年9月16日消安

第1570号
農林水産省

(別添)　反すう

動物用飼料への

動物由来たん白

質の混入防止に

関するガイドラ

イン

第３　基本的な

指針

1　通則

⑥

飼料等及びその原

料を扱う施設等の

環境に関する定期

点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年９月29日付け

５消安第3774号農林水産省消費・安全局畜水産安全管理課

長通知）の発出により、当該施設に係る定期検査において、

デジタル技術を活用することが可能である旨を明確化した。

422 通知・通達

反すう動物用飼料への動物由

来たん白質の混入防止に関す

るガイドラインの制定につい

て

平成15年9月16日消安

第1570号
農林水産省

(別添)　反すう

動物用飼料への

動物由来たん白

質の混入防止に

関するガイドラ

イン

第４　管理体制

２　品質管理

①

反すう動物用飼料

への動物由来たん

白質の混入の有無

に関する定期検査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年９月29日付け

５消安第3774号農林水産省消費・安全局畜水産安全管理課

長通知）の発出により、当該施設に係る定期検査において、

デジタル技術を活用することが可能である旨を明確化した。

434 通知・通達
公営住宅等家賃対策補助金の

適正な執行について

平成5年11月19日住建

発 / 住整発第159号
国土交通省

記

10

都道府県による家

賃対策補助金の申

請に関する定期調

査

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「公営住宅法等に基づく目視・実地監査規制

のオンライン化について（通知）」（令和５年３月31日付国

住備第490号）の発出により、目視・実地監査においてオン

ライン会議システム等の技術を活用することを許容する旨を

明示した。

442 通知・通達
土木工事安全施工技術指針に

ついて

昭和43年4月17日官技

発第37号
国土交通省

別冊　土木工事

安全施工技術指

針(抄)

第五章　仮設工

事

第二節　土留・

支保工

2　施工時の安

全管理

(5)

仮設工事における

土留・支保工の定

期点検

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 未了

土木工事安全施工技術指針は年度末に1度、本指針に

記載されている各関連規定・基準（「労働安全衛生

法」「労働基準法」「労働安全衛生規則」「建設工

事公衆災害防止対策要綱」「火薬類取締法」「建設

工事に伴う騒音振動対策技術指針」等）や今年度発

生した直轄土木工事における工事事故の再発防止対

策を踏まえた改訂とする運用としており、上記の整

理に時間を要しているため。

令和６年３月
各関連規定・基準の改訂に合わせ、改訂と

なるため。

450 通知・通達
底質の処理・処分等に関する

指針について

平成14年8月30日環水

管第211号
環境省

第二　監視

六　境界の監視

(基本監視点に

おける監視)

(二)　調査項目

及び調査回数

イ　調査回数

工事に伴う環境の

監視における定期

的な水質調査

定期検査 2 2 要 令和５年中 完了済み

本通知で定める定期検査の規定においては、すでに調査周期

を緩和する趣旨を規定しており、これ以上の緩和は規制の目

的上困難であること、また、運用に当たっては濁度等の測定

については、すでに自動計測器を用いる方法を採用している

ことを本通知内にて規定しており、デジタル技術の活用が可

能であることも明確化されていることから、さらなる見直し

を要さずとも規制の合理化が図られていることを改めて確認

した。

451 通知・通達
底質の処理・処分等に関する

指針について

平成14年8月30日環水

管第211号
環境省

第二　監視

七　補助監視点

の監視

(二)　調査項目

及び調査回数

イ　調査回数

工事に伴う環境の

監視における定期

的な水質調査

定期検査 2 2 要 令和５年中 完了済み

本通知で定める定期検査の規定においては、すでに調査周期

を緩和する趣旨を規定しており、これ以上の緩和は規制の目

的上困難であること、また、運用に当たっては濁度等の測定

については、すでに自動計測器を用いる方法を採用している

ことを本通知内にて規定しており、デジタル技術の活用が可

能であることも明確化されていることから、さらなる見直し

を要さずとも規制の合理化が図られていることを改めて確認

した。

452 通知・通達
底質の処理・処分等に関する

指針について

平成14年8月30日環水

管第211号
環境省

第二　監視

一〇　処理施設

周辺の監視

(一)　余水吐き

からの流出水

(余水)の監視

イ　調査回数

処理施設周辺の監

視のための定期的

な水質調査

定期検査 2 2 要 令和５年中 完了済み

本通知で定める定期検査の規定においては、すでに調査周期

を緩和する趣旨を規定しており、これ以上の緩和は規制の目

的上困難であること、また、運用に当たっては濁度等の測定

については、すでに自動計測器を用いる方法を採用している

ことを本通知内にて規定しており、デジタル技術の活用が可

能であることも明確化されていることから、さらなる見直し

を要さずとも規制の合理化が図られていることを改めて確認

した。

454 通知・通達

廃棄物処理施設の点検及び機

能検査における防護服の使用

節減の徹底等について

令和2年4月10日環循規

発 / 環循適発第

2004101号

環境省

二　廃棄物処理

施設の点検及び

機能検査の頻度

について

一般廃棄物処理施

設の維持管理に係

る定期検査等

定期検査 1-① 2 要 令和５年中 完了済み

令和５年５月１日、「新型コロナウイルス感染症の感染症法

上の位置づけ変更に伴うガイドライン等の取扱いについて

（通知）」（令和５年５月１日付け環循適発第2305011

号、環循規発第2305015 号、環循施発第2305011 号）の発

出により、左記の通知は廃止した。

83 通知・通達
地域生活支援事業等の実施に

ついて

平成18年8月1日障発第

0801002号
厚生労働省

（別記1―18）

2（11）ウ

（イ）

プラットフォーム

におけるコーディ

ネーターの専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日に実施要綱を見直し、企業ＣＳＲ連携促進

事業の事業内容にコーディネーターの専任規定を削除した。

97 通知・通達
地域生活支援事業等の実施に

ついて

平成18年8月1日障発第

0801002号
厚生労働省

（別記1―10）

地域活動支援セ

ンター機能強化

事業実施要領

3　事業内容

⑵　職員配置

ア　地域活動支

援センターⅠ型

地域活動支援セン

ター（Ⅰ型）にお

ける職員の専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日に実施要綱を見直し、地域生活支援セン

ター機能強化事業の実施する場合の基礎的事業による配置職

員の専任規定について、デジタル技術等を活用して業務効率

化を行いう等により業務に支障のない場合は兼務が可能であ

ることを明確化した。

98 通知・通達
地域生活支援事業等の実施に

ついて

平成18年8月1日障発第

0801002号
厚生労働省

（別記1―10）

地域活動支援セ

ンター機能強化

事業実施要領

3　事業内容

⑵　職員配置

イ　地域活動支

援センターⅡ型

地域活動支援セン

ター（Ⅱ型）にお

ける職員の専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日に実施要綱を見直し、地域生活支援セン

ター機能強化事業の実施する場合の基礎的事業による配置職

員の専任規定について、デジタル技術等を活用して業務効率

化を行いう等により業務に支障のない場合は兼務が可能であ

ることを明確化した。

99 通知・通達
地域生活支援事業等の実施に

ついて

平成18年8月1日障発第

0801002号
厚生労働省

（別記1―10）

地域活動支援セ

ンター機能強化

事業実施要領

3　事業内容

⑵　職員配置

ウ　地域活動支

援センターⅢ型

地域活動支援セン

ター（Ⅲ型）にお

ける職員の専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日に実施要綱を見直し、地域生活支援セン

ター機能強化事業の実施する場合の基礎的事業による配置職

員の専任規定について、デジタル技術等を活用して業務効率

化を行いう等により業務に支障のない場合は兼務が可能であ

ることを明確化した。

308 通知・通達 標準下水道条例について
昭和34年11月18日衛発

/計発第1108号

国土交通省

環境省

第六条の三

一

排水設備指定工事

店の営業所におけ

る責任技術者の専

任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和５年中 未了

当該見直し対応とは別の改正（令和6年4月施行）を

並行して行うこととなり、関係機関の実務上の観点

から、当該改正と施行を揃えることが望ましいた

め。

令和6年4月

当該見直し対応とは別の改正（令和6年4月

施行）を並行して行うこととなり、関係機

関の実務上の観点から、当該改正と施行を

揃えることが望ましいため。

309 通知・通達 標準下水道条例について
昭和34年11月18日衛発

/計発第1108号

国土交通省

環境省
第六条の四

排水設備指定工事

店の営業所におけ

る責任技術者の専

任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和５年中 未了

当該見直し対応とは別の改正（令和6年4月施行）を

並行して行うこととなり、関係機関の実務上の観点

から、当該改正と施行を揃えることが望ましいた

め。

令和6年4月

当該見直し対応とは別の改正（令和6年4月

施行）を並行して行うこととなり、関係機

関の実務上の観点から、当該改正と施行を

揃えることが望ましいため。

2 告示

電波法施行規則第二十八条の

五第六項の規定に基づく電波

法第三十五条第二号の措置を

他の者に委託する場合の要件

平成4年1月31日郵政省

告示第72号
総務省 二

入港中の点検等に

おける無線従事者

の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月までに業界団体と調整を行った上で、令和６年

１月、業界団体の代表者に対してメールにより、【常時】と

は必ずしも１名の常駐を要するものではなく、技量等を持つ

人材を確保することで遠隔で点検の監督を行うことが可能で

ある旨を周知した。

3 告示
無線従事者規則第十三条の規

定に基づく学校等の認定基準

平成2年5月15日郵政省

告示第279号
総務省 五

無線従事者国家試

験の一部免除認定

校における教員の

専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

令和５年５月、総務省電波利用ホームページにて、左記告示

中、「五・１・（一）の「専任教員」を「基幹教員」に読み

替える。」旨の解釈を公表した。



4 告示

登録検査等事業者等規則第十

七条及び別表第五号第三の三

（2）の規定に基づく登録検

査等事業者が行う検査の実施

方法等及び無線設備の総合試

験の具体的な確認の方法

平成23年6月29日総務

省告示第278号
総務省 第1の3

無線設備等の総合

試験における無線

従事者の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.tele.soumu.go.jp/j/adm/proc/check/）におい

て、告示の「実地に通信を行って」又は「実地通信」は、そ

の無線機の操作をする通信の場所に人を常時配置することで

はない旨を明示した。

5 告示

登録検査等事業者等規則第十

七条及び別表第五号第三の三

（2）の規定に基づく登録検

査等事業者が行う検査の実施

方法等及び無線設備の総合試

験の具体的な確認の方法

平成23年6月29日総務

省告示第278号
総務省 第2の3

無線設備等の総合

試験における無線

従事者の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.tele.soumu.go.jp/j/adm/proc/check/）におい

て、告示の「実地に通信を行って」又は「実地通信」は、そ

の無線機の操作をする通信の場所に人を常時配置することで

はない旨を明示した。

6 告示

登録検査等事業者等規則第十

七条及び別表第五号第三の三

（2）の規定に基づく登録検

査等事業者が行う検査の実施

方法等及び無線設備の総合試

験の具体的な確認の方法

平成23年6月29日総務

省告示第278号
総務省 第3の3

無線設備等の総合

試験における無線

従事者の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.tele.soumu.go.jp/j/adm/proc/check/）におい

て、告示の「実地に通信を行って」又は「実地通信」は、そ

の無線機の操作をする通信の場所に人を常時配置することで

はない旨を明示した。

7 告示

登録検査等事業者等規則第二

十条及び別表第七号第三の三

（2）の規定に基づく登録検

査等事業者等が行う点検の実

施方法等及び無線設備の総合

試験の具体的な確認の方法

平成23年6月29日総務

省告示第279号
総務省 3

無線設備等の総合

試験における無線

従事者の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.tele.soumu.go.jp/j/adm/proc/check/）におい

て、告示の「実地に通信を行って」又は「実地通信」は、そ

の無線機の操作をする通信の場所に人を常時配置することで

はない旨を明示した。

18 告示

高等学校の専攻科のうちその

課程を修了した者が大学に編

入学することができるものの

課程の基準

平成28年3月30日文部

科学省告示第63号
文部科学省 第9条

高等学校の専攻科

における教員の専

任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

当該条項で「専任の教員」としているものを、「基幹教員」

と改め、令和５年12月15日付けで公布を行った（令和６年

４月１日施行）。

19 告示

高等学校の専攻科のうちその

課程を修了した者が大学に編

入学することができるものの

課程の基準

平成28年3月30日文部

科学省告示第63号
文部科学省 第10条

高等学校の専攻科

（通信制）におけ

る教員の専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

当該条項で「専任の教員」としているものを、「基幹教員」

と改め、令和５年12月15日付けで公布を行った（令和６年

４月１日施行）。

20 告示

特別支援学校の高等部の専攻

科のうちその課程を修了した

者が大学に編入学することが

できるものの課程の基準

平成28年3月30日文部

科学省告示第64号
文部科学省 第6条

特別支援学校高等

部の専任科におけ

る教員の専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

当該条項で「専任の教員」としているものを、「基幹教員」

と改め、令和５年12月15日付けで公布を行った（令和６年

４月１日施行）。

37 告示
中小小売商業振興法に基づく

振興指針

平成3年8月20日通商産

業省告示第309号
経済産業省 第4の3

商店街における事

務局職員の専任
常駐専任 1-2 3-1 要 令和５年中 完了済み

令和５年５月、「中小小売商業振興法に基づく振興指針にお

ける「専任の職員の配置」に関する規定について」を経産省

HPに公開し、必ずしも専任の職員の配置を求めるものでは

ないことを明確化した。

https://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/shogyo/2023/2305

19.html

38 告示
中小小売商業振興法に基づく

振興指針

平成3年8月20日通商産

業省告示第309号
経済産業省 第4の8

商店街整備等を支

援する機構におけ

る職員の専任

常駐専任 1-2 3-1 要 令和５年中 完了済み

令和５年５月、「中小小売商業振興法に基づく振興指針にお

ける「専任の職員の配置」に関する規定について」を経産省

HPに公開し、必ずしも専任の職員の配置を求めるものでは

ないことを明確化した。

https://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/shogyo/2023/2305

19.html

44 告示
航空機による放射性物質等の

輸送基準を定める告示

平成13年6月26日国土

交通省告示第1094号
国土交通省 第20条

BM型輸送物等の

貨物航空機への積

み込み等における

放射性物質の取扱

いに関し専門的知

識を有する者の常

駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「航空機による放射性物質等の輸送基準を定

める告示」（平成13年国土交通省告示第1094号）の改正に

より、立会いに相当する適切な措置を執ることでもよいこと

とし、「放射性物質等の輸送規制について」（令和５年12月

26日付国空安政第1973号）の発出により、当該措置に係る

具体的な要件（リモートを含む）を明確化した。

56 通知・通達
児童自立生活援助事業（自立

援助ホーム）の実施について

平成10年4月22日児発

第344号
こども家庭庁 第七

自立援助ホームに

おける指導員等の

常駐

常駐専任 1-3 2-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年４月28日、「デジタル原則を踏まえた児童福祉行政

の規制等の見直しについて」（令和５年４月28日付事務連

絡）の発出により、配置基準を遵守した上で、研修等で現場

を離れることや、Web会議サービス等を活用して会議等に参

加することができる旨明確化した。

58 通知・通達 児童相談所運営指針について
平成2年3月5日児発第

133号
こども家庭庁

第四章　援助

第四節　里親

六　里親委託を

推進するための

取組

児童相談所等にお

ける里親等委託調

整員の常駐

常駐専任 1-3 2-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年４月28日、「デジタル原則を踏まえた児童福祉行政

の規制等の見直しについて」（令和５年４月28日付事務連

絡）の発出により、配置基準を遵守した上で、研修等で現場

を離れることや、Web会議サービス等を活用して会議等に参

加することができる旨明確化した。

60 通知・通達

家庭的保育事業等の設備及び

運営に関する基準の運用上の

取扱いについて（通知）

平成26年9月5日雇児発

第905002号
こども家庭庁 3　（2）

家庭的保育事業に

おける家庭的保育

者等の常駐

常駐専任

①1-3

②1-3

③3-2

④2-3

①1-3

②2-3

③3-2

④2-3

要 令和５年中 完了済み

令和５年４月28日、「デジタル原則を踏まえた児童福祉行政

の規制等の見直しについて」（令和５年４月28日付事務連

絡）の発出により、配置基準を遵守した上で、研修等で現場

を離れることや、Web会議サービス等を活用して会議等に参

加することができる旨明確化した。

61 通知・通達

家庭的保育事業等の設備及び

運営に関する基準の運用上の

取扱いについて（通知）

平成26年9月5日雇児発

第905002号
こども家庭庁 4　Ⅰ（2）

小規模保育事業所

A型における保育

士等の常駐

常駐専任

①1-3

②3-2

③2-3

①2-3

②3-2

③2-3

要 令和５年中 完了済み

令和５年４月28日、「デジタル原則を踏まえた児童福祉行政

の規制等の見直しについて」（令和５年４月28日付事務連

絡）の発出により、配置基準を遵守した上で、研修等で現場

を離れることや、Web会議サービス等を活用して会議等に参

加することができる旨明確化した。

62 通知・通達

家庭的保育事業等の設備及び

運営に関する基準の運用上の

取扱いについて（通知）

平成26年9月5日雇児発

第905002号
こども家庭庁 6　Ⅰ（2）

保育所型事業所内

保育事業所におけ

る保育士等の常駐

常駐専任

①1-3

②3-2

③2-3

①2-3

②3-2

③2-3

要 令和５年中 完了済み

令和５年４月28日、「デジタル原則を踏まえた児童福祉行政

の規制等の見直しについて」（令和５年４月28日付事務連

絡）の発出により、配置基準を遵守した上で、研修等で現場

を離れることや、Web会議サービス等を活用して会議等に参

加することができる旨明確化した。

63 通知・通達

家庭的保育事業等の設備及び

運営に関する基準の運用上の

取扱いについて（通知）

平成26年9月5日雇児発

第905002号
こども家庭庁 6　Ⅱ（1）

小規模型型事業所

内保育事業所にお

ける保育従事者等

の常駐

常駐専任

①1-3

②3-2

③2-3

①2-3

②3-2

③2-3

要 令和５年中 完了済み

令和５年４月28日、「デジタル原則を踏まえた児童福祉行政

の規制等の見直しについて」（令和５年４月28日付事務連

絡）の発出により、配置基準を遵守した上で、研修等で現場

を離れることや、Web会議サービス等を活用して会議等に参

加することができる旨明確化した。

67 通知・通達

電気通信事業法第43条の規定

に基づく管理規程の届出に関

する事務処理について

昭和60年4月1日郵電技

第10号
総務省

第一章　総　則

第二節　電気通

信主任技術者

事業用電気通信設

備における電気通

信主任技術者の常

駐

常駐専任 1-1 3-1 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「事業用電気通信設備の管理規程に関する事

務処理要領の一部改正について（通達）」（令和５年12月

21日付総基安第22号）の発出により、電気通信主任技術者

の常駐と解されうる記述が含まれる管理規程モデル自体を廃

止した。

68 通知・通達
給油取扱所等における単独荷

卸しに係る運用について

平成17年10月26日消防

危第245号
総務省 第二（二）

運送業者における

運行管理者の常駐
常駐専任 1-1 3-1 要 令和５年中 完了済み

令和５年11月、「危険物規制事務に関する執務資料の送付に

ついて」（令和５年11月20日付消防危第327号）の発出によ

り、危険物保安監督者と運行管理者との連絡体制の確保等の

条件を全て満たす場合、運行管理者が運送業者の事務所等に

常駐しないこととして差し支えない旨を明確化した。

70 通知・通達

過疎地の給油取扱所において

地上に貯蔵タンクを設置する

場合等の運用について

令和3年3月30日消防危

第51号
総務省

2　取扱い形態

に応じた対策

地上に貯蔵タンク

を設置した過疎地

の給油取扱所で行

う給油業務におけ

る作業員の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和５年11月、「危険物規制事務に関する執務資料の送付に

ついて」（令和５年11月８日付消防危第316号）の発出によ

り、給油取扱所の見やすい箇所に、作業員の所在、連絡先及

び注意事項を掲示するとともに、給油設備等は作業員以外の

者が使用できない措置を講じること等の条件を全て満たす場

合、作業員が常駐しないこととして差し支えない旨を明確化

した。

80 通知・通達

酒税法及び酒類行政関係法令

等解釈通達の制定について

（法令解釈通達）

平成11年6月25日課酒1-

36ほか４課共同
財務省

第28条　未納

税移出

第1項関係

2　蔵置場の設

置許可の要件

⑴　共通的許可

要件

酒類の蔵置場にお

ける支配人等の常

駐

常駐専任 2-1 3-1 要 令和５年中 完了済み

令和５年６月、「酒税法及び酒類業関係法令等解釈通達の一

部改正について」（令和５年６月30日付課酒1-57）の発出

により、酒類の蔵置場の管理について、常駐を必要としない

よう改正した。

89 通知・通達
理学療法士作業療法士養成施

設指導ガイドラインについて

平成30年10月5日医政

発第1005-1号
厚生労働省 3

理学療法士作業療

法士養成施設にお

ける教員の専任

常駐専任 1-4 2-4 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

90 通知・通達
理学療法士作業療法士養成施

設指導ガイドラインについて

平成30年10月5日医政

発第1005-1号
厚生労働省 3

理学療法士作業療

法士養成施設にお

ける教員の専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

91 通知・通達
理学療法士作業療法士養成施

設指導ガイドラインについて

平成30年10月5日医政

発第1005-1号
厚生労働省 3

理学療法士作業療

法士養成施設にお

ける実習調整者の

専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

92 通知・通達
理学療法士作業療法士養成施

設指導ガイドラインについて

平成30年10月5日医政

発第1005-1号
厚生労働省 9

理学療法士作業療

法士養成施設にお

ける事務職員の専

任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

94 通知・通達
へき地保健医療対策事業につ

いて

平成13年5月16日医政

発第529号
厚生労働省 四（四）

へき地保健指導所

における保健師の

常駐

常駐専任 1-3 3-2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、厚生労働省ホームページ（URL：

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て、原則として勤務時間中に在席していることであり、例外

的に勤務時間中に当該へき地保健指導所を離れることを妨げ

るものではない旨を明示した。

109 通知・通達
旅館業における善良風俗の保

持について

昭和59年8月27日衛指

第23号
厚生労働省

別記Ⅱ＠

一

旅館業における宿

泊衛生責任者の専

任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨の通知を発出した。

110 通知・通達

建築物における衛生的環境の

確保に関する事業の登録につ

いて

平成14年3月26日健衛

発第326001号
厚生労働省

2

（1）キ

「建築物における

衛生的環境の確保

に関する事業」に

おける事業協同組

合の監督者等の専

任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日に都道府県、保健所設置市及び特別区の

衛生主管部局長あて生活衛生課長通達「デジタル臨時行政調

査会の「デジタル原則」への建築物における衛生的環境の確

保に関する法律における対応について（令和５年12月28日

付け健生衛発1228第５号） 」を発出し、「建築物における

衛生的環境の確保に関する事業の登録について（平成14年3

月26日健衛発第326001号）」における「常勤、専任のもの

でなければならない」という規定を削除する改正を行った。

111 通知・通達

水道法の一部改正による給水

装置工事事業者の指定制度等

について

平成9年8月11日衛水第

216号
厚生労働省

第二

二（二）

給水装置工事事業

における給水装置

工事主任技術者の

専任

常駐専任 2-2 3-1 要 令和５年中 完了済み

給水装置工事主任技術者の兼任を可能とする改正省令を令和

5年12月26日に公布し、対応完了。なお、本通知は発出当時

の周知を目的とした通知であり、専任・常駐規定を定めたも

のではないため、見直しは行わない。

112 通知・通達

水道法の一部改正による給水

装置工事事業者の指定制度等

について

平成9年8月11日衛水第

216号
厚生労働省

第二

三（一）

給水装置工事事業

における給水装置

工事主任技術者の

専任

常駐専任 2-2 3-1 要 令和５年中 完了済み

給水装置工事主任技術者の兼任を可能とする改正省令を令和

5年12月26日に公布し、対応完了。なお、本通知は発出当時

の周知を目的とした通知であり、専任・常駐規定を定めたも

のではないため、見直しは行わない。

113 通知・通達

水道法の一部改正による給水

装置工事事業者の指定制度等

について

平成9年8月11日衛水第

216号
厚生労働省

第二

三

給水装置工事事業

における給水装置

工事主任技術者の

専任

常駐専任 2-2 3-1 要 令和５年中 完了済み

給水装置工事主任技術者の兼任を可能とする改正省令を令和

5年12月26日に公布し、対応完了。なお、本通知は発出当時

の周知を目的とした通知であり、専任・常駐規定を定めたも

のではないため、見直しは行わない。

114 通知・通達

水道法の一部改正による給水

装置工事事業者の指定制度等

について

平成9年8月11日衛水第

216号
厚生労働省

第四

一（二）

給水装置工事事業

における給水装置

工事主任技術者の

専任

常駐専任 2-2 3-1 要 令和５年中 完了済み

給水装置工事主任技術者の兼任を可能とする改正省令を令和

5年12月26日に公布し、対応完了。なお、本通知は発出当時

の周知を目的とした通知であり、専任・常駐規定を定めたも

のではないため、見直しは行わない。

115 通知・通達

水道法の一部改正による給水

装置工事事業者の指定制度等

について

平成9年8月11日衛水第

217号
厚生労働省

第三

四（一）

給水装置工事事業

における給水装置

工事主任技術者の

専任

常駐専任 2-2 3-1 要 令和５年中 完了済み

給水装置工事主任技術者の兼任を可能とする改正省令を令和

5年12月26日に公布し、令和５年12月27日に改正省令の内容

に合わせ、本通知を改正した。

116 通知・通達

水道法の一部改正による給水

装置工事事業者の指定制度等

について

平成9年8月11日衛水第

217号
厚生労働省

第三

四（三）

給水装置工事事業

における給水装置

工事主任技術者の

専任

常駐専任 2-2 3-1 要 令和５年中 完了済み

給水装置工事主任技術者の兼任を可能とする改正省令を令和

5年12月26日に公布し、令和５年12月27日に改正省令の内容

に合わせ、本通知を改正した。



117 通知・通達

水道法の一部改正による給水

装置工事事業者の指定制度等

について

平成9年8月11日衛水第

217号
厚生労働省

第五

一

給水装置工事事業

における給水装置

工事主任技術者の

専任

常駐専任 2-2 3-1 要 令和５年中 完了済み

給水装置工事主任技術者の兼任を可能とする改正省令を令和

5年12月26日に公布し、令和５年12月27日に改正省令の内容

に合わせ、本通知を改正した。

118 通知・通達

水道法の一部改正による給水

装置工事事業者の指定制度等

について

平成9年8月11日衛水第

217号
厚生労働省

第五

二

給水装置工事事業

における給水装置

工事主任技術者の

専任

常駐専任 2-2 3-1 要 令和５年中 完了済み

給水装置工事主任技術者の兼任を可能とする改正省令を令和

5年12月26日に公布し、令和５年12月27日に改正省令の内容

に合わせ、本通知を改正した。

119 通知・通達

水道法第二五条の五第三項に

基づく給水装置工事主任技術

者免状の返納命令に係る取扱

いについて

平成11年8月24日生衛

発第1185号
厚生労働省

別紙Ⅰ

一

給水装置工事事業

における給水装置

工事主任技術者の

専任

常駐専任 2-2 3-1 要 令和５年中 完了済み

給水装置工事主任技術者の兼任を可能とする改正省令を令和

5年12月26日に公布し、対応完了。なお、本通知は給水装置

工事主任技術者免状の返納命令に係る取扱いについての通知

であり、専任・常駐規定を定めたものではないため、見直し

は行わない。

120 通知・通達

「食品、添加物等の規格基準

の一部を改正する件」及び

「添加物に係る標準品を製造

する者の登録に関する規程」

について

平成16年5月13日食安

発第513001号
厚生労働省

第1

2（2）

登録製造機関の事

業所における管理

者の常駐

常駐専任 1-1 3-1 要 令和５年中 完了済み

2023年５月22日に、厚生労働省HPにおいて「標準品の製造

を実地に管理させるために、事業所ごとに置く管理者」につ

いて、緊急時等に必要に応じて実地に管理することを求めて

いるものであり、通常の運用時に常在を求めているものでは

ない旨を明記した。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenko

u_iryou/shokuhin/syokuten/hyoujunhin/index.html

123 通知・通達

柔道整復師学校養成施設指定

規則の一部改正及び柔道整復

師養成施設指導要領の一部改

正について

平成11年6月1日健政発

第650号
厚生労働省 本文

柔道整復師学校養

成施設における教

員の専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

124 通知・通達

柔道整復師学校養成施設指定

規則の一部改正及び柔道整復

師養成施設指導要領の一部改

正について

平成11年6月1日健政発

第650号
厚生労働省 本文

柔道整復師学校養

成施設における教

員の専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

125 通知・通達

外国人の看護婦等養成所への

留学、就学に係る留意事項に

ついて

平成6年2月23日健政発

第145号
厚生労働省 四

看護婦等養成所に

おける留学生の教

育等を担当する教

員の専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

令和５年５月11日に本通知を廃止した。

128 通知・通達

社会福祉施設における施設機

能強化推進費の取扱いについ

て

昭和62年7月16日社施

第90号
厚生労働省 本文

救護施設における

居宅生活訓練事業

担当責任者の専任

常駐専任 1-4 2-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「救護施設居宅生活訓練事業の責任者の専任規

定及び保護施設通所事業の直接処遇職員の専任規定」につい

て、これらの規定による専任職員の配置に関する考え方として

は、当該事業の実施において専ら当該事業に従事することを求

めているものであるが、同一法人かつ同一敷地内に設置されて

いる他施設における業務であること、当該事業で課せられてい

る役割を十分に果たすことができることを条件に、専任で勤務

する曜日、時間帯などで切り分けて運用することも可能である

旨を、事務連絡にて各都道府県・指定都市・中核市宛に発出し

た。

134 通知・通達
保護施設通所事業の実施につ

いて

平成14年3月29日社援

発第0329030号
厚生労働省 8

保護施設における

直接処遇職員の専

任

常駐専任 1-4 2-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「救護施設居宅生活訓練事業の責任者の専任規

定及び保護施設通所事業の直接処遇職員の専任規定」につい

て、これらの規定による専任職員の配置に関する考え方として

は、当該事業の実施において専ら当該事業に従事することを求

めているものであるが、同一法人かつ同一敷地内に設置されて

いる他施設における業務であること、当該事業で課せられてい

る役割を十分に果たすことができることを条件に、専任で勤務

する曜日、時間帯などで切り分けて運用することも可能である

旨を、事務連絡にて各都道府県・指定都市・中核市宛に発出し

た。

142 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省 別添3Ⅲ25

旅館業における宿

泊衛生責任者の専

任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨の通知を発出した。

161 通知・通達
診療放射線技師養成所指導ガ

イドラインについて

平成27年3月31日医政

発第331026号
厚生労働省 6

診療放射線技師養

成所における放射

線取扱主任者の常

駐

常駐専任 1-1 3-1 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

162 通知・通達
臨床検査技師養成所指導ガイ

ドラインについて

平成27年3月31日医政

発第331027号
厚生労働省 4

臨床検査技師養成

所における教員の

専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

163 通知・通達
理学療法士作業療法士養成施

設指導ガイドラインについて

平成27年3月31日医政

発第331028号
厚生労働省 3

理学療法士作業療

法士養成施設にお

ける教員の専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

164 通知・通達
理学療法士作業療法士養成施

設指導ガイドラインについて

平成27年3月31日医政

発第331028号
厚生労働省 9

理学療法士作業療

法士養成施設にお

ける事務職員の専

任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

165 通知・通達
視能訓練士養成所指導ガイド

ラインについて

平成27年3月31日医政

発第331029号
厚生労働省 3

視能訓練士養成所

における教員の専

任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

166 通知・通達
言語聴覚士養成所指導ガイド

ラインについて

平成27年3月31日医政

発第331030号
厚生労働省 第三

言語聴覚士養成所

における教員の専

任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

167 通知・通達
言語聴覚士養成所指導ガイド

ラインについて

平成27年3月31日医政

発第331030号
厚生労働省 第三

言語聴覚士養成所

における教員の専

任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

168 通知・通達
言語聴覚士養成所指導ガイド

ラインについて

平成27年3月31日医政

発第331030号
厚生労働省 第三

言語聴覚士養成所

における教員の専

任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

169 通知・通達
はり師及びきゅう師養成施設

指導ガイドラインについて

平成27年3月31日医政

発第331034号
厚生労働省 6

はり師及びきゅう

師養成施設におけ

る教員の専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

170 通知・通達
はり師及びきゅう師養成施設

指導ガイドラインについて

平成27年3月31日医政

発第331034号
厚生労働省 6

はり師及びきゅう

師養成施設におけ

る教員の専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

171 通知・通達
はり師及びきゅう師養成施設

指導ガイドラインについて

平成27年3月31日医政

発第331034号
厚生労働省 6

はり師及びきゅう

師養成施設におけ

る教員の専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

172 通知・通達
はり師及びきゅう師養成施設

指導ガイドラインについて

平成27年3月31日医政

発第331034号
厚生労働省 6

施術所等で臨床実

習を行う場合にお

ける実習調整者の

常駐

常駐専任 1-3 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

173 通知・通達
はり師及びきゅう師養成施設

指導ガイドラインについて

平成27年3月31日医政

発第331034号
厚生労働省 9（4）

施術所における臨

床実習指導者の常

駐

常駐専任 1-3 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

174 通知・通達
あん摩マッサージ指圧師に係

る養成施設指導要領について

平成27年3月31日医政

発第331035号
厚生労働省 6

あん摩マッサージ

指圧師に係る養成

施設における教員

の専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

175 通知・通達
あん摩マッサージ指圧師に係

る養成施設指導要領について

平成27年3月31日医政

発第331035号
厚生労働省 6

あん摩マッサージ

指圧師に係る養成

施設における教員

の専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

176 通知・通達
あん摩マッサージ指圧師に係

る養成施設指導要領について

平成27年3月31日医政

発第331035号
厚生労働省 6

あん摩マッサージ

指圧師に係る養成

施設における教員

の専任

常駐専任 1-4 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

177 通知・通達
あん摩マッサージ指圧師に係

る養成施設指導要領について

平成27年3月31日医政

発第331035号
厚生労働省 6

あん摩マッサージ

指圧師に係る養成

施設における実習

調整者の常駐

常駐専任 1-3 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

178 通知・通達
あん摩マッサージ指圧師に係

る養成施設指導要領について

平成27年3月31日医政

発第331035号
厚生労働省 9（4）

あん摩マッサージ

指圧師に係る養成

施設における臨床

実習指導者の常駐

常駐専任 1-3 3-2 要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て規制の明確化を行った。

189 通知・通達

求職者支援制度の実施につい

て（別添「求職者支援制度業

務取扱要領」）

平成23年9月1日職発

0901第4号、能発0901

第5号

厚生労働省

第2

02051

⑴

訓練実施施設にお

ける責任者の専任
常駐専任 1-4 2-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年６月30日付けで、「求職者支援制度業務取扱要領」

の「02051(1)訓練体制等の整備に関する事項」を改正し、令

和５年７月１日より通信の方法により訓練を実施するコース

のみを行う施設において、通信の方法による他のコースのみ

を行う施設との兼務を可能とした。

214 通知・通達
農業共済団体に対する監督指

針

平成24年3月27日経営

第3130号
農林水産省

別紙二　農業共

済団体非常災害

対応指針　二

災害対策本部の

設置

農業共済団体の災

害対策本部におけ

る本部長の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、本通知の改正により、常駐規制を課すもので

はない旨、明確化した。

215 通知・通達
農業共済組合模範事業規程例

の基準

平成16年1月9日経営第

5367号
農林水産省 第二九四条

農業共済組合にお

ける共済連絡員の

専任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、複数の損害評価区域等の

兼任が許容される旨を明確化した。

216 通知・通達 果樹共済損害評価要綱
平成30年9月11日経営

第1305号
農林水産省

第三章　損害評

価

第二節　損害評

価の準備

第二　都道府県

連合会

三　評価班の編

成

農業共済組合都道

府県連合会が実施

する果樹共済に係

る連合会抜取調査

の損害評価区域に

おける評価班長の

専任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、複数の損害評価区域等の

兼任が許容される旨を明確化した。

217 通知・通達 畑作物共済損害評価要綱
平成30年9月25日経営

第1289号
農林水産省

第二章　農作物

の損害評価

第二節　損害評

価の準備

第二　都道府県

連合会

一　連合会抜取

調査単位の設定

三　評価班の編

成

農業共済組合都道

府県連合会が実施

する畑作物共済に

係る連合会抜取調

査の損害評価区域

における評価班長

の専任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、複数の損害評価区域等の

兼任が許容される旨を明確化した。

218 通知・通達 畑作物共済損害評価要綱
平成30年9月25日経営

第1289号
農林水産省

第三章　蚕繭の

損害評価

第三節　収繭期

における損害評

価

第二　損害評価

の準備

一　組合等

㈡　評価班の編

成

農業共済組合等が

実施する畑作物共

済に係る全戸調査

の損害評価区域に

おける評価班長の

専任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、複数の損害評価区域等の

兼任が許容される旨を明確化した。

219 通知・通達 畑作物共済損害評価要綱
平成30年9月25日経営

第1289号
農林水産省

第三章　蚕繭の

損害評価

第三節　収繭期

における損害評

価

第二　損害評価

の準備

二　都道府県連

合会

㈠　損害評価区

域の設定と評価

担当者の指定等

農業共済組合都道

府県連合会が実施

する畑作物共済に

係る連合会全戸抜

取調査の損害評価

区域における評価

班長の専任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、複数の損害評価区域等の

兼任が許容される旨を明確化した。



227 通知・通達

液化石油ガスの保安の確保及

び取引の適正化に関する法律

及び関係政省令の運用及び解

釈の基準について

平成31年3月15日保局

第20190308-5号
経済産業省

第一一条関係

二（二）

液化石油ガスの貯

蔵施設における管

理人の常駐

常駐専任 2-1 3-1 要 令和５年中 完了済み

「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律

及び関係政省令の運用及び解釈の基準について」の一部改正

を行い、令和５年１２月１５日付けで公布・施行した。

228 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省

Ⅱ　第六六条関

係（1）

高圧ガスの製造施

設の系列における

保安係員の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

229 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省

Ⅱ（3）第六六

条関係

高圧ガスの製造施

設の系列及び直に

おける保安係員の

常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

230 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省

Ⅱ（3）第七二

条関係

高圧ガスの販売所

における販売主任

者の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

231 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省

Ⅱ（4）第二五

条関係

高圧ガスの製造施

設の系列における

保安係員の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

232 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省

Ⅱ（4）第二五

条関係

高圧ガスの製造施

設の系列及び直に

おける保安係員の

常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

233 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省

Ⅱ（4）第二五

条関係

高圧ガスの製造施

設の系列及び直に

おける保安係員の

常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

234 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令等の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省

（1）Ⅰ　第六

六条関係

高圧ガスの製造施

設の系列における

保安係員の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

235 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令等の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省

（1）Ⅰ　第六

六条関係

高圧ガスの製造施

設の系列及び直に

おける保安係員の

常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

236 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令等の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省

（1）Ⅰ　第六

六条関係

高圧ガスの製造施

設の系列及び直に

おける保安係員の

常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

237 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令等の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省

（1）Ⅰ　第七

二条関係

高圧ガスの販売所

における販売主任

者の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

238 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令等の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省

（4）第二五条

関係　一

高圧ガスの製造施

設の系列における

保安係員の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

239 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令等の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省

（4）第二五条

関係

高圧ガスの製造施

設の系列及び直に

おける保安係員の

常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

240 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令等の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省

（4）第二五条

関係

高圧ガスの製造施

設の系列及び直に

おける保安係員の

常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

243 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省

（2）第六四条

関係

高圧ガス事業の事

業所における保安

監督者の専任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

245 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省 全般

高圧ガスの製造施

設における保安主

任者等の代理者の

常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

246 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省

（3）第六二条

関係

高圧ガス事業の事

業所における保安

監督者の専任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf



247 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省

（4）第二三条

関係

高圧ガス事業の事

業所における保安

監督者の専任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

248 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令等の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省

（4）第三三条

関係

高圧ガスの製造施

設における保安統

括者等の代理者の

専任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

250 通知・通達

液化石油ガスの保安の確保及

び取引の適正化に関する法律

及び関係政省令の運用及び解

釈の基準について

平成31年3月15日保局

第20190308-5号
経済産業省

別添4　第四六

条

保安確保機器のオ

ペレーターの常駐
常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律

及び関係政省令の運用及び解釈の基準について」の一部改正

を行い、令和５年１２月１５日付けで公布・施行した。

251 通知・通達

液化石油ガスの保安の確保及

び取引の適正化に関する法律

及び関係政省令の運用及び解

釈の基準について

平成31年3月15日保局

第20190308-5号
経済産業省

別添　運営管理

規程（例）

集中監視センター

における監視員の

常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律

及び関係政省令の運用及び解釈の基準について」の一部改正

を行い、令和５年１２月１５日付けで公布・施行した。

252 通知・通達

高圧ガス保安法及び関係政省

令の運用及び解釈について

（内規）

令和2年8月6日

20200715保局第1号
経済産業省 第七八条関係

高圧ガスの製造施

設における保安統

括者等の代理者の

専任

常駐専任 1-2 2-2 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた高圧ガス保安法令

の運用に係る解釈の明確化について」を経産省HPに公開

し、常駐・専任規制については、実施すべき業務に支障が生

じない範囲において、オンライン会議システム等のデジタル

技術を活用し、遠隔で職務を実施することとして差し支えな

い旨を明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/sangyo/hipregas/files/240129_koatsu-

desitaltsuti.pdf

258 通知・通達
工事現場における適正な施工

体制の確保等について

平成13年3月30日国官

技/国営計/国官地第68

号

国土交通省

別添　工事現場

等における施工

体制の点検要領

5　3）

工事現場における

監理技術者の常駐
常駐専任 3-1 3-1 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、当該通知について、制度として監理技

術者の常駐規制が課されていない実態に合わせ通知文を改正

した。

284 通知・通達

マンションの管理の適正化の

推進に関する法律第72条に規

定する重要事項の説明等につ

いて

平成14年2月28日国総

動第309号
国土交通省 第3

マンション管理業

の事業所における

管理業務主任者の

専任

常駐専任 1-4 2-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、「マンションの管理の適正化の推進に関する

法律第56条第１項に規定する専任の管理業務主任者の専任性

について」（令和５年９月29日付国不参第44号）の発出に

より、業務に支障が生じない範囲において、複数事業所の兼

任が許容される旨を明確化した。

299 通知・通達
旅客自動車運送事業運輸規則

の解釈及び運用について

平成14年1月30日国自

整/国自総/国自旅第149

号

国土交通省

第二一条　過労

防止等

㈥　交替運転者

の配置（第六

項）

事業用自動車等に

おける交替運転者

の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、旅客自動車運送事業者が自動運転車を用いて

事業を行う場合に講ずるべき輸送の安全確保に関する措置及

び実施すべき手続き等を規定すべく、旅客自動車運送事業運

輸規則（昭和 31 年運輸省令第 44 号）等について所要の改

正を行った。

302 通知・通達
貨物自動車運送事業輸送安全

規則の解釈及び運用について

平成15年3月10日国自

貨/国自整/国自総第118

号

国土交通省

第三条　過労運

転の防止

5　第六項関係

事業用自動車等に

おける交替運転者

の常駐

常駐専任 1-1 2-1 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、貨物自動車運送事業者が自動運転車を用いて

事業を行う場合に講ずるべき輸送の安全確保に関する措置及

び実施すべき手続き等を規定すべく、貨物自動車運送事業輸

送安全規則（平成２年運輸省令第 22 号）等について所要の

改正を行った。

10 通知・通達
事務ガイドライン第三分冊

「15.登録講習機関関係」
平成22年6月21日 金融庁 題名

貸金業務取扱主任

者登録講習
対面講習

2-1①

2-1②

2-1③

3-1 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、「デジタル原則を踏まえたデジタル・規制・

行政の一体改革に係る周知について」（令和５年９月29日付

事務連絡）の発出により、講習申込、講習受講、修了証発行

の一連のプロセスについて、デジタル技術を活用する方法で

実施できる旨周知した。

81 通知・通達

医師法第一六条の二第一項に

規定する臨床研修に関する省

令の施行について

平成15年6月12日医政

発第612004号
厚生労働省 第二　七

プライマリーケア

の指導方法等に関

する講習

（プログラム責任

者）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

厚生労働省HP（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage

_37195.html）において、修了証の発行を含む講習にかかる

一連の手続きについて、デジタル化を妨げるものではない旨

を明確化し、実施団体へメールにより周知した。

83 通知・通達

医師法第一六条の二第一項に

規定する臨床研修に関する省

令の施行について

平成15年6月12日医政

発第612004号
厚生労働省 第二　七

プライマリーケア

の指導方法等に関

する講習

（指導医）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

厚生労働省HP（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage

_37195.html）において、修了証の発行を含む講習にかかる

一連の手続きについて、デジタル化を妨げるものではない旨

を明確化し、実施団体へメールにより周知した。

82 通知・通達

医師法第一六条の二第一項に

規定する臨床研修に関する省

令の施行について

平成15年6月12日医政

発第612004号
厚生労働省 第二　七

研修プログラム責

任者講習
対面講習

2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

厚生労働省HP（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage

_37195.html）において、修了証の発行を含む講習にかかる

一連の手続きについて、デジタル化を妨げるものではない旨

を明確化し、実施団体へメールにより周知した。

70 告示

調理師法施行規則第十八条の

規定に基づく調理技術の審査

の学科試験に合格した者と同

等以上の学力を有する者

昭和57年11月18日厚生

省告示第199号
厚生労働省 第五号

調理に係る技能検

定の

学科試験免除講習

（調理師指導者研

修会、調理技術指

導員講習）

対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「調理師熟練者講習の実施について」（令和

５年12月28日付け厚生労働省健康・生活衛生局健康課栄養

指導室、人材開発統括官付能力評価担当参事官室事務連絡）

において、デジタル技術の活用の活用を妨げるものではない

旨を周知した。

86 通知・通達
調理技術指導員講習の実施要

領について

平成13年3月30日健発

第407号
厚生労働省

別紙

調理技術指導員

講習実施要領

３(２)

調理技術指導員講

習
対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「調理技術指導員講習の実施について」（令

和５年12月28日付け厚生労働省健康・生活衛生局健康課栄

養指導室事務連絡）の発出により、デジタル技術の活用の活

用を妨げるものではない旨を周知した。

87 通知・通達
調理技術指導員講習の実施要

領について

平成13年3月30日健発

第407号
厚生労働省

別紙

調理技術指導員

講習実施要領３

(３)

調理技術指導員講

習
対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「調理技術指導員講習の実施について」（令

和５年12月28日付け厚生労働省健康・生活衛生局健康課栄

養指導室事務連絡）の発出により、デジタル技術の活用の活

用を妨げるものではない旨を周知した。

88 通知・通達
調理技術指導員講習の実施要

領について

平成13年3月30日健発

第407号
厚生労働省

別紙

調理技術指導員

講習実施要領３

(４)

調理技術指導員講

習
対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「調理技術指導員講習の実施について」（令

和５年12月28日付け厚生労働省健康・生活衛生局健康課栄

養指導室事務連絡）の発出により、デジタル技術の活用の活

用を妨げるものではない旨を周知した。

89 通知・通達
調理技術指導員講習の実施要

領について

平成13年3月30日健発

第407号
厚生労働省

別紙

調理技術指導員

講習実施要領３

(５)

調理技術指導員講

習
対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「調理技術指導員講習の実施について」（令

和５年12月28日付け厚生労働省健康・生活衛生局健康課栄

養指導室事務連絡）の発出により、デジタル技術の活用の活

用を妨げるものではない旨を周知した。

67 告示

調理に係る技能検定の受検資

格等の特例に関する省令第二

条の規定に基づく調理に係る

技能検定において学科試験の

免除を受けることができる者

昭和57年11月6日労働

省告示第100号
厚生労働省 第二号

調理に係る技能検

定の

学科試験免除講習

（調理師指導者研

修会、調理技術指

導員講習）

対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「調理技術指導員講習の実施について」（令

和５年12月28日付け厚生労働省健康・生活衛生局健康課栄

養指導室事務連絡）の発出により、デジタル技術の活用の活

用を妨げるものではない旨を周知した。

68 告示

調理に係る技能検定の受検資

格等の特例に関する省令第二

条の規定に基づく調理に係る

技能検定において学科試験の

免除を受けることができる者

昭和57年11月6日労働

省告示第100号
厚生労働省 第四号

調理に係る技能検

定の

学科試験免除講習

（調理師指導者研

修会、調理技術指

導員講習）

対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「調理技術指導員講習の実施について」（令

和５年12月28日付け厚生労働省健康・生活衛生局健康課栄

養指導室事務連絡）の発出により、デジタル技術の活用の活

用を妨げるものではない旨を周知した。

69 告示

調理師法施行規則第十八条の

規定に基づく調理技術の審査

の学科試験に合格した者と同

等以上の学力を有する者

昭和57年11月18日厚生

省告示第199号
厚生労働省 第三号

調理師指導者研修

及び

調理技術指導員講

習

対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「調理技術指導員講習の実施について」（令

和５年12月28日付け厚生労働省健康・生活衛生局健康課栄

養指導室事務連絡）の発出により、デジタル技術の活用の活

用を妨げるものではない旨を周知した。

93 通知・通達
労働大臣の指定する講習の実

施について

昭和54年4月13日訓発

第76号
厚生労働省 頭書き

職業訓練指導員講

習

（４８時間講習）

対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年11月、「厚生労働大臣の指定する講習の実施につい

て」（令和５年11月2日付け開発1102第1号）の通達におい

て、職業訓練指導員講習（厚生労働大臣の指定する講習）

を、デジタルでも実施可能となるように見直して実施要領を

新たに定めた。（通達の施行に伴い、見直し対象の通達はは

廃止した。）

96 通知・通達
看護教員に関する講習会の実

施要領について

平成22年4月5日医政発

第405003号
厚生労働省

[別添]

看護教員に関す

る講習会の実施

要領

看護教員に関する

講習
対面講習 2-1①

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

厚生労働省HP（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage

_37195.html）において、修了証の発行を含む講習にかかる

一連の手続きについて、デジタル化を妨げるものではない旨

を明確化し、実施団体へメールにより周知した。

80 通知・通達

石綿障害予防規則第三条第六

項の規定に基づき厚生労働大

臣が定める者に係る具体的事

項について

令和３年12月23日付け

基発1223第２号
厚生労働省 一

石綿分析調査講習

に相当する講習
対面講習 2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和5年12月に「インターネット等を介したｅラーニング等

により行われる労働安全衛生法に基づく安全衛生教育等の実

施について」(令和3年１月25日付け基安安発0125第２号基

安労発0125第１号基安化発0125第1号)を改正し、当該講習

がオンラインで実施可能なこと及び修了証をデジタル発行可

能なこと並びにその際の留意事項を明確化した。

66 告示 作業環境測定士規程
昭和51年2月28日労働

省告示第16号
厚生労働省 第三条

作業環境測定士登

録講習
対面講習 2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和5年12月に「インターネット等を介したｅラーニング等

により行われる労働安全衛生法に基づく安全衛生教育等の実

施について」(令和3年１月25日付け基安安発0125第２号基

安労発0125第１号基安化発0125第1号)を改正し、当該講習

がオンラインで実施可能なこと及び修了証をデジタル発行可

能なこと並びにその際の留意事項を明確化した。

74 告示

作業環境測定法施行規則第十

七条の四第一項第一号の規定

に基づき厚生労働大臣が定め

る試験免除講習の講習科目の

範囲、時間及び試験方法

平成21年3月30日厚生

労働省告示第146号
厚生労働省 題名 試験免除講習 対面講習 2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和5年12月に「インターネット等を介したｅラーニング等

により行われる労働安全衛生法に基づく安全衛生教育等の実

施について」(令和3年１月25日付け基安安発0125第２号基

安労発0125第１号基安化発0125第1号)を改正し、当該講習

がオンラインで実施可能なこと及び修了証をデジタル発行可

能なこと並びにその際の留意事項を明確化した。

71 告示

労働安全衛生法及びこれに基

づく命令に係る登録及び指定

に関する省令第二十五条の六

第一項第一号の規定に基づき

厚生労働大臣が定めるコンサ

ルタント講習の講習科目の範

囲及び時間

平成21年3月30日厚生

労働省告示第140号
厚生労働省 題名

コンサルタント講

習
対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和5年12月に「インターネット等を介したｅラーニング等

により行われる労働安全衛生法に基づく安全衛生教育等の実

施について」(令和3年１月25日付け基安安発0125第２号基

安労発0125第１号基安化発0125第1号)を改正し、当該講習

がオンラインで実施可能なこと、オンライン申込みが可能な

こと及び修了証をデジタル発行可能なこと並びにその際の留

意事項を明確化した。

103 告示

ベーコン類、ハム類、プレス

ハム及びソーセージについて

の取扱業者の認証の技術的基

準

平成12年9月19日農林

水産省告示第1239号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（ベーコン類等）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

104 告示

ベーコン類、ハム類、プレス

ハム及びソーセージについて

の取扱業者の認証の技術的基

準

平成12年9月19日農林

水産省告示第1239号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（ベーコン類等）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

105 告示

ベーコン類、ハム類、プレス

ハム及びソーセージについて

の取扱業者の認証の技術的基

準

平成12年9月19日農林

水産省告示第1239号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（ベーコン類等）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

106 告示

ベーコン類、ハム類、プレス

ハム及びソーセージについて

の取扱業者の認証の技術的基

準

平成12年9月19日農林

水産省告示第1239号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（ベーコン類等）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。



107 告示

熟成ハム類、熟成ソーセージ

類及び熟成ベーコン類につい

ての取扱業者の認証の技術的

基準

平成12年9月19日農林

水産省告示第1240号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（熟成ハム類等）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

108 告示

熟成ハム類、熟成ソーセージ

類及び熟成ベーコン類につい

ての取扱業者の認証の技術的

基準

平成12年9月19日農林

水産省告示第1240号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（熟成ハム類等）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

109 告示

熟成ハム類、熟成ソーセージ

類及び熟成ベーコン類につい

ての取扱業者の認証の技術的

基準

平成12年9月19日農林

水産省告示第1240号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（熟成ハム類等）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

110 告示

熟成ハム類、熟成ソーセージ

類及び熟成ベーコン類につい

ての取扱業者の認証の技術的

基準

平成12年9月19日農林

水産省告示第1240号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（熟成ハム類等）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

111 告示

ハンバーガーパティ及びチル

ドハンバーグステーキについ

ての取扱業者の認証の技術的

基準

平成12年9月19日農林

水産省告示第1241号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（ハンバーガーパ

ティ及チルドハン

バーグステーキ）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

112 告示

ハンバーガーパティ及びチル

ドハンバーグステーキについ

ての取扱業者の認証の技術的

基準

平成12年9月19日農林

水産省告示第1241号
農林水産省 第一

製造業者

格付検査担当者技

能研修

（ハンバーガーパ

ティ及びチルドハ

ンバーグステー

キ）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

113 告示

ハンバーガーパティ及びチル

ドハンバーグステーキについ

ての取扱業者の認証の技術的

基準

平成12年9月19日農林

水産省告示第1241号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（ハンバーガーパ

ティ及びチルドハ

ンバーグステー

キ）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

114 告示

ハンバーガーパティ及びチル

ドハンバーグステーキについ

ての取扱業者の認証の技術的

基準

平成12年9月19日農林

水産省告示第1241号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（ハンバーガーパ

ティ及びチルドハ

ンバーグステー

キ）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

115 告示

ハンバーガーパティ及びチル

ドハンバーグステーキについ

ての取扱業者の認証の技術的

基準

平成12年9月19日農林

水産省告示第1241号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（ハンバーガーパ

ティ及びチルドハ

ンバーグステー

キ）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

116 告示

チルドミートボールについて

の取扱業者の認証の技術的基

準

平成12年9月19日農林

水産省告示第1242号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（チルドミート

ボール）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

117 告示

チルドミートボールについて

の取扱業者の認証の技術的基

準

平成12年9月19日農林

水産省告示第1242号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（チルドミート

ボール）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

118 告示

チルドミートボールについて

の取扱業者の認証の技術的基

準

平成12年9月19日農林

水産省告示第1242号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（チルドミート

ボール）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

119 告示

チルドミートボールについて

の取扱業者の認証の技術的基

準

平成12年9月19日農林

水産省告示第1242号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（チルドミート

ボール）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

120 告示
炭酸飲料についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年9月20日農林

水産省告示第1244号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（炭酸飲料）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

121 告示
炭酸飲料についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年9月20日農林

水産省告示第1244号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（炭酸飲料）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

122 告示
炭酸飲料についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年9月20日農林

水産省告示第1244号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（炭酸飲料）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

123 告示
炭酸飲料についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年9月20日農林

水産省告示第1244号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（炭酸飲料）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

124 告示
果実飲料についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年9月20日農林

水産省告示第1245号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（果実飲料）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

125 告示
果実飲料についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年9月20日農林

水産省告示第1245号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（果実飲料）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

126 告示
果実飲料についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年9月20日農林

水産省告示第1245号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（果実飲料）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

127 告示
果実飲料についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年9月20日農林

水産省告示第1245号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（果実飲料）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

128 告示

にんじんジュース及びにんじ

んミックスジュースについて

の取扱業者の認証の技術的基

準

平成12年9月20日農林

水産省告示第1246号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（にんじんジュー

ス及びにんじん

ミックスジュー

ス）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

129 告示

にんじんジュース及びにんじ

んミックスジュースについて

の取扱業者の認証の技術的基

準

平成12年9月20日農林

水産省告示第1246号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（にんじんジュー

ス及びにんじん

ミックスジュー

ス）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

130 告示

にんじんジュース及びにんじ

んミックスジュースについて

の取扱業者の認証の技術的基

準

平成12年9月20日農林

水産省告示第1246号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（にんじんジュー

ス及びにんじん

ミックスジュー

ス）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

131 告示

にんじんジュース及びにんじ

んミックスジュースについて

の取扱業者の認証の技術的基

準

平成12年9月20日農林

水産省告示第1246号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（にんじんジュー

ス及びにんじん

ミックスジュー

ス）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

132 告示
豆乳類についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成12年9月20日農林

水産省告示第1247号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（豆乳類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

133 告示
豆乳類についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成12年9月20日農林

水産省告示第1247号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（豆乳類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

134 告示
豆乳類についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成12年9月20日農林

水産省告示第1247号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（豆乳類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

135 告示
豆乳類についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成12年9月20日農林

水産省告示第1247号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（豆乳類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

136 告示
即席めんについての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月13日農林

水産省告示第1276号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（即席めん）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

137 告示
即席めんについての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月13日農林

水産省告示第1276号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（即席めん）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。



138 告示
即席めんについての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月13日農林

水産省告示第1276号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（即席めん）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

139 告示
即席めんについての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月13日農林

水産省告示第1276号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（即席めん）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

140 告示
ドレッシングについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1309号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（ドレッシング）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

141 告示
ドレッシングについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1309号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（ドレッシング）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

142 告示
ドレッシングについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1309号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（ドレッシング）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

143 告示
ドレッシングについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1309号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（ドレッシング）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

144 告示
醸造酢についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1310号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（醸造酢）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

145 告示
醸造酢についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1310号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（醸造酢）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

146 告示
醸造酢についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1310号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（醸造酢）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

147 告示
醸造酢についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1310号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（醸造酢）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

148 告示
乾燥スープについての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1311号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（乾燥スープ）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

149 告示
乾燥スープについての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1311号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（乾燥スープ）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

150 告示
乾燥スープについての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1311号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（乾燥スープ）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

151 告示
乾燥スープについての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1311号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（乾燥スープ）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

152 告示
ウスターソース類についての

取扱業者の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1312号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（ウスターソース

類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

153 告示
ウスターソース類についての

取扱業者の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1312号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（ウスターソース

類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

154 告示
ウスターソース類についての

取扱業者の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1312号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（ウスターソース

類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

155 告示
ウスターソース類についての

取扱業者の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1312号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（ウスターソース

類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

156 告示
しょうゆについての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1313号
農林水産省 2.3.2

製造業者

品質管理責任者講

習

（しょうゆ）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

157 告示
しょうゆについての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1313号
農林水産省 2.5.2

製造業者

格付責任者講習

（しょうゆ）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

158 告示
しょうゆについての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1313号
農林水産省 2.5.3

製造業者

格付担当者講習

（しょうゆ）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

159 告示
しょうゆについての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1313号
農林水産省 3.3.2

非製造業者

品質管理責任者講

習

（しょうゆ）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

160 告示
しょうゆについての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1313号
農林水産省 3.5.2

非製造業者

格付責任者講習

（しょうゆ）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

161 告示
しょうゆについての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1313号
農林水産省 3.5.3

非製造業者

格付担当者講習

（しょうゆ）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

162 告示
トマト加工品についての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1315号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（トマト加工品）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

163 告示
トマト加工品についての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1315号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（トマト加工品）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

164 告示
トマト加工品についての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1315号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（トマト加工品）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

165 告示
トマト加工品についての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月19日農林

水産省告示第1315号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（トマト加工品）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

166 告示
ジャム類についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1332号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（ジャム類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

167 告示
ジャム類についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1332号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（ジャム類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

168 告示
ジャム類についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1332号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（ジャム類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

169 告示
ジャム類についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1332号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（ジャム類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

170 告示

異性化液糖及び砂糖混合異性

化液糖についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1334号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（異性化液糖及び

砂糖混合異性化

液）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

171 告示

異性化液糖及び砂糖混合異性

化液糖についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1334号
農林水産省 第一

製造業者

格付検査担当者技

能研修

（異性化液糖及び

砂糖混合異性化

液）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。



172 告示

異性化液糖及び砂糖混合異性

化液糖についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1334号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（異性化液糖及び

砂糖混合異性化

液）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

173 告示

異性化液糖及び砂糖混合異性

化液糖についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1334号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（異性化液糖及び

砂糖混合異性化

液）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

174 告示

異性化液糖及び砂糖混合異性

化液糖についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1334号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（異性化液糖及び

砂糖混合異性化

液）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

175 告示
ぶどう糖についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1335号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（ぶどう糖）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

176 告示
ぶどう糖についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1335号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（ぶどう糖）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

177 告示
ぶどう糖についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1335号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（ぶどう糖）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

178 告示
ぶどう糖についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1335号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（ぶどう糖）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

179 告示
食用植物油脂についての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1336号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（食用植物油脂）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

180 告示
食用植物油脂についての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1336号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（食用植物油脂）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

181 告示
食用植物油脂についての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1336号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（食用植物油脂）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

182 告示
食用植物油脂についての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1336号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（食用植物油脂）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

183 告示
食用精製加工油脂についての

取扱業者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1337号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（食用精製加工油

脂）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

184 告示
食用精製加工油脂についての

取扱業者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1337号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（食用精製加工油

脂）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

185 告示
食用精製加工油脂についての

取扱業者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1337号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（食用精製加工油

脂）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

186 告示
食用精製加工油脂についての

取扱業者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1337号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（食用精製加工油

脂）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

187 告示
精製ラードについての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1339号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（精製ラード）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

188 告示
精製ラードについての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1339号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（精製ラード）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

189 告示
精製ラードについての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1339号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（精製ラード）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

190 告示
精製ラードについての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1339号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（精製ラード）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

191 告示

マーガリン類及びショートニ

ングについての取扱業者の認

証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1340号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（マーガリン類及

びショートニン）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

192 告示

マーガリン類及びショートニ

ングについての取扱業者の認

証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1340号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（マーガリン類及

びショートニン）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

193 告示

マーガリン類及びショートニ

ングについての取扱業者の認

証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1340号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（マーガリン類及

びショートニン）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

194 告示

マーガリン類及びショートニ

ングについての取扱業者の認

証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1340号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（マーガリン類及

びショートニン）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

195 告示
植物性たん白についての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1341号
農林水産省 2.3.2

製造業者

品質管理責任者講

習

（植物性たん白）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

196 告示
植物性たん白についての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1341号
農林水産省 2.5.2

製造業者

格付責任者講習

（植物性たん白）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

197 告示
植物性たん白についての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1341号
農林水産省 2.5.3

製造業者

格付担当者講習

（植物性たん白）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

198 告示
植物性たん白についての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1341号
農林水産省 3.3.2

非製造業者

品質管理責任者講

習

（植物性たん白）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

199 告示
植物性たん白についての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1341号
農林水産省 3.5.1

非製造業者

格付検査担当者研

修

（植物性たん白）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

200 告示
植物性たん白についての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1341号
農林水産省 3.5.2

非製造業者

格付責任者講習

（植物性たん白）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

201 告示
植物性たん白についての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年10月24日農林

水産省告示第1341号
農林水産省 3.5.3

非製造業者

格付担当者講習

（植物性たん白）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

202 告示
農産物漬物についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年11月8日農林

水産省告示第1403号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（農産物漬物）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

203 告示
農産物漬物についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年11月8日農林

水産省告示第1403号
農林水産省 第一

製造業者

格付検査担当者、

格付責任者及び格

付担当者講習

（農産物漬物）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

204 告示
農産物漬物についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年11月8日農林

水産省告示第1403号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（農産物漬物）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。



205 告示
農産物漬物についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年11月8日農林

水産省告示第1403号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（農産物漬物）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

206 告示
マカロニ類についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年11月9日農林

水産省告示第1405号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（マカロニ類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

207 告示
マカロニ類についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年11月9日農林

水産省告示第1405号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（マカロニ類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

208 告示
マカロニ類についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年11月9日農林

水産省告示第1405号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（マカロニ類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

209 告示
マカロニ類についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年11月9日農林

水産省告示第1405号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（マカロニ類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

210 告示
乾めん類についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年11月9日農林

水産省告示第1406号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（乾めん類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

211 告示
乾めん類についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年11月9日農林

水産省告示第1406号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（乾めん類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

212 告示
乾めん類についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年11月9日農林

水産省告示第1406号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（乾めん類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

213 告示
乾めん類についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年11月9日農林

水産省告示第1406号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（乾めん類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

214 告示
地鶏肉についての生産行程管

理者の認証の技術的基準

平成12年11月9日農林

水産省告示第1409号
農林水産省 第三号

生産行程管理担当

者講習

（地鶏肉）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

215 告示
地鶏肉についての生産行程管

理者の認証の技術的基準

平成12年11月9日農林

水産省告示第1409号
農林水産省 第五号

格付担当者講習

（地鶏肉）
対面講習

2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

216 告示
地鶏肉についての小分け業者

の認証の技術的基準

平成12年11月9日農林

水産省告示第1410号
農林水産省 第三号

小分け責任者講習

（地鶏肉）
対面講習

2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

217 告示
地鶏肉についての小分け業者

の認証の技術的基準

平成12年11月9日農林

水産省告示第1410号
農林水産省 第五号

格付表示担当者講

習

（地鶏肉）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

218 告示

食料缶詰及び食料瓶詰につい

ての取扱業者の認証の技術的

基準

平成13年7月31日農林

水産省告示第975号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（食料缶詰及び食

料瓶詰）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

219 告示

食料缶詰及び食料瓶詰につい

ての取扱業者の認証の技術的

基準

平成13年7月31日農林

水産省告示第975号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（食料缶詰及び食

料瓶詰）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

220 告示

食料缶詰及び食料瓶詰につい

ての取扱業者の認証の技術的

基準

平成13年7月31日農林

水産省告示第975号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（食料缶詰及び食

料瓶詰）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

221 告示

食料缶詰及び食料瓶詰につい

ての取扱業者の認証の技術的

基準

平成13年7月31日農林

水産省告示第975号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（食料缶詰及び食

料瓶詰）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

222 告示

生産情報公表牛肉についての

生産行程管理者及び外国生産

行程管理者の認証の技術的基

準

平成15年10月31日農林

水産省告示第1796号
農林水産省 第三号

生産行程管理担当

者講習

（生産情報公表牛

肉）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

223 告示

生産情報公表牛肉についての

生産行程管理者及び外国生産

行程管理者の認証の技術的基

準

平成15年10月31日農林

水産省告示第1796号
農林水産省 第五号

格付担当者講習

（生産情報公表牛

肉）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

224 告示

生産情報公表牛肉についての

小分け業者の認証の技術的基

準

平成15年10月31日農林

水産省告示第1797号
農林水産省 第三号

小分け責任者講習

（生産情報公表牛

肉）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

225 告示

生産情報公表牛肉についての

小分け業者の認証の技術的基

準

平成15年10月31日農林

水産省告示第1797号
農林水産省 第五号

格付表示担当者講

習

（生産情報公表牛

肉）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

226 告示

生産情報公表豚肉についての

生産行程管理者及び外国生産

行程管理者の認証の技術的基

準

平成16年6月25日農林

水産省告示第1221号
農林水産省 第三号

生産行程管理担当

者講習

（生産情報公表豚

肉）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

227 告示

生産情報公表豚肉についての

生産行程管理者及び外国生産

行程管理者の認証の技術的基

準

平成16年6月25日農林

水産省告示第1221号
農林水産省 第五号

格付担当者講習

（生産情報公表豚

肉）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

228 告示

生産情報公表豚肉についての

小分け業者の認証の技術的基

準

平成16年6月25日農林

水産省告示第1222号
農林水産省 第三号

小分け責任者講習

（生産情報公表豚

肉）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

229 告示

生産情報公表豚肉についての

小分け業者の認証の技術的基

準

平成16年6月25日農林

水産省告示第1222号
農林水産省 第五号

格付表示担当者講

習

（生産情報公表豚

肉）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

230 告示

手延べ干しめんについての生

産行程管理者の認証の技術的

基準

平成16年8月4日農林水

産省告示第1468号
農林水産省 第三号

生産行程管理担当

者講習

（手延べ干しめ

ん）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

231 告示

手延べ干しめんについての生

産行程管理者の認証の技術的

基準

平成16年8月4日農林水

産省告示第1468号
農林水産省 第五号

格付担当者講習

（手延べ干しめ

ん）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

232 告示
手延べ干しめんについての小

分け業者の認証の技術的基準

平成16年8月4日農林水

産省告示第1469号
農林水産省 第三号

小分け責任者講習

（手延べ干しめ

ん）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

233 告示
手延べ干しめんについての小

分け業者の認証の技術的基準

平成16年8月4日農林水

産省告示第1469号
農林水産省 第五号

格付表示担当者講

習

（手延べ干しめ

ん）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

234 告示

生産情報公表農産物について

の生産行程管理者及び外国生

産行程管理者の認証の技術的

基準

平成17年7月29日農林

水産省告示第1258号
農林水産省 第三号

生産行程管理担当

者講習

（生産情報公表農

産物）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

235 告示

生産情報公表農産物について

の生産行程管理者及び外国生

産行程管理者の認証の技術的

基準

平成17年7月29日農林

水産省告示第1258号
農林水産省 第五号

格付担当者講習

（生産情報公表農

産物）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

236 告示

生産情報公表農産物について

の小分け業者の認証の技術的

基準

平成17年7月29日農林

水産省告示第1259号
農林水産省 第三号

小分け責任者講習

（生産情報公表農

産物）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

237 告示

生産情報公表農産物について

の小分け業者の認証の技術的

基準

平成17年7月29日農林

水産省告示第1259号
農林水産省 第五号

格付表示担当者講

習

（生産情報公表農

産物）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

238 告示

有機農産物及び有機飼料（調

製又は選別の工程のみを経た

ものに限る。）についての生

産行程管理者及び外国生産行

程管理者の認証の技術的基準

平成17年11月25日農林

水産省告示第1830号
農林水産省 第三号

生産行程管理担当

者講習

（有機農産物又は

有機飼料）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。



239 告示

有機農産物及び有機飼料（調

製又は選別の工程のみを経た

ものに限る。）についての生

産行程管理者及び外国生産行

程管理者の認証の技術的基準

平成17年11月25日農林

水産省告示第1830号
農林水産省 第五号

格付担当者講習

（有機農産物又は

有機飼料）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

240 告示

有機加工食品及び有機飼料

（調製又は選別の工程以外の

工程を経たものに限る。）に

ついての生産行程管理者及び

外国生産行程管理者の認証の

技術的基準

平成17年11月25日農林

水産省告示第1831号
農林水産省 第三号

生産行程管理担当

者講習

（有機加工食品及

び有機飼料）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

241 告示

有機加工食品及び有機飼料

（調製又は選別の工程以外の

工程を経たものに限る。）に

ついての生産行程管理者及び

外国生産行程管理者の認証の

技術的基準

平成17年11月25日農林

水産省告示第1831号
農林水産省 第五号

格付担当者講習

（有機加工食品及

び有機飼料）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

242 告示

有機畜産物についての生産行

程管理者及び外国生産行程管

理者の認証の技術的基準

平成17年11月25日農林

水産省告示第1832号
農林水産省 第三号

生産行程管理担当

者講習

（有機畜産物）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

243 告示

有機畜産物についての生産行

程管理者及び外国生産行程管

理者の認証の技術的基準

平成17年11月25日農林

水産省告示第1832号
農林水産省 第五号

格付担当者講習

（有機畜産物）
対面講習

2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

244 告示

有機農産物、有機加工食品、

有機飼料及び有機畜産物につ

いての小分け業者及び外国小

分け業者の認証の技術的基準

平成17年11月25日農林

水産省告示第1833号
農林水産省 第三号

小分け責任者講習

（有機農産物、有

機加工食品、有機

飼料及び有機畜産

物）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

245 告示

有機農産物、有機加工食品、

有機飼料及び有機畜産物につ

いての小分け業者及び外国小

分け業者の認証の技術的基準

平成17年11月25日農林

水産省告示第1833号
農林水産省 第五号

格付表示担当者講

習

（有機農産物、有

機加工食品、有機

飼料及び有機畜産

物）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

246 告示

有機農産物、有機加工食品及

び有機畜産物についての輸入

業者の認証の技術的基準

平成17年11月25日農林

水産省告示第1834号
農林水産省 第三号

受入保管責任者講

習

（有機農産物、有

機加工食品、有機

飼料及び有機畜産

物）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

247 告示

有機農産物、有機加工食品及

び有機畜産物についての輸入

業者の認証の技術的基準

平成17年11月25日農林

水産省告示第1834号
農林水産省 第五号

格付表示担当者講

習

（有機農産物、有

機加工食品、有機

飼料及び有機畜産

物）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

248 告示
畳表についての取扱業者の認

証の技術的基準

平成19年10月31日農林

水産省告示第1353号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（畳表）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

249 告示
畳表についての取扱業者の認

証の技術的基準

平成19年10月31日農林

水産省告示第1353号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（畳表）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

250 告示
畳表についての取扱業者の認

証の技術的基準

平成19年10月31日農林

水産省告示第1353号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（畳表）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

251 告示
畳表についての取扱業者の認

証の技術的基準

平成19年10月31日農林

水産省告示第1353号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（畳表）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

252 告示
パン粉についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成19年11月28日農林

水産省告示第1492号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（パン粉）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

253 告示
パン粉についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成19年11月28日農林

水産省告示第1492号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（パン粉）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

254 告示
パン粉についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成19年11月28日農林

水産省告示第1492号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（パン粉）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

255 告示
パン粉についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成19年11月28日農林

水産省告示第1492号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（パン粉）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

256 告示

生産情報公表養殖魚について

の生産行程管理者の認証の技

術的基準

平成20年3月21日農林

水産省告示第417号
農林水産省 第三号

生産行程管理責任

者講習

（生産情報公表養

殖魚）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

257 告示

生産情報公表養殖魚について

の生産行程管理者の認証の技

術的基準

平成20年3月21日農林

水産省告示第417号
農林水産省 第五号

格付担当者講習

（生産情報公表養

殖魚）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

258 告示

生産情報公表養殖魚について

の小分け業者の認証の技術的

基準

平成20年3月21日農林

水産省告示第418号
農林水産省 第三号

小分け責任者講習

（生産情報公表養

殖魚）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

259 告示

生産情報公表養殖魚について

の小分け業者の認証の技術的

基準

平成20年3月21日農林

水産省告示第418号
農林水産省 第五号

格付表示担当者講

習

（生産情報公表養

殖魚）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

260 告示
そしゃく配慮食品についての

取扱業者の認証の技術的基準

平成28年8月17日農林

水産省告示第1569号
農林水産省 4.3.2

製造業者

品質管理責任者講

習

（そしゃく配慮食

品）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

261 告示
そしゃく配慮食品についての

取扱業者の認証の技術的基準

平成28年8月17日農林

水産省告示第1569号
農林水産省 4.5.2

製造業者

格付責任者講習

（そしゃく配慮食

品）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

262 告示
そしゃく配慮食品についての

取扱業者の認証の技術的基準

平成28年8月17日農林

水産省告示第1569号
農林水産省 4.5.3

製造業者

格付担当者講習

（そしゃく配慮食

品）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

263 告示
そしゃく配慮食品についての

取扱業者の認証の技術的基準

平成28年8月17日農林

水産省告示第1569号
農林水産省 5.3.2

非製造業者

品質管理責任者講

習

（そしゃく配慮食

品）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

264 告示
そしゃく配慮食品についての

取扱業者の認証の技術的基準

平成28年8月17日農林

水産省告示第1569号
農林水産省 5.5.2

非製造業者

格付責任者講習

（そしゃく配慮食

品）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

265 告示
そしゃく配慮食品についての

取扱業者の認証の技術的基準

平成28年8月17日農林

水産省告示第1569号
農林水産省 5.5.3

非製造業者

格付担当者講習

（そしゃく配慮食

品）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

266 告示
接着たて継ぎ材についての取

扱業者の認証の技術的基準

令和3年2月24日農林水

産省告示第295号
農林水産省 2.1.3.2

製造業者

品質管理責任者講

習

（接着たて継ぎ

材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

267 告示
接着たて継ぎ材についての取

扱業者の認証の技術的基準

令和3年2月24日農林水

産省告示第295号
農林水産省 2.1.5.2

製造業者

格付責任者講習

（接着たて継ぎ

材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

268 告示
接着たて継ぎ材についての取

扱業者の認証の技術的基準

令和3年2月24日農林水

産省告示第295号
農林水産省 2.1.5.3

製造業者

格付担当者講習

（接着たて継ぎ

材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

269 告示
接着たて継ぎ材についての取

扱業者の認証の技術的基準

令和3年2月24日農林水

産省告示第295号
農林水産省 2.2.5

製造業者

格付担当者講習

（接着たて継ぎ

材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

270 告示
接着たて継ぎ材についての取

扱業者の認証の技術的基準

令和3年2月24日農林水

産省告示第295号
農林水産省 3.1.3.2

非製造業者

品質管理責任者講

習

（接着たて継ぎ

材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

271 告示
接着たて継ぎ材についての取

扱業者の認証の技術的基準

令和3年2月24日農林水

産省告示第295号
農林水産省 3.1.5.2

非製造業者

格付責任者講習

（接着たて継ぎ

材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。



272 告示
接着たて継ぎ材についての取

扱業者の認証の技術的基準

令和3年2月24日農林水

産省告示第295号
農林水産省 3.1.5.3

非製造業者

格付担当者講習

（接着たて継ぎ

材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

273 告示
接着たて継ぎ材についての取

扱業者の認証の技術的基準

令和3年2月24日農林水

産省告示第295号
農林水産省 3.2.5

非製造業者

格付担当者講習

（接着たて継ぎ

材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

274 告示
集成材についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第813号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（集成材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

275 告示
集成材についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第813号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（集成材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

276 告示
集成材についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第813号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（集成材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

277 告示
集成材についての取扱業者の

認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第813号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（集成材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

278 告示
フローリングについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第814号
農林水産省 2.1.3.2

製造業者

品質管理責任者講

習

（フローリング）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

279 告示
フローリングについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第814号
農林水産省 2.1.5.2

製造業者

格付責任者講習

（フローリング）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

280 告示
フローリングについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第814号
農林水産省 2.1.5.3

製造業者

格付担当者講習

（フローリング）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

281 告示
フローリングについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第814号
農林水産省 2.2.5

製造業者

格付担当者講習

（フローリング）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

282 告示
フローリングについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第814号
農林水産省 3.1.3.2

非製造業者

品質管理責任者講

習

（フローリング）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

283 告示
フローリングについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第814号
農林水産省 3.1.5.2

非製造業者

格付責任者講習

（フローリング）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

284 告示
フローリングについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第814号
農林水産省 3.1.5.3

非製造業者

格付担当者講習

（フローリング）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

285 告示
フローリングについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第814号
農林水産省 3.2.5

非製造業者

格付担当者講習

（フローリング）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

286 告示
単板積層材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第815号
農林水産省 2.1.3.2

製造業者

品質管理責任者講

習

（単板積層材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

287 告示
単板積層材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第815号
農林水産省 2.1.5.2

製造業者

格付責任者講習

（単板積層材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

288 告示
単板積層材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第815号
農林水産省 2.1.5.3

製造業者

格付担当者講習

（単板積層材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

289 告示
単板積層材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第815号
農林水産省 2.2.5

製造業者

格付担当者講習

（単板積層材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

290 告示
単板積層材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第815号
農林水産省 3.1.3.2

非製造業者

品質管理責任者講

習

（単板積層材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

291 告示
単板積層材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第815号
農林水産省 3.1.5.2

非製造業者

格付責任者講習

（単板積層材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

292 告示
単板積層材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第815号
農林水産省 3.1.5.3

非製造業者

格付担当者講習

（単板積層材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

293 告示
単板積層材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第815号
農林水産省 3.2.5

非製造業者

格付担当者講習

（単板積層材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

294 告示
構造用パネルについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第816号
農林水産省 2.1.3.2

製造業者

品質管理責任者講

習

（構造用パネル）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

295 告示
構造用パネルについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第816号
農林水産省 2.1.5.2

製造業者

格付責任者講習

（構造用パネル）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

296 告示
構造用パネルについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第816号
農林水産省 2.1.5.3

製造業者

格付担当者講習

（構造用パネル）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

297 告示
構造用パネルについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第816号
農林水産省 2.2.5

製造業者

格付担当者講習

（構造用パネル）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

298 告示
構造用パネルについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第816号
農林水産省 3.1.3.2

非製造業者

品質管理責任者講

習

（構造用パネル）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

299 告示
構造用パネルについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第816号
農林水産省 3.1.5.2

非製造業者

格付責任者講習

（構造用パネル）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

300 告示
構造用パネルについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第816号
農林水産省 3.1.5.3

非製造業者

格付担当者講習

（構造用パネル）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

301 告示
構造用パネルについての取扱

業者の認証の技術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第816号
農林水産省 3.2.5

非製造業者

格付担当者講習

（構造用パネル）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

302 告示

枠組壁工法構造用製材及び枠

組壁工法構造用たて継ぎ材に

ついての取扱業者の認証の技

術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第817号
農林水産省 2.1.3.2

製造業者

品質管理責任者講

習

（枠組壁工法構造

用製材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

303 告示

枠組壁工法構造用製材及び枠

組壁工法構造用たて継ぎ材に

ついての取扱業者の認証の技

術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第817号
農林水産省 2.1.5.2

製造業者

格付責任者講習

（枠組壁工法構造

用製材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

304 告示

枠組壁工法構造用製材及び枠

組壁工法構造用たて継ぎ材に

ついての取扱業者の認証の技

術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第817号
農林水産省 2.1.5.3

製造業者

格付担当者講習

（枠組壁工法構造

用製材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

305 告示

枠組壁工法構造用製材及び枠

組壁工法構造用たて継ぎ材に

ついての取扱業者の認証の技

術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第817号
農林水産省 2.2.5

製造業者

格付担当者講習

（枠組壁工法構造

用製材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。



306 告示

枠組壁工法構造用製材及び枠

組壁工法構造用たて継ぎ材に

ついての取扱業者の認証の技

術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第817号
農林水産省 3.1.3.2

非製造業者

品質管理責任者講

習

（枠組壁工法構造

用製材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

307 告示

枠組壁工法構造用製材及び枠

組壁工法構造用たて継ぎ材に

ついての取扱業者の認証の技

術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第817号
農林水産省 3.1.5.2

非製造業者

格付責任者講習

（枠組壁工法構造

用製材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

308 告示

枠組壁工法構造用製材及び枠

組壁工法構造用たて継ぎ材に

ついての取扱業者の認証の技

術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第817号
農林水産省 3.1.5.3

非製造業者

格付担当者講習

（枠組壁工法構造

用製材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

309 告示

枠組壁工法構造用製材及び枠

組壁工法構造用たて継ぎ材に

ついての取扱業者の認証の技

術的基準

平成12年6月9日農林水

産省告示第817号
農林水産省 3.2.5

非製造業者

格付担当者講習

（枠組壁工法構造

用製材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

310 告示
製材についての取扱業者の認

証の技術的基準

平成13年8月28日農林

水産省告示第1137号
農林水産省 2.1.3.2

製造業者

品質管理責任者講

習

（製材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

311 告示
製材についての取扱業者の認

証の技術的基準

平成13年8月28日農林

水産省告示第1137号
農林水産省 2.1.5.2

製造業者

格付責任者講習

（製材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

312 告示
製材についての取扱業者の認

証の技術的基準

平成13年8月28日農林

水産省告示第1137号
農林水産省 2.1.5.3

製造業者

格付担当者講習

（製材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

313 告示
製材についての取扱業者の認

証の技術的基準

平成13年8月28日農林

水産省告示第1137号
農林水産省 2.2.5

製造業者

格付担当者講習

（製材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

314 告示
製材についての取扱業者の認

証の技術的基準

平成13年8月28日農林

水産省告示第1137号
農林水産省 3.1.3.2

非製造業者

品質管理責任者講

習

（製材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

315 告示
製材についての取扱業者の認

証の技術的基準

平成13年8月28日農林

水産省告示第1137号
農林水産省 3.1.5.2

非製造業者

格付責任者講習

（製材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

316 告示
製材についての取扱業者の認

証の技術的基準

平成13年8月28日農林

水産省告示第1137号
農林水産省 3.1.5.3

非製造業者

格付担当者講習

（製材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

317 告示
製材についての取扱業者の認

証の技術的基準

平成13年8月28日農林

水産省告示第1137号
農林水産省 3.2.5

非製造業者

格付担当者講習

（製材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

318 告示
合板についての取扱業者の認

証の技術的基準

平成15年3月28日農林

水産省告示第544号
農林水産省 2.3.2

製造業者

品質管理責任者講

習

（合板）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

319 告示
合板についての取扱業者の認

証の技術的基準

平成15年3月28日農林

水産省告示第544号
農林水産省

2.5.2

2.5.3

製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（合板）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

320 告示
合板についての取扱業者の認

証の技術的基準

平成15年3月28日農林

水産省告示第544号
農林水産省 3.3,2

非製造業者

品質管理責任者講

習

（合板）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

321 告示
合板についての取扱業者の認

証の技術的基準

平成15年3月28日農林

水産省告示第544号
農林水産省

3.5,2

3.5.3

非製造業者

格付責任者及び格

付担当者講習

（合板）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

322 告示

日本農林規格等に関する法律

施行規則第四十八条第二項の

主務大臣が定める農林物資に

ついての取扱業者の認証の技

術的基準等

平成18年2月7日農林水

産省告示第125号
農林水産省 2.3

格付担当者講習

（農林物質）
対面講習

2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

323 告示
直交集成板についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成25年12月20日農林

水産省告示第3080号
農林水産省 2.1.3.2

製造業者

品質管理責任者講

習

（直交集成板）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

324 告示
直交集成板についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成25年12月20日農林

水産省告示第3080号
農林水産省 2.1.5.2

製造業者

格付責任者講習

（直交集成板）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

325 告示
直交集成板についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成25年12月20日農林

水産省告示第3080号
農林水産省 2.1.5.3

製造業者

格付担当者講習

（直交集成板）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

326 告示
直交集成板についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成25年12月20日農林

水産省告示第3080号
農林水産省 2.2.5

製造業者

格付担当者講習

（直交集成板）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

327 告示
直交集成板についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成25年12月20日農林

水産省告示第3080号
農林水産省 3.1.3.2

非製造業者

品質管理責任者講

習

（直交集成板）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

328 告示
直交集成板についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成25年12月20日農林

水産省告示第3080号
農林水産省 3.1.5.2

非製造業者

格付責任者講習

（直交集成板）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

329 告示
直交集成板についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成25年12月20日農林

水産省告示第3080号
農林水産省 3.1.5.3

非製造業者

格付担当者講習

（直交集成板）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

330 告示
直交集成板についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成25年12月20日農林

水産省告示第3080号
農林水産省 3.2.5

非製造業者

格付担当者講習

（直交集成板）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

331 告示
接着重ね材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成31年1月31日農林

水産省告示第186号
農林水産省 2.1.3.2

製造業者

品質管理責任者講

習

（接着重ね材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

332 告示
接着重ね材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成31年1月31日農林

水産省告示第186号
農林水産省 2.1.5.2

製造業者

格付責任者講習

（接着重ね材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

333 告示
接着重ね材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成31年1月31日農林

水産省告示第186号
農林水産省 2.1.5.3

製造業者

格付担当者講習

（接着重ね材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

334 告示
接着重ね材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成31年1月31日農林

水産省告示第186号
農林水産省 2.2.5

製造業者

格付担当者講習

（接着重ね材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

335 告示
接着重ね材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成31年1月31日農林

水産省告示第186号
農林水産省 3.1.3.2

非製造業者

品質管理責任者講

習

（接着重ね材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

336 告示
接着重ね材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成31年1月31日農林

水産省告示第186号
農林水産省 3.1.5.2

非製造業者

格付責任者講習

（接着重ね材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

337 告示
接着重ね材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成31年1月31日農林

水産省告示第186号
農林水産省 3.1.5.3

非製造業者

格付担当者講習

（接着重ね材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

338 告示
接着重ね材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成31年1月31日農林

水産省告示第186号
農林水産省 3.2.5

非製造業者

格付担当者講習

（接着重ね材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

339 告示
接着合せ材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成31年1月31日農林

水産省告示第187号
農林水産省 2.1.3.2

製造業者

品質管理責任者講

習

（接着合せ材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。



340 告示
接着合せ材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成31年1月31日農林

水産省告示第187号
農林水産省 2.1.5.2

製造業者

格付責任者講習

（接着合せ材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

341 告示
接着合せ材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成31年1月31日農林

水産省告示第187号
農林水産省 2.1.5.3

製造業者

格付担当者講習

（接着合せ材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

342 告示
接着合せ材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成31年1月31日農林

水産省告示第187号
農林水産省 2.2.5

製造業者

格付担当者講習

（接着合せ材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

343 告示
接着合せ材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成31年1月31日農林

水産省告示第187号
農林水産省 3.1.3.2

非製造業者

品質管理責任者講

習

（接着合せ材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

344 告示
接着合せ材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成31年1月31日農林

水産省告示第187号
農林水産省 3.1.5.2

非製造業者

格付責任者講習

（接着合せ材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

345 告示
接着合せ材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成31年1月31日農林

水産省告示第187号
農林水産省 3.1.5.3

非製造業者

格付担当者講習

（接着合せ材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

346 告示
接着合せ材についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成31年1月31日農林

水産省告示第187号
農林水産省 3.2.5

非製造業者

格付担当者講習

（接着合せ材）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

347 告示
農林水産大臣の定める講習の

基準

平成14年12月12日農林

水産省告示第1834号
農林水産省 題名

遊漁船業務主任者

講習
対面講習

2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、遊漁船業の適正化に関する法律の一部を改正

する法律の施行について、「遊漁船業の適正化に関する法律

の一部を改正する法律の施行について（通知）」（令和５年

12月25日付５水管第2379号）を発出し、当該通知の中で遊

漁船業務主任者講習について、デジタル手段を用いた実施を

許容することを明確化する趣旨を周知した。

348 告示
煮干魚類についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月25日農林

水産省告示第1344号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（煮干魚類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

349 告示
煮干魚類についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月25日農林

水産省告示第1344号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者講習

（煮干魚類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

350 告示
煮干魚類についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月25日農林

水産省告示第1344号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（煮干魚類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

351 告示
煮干魚類についての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月25日農林

水産省告示第1344号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者講習

（煮干魚類）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

352 告示
削りぶしについての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月25日農林

水産省告示第1349号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（削りぶし）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

353 告示
削りぶしについての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月25日農林

水産省告示第1349号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者講習

（削りぶし）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

354 告示
削りぶしについての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月25日農林

水産省告示第1349号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（削りぶし）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

355 告示
削りぶしについての取扱業者

の認証の技術的基準

平成12年10月25日農林

水産省告示第1349号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者講習

（削りぶし）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

356 告示
風味調味料についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成13年7月31日農林

水産省告示第976号
農林水産省 第一

製造業者

品質管理責任者講

習

（風味調味料）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

357 告示
風味調味料についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成13年7月31日農林

水産省告示第976号
農林水産省 第一

製造業者

格付責任者講習

（風味調味料）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

358 告示
風味調味料についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成13年7月31日農林

水産省告示第976号
農林水産省 第二

非製造業者

品質管理責任者講

習

（風味調味料）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

359 告示
風味調味料についての取扱業

者の認証の技術的基準

平成13年7月31日農林

水産省告示第976号
農林水産省 第二

非製造業者

格付責任者講習

（風味調味料）

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、登録認証機関及び登録外国認証機関の登録の

基準等に関するＱ＆Ａの改正により、講習申込、講習受講、

修了証発行の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段

によることを許容することを明確化する趣旨の見直しを行っ

た。

360 告示

液化石油ガスの保安の確保及

び取引の適正化に関する法律

施行規則第三十六条第二項の

講習の実施について必要な事

項

平成9年3月13日通商産

業省告示第117号
経済産業省 題名

保安業務員講習

調査員講習
対面講習 1-②

2-1①

2-1②
要 令和５年中 完了済み

高圧ガス保安協会が実施する講習は令和６年４月１日より検

定を除き全てオンライン化する。

https://www.khk.or.jp/Portals/0/khk/edu/schR03/2021_1

0_18_Web_onlinekoushuukeikaku.pdf

361 告示 液化石油ガス設備士講習規程
平成9年3月13日通商産

業省告示第118号
経済産業省 題名

液化石油ガス設備

士講習
対面講習 1-②

2-1①

2-1②
要 令和５年中 完了済み

高圧ガス保安協会が実施する講習は令和６年４月１日より筆

記試験及び技能試験を除き全てオンライン化する。

https://www.khk.or.jp/Portals/0/khk/edu/schR03/2021_1

0_18_Web_onlinekoushuukeikaku.pdf

362 告示

液化石油ガスの保安の確保及

び取引の適正化に関する法律

施行規則第九十三条第一項の

規定により高圧ガス保安協会

が行う講習の実施について必

要な事項

平成9年3月13日通商産

業省告示第119号
経済産業省 題名

液化石油ガス設備

工事に関する講習
対面講習 1-②

2-1①

2-1②
要 令和５年中 完了済み

高圧ガス保安協会が実施する講習は令和６年４月１日より能

力調査を除き全てオンライン化する。

https://www.khk.or.jp/Portals/0/khk/edu/schR03/2021_1

0_18_Web_onlinekoushuukeikaku.pdf

363 告示 充てん作業者講習規程
平成9年3月13日通商産

業省告示第120号
経済産業省 題名 充てん作業者講習 対面講習 1-②

2-1①

2-1②
要 令和５年中 完了済み

高圧ガス保安協会が実施する講習は令和６年４月１日より修

了試験及び実習を除き全てオンライン化する。

https://www.khk.or.jp/Portals/0/khk/edu/schR03/2021_1

0_18_Web_onlinekoushuukeikaku.pdf

,

364 告示

電気事業法施行規則第五十二

条の二第一号ロの要件等に関

する告示

平成15年7月1日経済産

業省告示第249号
経済産業省 第一条

自家用電気工作物

の

保安管理業務に関

する講習

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」を経産省HPに公開し、

自家用電気工作物の保安管理業務に関する講習、ダム水路主

任技術者講習、ボイラー・タービン主任技術者講習について

は、これらの条項の規定上、当該講習に係る申込・受講・修

了証の発行の全てのプロセスにおいて、オンライン会議シス

テムの活用等デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を

明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/law/index.html

371 通知・通達
主任技術者制度の解釈及び運

用（内規）

平成31年3月31日保局

第304-1号
経済産業省 二（二）

ダム水路主任技術

者講習
対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」を経産省HPに公開し、

自家用電気工作物の保安管理業務に関する講習、ダム水路主

任技術者講習、ボイラー・タービン主任技術者講習について

は、これらの条項の規定上、当該講習に係る申込・受講・修

了証の発行の全てのプロセスにおいて、オンライン会議シス

テムの活用等デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を

明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/law/index.html

372 通知・通達
主任技術者制度の解釈及び運

用（内規）
令和3年3月1日 経済産業省 二（三）

ボイラー・タービ

ン主任技術者講習
対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」を経産省HPに公開し、

自家用電気工作物の保安管理業務に関する講習、ダム水路主

任技術者講習、ボイラー・タービン主任技術者講習について

は、これらの条項の規定上、当該講習に係る申込・受講・修

了証の発行の全てのプロセスにおいて、オンライン会議シス

テムの活用等デジタル技術の活用を妨げるものではない旨を

明確化した。

URL：

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_s

afety/law/index.html

374 告示

船員法施行規則第七十七条の

六第一項の規定に基づく国土

交通大臣が告示で定める基準

平成11年7月16日運輸

省告示第438号
国土交通省 本則

船員法に基づく

危険物等取扱責任

者講習

対面講習 2-1①

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 未了

講習機関と調整を開始したところ、通達の記載内容

に影響する受講者の不正防止等の重要な論点が新た

に浮上したため、やむを得ず予定外の検討期間を要

しているもの。

令和6年5月

オンライン化を拡大するにあたって現実的

に可能な対応を講習機関に確認したうえ

で、通達内容について十分に検討する必要

があるため。

376 告示

建設業法施行規則第七条の三

第三号の規定に基づく国土交

通大臣が認める登録基幹技能

者講習

平成30年3月15日国土

交通省告示第435号
国土交通省 題名

登録基幹技能者講

習
対面講習

2-1①

2-1②

2-1③

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

本講習の実施団体は、5年に1度更新手続きが必要である。昨

年度末より、この更新時にWEB講習への移行についても考慮

いただくよう実施団体へ周知をしてきたところ。(新規登録

希望団体へも働きかけ)

また、従前の調査において記載していた「WEB講習とテスト

センター」の組み合わせた形で非対面の講習実施する団体

が、今年度より講習業務を開始した。現在、この先行事例を

紹介しながら、当該団体にも協力をいただき、ノウハウを他

団体へ共有している。こうした働きかけもあり、これまで対

面講習を実施をしていた団体からデジタル化移行表明を受

け、順次移行に向けた対応を団体個別に行っている。

380 告示
倉庫業法第三条の登録の基準

等に関する告示

平成14年1月31日国土

交通省告示第43号
国土交通省 第二十一条

倉庫管理主任者講

習
対面講習 2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 未了
講習を実施する業界団体との間での調整に時間を要

しているため。
令和6年3月

別件で通達等の改正を予定しており、併せ

て当該案件についても見直しを行うため。



381 告示

旅客自動車運送事業運輸規則

第四十七条の九第三項、第四

十八条の四第一項、第四十八

条の五第一項及び第四十八条

の十二第二項の運行の管理に

関する講習の種類等を定める

告示

平成24年4月13日国土

交通省告示第454号
国土交通省 題名

旅客自動車運送事

業

運行の管理に関す

る講習

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②
要 令和５年中 完了済み

令和５年４月２４日付けで事務連絡を発出し、左記講習の申

込や講習の実施等については、オンラインで実施することを

妨げるものではない旨を周知した。

382 告示

旅客自動車運送事業運輸規則

に基づく運行の管理に関する

講習の認定に関する実施要領

平成24年4月13日国土

交通省告示第458号
国土交通省 題名

旅客自動車運送事

業

運行の管理に関す

る講習

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②
要 令和５年中 完了済み

令和５年４月２４日付けで事務連絡を発出し、左記講習の申

込や講習の実施等については、オンラインで実施することを

妨げるものではない旨を周知した。

383 告示

旅客自動車運送事業運輸規則

第四十七条の九第三項、第四

十八条の四第一項、第四十八

条の五第一項及び第四十八条

の十二第二項に規定する国土

交通大臣が認定する講習

平成14年2月1日国土交

通省告示第46号
国土交通省 題名

旅客自動車運送事

業

運行の管理に関す

る講習

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②
要 令和５年中 完了済み

令和５年４月２４日付けで事務連絡を発出し、左記講習の申

込や講習の実施等については、オンラインで実施することを

妨げるものではない旨を周知した。

386 告示

船員法施行規則第七十七条の

七第四項第二号及び第五項第

二号並びに第九号表第四号２

及び第十号表第二号１の規定

に基づく国土交通大臣が告示

で定める基準

平成29年9月29日国土

交通省告示第879号
国土交通省 第1項

消火、タンカーの

安全の確保、海洋

汚染の防止等の講

習

対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 未了

講習機関と調整を開始したところ、通達の記載内容

に影響する受講者の不正防止等の重要な論点が新た

に浮上したため、やむを得ず予定外の検討期間を要

しているもの。

令和6年5月

オンライン化を拡大するにあたって現実的

に可能な対応を講習機関に確認したうえ

で、通達内容について十分に検討する必要

があるため。

387 告示

船員法施行規則第七十七条の

七第四項第二号及び第五項第

二号並びに第九号表第四号２

及び第十号表第二号１の規定

に基づく国土交通大臣が告示

で定める基準

令和4年3月31日国土交

通省告示 第410号
国土交通省 第3項

乙種危険物等取扱

責任者講習

(低引火点燃料)

対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 未了

講習機関と調整を開始したところ、通達の記載内容

に影響する受講者の不正防止等の重要な論点が新た

に浮上したため、やむを得ず予定外の検討期間を要

しているもの。

令和6年5月

オンライン化を拡大するにあたって現実的

に可能な対応を講習機関に確認したうえ

で、通達内容について十分に検討する必要

があるため。

389 告示

船員法施行規則第七十七条の

十二第三項第二号等の規定に

基づく国土交通大臣が告示で

定める基準に適合する講習の

内容を定める件

平成30年6月22日国土

交通省告示第773号
国土交通省 題名

特定海域航行船舶

の

安全運航等に係る

講習

対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 未了

講習機関と調整を開始したところ、通達の記載内容

に影響する受講者の不正防止等の重要な論点が新た

に浮上したため、やむを得ず予定外の検討期間を要

しているもの。

令和6年5月

オンライン化を拡大するにあたって現実的

に可能な対応を講習機関に確認したうえ

で、通達内容について十分に検討する必要

があるため。

392 告示

貨物自動車運送事業輸送安全

規則第十八条第三項、第二十

三条第一項、第二十四条第一

項及び第三十一条第二項の運

行の管理に関する講習の種類

等を定める告示

平成24年4月13日国土

交通省告示第455号
国土交通省 題名

貨物自動車運送事

業

運行管理者講習

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②
要 令和５年中 完了済み

令和５年４月２４日付けで事務連絡を発出し、左記講習の申

込や講習の実施等については、オンラインで実施することを

妨げるものではない旨を周知した。

393 告示

貨物自動車運送事業輸送安全

規則に基づく運行の管理に関

する講習の認定に関する実施

要領

平成24年4月13日国土

交通省告示第459号
国土交通省 題名

貨物自動車運送事

業

運行管理者講習

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②
要 令和５年中 完了済み

令和５年４月２４日付けで事務連絡を発出し、左記講習の申

込や講習の実施等については、オンラインで実施することを

妨げるものではない旨を周知した。

395 告示
既存住宅状況調査技術者講習

登録規程

平成29年２月３日国土

交通省告示第81号
国土交通省 第７条

既存住宅状況調査

技術者講習
対面講習

2-1①

2-1②
3-1 要 令和５年中 完了済み

既存住宅状況調査技術者講習登録規程（平成29年国土交通省

告示第81号）の改正（令和５年12月公布、施行）により、

修了証発行をデジタル原則に適合する手段によることを可能

とする趣旨の見直しを行うとともに、「既存住宅状況調査技

術者講習登録規程の解説」（令和５年12月22日付）の発出

により、修了証発行をデジタル原則に適合する手段によるこ

とが原則であることを明確化する趣旨の見直しを行った。

396 通知・通達
旅客自動車運送事業運輸規則

の解釈及び運用について

平成14年1月30日国自

整 / 国自総 / 国自旅第

149号

国土交通省 第四八条の四

旅客自動車運送事

業

特別講習

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②
要 令和５年中 完了済み

令和５年４月２４日付けで事務連絡を発出し、左記講習の申

込や講習の実施等については、オンラインで実施することを

妨げるものではない旨を周知した。

397 通知・通達
旅客自動車運送事業運輸規則

の解釈及び運用について

平成14年1月30日国自

整 / 国自総 / 国自旅第

149号

国土交通省 第四八条の五

旅客自動車運送事

業

基礎講習

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②
要 令和５年中 完了済み

令和５年４月２４日付けで事務連絡を発出し、左記講習の申

込や講習の実施等については、オンラインで実施することを

妨げるものではない旨を周知した。

398 通知・通達
貨物自動車運送事業輸送安全

規則の解釈及び運用について

平成15年3月10日国自

貨 / 国自整 / 国自総第

118号

国土交通省 第二三条 運行管理者の研修 対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②
要 令和５年中 完了済み

令和５年４月２４日付けで事務連絡を発出し、左記講習の申

込や講習の実施等については、オンラインで実施することを

妨げるものではない旨を周知した。

399 通知・通達

超軽量動力機等に関する航空

法第２８条第３項の許可の手

続き等に関する事務処理要領

平成13年4月1日国空乗

第53号
国土交通省 1　3）

定期講習（操縦指

導者）
対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和5年12月、「『超軽量動力機等に関する航空法第28条第

３項の許可の手続き等について』及び 『超軽量動力機等に

関する航空法第28 条第３項の許可の手続き等に関する事務

処理要領』の一部改正について」（令和5年12月20日付　国

空安政第1986 号）の発出により、オンラインでの講習の受

講を許容する旨を通知上明確化する趣旨の見直しを行った。

400 通知・通達

超軽量動力機等に関する航空

法第２８条第３項の許可の手

続き等に関する事務処理要領

平成13年4月1日国空乗

第53号
国土交通省 2　2） 学科講習会 対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和5年12月、「『超軽量動力機等に関する航空法第28条第

３項の許可の手続き等について』及び 『超軽量動力機等に

関する航空法第28 条第３項の許可の手続き等に関する事務

処理要領』の一部改正について」（令和5年12月20日付　国

空安政第1986 号）の発出により、オンラインでの講習の受

講を許容する旨を通知上明確化する趣旨の見直しを行った。

407 通知・通達

インターネットを活用した通

訳案内研修及び修了試験につ

いて

令和２年３月26日付

人材政策室発事務連絡
国土交通省 題名 通訳案内研修 対面講習

2-1①

2-1②

2-1③

3-1 要 令和５年中 未了
事務連絡の発出に際して、団体側との調整に時間を

要しているため。
令和6年6月

デジタル完結を基本とするにあたり、関係

団体と十分に調整する必要があるため。

53 告示

電気通信主任技術者規則第六

十一条第一項第三号の規定に

基づく総務大臣が定める登録

講習機関が行う講習の講義内

容、教材に含める事項及び講

義時間

平成26年11月27日総務

省告示第409号
総務省 題名

電気通信主任技術

者講習
対面講習

2-1①

2-1②2-1

③

3-1 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、登録講習機関である一般財団法人日本データ

通信協会に対し、事務連絡文書にて「電気通信主任技術者講

習」の実施にあたってはオンラインにより実施する旨を周知

した。

54 告示

無線従事者規則第三十四条第

七号の規定に基づく認定講習

課程について総務大臣が別に

告示する要件及び講習時間並

びに実施要領

平成24年1月11日総務

省告示第3号
総務省 題名 認定講習課程 対面講習

2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年５月、認定講習機関である公益財団法人日本無線協

会に対し、事務連絡文書にて、講習に付随する各種手続（受

験申込、修了証発行）についてもオンラインにより実施が可

能である旨を周知した。

58 告示

社会教育主事講習等規程第七

条第三項に規定する学修を定

める件

平成21年8月3日文部科

学省告示第126号
文部科学省 題名 社会教育主事講習 対面講習 1-② 3-1 要 令和５年中 完了済み

令和5年3月に「社会教育主事講習及び社会教育主事養成課程

におけるデジタル化の進展を踏まえた対応について（通

知）」を発出し講習の一連のプロセスにおいてデジタル完結

による手段で実施するよう周知した。

59 告示

図書館法施行規則第五条第三

項及び第六条第三項に規定す

る学修を定める件

平成21年8月3日文部科

学省告示第127号
文部科学省 第一条

司書及び司書補の

講習
対面講習 1-② 3-1 要 令和５年中 完了済み

令和5年3月に「司書及び司書補の講習におけるデジタル化の

進展を踏まえた対応について（通知）」を発出し講習の一連

のプロセスにおいてデジタル完結による手段で実施するよう

周知した。

60 告示

図書館法施行規則第五条第三

項及び第六条第三項に規定す

る学修を定める件

平成21年8月3日文部科

学省告示第127号
文部科学省 第二条

司書及び司書補の

講習
対面講習 1-② 3-1 要 令和５年中 完了済み

令和5年3月に「司書及び司書補の講習におけるデジタル化の

進展を踏まえた対応について（通知）」を発出し講習の一連

のプロセスにおいてデジタル完結による手段で実施するよう

周知した。

72 告示

労働安全衛生法及びこれに基

づく命令に係る登録及び指定

に関する省令第二十五条の二

十一第一項第三号の規定に基

づき厚生労働大臣が定める筆

記試験免除講習の講習科目の

範囲及び時間

平成21年3月30日厚生

労働省告示第141号
厚生労働省 題名 筆記試験免除講習 対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和5年12月に「インターネット等を介したｅラーニング等

により行われる労働安全衛生法に基づく安全衛生教育等の実

施について」(令和3年１月25日付け基安安発0125第２号基

安労発0125第１号基安化発0125第1号)を改正し、当該講習

がオンラインで実施可能なこと、オンライン申込みが可能な

こと及び修了証をデジタル発行可能なこと並びにその際の留

意事項を明確化した。

99 通知・通達
港湾労働者派遣事業関係業務

取扱要領
令和3年9月30日 厚生労働省

２ 港湾労働者

雇用安定セン

ターの業務

(1) 派遣元責任

者講習

派遣労働者に係る

雇用管理の適正な

実施のために必要

な知識を習得させ

るための講習

対面講習
2-1②

2-1③

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

従来、派遣元責任者講習のうち一部講義は対面受講が前提で

あったが、全てオンラインで受講可能となるよう、令和５年

12月25日付けで「港湾労働者派遣事業関係業務取扱要領」

を改正（適用は令和６年１月１日）。

76 告示

介護保険法施行規則第二十二

条の三十三第二号の厚生労働

大臣が定める講習の内容

平成18年3月31日厚生

労働省告示第269号
厚生労働省 題名

福祉用具専門相談

員指定講習会
対面講習 1-②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

令和５年12月に「福祉用具専門相談員指定講習の実施に係る

オンラインの活用について」を発出し、福祉用具専門相談員

指定講習について受講はもとより、受講の申込みや修了証の

発行等の講習に係る手続きについても、ICT等を活用してオ

ンラインで実施することが差し支えない旨周知した。

75 告示

理学療法士作業療法士学校養

成施設指定規則第二条第一項

第五号イ及び第三条第一項第

四号イの規定に基づき厚生労

働大臣の指定する講習会

令和3年10月25日厚生

労働省告示第379号
厚生労働省 題名

理学療法士専任教

員講習
対面講習

2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て修了証の発行を含む一連の手続きにおいてデジタル化を妨げ

るものではない旨へ規制の明確化を行った。

84 通知・通達
理学療法士作業療法士養成施

設指導ガイドラインについて

平成30年10月5日医政

発第1005-1号
厚生労働省 8

理学療法士作業療

法士

実習指導者講習

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て修了証の発行を含む一連の手続きにおいてデジタル化を妨げ

るものではない旨へ規制の明確化を行った。

85 通知・通達
理学療法士作業療法士養成施

設指導ガイドラインについて

平成30年10月5日医政

発第1005-1号
厚生労働省 8

理学療法士作業療

法士

専任教員養成講習

対面講習
2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て修了証の発行を含む一連の手続きにおいてデジタル化を妨げ

るものではない旨へ規制の明確化を行った。

97 通知・通達
はり師及びきゅう師養成施設

指導ガイドラインについて

平成27年3月31日医政

発第331034号
厚生労働省

〔別紙〕

はり師及びきゅ

う師養成施設指

導ガイドライン

9　実習に関す

る事項

(4)　施術所

は、次の要件を

満たしているこ

と。

臨床実習指導者講

習
対面講習

2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て修了証の発行を含む一連の手続きにおいてデジタル化を妨げ

るものではない旨へ規制の明確化を行った。

98 通知・通達
あん摩マッサージ指圧師に係

る養成施設指導要領について

平成27年3月31日医政

発第331035号
厚生労働省

〔別紙〕

あん摩マッサー

ジ指圧師、はり

師及びきゅう師

養成施設指導要

領

9　実習に関す

る事項

(4)　施術所

は、次の要件を

満たしているこ

と。

あはき師臨床実習

指導者講習
対面講習

2-1①

2-1②

2-1①

2-1②

2-1③

要 令和５年中 完了済み

2023年12月28日、厚生労働省ＨＰ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37195.html）におい

て修了証の発行を含む一連の手続きにおいてデジタル化を妨げ

るものではない旨へ規制の明確化を行った。

7 告示

事業用電気通信設備規則第十

六条第三項等の規定に基づく

事業用電気通信設備規則の細

目

昭和60年4月1日郵政省

告示第228号
総務省 第十六条第四項

電力の供給が停止

した場合にその取

り扱う通信が停止

するおそれがある

ことの掲示

書面掲示 2-①② 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和5年9月26日の改正により、周知方法から「建築物等に

おいて掲示する方法」を削除し、「インターネットを利用す

る方法」を残して例示している。

8 告示

危険物の規制に関する規則第

七条の五の規定により総務大

臣が定める方法

平成14年10月7日総務

省告示第569号
総務省 第七条の五

技術上の基準に従

つて危険物を貯蔵

等すべき命令をし

た場合の掲示義務

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、公示の方法について総務省のホームページに

掲載する方法を定めるよう告示（危険物の規制に関する規則

第七条の五の規定により総務大臣が定める方法の一部を改正

する件）を改正し、その旨を官報に掲載した。

9 告示
一般貨物自動車運送事業者用

標準信書便約款

平成27年11月27日総務

省告示第410号
総務省

第三十三条第三

項

提供区域の掲示義

務
書面掲示 1-① 3-4 要 令和５年中 未了

本件標準信書便約款は国土交通省の標準貨物自動車

特定信書便運送約款と同一の内容となっているとこ

ろ、いわゆる物流の2024年問題に対応するための国

土交通省における標準運送約款全体の見直し状況を

考慮する必要があるため。

令和６年６月

標準運送約款を所管する国土交通省と調整

し、意見公募手続、その後審議会への諮問

手続等を経る必要があるため。



10 告示
一般貨物自動車運送事業者用

標準信書便約款

平成27年11月27日総務

省告示第410号
総務省

第三十三条第三

項

受付日時の掲示義

務
書面掲示 1-① 3-4 要 令和５年中 未了

本件標準信書便約款は国土交通省の標準貨物自動車

特定信書便運送約款と同一の内容となっているとこ

ろ、いわゆる物流の2024年問題に対応するための国

土交通省における標準運送約款全体の見直し状況を

考慮する必要があるため。

令和６年６月

標準運送約款を所管する国土交通省と調整

し、意見公募手続、その後審議会への諮問

手続等を経る必要があるため。

11 告示
一般貨物自動車運送事業者用

標準信書便約款

平成27年11月27日総務

省告示第410号
総務省

第三十三条第三

項

大きさ及び重量の

制限の掲示
書面掲示 1-① 3-4 要 令和５年中 未了

本件標準信書便約款は国土交通省の標準貨物自動車

特定信書便運送約款と同一の内容となっているとこ

ろ、いわゆる物流の2024年問題に対応するための国

土交通省における標準運送約款全体の見直し状況を

考慮する必要があるため。

令和６年６月

標準運送約款を所管する国土交通省と調整

し、意見公募手続、その後審議会への諮問

手続等を経る必要があるため。

12 告示
一般貨物自動車運送事業者用

標準信書便約款

平成27年11月27日総務

省告示第410号
総務省

第三十三条第三

項
料金の掲示義務 書面掲示 1-① 3-4 要 令和５年中 未了

本件標準信書便約款は国土交通省の標準貨物自動車

特定信書便運送約款と同一の内容となっているとこ

ろ、いわゆる物流の2024年問題に対応するための国

土交通省における標準運送約款全体の見直し状況を

考慮する必要があるため。

令和６年６月

標準運送約款を所管する国土交通省と調整

し、意見公募手続、その後審議会への諮問

手続等を経る必要があるため。

13 告示
貨物軽自動車運送事業者用標

準信書便約款

平成28年1月26日総務

省告示第25号
総務省

第三十三条第三

項

提供区域の掲示義

務
書面掲示 1-① 3-4 要 令和５年中 未了

本件標準信書便約款は国土交通省の標準貨物軽自動

車特定信書便運送約款と同一の内容となっていると

ころ、いわゆる物流の2024年問題に対応するための

国土交通省における標準運送約款全体の見直し状況

を考慮する必要があるため。

令和６年６月

標準運送約款を所管する国土交通省と調整

し、意見公募手続、その後審議会への諮問

手続等を経る必要があるため。

14 告示
貨物軽自動車運送事業者用標

準信書便約款

平成28年1月26日総務

省告示第25号
総務省

第三十三条第三

項

受付日時の掲示義

務
書面掲示 1-① 3-4 要 令和５年中 未了

本件標準信書便約款は国土交通省の標準貨物軽自動

車特定信書便運送約款と同一の内容となっていると

ころ、いわゆる物流の2024年問題に対応するための

国土交通省における標準運送約款全体の見直し状況

を考慮する必要があるため。

令和６年６月

標準運送約款を所管する国土交通省と調整

し、意見公募手続、その後審議会への諮問

手続等を経る必要があるため。

15 告示
貨物軽自動車運送事業者用標

準信書便約款

平成28年1月26日総務

省告示第25号
総務省

第三十三条第三

項

大きさ及び重量の

制限の掲示
書面掲示 1-① 3-4 要 令和５年中 未了

本件標準信書便約款は国土交通省の標準貨物軽自動

車特定信書便運送約款と同一の内容となっていると

ころ、いわゆる物流の2024年問題に対応するための

国土交通省における標準運送約款全体の見直し状況

を考慮する必要があるため。

令和６年６月

標準運送約款を所管する国土交通省と調整

し、意見公募手続、その後審議会への諮問

手続等を経る必要があるため。

16 告示
貨物軽自動車運送事業者用標

準信書便約款

平成28年1月26日総務

省告示第25号
総務省

第三十三条第三

項
料金の掲示義務 書面掲示 1-① 3-4 要 令和５年中 未了

本件標準信書便約款は国土交通省の標準貨物軽自動

車特定信書便運送約款と同一の内容となっていると

ころ、いわゆる物流の2024年問題に対応するための

国土交通省における標準運送約款全体の見直し状況

を考慮する必要があるため。

令和６年６月

標準運送約款を所管する国土交通省と調整

し、意見公募手続、その後審議会への諮問

手続等を経る必要があるため。

81 告示

進路を警戒する船舶、消防設

備を備えている船舶及び側方

を警戒する船舶の指定に関す

る告示

昭和51年3月31日海上

保安庁告示第76号
国土交通省 第5条

進路警戒船等の指

定の掲示
書面掲示 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和5年12月、進路を警戒する船舶、消防設備を備えている

船舶及び側方を警戒する船舶の指定に関する告示の一部を改

正する告示（海上保安庁告示第58号）により、進路警戒船等

の指定に係る公示の手段として、書面掲示とともにインター

ネットにより行うこととした。

82 告示

進路を警戒する船舶、消防設

備を備えている船舶及び側方

を警戒する船舶の指定に関す

る告示

昭和51年3月31日海上

保安庁告示第76号
国土交通省 第7条第5項

進路警戒船等の変

更等の届出の掲示
書面掲示 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和5年12月、進路を警戒する船舶、消防設備を備えている

船舶及び側方を警戒する船舶の指定に関する告示の一部を改

正する告示（海上保安庁告示第58号）により、進路警戒船等

の変更等の届出に係る公示の手段として、書面掲示とともに

インターネットにより行うこととした。

83 告示

進路を警戒する船舶、消防設

備を備えている船舶及び側方

を警戒する船舶の指定に関す

る告示

昭和51年3月31日海上

保安庁告示第76号
国土交通省 第11条第2項

進路警戒船等の指

定の取消しの掲示
書面掲示 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和5年12月、進路を警戒する船舶、消防設備を備えている

船舶及び側方を警戒する船舶の指定に関する告示の一部を改

正する告示（海上保安庁告示第58号）により、進路警戒船等

の指定の取消しに係る公示の手段として、書面掲示とともに

インターネットにより行うこととした。

106 告示 不動産投資顧問業登録規程
平成12年9月1日建設省

告示第1828号
国土交通省 第12条 標識の掲示義務 書面掲示 2-②③ 3-2 要 令和５年中 完了済み

不動産投資顧問業登録規程の改正（不動産投資顧問業登録規

程（平成12年建設省告示大1828号）の一部を改正する告示

（令和５年12月国土交通省告示1221号））により、不動産

投資顧問業登録規程第12条第１項に基づき不動産投資顧問業

者が掲示する標識について、国土交通省において同一の内容

をインターネットにより公表するものとする旨を定めた。

107 告示

外国人観光旅客の来訪の促進

等による国際観光の振興に関

する法律第七条に規定する外

国人観光旅客利便増進措置に

関する基準

平成30年10月16日観光

庁告示第23号
国土交通省 三（二）３

公衆無線LANの掲

示
書面掲示 2-4①② 2-4①② 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「外国人観光旅客の来訪の促進等による国際

観光の振興に関する法律第七条に規定する外国人観光旅客利

便増進措置に関する基準第三条に係る 周知について」（令

和５年３月３０日付け事務連絡）の発出により、掲示につい

てデジタル化、インターネットの利用を許容する旨を明確化

した。

108 告示

外国人観光旅客の来訪の促進

等による国際観光の振興に関

する法律第七条に規定する外

国人観光旅客利便増進措置に

関する基準

平成30年10月16日観光

庁告示第23号
国土交通省 三（三）２

便所の使用方法の

掲示
書面掲示 2-4①② 2-4①② 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「外国人観光旅客の来訪の促進等による国際

観光の振興に関する法律第七条に規定する外国人観光旅客利

便増進措置に関する基準第三条に係る 周知について」（令

和５年３月３０日付け事務連絡）の発出により、掲示につい

てデジタル化、インターネットの利用を許容する旨を明確化

した。

109 告示

外国人観光旅客の来訪の促進

等による国際観光の振興に関

する法律第七条に規定する外

国人観光旅客利便増進措置に

関する基準

平成30年10月16日観光

庁告示第23号
国土交通省 三（四）２

クレジットカード

による支払いが可

能であることの掲

示

書面掲示 2-4①② 2-4①② 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「外国人観光旅客の来訪の促進等による国際

観光の振興に関する法律第七条に規定する外国人観光旅客利

便増進措置に関する基準第三条に係る 周知について」（令

和５年３月３０日付け事務連絡）の発出により、掲示につい

てデジタル化、インターネットの利用を許容する旨を明確化

した。

110 告示

外国人観光旅客の来訪の促進

等による国際観光の振興に関

する法律第七条に規定する外

国人観光旅客利便増進措置に

関する基準

平成30年10月16日観光

庁告示第23号
国土交通省 三（五）２

交通系ICカードが

利用できること等

の掲示

書面掲示 2-4①② 2-4①② 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「外国人観光旅客の来訪の促進等による国際

観光の振興に関する法律第七条に規定する外国人観光旅客利

便増進措置に関する基準第三条に係る 周知について」（令

和５年３月３０日付け事務連絡）の発出により、掲示につい

てデジタル化、インターネットの利用を許容する旨を明確化

した。

111 告示

外国人観光旅客の来訪の促進

等による国際観光の振興に関

する法律第七条に規定する外

国人観光旅客利便増進措置に

関する基準

平成30年10月16日観光

庁告示第23号
国土交通省 三（六）２

荷物置き場の設置

等の掲示
書面掲示 2-4①② 2-4①② 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「外国人観光旅客の来訪の促進等による国際

観光の振興に関する法律第七条に規定する外国人観光旅客利

便増進措置に関する基準第三条に係る 周知について」（令

和５年３月３０日付け事務連絡）の発出により、掲示につい

てデジタル化、インターネットの利用を許容する旨を明確化

した。

138 告示

日本国とアメリカ合衆国との

間の相互協力及び安全保障条

約に基づき日本国にあるアメ

リカ合衆国の軍隊の水面の使

用に伴う漁船の操業制限等に

関する法律第一条の規定によ

る漁船の操業を制限又は禁止

する区域及び期間並びにその

条件

昭和36年4月1日総理府

告示第9号
防衛省 第一条

弾薬荷役の期間及

び時間の掲示義務
書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和５年中 完了済み

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約

に基づき日本国にあるアメリカ合衆国の軍隊の水面の使用に

伴う漁船の操業制限等に関する法律（昭和２７年法律第２４

３号）第１条の規定により、漁船の操業を制限又は禁止する

区域及び期間並びにその条件を定めた告示（昭和３６年総理

府告示第９号）の一部を改正し、インターネットにより公表

する旨の規定を追加する見直しを行った。

143 告示

地方独立行政法人の設立、定

款の変更、解散及び合併の認

可の基準

平成16年3月17日総務

省 / 文部科学省告示第1

号

総務省

文部科学省

第一・一

(六)
設立団体の掲示 書面掲示 1-② 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「地方独立行政法人の設立、定款の変更、解

散及び合併の認可の基準に定める公告の方法について（情報

提供）」（令和５年12月28日付事務連絡）の発出により、

定款に規定する公告の方法についてはインターネットを利用

する方法によることも可能である旨を明示した。

151 通知・通達

人事院規則１０－５（職員の

放射線障害の防止）の運用に

ついて

昭和38年12月3日職厚

第2327号
人事院 第二三条関係

管理区域の線量当

量率等の測定結果

の掲示

書面掲示 1-② 2-4① 要 令和５年中 完了済み

令和５年６月、該当する規定における「掲示」の解釈につい

て事務連絡を発出し、当該「掲示」は府省内のイントラネッ

ト掲示板への掲載など、オンラインによる方法でも差し支え

ない旨を各府省に周知した。

161 通知・通達
児童家庭支援センターの設置

運営について

平成10年5月18日児発

第397号
こども家庭庁

(別紙1)

児童家庭支援セ

ンター設置運営

要綱

8　広報等につ

いて

所在の掲示義務 書面掲示 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年５月31日、「「児童家庭支援センターの設置運営等

について」の一部改正について」（令和５年５月31日付こど

も家庭庁支援局長通知）の発出により、児童家庭支援セン

ターの所在についてホームページ等により表示することとす

るよう見直しを行った。

162 通知・通達
「受胎調節普及実施要領」並

びに「同細目」について

平成8年9月25日児発第

827号
こども家庭庁

(別添)

受胎調節普及実

施要領

受胎調節普及実

施要領細目

第一　受胎調節

普及の実施方法

二　集団教育

(3)

受胎調節の実地指

導講習開催の掲示
書面掲示 1-② 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和5年12月27日、事務連絡「デジタル原則を踏まえた母子

保健行政の規制等の見直しについて」を発出し、「受胎調節

の実地指導講習開催の掲示」についてオンラインによる方法

を通知した。

175 通知・通達
改正火災予防条例（例）の運

用について

平成26年2月7日消防予

第33号
総務省 第二　二

指定催しを指定し

たときの掲示
書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和５年中 完了済み

「「改正火災予防条例（例）の運用について」の一部改正及

び「防火管理者業務の受託を業とする法人等の教育担当者の

ための講習会について」等の廃止について（通知）」にて対

応済み（令和５年３月16日消防予第174号予防課長通知）。

180 通知・通達
地方税法（徴収関係）の取扱

いについて

平成元年10月1日自治税

企第41号
総務省

第九五条関係

八
公売の掲示 書面掲示 1-② 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、国税庁の方針に倣い、公売広告は書面だけで

なくインターネットを利用した方法を積極的に利用されたい

旨、地方団体へ周知した。

181 通知・通達
地方税法（徴収関係）の取扱

いについて

平成元年10月1日自治税

企第41号
総務省 第一〇六条関係

入札等の終了の掲

示
書面掲示 1-② 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、国税庁の方針に倣い、入札等の終了の告知に

おいては現地での呼び上げや掲示だけでなく、インターネッ

トによる方法を明示する旨の一部改正を行い、その旨地方団

体へ周知した。

185 通知・通達

商業登記法第１１３条の２第

１項に規定する指定登記所に

おける商業登記規則の一部改

正等に伴う登記事務の取扱い

について

平成11年4月2日民四第

667号
法務省 第二　一

印鑑に関する事務

を商規により取り

扱う旨の掲示義務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年１１月１０日、「商業・法人登記における印鑑関係

事務取扱要領の一部改正について」（令和５年１１月１０日

付け法務省民商第２０２号通達）の発出により、点検対象の

通達を廃止した。

188 通知・通達
製造たばこ小売販売業許可等

取扱要領

平成12年12月27日蔵理

第4621号
財務省 第四　3(2)

小売販売業許可者

等の掲示義務
書面掲示 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

「製造たばこ小売販売業許可等取扱要領」の一部改正（令和

５年６月１日付通知・適用）により、インターネット公表

（管轄財務局ウェブサイトへの情報掲載）を基本とするため

の見直しを行った。

189 通知・通達 通関業法基本通達
昭和47年3月1日蔵関第

105号
財務省 3―9

許可業者の掲示

（公告）義務
書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和５年中 完了済み

通関業法基本通達を改正し、税関による通関業の許可に係る

公告について税関のホームぺ－ジに掲載する旨の規定を追加

した（令和５年7月１日措置済）

190 通知・通達 通関業法基本通達
昭和47年3月1日蔵関第

105号
財務省 10―2

許可消滅業者の掲

示（公告）義務
書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和５年中 完了済み

通関業法基本通達を改正し、税関による通関業の消滅等に係

る公告について税関のホームぺ－ジに掲載する旨の規定を追

加した（令和５年7月１日措置済）

191 通知・通達 通関業法基本通達
昭和47年3月1日蔵関第

105号
財務省 34―5

監督処分業者の掲

示（公告）義務
書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和５年中 完了済み

通関業法基本通達を改正し、税関による通関業者に対する監

督処分に係る公告について税関のホームぺ－ジに掲載する旨

の規定を追加した（令和５年7月１日措置済）

192 通知・通達 通関業法基本通達
昭和47年3月1日蔵関第

105号
財務省 35―4

処分者の掲示（公

告）義務
書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和５年中 完了済み

通関業法基本通達を改正し、税関による通関士に対する懲戒

処分に係る公告について税関のホームぺ－ジに掲載する旨の

規定を追加した（令和５年7月１日措置済）

196 通知・通達

酒税法及び酒類行政関係法令

等解釈通達の制定について

（法令解釈通達）

平成11年6月25日課酒

1-36ほか４課共同
財務省

第7編　第8条

1

特定被災酒類に係

る控除の特例の掲

示（公示）義務

書面掲示 1-② 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年６月、「酒税法及び酒類業関係法令等解釈通達の一

部改正について」（令和５年６月30日付課酒１-57）の発出

により、書面掲示とともにホームページに掲載するよう改正

した。

197 通知・通達

酒税法及び酒類行政関係法令

等解釈通達の制定について

（法令解釈通達）

平成11年6月25日課酒

1-36ほか４課共同
財務省

第7編　第8条

1

指定を解除又は延

長する場合の掲示

（公示）義務

書面掲示 1-② 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年６月、「酒税法及び酒類業関係法令等解釈通達の一

部改正について」（令和５年６月30日付課酒１-57）の発出

により、書面掲示とともにホームページに掲載するよう改正

した。

198 通知・通達 国税徴収法基本通達
昭和41年8月22日徴管 /

徴徴第2-79号
財務省 全般

掲示した書類等の

補修義務
書面掲示 1-② 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「公売公告等の公売情報ホームページへの掲

載について（指示）」（令和５年３月29日付徴徴４－21）

の発出により、公売公告事項の全てを電子的に確認するため

の見直しを行った。



231 通知・通達
消費生活協同組合の運営指導

上の留意事項について

昭和62年6月30日社生

第77号
厚生労働省

記

一　組合員管理

(三)

①

除名すべき者の名

簿の掲示
書面掲示 1-① 2-4①② 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見

直しに係る消費生活協同組合法等の解釈の明確化等につい

て」（令和５年12月27日社援協発1227第１号、２号）にお

いて、「消費生活協同組合の運営上の留意事項」（昭和 62

年６月 30 日社生第 77 号厚生省社会局生活課長通知）の解

釈について、デジタル原則を踏まえた運用を可能にするため

の見直しを行った。

232 通知・通達
消費生活協同組合の運営指導

上の留意事項について

昭和62年6月30日社生

第77号
厚生労働省

記

一　組合員管理

(三)

②

除名すべき者の名

簿の掲示義務
書面掲示 1-① 2-4①② 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見

直しに係る消費生活協同組合法等の解釈の明確化等につい

て」（令和５年12月27日社援協発1227第１号、２号）にお

いて、「消費生活協同組合の運営上の留意事項」（昭和 62

年６月 30 日社生第 77 号厚生省社会局生活課長通知）の解

釈について、デジタル原則を踏まえた運用を可能にするため

の見直しを行った。

233 通知・通達
消費生活協同組合の運営指導

上の留意事項について

昭和62年6月30日社生

第77号
厚生労働省

記

五　医療生協

(二)

組合員及びその家

族のための施設で

ある旨の掲示義務

書面掲示 1-① 2-4①② 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見

直しに係る消費生活協同組合法等の解釈の明確化等につい

て」（令和５年12月27日社援協発1227第１号、２号）にお

いて、「消費生活協同組合の運営上の留意事項」（昭和 62

年６月 30 日社生第 77 号厚生省社会局生活課長通知）の解

釈について、デジタル原則を踏まえた運用を可能にするため

の見直しを行った。

235 通知・通達
国民健康保険組合規約例につ

いて

昭和34年2月20日保発

第13号
厚生労働省 第一章　総則

国民健康保険組合

の掲示（公告）義

務

書面掲示 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年６月、「国民健康保険組合規約例第５条の解釈につ

いて」（令和５年６月30日付事務連絡）の発出により、今後

は、デジタル技術の活用により、組合事務所への往訪などの

負担を軽減させるという趣旨に鑑み、可能な限り早期に組合

ホームページ等のデジタル技術を活用した方式により掲示す

ることが望ましい旨を明示した。

238 通知・通達
厚生年金基金における事業運

営基準の取扱いについて

昭和42年3月28日年企

発第20号
厚生労働省

別添

厚生年金基金事

務取扱い準則

第一　組織等に

関する事項

二　代議員会

代議員会の招集の

掲示
書面掲示 1-① 2-4①② 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月27日、「「厚生年金基金における事業運営基

準の取扱いについて」の一部改正について」（年企発1227

第１号）を発出し、存続厚生年金基金の代議員会の招集につ

いて、利便性の観点から、可能な範囲で、基金の管理する

ホームページに掲載することを推奨することとした。

242 通知・通達
職業訓練指導員試験実施要領

について

平成5年4月20日能発第

107号
厚生労働省

(別添)

職業訓練指導員

試験実施要領

9　試験の公示

及び周知

試験の周知徹底を

図るため掲示
書面掲示 2-4① 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、見直し対象となった通達の改正ではなく、別

の通達（「令和５年度職業訓練指導員の実施について」（令

和５年３月24日付け開発0324第3号）の発出により、公示は

インターネットの利用その他の適切な方法により公衆の閲覧

に供することとした。

259 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省

別添2

公衆浴場におけ

る衛生等管理要

領

Ⅲ　衛生管理

第1　一般公衆

浴場

11　その他

(1)

入浴料金、営業時

間等の掲示義務
書面掲示 1-① 2-4①② 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨の通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）を発出

263 通知・通達
公衆浴場における衛生等管理

要領等について

平成12年12月15日生衛

発第1811号
厚生労働省

別添3

旅館業における

衛生等管理要領

Ⅱ　施設設備

第1　旅館・ホ

テル営業の施設

設備の基準

31

営業許可証の掲示

義務
書面掲示 2-2②

2-2①②

③
要 令和５年中 完了済み

令和５年12月28日付けで、デジタル技術を活用した手法等

が許容される旨の通知（デジタル臨時行政調査会の「デジタ

ル原則」への理容師法等における対応について）を発出

270 通知・通達

身体障害者手帳に係る交付手

続き及び医師の指定に関する

取扱いについて

平成21年12月24日障発

第1224003号
厚生労働省

第二　法第15

条第1項に基づ

く医師の指定

1　指定手続き

等

(4)

指定医師の掲示義

務
書面掲示 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

「身体障害者手帳に係る交付手続き及び医師の指定に関する

取扱いについて（平成21年12月24日障発第1224003号）」

の一部改正（令和５年12月25日通知））により、指定医師

である旨の掲示の方法についてデジタル対応実現のための改

正を行った。なお、工程表の策定時に予定していた規制の撤

廃ではなく、改正による見直しを行った。

283 通知・通達
厚生年金基金制度の施行につ

いて

昭和41年9月27日年発

第362号
厚生労働省 第二　二

基金の設立等にお

ける掲示（公告）

義務

書面掲示 1-② 2-4①② 要 令和５年中 完了済み

令和５年10月6日、事務連絡「デジタル臨時行政調査会での

決定事項を踏まえた公的年金制度の健全性及び信頼性の確保

のための厚生年金保険法等の一部を改正する法律の施行に伴

う経過措置に関する政令第３条第２項によりなおその効力を

有するものとされた廃止前厚生年金基金令第６条に係る対応

について」を発出し、存続厚生年金基金について、利便性の

観点から、インターネットにおいても公表することを推奨す

ることとした。

301 通知・通達 家畜共済事務取扱要領
平成30年10月2日経営

第1400号
農林水産省

第１章第24節

３（３）
標識の掲示義務 書面掲示 1-② 3-2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、標識の掲示について、イ

ンターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とす

る旨を明確化した。

302 通知・通達 家畜共済事務取扱要領
平成30年10月2日経営

第1400号
農林水産省

第１章第24節

４（３）
標識の掲示義務 書面掲示 1-② 3-2 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、標識の掲示について、イ

ンターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とす

る旨を明確化した。

304 通知・通達
農業経営基盤強化促進法の基

本要綱

平成24年5月31日経営

第564号
農林水産省 第一二　三

農用地利用規程を

認定したときの掲

示

書面掲示 1-② 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年４月、本通知の改正により、農用地利用規定を認定

したとき、インターネットの利用等により公告することを基

本とする旨の見直しを行った。

305 通知・通達

「品質の確保等を図るための

著しい低価格による受注への

対応について」における受注

者側技術者の増員について

平成15年3月14日国官

技 / 国営計 / 国地契第

313号

国土交通省
指名通知の記載

例

技術資料収集に係

る掲示
書面掲示 2-4① 3-4注 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、既に廃止済みの公募型指名競争入札に

関連する規定を削除し、当該書面掲示規制そのものを撤廃し

た。

307 通知・通達
総合評価落札方式の実施に伴

う手続について

平成12年9月20日営計

発 / 厚契発 / 技調発第

132号

国土交通省 二
技術資料収集に係

る掲示
書面掲示 2-4① 3-4注 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、既に廃止済みの公募型指名競争入札に

関連する規定を削除し、当該書面掲示規制そのものを撤廃し

た。

308 通知・通達
工事に係る発注の見通しに関

する事項の公表について

平成13年3月30日国官

会 / 国官地第1428号
国土交通省 2（1）

発注の見通し情報

の掲示（公表）義

務

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、発注の見通しに関する事項の公表は、

インターネット（入札情報サービス）によることを基本とす

るよう見直しを行った。

309 通知・通達
工事に係る発注の見通しに関

する事項の公表について

平成13年3月30日国官

会 / 国官地第1428号
国土交通省 2（2）

発注の見通し情報

の掲示（公表）義

務

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、発注の見通しに関する事項の公表は、

インターネット（入札情報サービス）によることを基本とす

るよう見直しを行った。

310 通知・通達
工事に係る発注の見通しに関

する事項の公表について

平成13年3月30日国官

会 / 国官地第1428号
国土交通省 5（2）

発注の見通し情報

の掲示（公表）義

務

書面掲示 2-4①② 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、発注の見通しに関する事項の公表は、

インターネット（入札情報サービス）によることを基本とす

るよう見直しを行った。

311 通知・通達

低入札価格調査制度調査対象

工事における契約の保証の額

について

平成15年2月10日国地

契第85号
国土交通省 Ⅲ

技術資料収集に係

る掲示義務
書面掲示 2-4① 3-4注 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、既に廃止済みの公募型指名競争入札に

関連する規定を削除し、当該書面掲示規制そのものを撤廃し

た。

312 通知・通達

低入札価格調査制度調査対象

工事における前金払の縮減に

ついて

平成15年4月15日国官

技 / 国営計 / 国地契第

14号

国土交通省 2
技術資料収集に係

る掲示義務
書面掲示 2-4① 3-4注 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、既に廃止済みの公募型指名競争入札に

関連する規定を削除し、当該書面掲示規制そのものを撤廃し

た。

313 通知・通達

低入札価格調査制度調査対象

工事における前金払の縮減に

ついて

平成15年4月15日国官

技 / 国営計 / 国地契第

14号

国土交通省 附則
技術資料収集に係

る掲示義務
書面掲示 2-4① 3-4注 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、既に廃止済みの公募型指名競争入札に

関連する規定を削除し、当該書面掲示規制そのものを撤廃し

た。

314 通知・通達

工事におけるＩＳＯ９００１

認証取得を活用した監督業務

等の取扱いについて

平成16年9月1日国官技

/ 国営計 / 国地契第117

号

国土交通省 12
技術資料収集に係

る掲示義務
書面掲示 2-4① 3-4注 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、既に廃止済みの公募型指名競争入札に

関連する規定を削除し、当該書面掲示規制そのものを撤廃し

た。

315 通知・通達
指名業者名の事後公表の推進

について

平成17年8月29日国官

技 / 国営計 / 国地契第

102号

国土交通省 五
技術資料収集に係

る掲示義務
書面掲示 2-4① 3-4注 要 令和５年中 完了済み

当該通知は、平成18年10月に発出された「指名業者名の事

後公表について」（平成18年10月23日付け国官会第989号、

国地契第64号）において既に廃止されており、見直し完了済

みと判断した。

316 通知・通達
簡易型総合評価落札方式の実

施に伴う手続について

平成17年10月7日国官

技 / 国営計 / 国地契第

137号

国土交通省

(「総合評価落

札方式の実施に

伴う手続につい

て」の一部改

正)　二

技術資料収集に係

る掲示義務
書面掲示 2-4① 3-4注 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、既に廃止済みの公募型指名競争入札に

関連する規定を削除し、当該書面掲示規制そのものを撤廃し

た。

323 通知・通達
建築現場における鉄骨製作工

場名の表示について

平成4年9月30日住指発

第347号
国土交通省 5 表示板の掲示義務 書面掲示 1-② 2-4①② 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「建築現場における鉄骨製作工場名の表示等

の取扱いについて（通知）」（令和５年12月26日付国住参

建第3080号）の発出により、デジタル技術を活用すること

を許容する旨を明示した。

325 通知・通達

道路運送法による一般乗合旅

客自動車運送事業の路線の休

止又は廃止に関する手続の取

扱いについて

平成13年9月26日国自

旅第92号
国土交通省 Ⅰ　四（三）

廃止等の繰上げの

届出があった場合

等の掲示（公示）

義務

書面掲示 1-② 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和６年２月、事務連絡を発出し、地方運輸局の掲示板に掲

示することによる公示が求められている事項について、あわ

せて地方運輸局のHPにも掲載するように周知した。

326 通知・通達

道路運送法による一般乗合旅

客自動車運送事業の路線の休

止又は廃止に関する手続の取

扱いについて

平成13年9月26日国自

旅第92号
国土交通省 Ⅰ　四（四）

廃止等の繰下げの

届出があった場合

等の掲示（公示）

義務

書面掲示 1-② 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和６年２月、事務連絡を発出し、地方運輸局の掲示板に掲

示することによる公示が求められている事項について、あわ

せて地方運輸局のHPにも掲載するように周知した。

5 告示
博物館の設置及び運営上の望

ましい基準

平成23年12月20日文部

科学省告示第165号
文部科学省 第九条

博物館で実施する

事業の内容等に係

る閲覧

往訪閲覧 1-② 3-4 要 令和５年中 完了済み

当該閲覧規制については、第９条第２項によりインターネッ

ト等の積極的活用を求めており、デジタル手段が基本とされ

ていることを改めて確認した。



6 告示

租税特別措置法施行令第二十

六条の二十八の二第三項の規

定に基づく文部科学大臣又は

文部科学大臣及び総務大臣が

財務大臣とそれぞれ協議して

定める要件及び方法

平成28年5月6日総務省

/ 文部科学省告示第2号
文部科学省 第1項

修学支援基金名称

等確認書類及び修

学支援基金明細書

の閲覧

往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 未了

国立大学法人等への個人寄附に係る税額控除の対象

事業の拡大を求める令和６年度税制改正要望を行う

こととなり、要望が認められた場合には当該告示の

あり方も含め大幅な変更が生じる可能性があったた

め、令和６年度税制改正大綱が閣議決定される12月

まで具体的な告示の改正案の検討を行うことができ

なかった。

令和６年３月

令和６年度税制改正要望の結果、国立大学

法人等への個人寄附に係る税額控除の対象

事業の拡大が認められたため、その結果を

受けた告示の改正を令和６年３月中に行う

ことから、その改正と併せて対応する。

7 告示

租税特別措置法施行令第二十

六条の二十八の二第四項の規

定に基づく文部科学大臣又は

文部科学大臣及び総務大臣が

財務大臣とそれぞれ協議して

定める要件及び方法

令和2年3月31日総務省

/ 文部科学省告示第1号
文部科学省 本則

研究等支援基金名

称等確認書類及び

研究等支援基金明

細書の閲覧

往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 未了

国立大学法人等への個人寄附に係る税額控除の対象

事業の拡大を求める令和６年度税制改正要望を行う

こととなり、要望が認められた場合には当該告示の

あり方も含め大幅な変更が生じる可能性があったた

め、令和６年度税制改正大綱が閣議決定される12月

まで具体的な告示の改正案の検討を行うことができ

なかった。

令和６年３月

令和６年度税制改正要望の結果、国立大学

法人等への個人寄附に係る税額控除の対象

事業の拡大が認められたため、その結果を

受けた租税特別措置法施行令第二十六条の

二十八の二第三項の規定に基づく文部科学

大臣又は文部科学大臣及び総務大臣が財務

大臣とそれぞれ協議して定める要件及び方

法（平成28年5月6日総務省 / 文部科学省告

示第2号）の改正を令和６年３月中に行うこ

とから、その改正と併せて対応する。

10 告示
農薬取締法第三十一条第三項

の規定に基づく検査方法

平成9年9月22日農林水

産省告示第1482号
農林水産省 本則

農薬の有効成分の

分析法等の農林水

産大臣が定めた検

査方法について、

農林水産省及び独

立行政法人農林水

産消費安全技術セ

ンターにおいて縦

覧に供するもの。

往訪閲覧 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、農薬取締法第31条第3項の規定に基づき定め

た検査方法のうち、現在登録されている個別の農薬の検査方

法について、農林水産省ホームページ（URL：

https://www.maff.go.jp/j/nouyaku/nouyaku_kennsa.html）

に掲載するとともに、同ページにおいて、今後、同項に基づ

き新たに検査方法を定めた場合は、農林水産省ホームページ

に同様に掲載する旨を明示した。

11 告示

農業保険法施行規則第百十七

条第一項の診療その他の行為

によって組合員等が負担すべ

き費用の内容に応じて農林水

産大臣が定める点数及び同令

第百六十六条の診療その他の

行為によって組合員等が負担

すべき費用のうち法第百四十

四条第二項第二号に規定する

診療技術料等以外のものの内

容に応じて農林水産大臣が定

める点数

平成30年10月1日農林

水産省告示第2154号
農林水産省 本則

農林水産大臣が定

める点数に係る関

係書類の縦覧

往訪閲覧 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「平成三十年農林水産省告示第二千百五十四

号等の一部を改正する告示」（令和５年農林水産省告示第

1927号）の制定により、関係書類の農林水産省のホーム

ページへの掲載を行う旨の見直しを行った。

12 告示

農業保険法施行規則第九十一

条第一項の規定に基づく令和

三年産の麦に適用する一キロ

グラム当たり共済金額の範囲

令和2年8月12日農林水

産省告示第1510号
農林水産省 本則

令和三年産の麦に

適用する一キログ

ラム当たり共済金

額の範囲に係る関

係書類の縦覧

往訪閲覧 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「平成三十年農林水産省告示第二千百五十四

号等の一部を改正する告示」（令和５年農林水産省告示第

1927号）の制定により、関係書類の農林水産省のホーム

ページへの掲載を行う旨の見直しを行った。

13 告示

令和三年産の春植えばれい

しょ等に係る農業保険法施行

規則第百四十四条第一項の農

林水産大臣が定める二以上の

金額

令和2年11月9日農林水

産省告示第2175号
農林水産省 本則

令和三年産の春植

えばれいしょ等に

係る関係書類の縦

覧

往訪閲覧 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「平成三十年農林水産省告示第二千百五十四

号等の一部を改正する告示」（令和５年農林水産省告示第

1927号）の制定により、関係書類の農林水産省のホーム

ページへの掲載を行う旨の見直しを行った。

14 告示

農業保険法施行規則第九十一

条第一項の規定に基づく令和

四年産の麦に適用する一キロ

グラム当たり共済金額の範囲

令和3年8月12日農林水

産省告示第1379号
農林水産省 本則

令和四年産の麦に

適用する一キログ

ラム当たり共済金

額の範囲に係る関

係書類の縦覧

往訪閲覧 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「平成三十年農林水産省告示第二千百五十四

号等の一部を改正する告示」（令和５年農林水産省告示第

1927号）の制定により、関係書類の農林水産省のホーム

ページへの掲載を行う旨の見直しを行った。

15 告示

令和四年産の春植えばれい

しょ等に係る農業保険法施行

規則第百四十四条第一項の農

林水産大臣が定める二以上の

金額

令和3年11月2日農林水

産省告示第1857号
農林水産省 本則

令和四年産の春植

えばれいしょ等に

係る関係書類の縦

覧

往訪閲覧 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「平成三十年農林水産省告示第二千百五十四

号等の一部を改正する告示」（令和５年農林水産省告示第

1927号）の制定により、関係書類の農林水産省のホーム

ページへの掲載を行う旨の見直しを行った。

51 告示

株式会社日本政策金融公庫法

別表第一第八号及び第十号か

ら第十三号等の規定に基づく

主務大臣の指定する資金等

平成20年9月30日財務

省 / 農林水産省告示第

36号

財務省

農林水産省
第十二号

主務大臣の指定す

る地域に関する縦

覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、本告示を改正し、資料を農林水産省ホーム

ページに掲載することとした。

52 告示

農業保険法第百四十八条第五

項の規定に基づき、同項の規

定により農林水産大臣が定め

る特定の収穫共済の共済目的

の種類の細区分を定める件

平成30年12月7日農林

水産省告示第2660号
農林水産省 本則 関係書類の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「平成三十年農林水産省告示第二千百五十四

号等の一部を改正する告示」（令和５年農林水産省告示第

1927号）の制定により、関係書類の農林水産省のホーム

ページへの掲載を行う旨の見直しを行った。

53 告示

農業保険法第百四十八条第二

項の規定に基づき、令和四年

産のうんしゅうみかん等並び

に令和五年産のなつみかん及

びかんきつ類の果樹の果実の

一キログラム当たり価額とし

て農林水産大臣が定める金額

令和3年2月8日農林水産

省告示第250号
農林水産省 本則 関係書類の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「平成三十年農林水産省告示第二千百五十四

号等の一部を改正する告示」（令和５年農林水産省告示第

1927号）の制定により、関係書類の農林水産省のホーム

ページへの掲載を行う旨の見直しを行った。

54 告示

農業保険法第百四十八条第二

項の規定に基づき、令和五年

産のうんしゅうみかん等並び

に令和六年産のなつみかん及

びかんきつ類の果樹の果実の

一キログラム当たり価額とし

て農林水産大臣が定める金額

令和4年3月14日農林水

産省告示第563号
農林水産省 本則 関係書類の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「平成三十年農林水産省告示第二千百五十四

号等の一部を改正する告示」（令和５年農林水産省告示第

1927号）の制定により、関係書類の農林水産省のホーム

ページへの掲載を行う旨の見直しを行った。

55 告示
農作物共済に係る共済掛金標

準率等を定める件

令和3年2月5日農林水産

省告示第239号
農林水産省 本則 関係書類の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「平成三十年農林水産省告示第二千百五十四

号等の一部を改正する告示」（令和５年農林水産省告示第

1927号）の制定により、関係書類の農林水産省のホーム

ページへの掲載を行う旨の見直しを行った。

56 告示

農業保険法施行規則第百九条

の農林水産大臣が定める率を

定める件

令和元年12月23日農林

水産省告示第1698号
農林水産省 本則 関係書類の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「平成三十年農林水産省告示第二千百五十四

号等の一部を改正する告示」（令和５年農林水産省告示第

1927号）の制定により、関係書類の農林水産省のホーム

ページへの掲載を行う旨の見直しを行った。

57 告示
家畜共済に係る共済掛金標準

率等を定める件

令和元年12月23日農林

水産省告示第1699号
農林水産省 本則 関係書類の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「平成三十年農林水産省告示第二千百五十四

号等の一部を改正する告示」（令和５年農林水産省告示第

1927号）の制定により、関係書類の農林水産省のホーム

ページへの掲載を行う旨の見直しを行った。

58 告示

農業保険法第百四十五条第一

項の農林水産大臣が定める金

額並びに農業保険法施行規則

第百十六条の農林水産大臣が

定める率及び農林水産大臣が

定める事由を定める件

令和元年12月23日農林

水産省告示第1697号
農林水産省 本則 関係書類の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「平成三十年農林水産省告示第二千百五十四

号等の一部を改正する告示」（令和５年農林水産省告示第

1927号）の制定により、関係書類の農林水産省のホーム

ページへの掲載を行う旨の見直しを行った。

59 告示
果樹共済に係る共済掛金標準

率等を定める件

令和4年1月25日農林水

産省告示第115号
農林水産省 本則 関係書類の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「平成三十年農林水産省告示第二千百五十四

号等の一部を改正する告示」（令和５年農林水産省告示第

1927号）の制定により、関係書類の農林水産省のホーム

ページへの掲載を行う旨の見直しを行った。

60 告示
畑作物共済に係る共済掛金標

準率等を定める件

令和4年1月25日農林水

産省告示第116号
農林水産省 本則 関係書類の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「平成三十年農林水産省告示第二千百五十四

号等の一部を改正する告示」（令和５年農林水産省告示第

1927号）の制定により、関係書類の農林水産省のホーム

ページへの掲載を行う旨の見直しを行った。

61 告示
園芸施設共済に係る共済掛金

標準率等を定める件

令和3年2月5日農林水産

省告示第240号
農林水産省 本則 関係書類の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「平成三十年農林水産省告示第二千百五十四

号等の一部を改正する告示」（令和５年農林水産省告示第

1927号）の制定により、関係書類の農林水産省のホーム

ページへの掲載を行う旨の見直しを行った。

62 告示

農業保険法施行規則第九十一

条第一項の規定に基づく令和

五年産の麦に適用する一キロ

グラム当たり共済金額の範囲

令和4年８月17日付農林

水産省告示第1318号
農林水産省 本則 関係書類の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「平成三十年農林水産省告示第二千百五十四

号等の一部を改正する告示」（令和５年農林水産省告示第

1927号）の制定により、関係書類の農林水産省のホーム

ページへの掲載を行う旨の見直しを行った。

63 告示

令和三年産の秋植えばれい

しょ等に係る農業保険法施行

規則第百四十四条第一項の農

林水産大臣が定める二以上の

金額

令和3年4月1日農林水産

省告示第471号
農林水産省 本則 関係書類の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「平成三十年農林水産省告示第二千百五十四

号等の一部を改正する告示」（令和５年農林水産省告示第

1927号）の制定により、関係書類の農林水産省のホーム

ページへの掲載を行う旨の見直しを行った。

64 告示

令和四年産の秋植えばれい

しょ等に係る農業保険法施行

規則第百四十四条第一項の農

林水産大臣が定める二以上の

金額

令和4年4月15日農林水

産省告示第780号
農林水産省 本則 関係書類の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「平成三十年農林水産省告示第二千百五十四

号等の一部を改正する告示」（令和５年農林水産省告示第

1927号）の制定により、関係書類の農林水産省のホーム

ページへの掲載を行う旨の見直しを行った。

67 告示
ＯＳＩに係る国内標準及び組

織の登録に関する規程

平成2年12月6日通商産

業省告示第502号
経済産業省 第四条 登録簿の閲覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、事務連絡「OSIに係る国内標準及び組織に関

する規程に関するデジタル原則を踏まえたアナログ規制の見

直しについて（令和5年12月20日）」を対象の登録機関に発

出し、登録簿の閲覧の原則デジタル化の明確化を求めた。

68 告示
京都市歴史的風土保存区域の

指定

平成7年6月15日総理府

告示第37号
国土交通省 本則

京都市歴史的風土

保存区域を表示す

る図面に係る縦覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 未了

見直し内容（告示改正の要否等）についての検討や

関係機関との調整に時間を要しているため。
令和６年３月

現在、古都指定都市等の関係先と調整しな

がら、詳細の検討、見直しを進めているた

め

69 告示
奈良市歴史的風土保存区域の

指定

昭和41年12月14日総理

府告示第49号
国土交通省 本則

奈良市歴史的風土

保存区域を表示す

る図面に係る縦覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 未了

見直し内容（告示改正の要否等）についての検討や

関係機関との調整に時間を要しているため。
令和６年３月

現在、古都指定都市等の関係先と調整しな

がら、詳細の検討、見直しを進めているた

め

70 告示
天理市、橿原市及び桜井市歴

史的風土保存区域の指定

昭和55年12月27日総理

府告示第39号
国土交通省 本則

天理市、橿原市及

び桜井市歴史的風

土保存区域を表示

する図面に係る縦

覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 未了

見直し内容（告示改正の要否等）についての検討や

関係機関との調整に時間を要しているため。
令和６年３月

現在、古都指定都市等の関係先と調整しな

がら、詳細の検討、見直しを進めているた

め

71 告示
奈良県生駒郡斑鳩町歴史的風

土保存区域の指定

昭和41年12月14日総理

府告示第51号
国土交通省 本則

奈良県生駒郡斑鳩

町歴史的風土保存

区域を表示する図

面に係る縦覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 未了

見直し内容（告示改正の要否等）についての検討や

関係機関との調整に時間を要しているため。
令和６年３月

現在、古都指定都市等の関係先と調整しな

がら、詳細の検討、見直しを進めているた

め

72 告示
鎌倉市歴史的風土保存区域の

指定

平成12年3月17日総理

府告示第12号
国土交通省 本則

鎌倉市歴史的風土

保存区域を表示す

る図面の閲覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 未了

見直し内容（告示改正の要否等）についての検討や

関係機関との調整に時間を要しているため。
令和６年３月

現在、古都指定都市等の関係先と調整しな

がら、詳細の検討、見直しを進めているた

め

76 告示

全国路線網に属する高速道路

等の道路整備特別措置法第三

条第一項又は第六項の規定に

よる許可に係る料金の額及び

その徴収期間に係る公聴会規

程

平成元年1月10日運輸省

/ 建設省告示第1号
国土交通省 第五条

公聴会の事案の申

請書その他の参考

となる書類に係る

閲覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、公聴会の事案の申請書その他の参考となる書

類について、インターネットの利用等により閲覧の用に供す

るものとする旨告示を改正し、官報に掲載した（令和５年国

土交通省告示第1195号）。

77 告示

全国路線網に属する高速道路

等の道路整備特別措置法第三

条第一項又は第六項の規定に

よる許可に係る料金の額及び

その徴収期間に係る公聴会規

程

平成元年1月10日運輸省

/ 建設省告示第1号
国土交通省 第十五条

公聴会で公述され

た事項に係る閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、公聴会で公述された事項について、インター

ネットの利用等により閲覧の用に供するものとする旨告示を

改正し、官報に掲載した（令和５年国土交通省告示第1195

号）。



78 告示 建設コンサルタント登録規程
昭和52年4月15日建設

省告示第717号
国土交通省 第十六条

登録簿及び登録停

止簿並びに登録申

請書、現況報告書

及び変更届出書に

係る閲覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 未了

見直し工程表の決定時点では十分に予測できなかっ

た個人情報保護に係る問題等、電磁的方法による閲

覧において整理すべき論点が新たに浮上したため、

やむを得ず予定外の検討時間を要しているもの。

令和６年6月

個人情報保護の観点から、建設コンサルタ

ント登録規程（申請様式）について必要な

改正を行った後、電子閲覧の統一的な運用

方針について地方支分部局と調整を行うこ

とから、見直し完了時期は令和6年6月末と

なる見込み。

79 告示 補償コンサルタント登録規程
昭和59年9月21日建設

省告示第1341号
国土交通省 第十四条

登録簿並びに登録

申請書、現況報告

書、変更届出書及

び登録追加申請書

に係る閲覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和６年２月に、電磁的閲覧申請の窓口体制を整備してHP

に掲載し、登録簿等の閲覧を希望する者はメール等で申請

し、電子データの提供が受けられることとする見直しを行っ

た。

80 告示 地質調査業者登録規程
昭和52年4月15日建設

省告示第718号
国土交通省 第十五条

登録簿及び登録停

止簿並びに登録申

請書、現況報告書

及び変更届出書に

係る閲覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 未了

見直し工程表の決定時点では十分に予測できなかっ

た個人情報保護に係る問題等、電磁的方法による閲

覧において整理すべき論点が新たに浮上したため、

やむを得ず予定外の検討時間を要しているもの。

令和６年6月

個人情報保護の観点から、地質調査業者登

録規程（申請様式）について必要な改正を

行った後、電子閲覧の統一的な運用方針に

ついて地方支分部局と調整を行うことか

ら、見直し完了時期は令和6年6月末となる

見込み。

82 告示 陸域を定める告示
昭和49年7月13日運輸

省告示第279号
国土交通省 第一号

陸域の図面に関す

る縦覧
往訪閲覧 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

「陸域を定める告示」（令和５年11月2日付国土交通省告示

第1081号）の発出により、インターネット公表を基本とす

るための見直しを行った。

83 告示 陸域を定める告示
昭和49年7月13日運輸

省告示第279号
国土交通省 第二号

陸域の図面に関す

る縦覧
往訪閲覧 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

「陸域を定める告示」（令和５年11月2日付国土交通省告示

第1081号）の発出により、インターネット公表を基本とす

るための見直しを行った。

84 告示 陸域を定める告示
昭和49年7月13日運輸

省告示第279号
国土交通省 第三号

陸域の図面に関す

る縦覧
往訪閲覧 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

「陸域を定める告示」（令和５年11月2日付国土交通省告示

第1081号）の発出により、インターネット公表を基本とす

るための見直しを行った。

85 告示 陸域を定める告示
昭和49年7月13日運輸

省告示第279号
国土交通省 第四号

陸域の図面に関す

る縦覧
往訪閲覧 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

「陸域を定める告示」（令和５年11月2日付国土交通省告示

第1081号）の発出により、インターネット公表を基本とす

るための見直しを行った。

86 告示 陸域を定める告示
昭和49年7月13日運輸

省告示第279号
国土交通省 第五号

陸域の図面に関す

る縦覧
往訪閲覧 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

「陸域を定める告示」（令和５年11月2日付国土交通省告示

第1081号）の発出により、インターネット公表を基本とす

るための見直しを行った。

87 告示 分離通航方式に関する告示
昭和52年7月14日海上

保安庁告示第82号
国土交通省 第3号

分離通航方式に係

る図面の縦覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4注 要 令和５年中 完了済み

令和5年5月、「分離通航方式に関する告示の一部を改正する

告示（海上保安庁告示第21号）」により、分離通航方式に係

る図面の縦覧に関する規定を削除した。

89 告示
下水道処理施設維持管理業者

登録規程

昭和62年7月9日建設省

告示第1348号
国土交通省 第十一条

下水道処理施設維

持管理業者登録簿

等の閲覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

権限委任により実際に閲覧事務を実施している地方支分部局

のHPにデジタル対応が可能であることを記載し明確化し

た。

https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/tosijyu/u23dsn0000000sl

9.html

https://www.ktr.mlit.go.jp/city_park/chiiki/city_park_chiiki

00000109.html

https://www.hrr.mlit.go.jp/kensei/tetsuduki/gesuidou-

syori.html

https://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/build_town/gesui_touro

ku.html

https://www.kkr.mlit.go.jp/kensei/town/gesui/gesuitourok

u.html

https://www.cgr.mlit.go.jp/kensei/tetsuduki/seido_gesui/

kensetu05.html

https://www.skr.mlit.go.jp/kensei/sangyou/04_sonota/ind

ex.html#son01

https://www.ogb.go.jp/kaiken/matidukuri/005672

90 告示
大津市歴史的風土保存区域の

指定

平成16年6月15日国土

交通省告示第659号
国土交通省 本則

大津市歴史的風土

保存区域を表示す

る図面の縦覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 未了

見直し内容（告示改正の要否等）についての検討や

関係機関との調整に時間を要しているため。
令和６年３月

現在、古都指定都市等の関係先と調整しな

がら、詳細の検討、見直しを進めているた

め

91 告示

公共工事に関する調査及び設

計等の品質確保に資する技術

者資格登録規程

平成26年11月28日国土

交通省告示第1107号
国土交通省 第九条 財務諸表等の閲覧 往訪閲覧

2-3①

2-3③
3-3 要 令和５年中 完了済み

　令和5年10月、「公共工事に関する調査及び設計等の品質

確保に資する技術者資格登録規程」（改正 令和5年10月4日

国土交通省告示第1009号）、登録申請の手引き及び登録更

新の手引きの改正により、閲覧等対象情報の保存、閲覧等の

申請等プロセス、閲覧等の一連のプロセスをデジタル原則に

適合する手段によることが原則であることを通知上明確化す

る趣旨の見直しを行った。

93 告示

自動車登録ファイルの登録事

項及び検査記録事項、軽自動

車検査ファイルの検査記録事

項並びに二輪自動車検査ファ

イルの検査記録事項に係る略

号に関する告示

平成16年12月20日国土

交通省告示第1600号
国土交通省 第二条

自動車登録ファイ

ルの登録事項及び

検査記録事項等に

係る数字番号の縦

覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和5年12月、自動車登録ファイルの登録事項及び検査記録

事項等に係る数字番号について、国土交通省のウェブサイト

に掲載して公衆の閲覧に供することを明確化するため告示を

改正し、その旨を官報に掲載した。

95 告示

昼間障害標識を設置しなけれ

ばならない架空線を定める告

示

平成17年12月26日国土

交通省告示第1478号
国土交通省 第1項

昼間障害標識に係

る区域の縦覧
往訪閲覧 2-4① 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「昼間障害標識を設置しなければならない架

空線を定める告示」（平成17年国土交通省告示第1478号）

の改正により、東京航空局及び大阪航空局に備え置いて縦覧

に供していた図面を、インターネットの利用によりデジタル

データで公表することとした。

139 通知・通達
適格消費者団体の認定、監督

等に関するガイドライン

平成19年２月16日 / 消

費者庁
消費者庁 2(8)キ

備置き書類の閲覧

等
往訪閲覧 2-3① 3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年５月30日に「適格消費者団体の認定、監督等に関す

るガイドライン」を改訂し、財務諸表等の消費者契約法第31

条第２項各号に掲げる書類の備置き及び閲覧等の方法に関し

て、電磁的記録により備え置き、電子メール等の電磁的方法

により、請求を受け、提供することを基本とする旨を明記し

た（当該部分は令和５年６月１日より施行）。

142 通知・通達
聴聞の運用のための具体的措

置について

平成6年4月25日総管第

102号
総務省 別紙二　Ⅱ

当該事案について

した調査の結果に

係る調書その他の

当該不利益処分の

原因となる事実を

証する資料の閲覧

往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 未了

　行政手続法第18条で規定する「不利益処分の原因

となる事実を証する資料」について、デジタル化を

推奨する旨の内容の通知の発出を検討していたとこ

ろ、単なる通知ではなく、行政手続法全体のガイド

ラインの中で言及することがより効果的であると考

えたことによる。

令和６年３月

　当初想定していた通知の発出から行政手

続法全体のガイドラインによる周知方法に

変更し、その作成に時間を要するため。

166 通知・通達
地方更生保護委員会の決定に

関する記録の閲覧について

平成20年5月28日法務

省保観第409号
法務省 1 記録の閲覧 往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3①

2-3②
要 令和５年中 完了済み

一括見直しプラン工程表における関係法令（「更生保護法第

97条第２項」（往訪閲覧：新規-163））と同様の見直し内

容とすることを改めて確認した。

171 通知・通達 国税徴収法基本通達
昭和41年8月22日徴管 /

徴徴第2-79号
財務省

公売公告の手続

一七

公売財産の状況を

示すための図面、

地図、写真等の情

報の閲覧

往訪閲覧 1-② 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「公売公告等の公売情報ホームページへの掲

載について（指示）」（令和５年３月29日付徴徴４－21）

の発出により、公売公告事項の全てを電子的に確認するため

の見直しを行った。

181 通知・通達

訪問看護ステーションの基準

に係る届出に関する手続きの

取扱いについて

令和2年3月5日保医発第

0305第4号
厚生労働省 第三　六 届出事項の閲覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、地方厚生（支）局のホームページ（関東信越

厚生局

URL:kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/chousa/houm

on.html）に、届出事項をホームページに掲載する根拠法令

等の記載を行った。

184 通知・通達
共済事業向けの総合的な監督

指針

平成18年3月31日経営

第7481号
農林水産省

Ⅲ―二―八―三

（１）
説明書類の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 未了

本通知は農業協同組合法施行規則(平成17年農林水産

省令第27号。以下「農協規則」という。)第206条(公

衆の閲覧について)に基づいて説明書類の縦覧に係る

義務付けを規定しているものであるが、同条は工程

表（別表２・247）上、見直し期限が令和６年３月へ

と変更された（同条と並びをとる銀行法施行規則第

19条の４第１項（新規の401番）と見直し時期を合

わせるため）。したがって、同条は見直し及び施行

が未了の状況であり、現時点で当該通知の見直しを

行うことができないため。

令和６年３月

左記の理由により、

農協規則第206条（別表２・247）と同様の

見直し時期とすることが適当であるため。

185 通知・通達
共済事業向けの総合的な監督

指針

平成18年3月31日経営

第7481号
農林水産省

Ⅲ―二―八―三

（４）
説明書類の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 未了

本通知は農業協同組合法施行規則(平成17年農林水産

省令第27号。以下「農協規則」という。)第206条(公

衆の閲覧について)に基づいて説明書類の縦覧に係る

義務付けを規定しているものであるが、同条は工程

表（別表２・247）上、見直し期限が令和６年３月へ

と変更された（同条と並びをとる銀行法施行規則第

19条の４第１項（新規の401番）と見直し時期を合

わせるため）。したがって、同条は見直し及び施行

が未了の状況であり、現時点で当該通知の見直しを

行うことができないため。

令和６年３月

左記の理由により、

農協規則第206条（別表２・247）と同様の

見直し時期とすることが適当であるため。

186 通知・通達

農業協同組合、農業協同組合

連合会及び農事組合法人向け

の総合的な監督指針（信用事

業及び共済事業のみに係るも

のを除く。）

平成23年2月28日経営

第6374号
農林水産省 Ⅱ―一―七―二 説明書類の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 未了

本通知は農業協同組合法施行規則(平成17年農林水産

省令第27号。以下「農協規則」という。)第206条(公

衆の閲覧について)に基づいて説明書類の縦覧に係る

義務付けを規定しているものであるが、同条は工程

表（別表２・247）上、見直し期限が令和６年３月へ

と変更された（同条と並びをとる銀行法施行規則第

19条の４第１項（新規の401番）と見直し時期を合

わせるため）。したがって、同条は見直し及び施行

が未了の状況であり、現時点で当該通知の見直しを

行うことができないため。

令和６年３月

左記の理由により、

農協規則第206条（別表２・247）と同様の

見直し時期とすることが適当であるため。

187 通知・通達

農業協同組合、農業協同組合

連合会及び農事組合法人向け

の総合的な監督指針（信用事

業及び共済事業のみに係るも

のを除く。）

平成23年2月28日経営

第6374号
農林水産省 Ⅲ―二―二―一 説明書類の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 未了

本通知は農業協同組合法施行規則(平成17年農林水産

省令第27号。以下「農協規則」という。)第206条(公

衆の閲覧について)に基づいて説明書類の縦覧に係る

義務付けを規定しているものであるが、同条は工程

表（別表２・247）上、見直し期限が令和６年３月へ

と変更された（同条と並びをとる銀行法施行規則第

19条の４第１項（新規の401番）と見直し時期を合

わせるため）。したがって、同条は見直し及び施行

が未了の状況であり、現時点で当該通知の見直しを

行うことができないため。

令和６年３月

左記の理由により、

農協規則第206条（別表２・247）と同様の

見直し時期とすることが適当であるため。

191 通知・通達
農業経営基盤強化促進法の基

本要綱

平成24年5月31日経営

第564号
農林水産省 別紙四　第四

認定に当たっての

判断の基準となる

全ての指標の閲覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年４月、本通知の改正により、農業経営改善計画の認

定に当たっての判断の基準となる全ての指標を、インター

ネットの利用等により公開する旨の見直しを行った。

192 通知・通達
集落地域整備法の運用につい

て

平成15年8月28日国都

計 / 農振第44号
農林水産省 第二 基本方針の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「「集落地域整備法の運用について」の一部

改正について」（令和５年12月27日付５農振第2298号・国

都計第130号）の発出により、基本方針の縦覧をデジタル原

則に適合する手段によることが原則であることを通知上明確

化する趣旨の見直しを行った。

193 通知・通達

農山漁村滞在型余暇活動のた

めの基盤整備の促進に関する

法律の運用について

平成17年12月1日農振

第1360号
農林水産省 第三 基本方針の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「農山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備

の促進に関する法律の運用についての一部改正について」

（令和５年12月28日付け５農振第2348号）の発出により、

閲覧等の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段によ

ることが原則であることを通知上明確化する趣旨の見直しを

行った。

194 通知・通達

農山漁村滞在型余暇活動のた

めの基盤整備の促進に関する

法律の運用について

平成17年12月1日農振

第1360号
農林水産省 第四 市町村計画の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「農山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備

の促進に関する法律の運用についての一部改正について」

（令和５年12月28日付け５農振第2348号）の発出により、

閲覧等の一連のプロセスをデジタル原則に適合する手段によ

ることが原則であることを通知上明確化する趣旨の見直しを

行った。



195 通知・通達

地域森林計画及び国有林の地

域別の森林計画に関する事務

の取扱いについて

平成12年5月8日林野計

第154号
農林水産省 第五　七

計画書及び森林計

画図の縦覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 未了

本項目は、森林法第６条第７項に基づく地域森林計

画の公表を縦覧にて行うことを規定した通知につい

て、

当該公表の縦覧をオンライン上で行うことを基本と

すべきとする見直しを求められていたものである。

一方、同通知には森林法第６条第１項に基づく地域

森林計画の案の縦覧についても記載しており、

当該案の縦覧については、方針確定リスト別表１往

訪閲覧No.209にあるように、令和６年３月までに通

知等の発出又は改正による見直しを行うことを念頭

に検討・調整を行ってきたところである。

このため、同一の通知に記載している地域森林計画

に関する縦覧の規制の見直しについて、施工時期が

異なることは、地域森林計画の作成主体となる都道

府県が行う一連の事務手続を考えても不適当である

ことから、同時期の見直し時期とする必要があるた

め。

令和６年３月

左記のとおり、方針確定リスト別表１往訪

閲覧No.209の地域森林計画の策定に係る縦

覧をオンライン上で行う旨の対応の完了時

期に合わせたため。

196 通知・通達

漁協等向けの総合的な監督指

針（信用事業及び共済事業の

みに係るものを除く。）

平成25年5月29日水漁

第341号
農林水産省

Ⅲ―二―二―一

（3）
説明資料の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月21日、「漁協等向けの総合的な監督指針（信

用事業及び共済事業のみに係るものを除く。）」（平成25年

５月29日付け25水漁第341号水産庁長官通知）を改正し、

ディスクロージャー誌の縦覧に当たっては、デジタル原則に

適合する手段によることが原則であることを通知上明確化す

る趣旨の見直しを行った。

https://www.jfa.maff.go.jp/j/keiei/gyokyou/sisin/attach/p

df/index-10.pdf

199 通知・通達
農業振興地域制度に関するガ

イドラインの制定について

平成12年4月1日構改C

第261号
農林水産省

第一一　一

（四）

市町村整備計画案

等の縦覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「「農業振興地域制度に関するガイドライン

の制定について」の一部改正について」（令和５年12月27

日付５農振第2256号）の発出により、市町村整備計画案等

の縦覧をデジタル原則に適合する手段によることが原則であ

ることを通知上明確化する趣旨の見直しを行った。

200 通知・通達
農業振興地域制度に関するガ

イドラインの制定について

平成12年4月1日構改C

第261号
農林水産省

第一三　三

（五）⑦イｂ

振興条例計画案の

縦覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「「農業振興地域制度に関するガイドライン

の制定について」の一部改正について」（令和５年12月27

日付５農振第2256号）の発出により、振興条例計画案の縦

覧をデジタル原則に適合する手段によることが原則であるこ

とを通知上明確化する趣旨の見直しを行った。

201 通知・通達
農業振興地域制度に関するガ

イドラインの制定について

平成12年4月1日構改C

第261号
農林水産省

第一四　一

（三）②

振興条例計画案の

縦覧

市町村整備計画案

の縦覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「「農業振興地域制度に関するガイドライン

の制定について」の一部改正について」（令和５年12月27

日付５農振第2256号）の発出により、市町村整備計画案等

の縦覧をデジタル原則に適合する手段によることが原則であ

ることを通知上明確化する趣旨の見直しを行った。

202 通知・通達
農業振興地域制度に関するガ

イドラインの制定について

平成12年4月1日構改C

第261号
農林水産省

第一四　一

（三）③

振興条例計画案の

縦覧

市町村整備計画案

の縦覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「「農業振興地域制度に関するガイドライン

の制定について」の一部改正について」（令和５年12月27

日付５農振第2256号）の発出により、市町村整備計画案等

の縦覧をデジタル原則に適合する手段によることが原則であ

ることを通知上明確化する趣旨の見直しを行った。

206 通知・通達
農業共済組合模範定款例の基

準

昭和38年12月27日付け

38農経Ｂ第4054号農林

事務次官依名通知

農林水産省 第33条 定款等の閲覧 往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、関係書類について、イン

ターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とする

旨を明確化した。

207 通知・通達
農業共済組合模範定款例の基

準

昭和38年12月27日付け

38農経Ｂ第4054号農林

事務次官依名通知

農林水産省 第34条
事業報告書等の閲

覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、関係書類について、イン

ターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とする

旨を明確化した。

208 通知・通達
農業共済組合模範事業規程例

の基準

平成16年１月９日付け

15経営第5367号農林水

産事務次官依命通知

農林水産省 第38条
農作物共済掛金率

等一覧表の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、関係書類について、イン

ターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とする

旨を明確化した。

209 通知・通達
農業共済組合模範事業規程例

の基準

平成16年１月９日付け

15経営第5367号農林水

産事務次官依命通知

農林水産省 第67条
家畜共済掛金率等

一覧表の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、関係書類について、イン

ターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とする

旨を明確化した。

210 通知・通達
農業共済組合模範事業規程例

の基準

平成16年１月９日付け

15経営第5367号農林水

産事務次官依命通知

農林水産省 第101条
果樹共済掛金率等

一覧表の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、関係書類について、イン

ターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とする

旨を明確化した。

211 通知・通達
農業共済組合模範事業規程例

の基準

平成16年１月９日付け

15経営第5367号農林水

産事務次官依命通知

農林水産省 第125条
畑作物共済掛金率

等一覧表の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、関係書類について、イン

ターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とする

旨を明確化した。

212 通知・通達
農業共済組合模範事業規程例

の基準

平成16年１月９日付け

15経営第5367号農林水

産事務次官依命通知

農林水産省 第148条
園芸施設共済掛金

率等一覧表の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、関係書類について、イン

ターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とする

旨を明確化した。

213 通知・通達
農業共済組合模範事業規程例

の基準

平成16年１月９日付け

15経営第5367号農林水

産事務次官依命通知

農林水産省 第167条
建物共済掛金率等

一覧表の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、関係書類について、イン

ターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とする

旨を明確化した。

214 通知・通達
農業共済組合模範事業規程例

の基準

平成16年１月９日付け

15経営第5367号農林水

産事務次官依命通知

農林水産省 第228条
農機具共済掛金率

等一覧表の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、関係書類について、イン

ターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とする

旨を明確化した。

215 通知・通達 都道府県連合会模範定款例

昭和39年１月23日39農

経Ｂ第183号農林事務次

官依命通知

農林水産省 第27条 定款等の閲覧 往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、関係書類について、イン

ターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とする

旨を明確化した。

216 通知・通達 都道府県連合会模範定款例

昭和39年１月23日39農

経Ｂ第183号農林事務次

官依命通知

農林水産省 第28条
事業報告書等の閲

覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、関係書類について、イン

ターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とする

旨を明確化した。

217 通知・通達
都道府県連合会模範事業規程

例

平成 16 年１月９日 15

経営第 5367 号農林水

産事務次官依命通知

農林水産省 第96条
建物共済掛金率等

一覧表の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、関係書類について、イン

ターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とする

旨を明確化した。

218 通知・通達
都道府県連合会模範事業規程

例

平成 16 年１月９日 15

経営第 5367 号農林水

産事務次官依命通知

農林水産省 第153条
農機具共済掛金率

等一覧表の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、関係書類について、イン

ターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とする

旨を明確化した。

219 通知・通達 農作物共済引受要綱

平成30年５月８日付け

30経営第3 8 0号農林水

産省経営局長通知

農林水産省

第２章 引受事

務

第１節 組合等

の引受事務

第１ 農作物共

済掛金率等一覧

表の備置き

農作物共済掛金率

等一覧表の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、関係書類について、イン

ターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とする

旨を明確化した。

220 通知・通達 家畜共済事務取扱要領
平成 30 年 10 月２日付

け 30 経営第 1400 号
農林水産省

第２章　引受け

第１節　組合等

の引受けに関す

る事務処理

１　家畜共済掛

金率等一覧表

家畜共済掛金率等

一覧表の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、関係書類について、イン

ターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とする

旨を明確化した。

221 通知・通達 果樹共済引受要綱

平成30年９月11日付け

30経営第1305号農林水

産省経営局長通知

農林水産省

第２章 引受事

務

第１節 組合等

の引受事務

 第１ 果樹共済

掛金率等一覧表

の備置き

果樹共済掛金率等

一覧表の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、関係書類について、イン

ターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とする

旨を明確化した。

222 通知・通達 畑作物共済引受要綱

平成30年７月27日付け

30経営第1044号農林水

産省経営局長通知

農林水産省

第２章 引受事

務

第１節 組合等

の引受事務

第１ 畑作物共

済掛金率等一欄

表の備置き

畑作物共済掛金率

等一欄表の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、関係書類について、イン

ターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とする

旨を明確化した。

223 通知・通達 園芸施設共済事務取扱要領

平成３０年５月２日付

け３０経営第３６７号

農林水産省経営局長通

知

農林水産省

第２章 引受け

第１節 組合等

の引受け

１ 園芸施設共

済掛金率等一覧

表

園芸施設共済掛金

率等一覧表の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「デジタル原則を踏まえた当課所管法令の適

用に係る解釈の明確化等について」（令和５年12月26日付

５経営第2275号）の発出により、関係書類について、イン

ターネットの利用その他のデジタル技術の活用を原則とする

旨を明確化した。

230 通知・通達
協業組合の設立等認可関係事

務の取扱いについて

昭和42年10月13日企庁

第1428号
経済産業省

一（二）（ニ）

（E)

協業組合員からの

累積投票請求書面

の閲覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4注 要 令和５年中 完了済み

令和5年12月、「協業組合の設立等認可関係事務の取扱いに

ついての一部を改正する通達（20231120中庁第2号）」を制

定し、累積投票制度における請求書面閲覧規定を削除した。

234 通知・通達

国土交通省所管の契約に係る

競争参加資格審査事務取扱要

領について

平成13年1月6日国官会

第22号
国土交通省 第十条

有資格者閲覧名簿

の閲覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

『「国土交通省所管の契約に係る競争参加資格審査事務取扱

要領について」の一部改正について』（令和５年12月26日

付け国官契第60号）の発出により、有資格者閲覧名簿につい

ては、インターネット（HP）による公表を基本とするよう

見直しを行った。

235 通知・通達

国土交通省所管の契約に係る

競争参加資格審査事務取扱要

領について

平成13年1月6日国官会

第22号
国土交通省 第二十条

契約に係る競争参

加の有資格者閲覧

名簿の閲覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

『「国土交通省所管の契約に係る競争参加資格審査事務取扱

要領について」の一部改正について』（令和５年12月26日

付け国官契第60号）の発出により、有資格者閲覧名簿につい

ては、インターネット（HP）による公表を基本とするよう

見直しを行った。



236 通知・通達

国土交通省所管の契約に係る

競争参加資格審査事務取扱要

領について

平成13年1月6日国官会

第22号
国土交通省 第二十条

契約に係る競争参

加の有資格者閲覧

名簿の閲覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

『「国土交通省所管の契約に係る競争参加資格審査事務取扱

要領について」の一部改正について』（令和５年12月26日

付け国官契第60号）の発出により、有資格者閲覧名簿につい

ては、インターネット（HP）による公表を基本とするよう

見直しを行った。

240 通知・通達
工事に係る発注の見通しに関

する事項の公表について

平成13年3月30日国官

会 / 国官地第1428号
国土交通省 2

発注の見通しに関

する事項等の閲覧
往訪閲覧 1-① 3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、発注の見通しに関する事項について

は、インターネット（入札情報サービス）による公表を基本

とするよう見直しを行った。

241 通知・通達
工事に係る発注の見通しに関

する事項の公表について

平成13年3月30日国官

会 / 国官地第1428号
国土交通省 5

発注の見通しに関

する事項等の閲覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、発注の見通しに関する事項について

は、インターネット（入札情報サービス）による公表を基本

とするよう見直しを行った。

242 通知・通達

工事における入札及び契約の

過程並びに契約の内容等に係

る情報の公表について

平成13年3月30日国官

会 / 国官地第1429号
国土交通省 五Ⅰ

競争参加資格等に

関する事項の閲覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、工事における入札及び契約の過程並び

に契約の内容等に係る情報については、インターネット

（HP又は入札情報サービス）による公表を基本とするよう

見直しを行った。

244 通知・通達

工事における入札及び契約の

過程並びに契約の内容等に係

る情報の公表について

平成13年3月30日国官

会 / 国官地第1429号
国土交通省 五Ⅱ

競争参加資格等に

関する事項の閲覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、工事における入札及び契約の過程並び

に契約の内容等に係る情報については、インターネット

（HP又は入札情報サービス）による公表を基本とするよう

見直しを行った。

246 通知・通達

工事における入札及び契約の

過程並びに契約の内容等に係

る情報の公表について

平成13年3月30日国官

会 / 国官地第1429号
国土交通省 六

調査基準価格等の

閲覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、工事における入札及び契約の過程並び

に契約の内容等に係る情報については、インターネット

（HP又は入札情報サービス）による公表を基本とするよう

見直しを行った。

247 通知・通達

工事における入札及び契約の

過程並びに契約の内容等に係

る情報の公表について

平成13年3月30日国官

会 / 国官地第1429号
国土交通省 六

調査基準価格等の

閲覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、工事における入札及び契約の過程並び

に契約の内容等に係る情報については、インターネット

（HP又は入札情報サービス）による公表を基本とするよう

見直しを行った。

248 通知・通達

建設コンサルタント業務等に

おける入札及び契約の過程並

びに契約の内容等に係る情報

の公表について

平成14年9月5日国官会

/ 国地契第1211号
国土交通省 5Ⅰ

競争参加資格等に

関する事項の閲覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、建設コンサルタント業務等における入

札及び契約の過程並びに契約の内容等に係る情報について

は、インターネット（HP又は入札情報サービス）による公

表を基本とするよう見直しを行った。

250 通知・通達

建設コンサルタント業務等に

おける入札及び契約の過程並

びに契約の内容等に係る情報

の公表について

平成14年9月5日国官会

/ 国地契第1211号
国土交通省 5Ⅱ

契約者名及び契約

金額の閲覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、建設コンサルタント業務等における入

札及び契約の過程並びに契約の内容等に係る情報について

は、インターネット（HP又は入札情報サービス）による公

表を基本とするよう見直しを行った。

252 通知・通達

建設コンサルタント業務等に

おける入札及び契約の過程並

びに契約の内容等に係る情報

の公表について

平成14年9月5日国官会

/ 国地契第1211号
国土交通省 6

競争参加資格等に

関する事項の閲覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、建設コンサルタント業務等における入

札及び契約の過程並びに契約の内容等に係る情報について

は、インターネット（HP又は入札情報サービス）による公

表を基本とするよう見直しを行った。

253 通知・通達

建設コンサルタント業務等に

おける入札及び契約の過程並

びに契約の内容等に係る情報

の公表について

平成14年9月5日国官会

/ 国地契第1211号
国土交通省 6

競争参加資格等に

関する事項の閲覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、「アナログ規制見直しのための関連通知の改

正について」（令和５年12月27日付け国官会第19132号、国

官技第273号、国営計第129号、国営整第155号、国北予第

14号）の発出により、建設コンサルタント業務等における入

札及び契約の過程並びに契約の内容等に係る情報について

は、インターネット（HP又は入札情報サービス）による公

表を基本とするよう見直しを行った。

255 通知・通達
都市公園法運用指針（第４

版）

平成30年3月国土交通省

都市局
国土交通省 8-1(10)

都市公園台帳の閲

覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年９月、「立入検査等におけるデジタル技術の活用に

ついて（周知）」（国国広第32号、国都まち第24号、国都

公景第59号）の発出により、都市公園法第17条第３項の規

定により公的情報を閲覧に供する際、物理的な方法により閲

覧に供する場合であっても、併せてインターネット等の電磁

的方法による閲覧手段を基本とするなどの対応を行うよう周

知した。

256 通知・通達
都市公園法運用指針（第４

版）

平成30年3月国土交通省

都市局
国土交通省 8-2(4) 協定書の閲覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 未了

協定書の閲覧に関するデジタル原則への対応につい

ては、今後通達の発出をもって対応する予定であ

り、都市公園法運用指針の見直しについても同通達

の発出とあわせて実施する必要があるため。

令和６年６月
現時点で想定されている通達の発出時期と

している。

257 通知・通達

グリーンインフラ活用型都市

構築支援事業の費用対効果分

析手法マニュアルの策定及び

都市公園等事業の新規事業採

択時評価実施要領細目等の一

部改訂について

令和4年3月31日国都公

景第350号
国土交通省

第4

２（２）
評価結果の閲覧 往訪閲覧 1-② 3-4 要 令和５年中 完了済み

評価結果等についてホームページ上で閲覧できるよう、記者

発表のリンクを掲載した。

(https://www.mlit.go.jp/toshi/park/crd_parkgreen_tk_000

011.html)

261 通知・通達 屋外広告物条例ガイドライン
昭和39年3月27日建設

都総発第7号
国土交通省 第二十三条の三

保管物件一覧簿の

閲覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、事務連絡により各自治体へインターネット等

の電磁的方法による閲覧手段を基本とする旨の周知を行っ

た。

262 通知・通達 屋外広告物条例ガイドライン
昭和39年3月27日建設

都総発第7号
国土交通省 第三十三条の三

屋外広告業者監督

処分簿の閲覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和６年１月、事務連絡により各自治体へインターネット等

の電磁的方法による閲覧手段を基本とする旨の周知を行っ

た。

264 通知・通達 景観法運用指針
平成16年12月17日国都

計第111号
国土交通省 Ⅴ3（5）

景観重要建造物又

は景観重要樹木に

関する台帳の閲覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 未了

他の改訂項目と合わせて、一体的に運用指針の改定

を検討する必要があったため時間を要した。
令和６年４月

運用指針の改定について、現在、協議及び

手続きを進めているため

265 通知・通達 景観法運用指針
平成16年12月17日国都

計第111号
国土交通省 Ⅴ5（3）

景観農業振興地域

整備計画書又はそ

の写しの縦覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 未了

他の改訂項目と合わせて、一体的に運用指針の改定

を検討する必要があったため時間を要した。
令和６年４月

運用指針の改定について、現在、協議及び

手続きを進めているため

266 通知・通達 景観法運用指針
平成16年12月17日国都

計第111号
国土交通省 Ⅴ7（3）

準景観地区の区域

の案等の縦覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 未了

他の改訂項目と合わせて、一体的に運用指針の改定

を検討する必要があったため時間を要した。
令和６年４月

運用指針の改定について、現在、協議及び

手続きを進めているため

268 通知・通達

民間事業者の能力を活用した

市街地の整備を推進するため

の都市再生特別措置法等の一

部を改正する法律等の施行に

ついて（技術的助言）

平成17年10月24日国住

街 / 国都制第171号
国土交通省 第１　六

保留地予定地に係

る権利の内容を記

載した簿書の閲覧

往訪閲覧

2-3①

2-3②

2-3③

3-3 要 令和５年中 未了

本通知における閲覧は、土地区画整理法第84条第2項

に規定する閲覧を指しているところ、当該条項につ

いては見直し期限が「令和5年度10月～３月」（工程

表別表１No.521）とされており、今後通知等の発出

により見直しを行う予定。当該通知等の発出によ

り、本通知の見直しも完了となるところ、当該通知

等の発出は令和５年度２月～３月を予定している。

令和６年３月

土地区画整理法第84条第2項（工程表別表１

No.521）と見直し完了時期を合わせる必要

があるため。

276 通知・通達 都市計画運用指針
平成12年12月28日建設

省都計発第92号
国土交通省 Ⅳ―1―2　２ 基本方針の閲覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４の規定に基

づく技術的助言である都市計画運用指針について、令和５年

７月に発出した「都市計画運用指針の改正について」（令和

５年７月11日付国都計第57号）により改正を行い、当該基

本方針の公表については、書面を役所等に備え付ける方法に

より行う代わりに、原則としてインターネットに情報を掲載

し、オンライン上で閲覧可能な状態とすべき旨を周知した。

277 通知・通達 都市計画運用指針
平成12年12月28日建設

省都計発第92号
国土交通省 Ⅴ　2

都市施設等整備協

定の縦覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４の規定に基

づく技術的助言である都市計画運用指針について、令和５年

７月に発出した「都市計画運用指針の改正について」（令和

５年７月11日付国都計第57号）により改正を行い、当該縦

覧については、書面を役所等に備え付ける方法により行う代

わりに、原則としてインターネットに情報を掲載し、オンラ

イン上で閲覧可能な状態とすべき旨を周知した。

280 通知・通達
住宅瑕疵担保責任保険法人業

務規程の認可基準

平成20年3月28日国住

生第378号
国土交通省 １６．(7)(8)

保険法人の概況及

び組織に係る情報

の閲覧

往訪閲覧
2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年11月、住宅瑕疵担保責任保険法人業務規程の認可基

準（平成20年３月28日付国住生第378号）の改正により、保

険法人の概況及び組織に係る情報がデジタル原則に適合する

手段により開示されている必要があることを明確化する趣旨

の見直しを行った。

282 通知・通達
マンション標準管理規約の改

正について

令和3年6月22日

国住マ第33号
国土交通省

第49条第5項

（単棟型）

マンション管理組

合に係る議事録の

閲覧

往訪閲覧
2-3①

2-3②
3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/0017

15098.pdf）において、閲覧対象となる資料が電子データで

作成・保管されている場合において、組合員又は利害関係人

から求めがある場合には、電子メール等により提供すること

で事実上閲覧させることも許容される旨を明示し、デジタル

的手法による閲覧の検討を促した。

283 通知・通達
マンション標準管理規約の改

正について

令和3年6月22日

国住マ第33号
国土交通省

第64条第１項

（単棟型）

マンション管理組

合に係る会計帳簿

等の閲覧

往訪閲覧
2-3①

2-3②
3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/0017

15098.pdf）において、閲覧対象となる資料が電子データで

作成・保管されている場合において、組合員又は利害関係人

から求めがある場合には、電子メール等により提供すること

で事実上閲覧させることも許容される旨を明示し、デジタル

的手法による閲覧の検討を促した。

284 通知・通達
マンション標準管理規約の改

正について

令和3年6月22日

国住マ第33号
国土交通省

第64条第２項

（単棟型）

マンション管理組

合に係る長期修繕

計画書等の閲覧

往訪閲覧
2-3①

2-3②
3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/0017

15098.pdf）において、閲覧対象となる資料が電子データで

作成・保管されている場合において、組合員又は利害関係人

から求めがある場合には、電子メール等により提供すること

で事実上閲覧させることも許容される旨を明示し、デジタル

的手法による閲覧の検討を促した。

285 通知・通達
マンション標準管理規約の改

正について

令和3年6月22日

国住マ第33号
国土交通省

第72条第２項

（単棟型）

マンション管理組

合規約の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②
3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/0017

15098.pdf）において、閲覧対象となる資料が電子データで

作成・保管されている場合において、組合員又は利害関係人

から求めがある場合には、電子メール等により提供すること

で事実上閲覧させることも許容される旨を明示し、デジタル

的手法による閲覧の検討を促した。



286 通知・通達
マンション標準管理規約の改

正について

令和3年6月22日

国住マ第33号
国土交通省

第72条第４項

（単棟型）

マンション管理組

合に係る議事録の

閲覧

往訪閲覧
2-3①

2-3②
3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/0017

15098.pdf）において、閲覧対象となる資料が電子データで

作成・保管されている場合において、組合員又は利害関係人

から求めがある場合には、電子メール等により提供すること

で事実上閲覧させることも許容される旨を明示し、デジタル

的手法による閲覧の検討を促した。

287 通知・通達
マンション標準管理規約の改

正について

令和3年6月22日

国住マ第33号
国土交通省

第51条第5項

（団地型）

マンション管理組

合に係る議事録の

閲覧

往訪閲覧
2-3①

2-3②
3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/0017

15098.pdf）において、閲覧対象となる資料が電子データで

作成・保管されている場合において、組合員又は利害関係人

から求めがある場合には、電子メール等により提供すること

で事実上閲覧させることも許容される旨を明示し、デジタル

的手法による閲覧の検討を促した。

288 通知・通達
マンション標準管理規約の改

正について

令和3年6月22日

国住マ第33号
国土交通省

第66条第１項

（団地型）

マンション管理組

合に係る会計帳簿

等の閲覧

往訪閲覧
2-3①

2-3②
3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/0017

15098.pdf）において、閲覧対象となる資料が電子データで

作成・保管されている場合において、組合員又は利害関係人

から求めがある場合には、電子メール等により提供すること

で事実上閲覧させることも許容される旨を明示し、デジタル

的手法による閲覧の検討を促した。

289 通知・通達
マンション標準管理規約の改

正について

令和3年6月22日

国住マ第33号
国土交通省

第66条第２項

（団地型）

マンション管理組

合に係る長期修繕

計画書等の閲覧

往訪閲覧
2-3①

2-3②
3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/0017

15098.pdf）において、閲覧対象となる資料が電子データで

作成・保管されている場合において、組合員又は利害関係人

から求めがある場合には、電子メール等により提供すること

で事実上閲覧させることも許容される旨を明示し、デジタル

的手法による閲覧の検討を促した。

290 通知・通達
マンション標準管理規約の改

正について

令和3年6月22日

国住マ第33号
国土交通省

第74条第６項

（団地型）

マンション管理組

合に係る議事録の

閲覧

往訪閲覧
2-3①

2-3②
3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/0017

15098.pdf）において、閲覧対象となる資料が電子データで

作成・保管されている場合において、組合員又は利害関係人

から求めがある場合には、電子メール等により提供すること

で事実上閲覧させることも許容される旨を明示し、デジタル

的手法による閲覧の検討を促した。

291 通知・通達
マンション標準管理規約の改

正について

令和3年6月22日

国住マ第33号
国土交通省

第82条第２項

（団地型）

マンション管理組

合規約の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②
3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/0017

15098.pdf）において、閲覧対象となる資料が電子データで

作成・保管されている場合において、組合員又は利害関係人

から求めがある場合には、電子メール等により提供すること

で事実上閲覧させることも許容される旨を明示し、デジタル

的手法による閲覧の検討を促した。

292 通知・通達
マンション標準管理規約の改

正について

令和3年6月22日

国住マ第33号
国土交通省

第82条第４項

（団地型）

マンション管理組

合規約等の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②
3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/0017

15098.pdf）において、閲覧対象となる資料が電子データで

作成・保管されている場合において、組合員又は利害関係人

から求めがある場合には、電子メール等により提供すること

で事実上閲覧させることも許容される旨を明示し、デジタル

的手法による閲覧の検討を促した。

293 通知・通達
マンション標準管理規約の改

正について

令和3年6月22日

国住マ第33号
国土交通省

第5３条第5項

（複合用途型）

マンション管理組

合に係る議事録の

閲覧

往訪閲覧
2-3①

2-3②
3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/0017

15098.pdf）において、閲覧対象となる資料が電子データで

作成・保管されている場合において、組合員又は利害関係人

から求めがある場合には、電子メール等により提供すること

で事実上閲覧させることも許容される旨を明示し、デジタル

的手法による閲覧の検討を促した。

294 通知・通達
マンション標準管理規約の改

正について

令和3年6月22日

国住マ第33号
国土交通省

第69条第１項

（複合用途型）

マンション管理組

合に係る会計帳簿

等の閲覧

往訪閲覧
2-3①

2-3②
3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/0017

15098.pdf）において、閲覧対象となる資料が電子データで

作成・保管されている場合において、組合員又は利害関係人

から求めがある場合には、電子メール等により提供すること

で事実上閲覧させることも許容される旨を明示し、デジタル

的手法による閲覧の検討を促した。

295 通知・通達
マンション標準管理規約の改

正について

令和3年6月22日

国住マ第33号
国土交通省

第69条第２項

（複合用途型）

マンション管理組

合に係る長期修繕

計画書等の閲覧

往訪閲覧
2-3①

2-3②
3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/0017

15098.pdf）において、閲覧対象となる資料が電子データで

作成・保管されている場合において、組合員又は利害関係人

から求めがある場合には、電子メール等により提供すること

で事実上閲覧させることも許容される旨を明示し、デジタル

的手法による閲覧の検討を促した。

296 通知・通達
マンション標準管理規約の改

正について

令和3年6月22日

国住マ第33号
国土交通省

第77条第２項

（複合用途型）

マンション管理組

合規約の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②
3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/0017

15098.pdf）において、閲覧対象となる資料が電子データで

作成・保管されている場合において、組合員又は利害関係人

から求めがある場合には、電子メール等により提供すること

で事実上閲覧させることも許容される旨を明示し、デジタル

的手法による閲覧の検討を促した。

297 通知・通達
マンション標準管理規約の改

正について

令和3年6月22日

国住マ第33号
国土交通省

第77条第４項

（複合用途型）

マンション管理組

合規約等の閲覧
往訪閲覧

2-3①

2-3②
3-3 要 令和５年中 完了済み

令和５年12月、当省ホームページ（URL：

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/0017

15098.pdf）において、閲覧対象となる資料が電子データで

作成・保管されている場合において、組合員又は利害関係人

から求めがある場合には、電子メール等により提供すること

で事実上閲覧させることも許容される旨を明示し、デジタル

的手法による閲覧の検討を促した。

299 通知・通達

産業廃棄物処理業及び特別管

理産業廃棄物処理業並びに産

業廃棄物処理施設の許可事務

等の取扱いについて

平成30年3月30日環循

規発第18033029号
環境省 第二　四 申請書等の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4注 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、「デジタル原則を踏まえた廃棄物の処理

及び清掃に関する法律等の 適用に係る解釈の明確化等につ

いて（通知）」（令和５年３月31日付環循適発第23033125

号、環循規発第23033110号）の発出により、閲覧等対象情

報の保存、閲覧等の申請等プロセス、閲覧等の一連のプロセ

スをデジタル原則に適合する手段によることが原則であるこ

とを通知上明確化する趣旨の見直しを行った。

なお、左記通知はNo.302の通知を発出時に廃止済み。

301 通知・通達

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の

適正な処理の推進に関する特

別措置法の一部を改正する法

律等の施行について

平成28年8月1日環廃産

発第1608013号
環境省 第五　三

届出書の副本及び

添付書類の縦覧
往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月、「デジタル原則を踏まえたポリ塩化ビフェニ

ル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法の適用に係

る解釈の明確化等について（通知）」（令和５年３月31日付

環循施発第2303315号）の発出により、インターネット上で

の届出書等の縦覧、届出書等の公表といった、デジタル原則

に適合する手段によることが原則であることを通知上明確化

する趣旨の見直しを行った。

302 通知・通達

産業廃棄物処理業及び特別管

理産業廃棄物処理業並びに産

業廃棄物処理施設の許可事務

等の取扱いについて

令和2年3月30日環循規

発第2003301号
環境省 申請書等の縦覧 往訪閲覧

2-4①

2-4②
3-4 要 令和５年中 完了済み

令和５年３月31日、「デジタル原則を踏まえた廃棄物の処理

及び清掃に関する法律等の 適用に係る解釈の明確化等につ

いて（通知）」（令和５年３月31日付環循適発第23033125

号、環循規発第23033110号）の発出により、閲覧等対象情

報の保存、閲覧等の申請等プロセス、閲覧等の一連のプロセ

スをデジタル原則に適合する手段によることが原則であるこ

とを通知上明確化する趣旨の見直しを行った。

注　規制の見直しにより、規制そのものを撤廃するもの


